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は し が き

本資料集は、本研究所の教育情報協力活動の一環として、最近の韓国の教育政策

の動向を把握する上で基礎的な文献及び資料を翻訳 し、整理 したものである。金泰

勲国立教育政策研究所国際研究 ・協力部客員研究員が翻訳 し、それ を大塚尚子同国

際研究 ・協力部総括研究官が監修 した。

本資料集には、韓国で2009年 に公 開 され た次の3つ の文献及 び資料の 日本 語

訳 を掲載 している。

1.「 教育 関連機関の教育情報公示制度運営法案に関する研究」

2.李 明博政府の科学技術基本計画(577戦 略)「2010年 度施行計 画」

3.「 教育科学技術先進化 で世界一類 国家跳躍」

1は 、教 育情報開示 に関す る資料 であり、韓国教育課程評価院(KICE)に よ

る情報公開の現状分析 と今後の方策を探った研究報告(2009.1)で ある。

2は 韓国政府 による施行計画(2009.11)で あ り、3は 韓国教 育科学技術部 による

科学技術政策の方向性と課題に関する資料(2009.12)と なって いる。

本資料集 が、韓国の教育事情に対する幅広い関係者の興味 ・関心、ニーズに応え

る材料として活用されれば幸いである。

平成22(2010)年6月

国立教育政策研究所

国際研究 ・協力部長

渡 辺 良
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教育関連機関の教育情報公示制度

運営法案に関する研究
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はじめに

教育関連機関の情報公開に関する法律と施行令が制定され、2008年12月 から本格的に教

育情報公示制度が導入、施行されている。教育情報公示制度は、教育に対する国民の知る権

利を保障して学術および政策研究を振興すること、並びに学校教育に対する参加 と教育行政

の効率性および透明性を高めるための制度で、初 ・中等学校および高等教育機関に関する公

示対象情報の内容と範囲および情報公示のためのシステムが、よく構築されたものとなって

いる。しかしながら、教育行政機関や教育研究機関に対する情報公示論議は相対的に活発で

はなく、関心もあまり示されていない。したがって、教育情報公示制度の導入目的などを考

慮する時、教育行政機関や教育研究機関も教育情報公示制度に対する理解を深め、これを施

行するための基盤を持つことが必要である。

本研究はこのようなニー ズを勘案 し、世界水準の教育課程評価専門研究機関を目指す韓国

教育課程評価院の情報公開の現況および規定を分析して、教育情報公示法の導入目的に照ら

して機関の設立目的と研究機関としての責務性を担保するための情報公示運営方向と方案、

そしてこれを裏付けるための規定を提示している。是非、本研究で提示した教育関連機関の

情報公示制が運営方案において意図する目的を充分に果たすように活用されるように願い

つつ、同時に、研究を遂行した研究陣とサポー トしてくれた方々に感謝したい。

2009年1月

韓国教育課程評価院

院長 金聲烈
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研究要約

2007年5月26日 「公共機関の情報公開に関する法律」の特別法の形態で 「教育関連機

関の情報公開に関する特例法」が制定された。教育に対する国民の 「知る権利」を保障し、

学術および政策研究を振興すると同時に、学校教育に対する参加と教育行政の効率性および

透明性を高めるために導入したこの法は2008年5月26日 か ら施行されている。

しかし、学校に対する教育情報公示は学校教育の責務性確保の側面で論議が活発なのに比

べ、教育行政機関や教育研究機関に対する情報公示論議は相対的に活発ではなく、関心も高

くない。教育情報公示法の導入目的を考慮する時、教育行政機関や教育研究機関の情報公示

に対する制度的な枠組みを設ける必要がある。

本研究は、教育研究機関として世界水準の教育課程評価専門研究機関を目指す韓国教育課

程評価院の情報公開の現況を分析し、教育情報公示法の導入目的に基づき、今後の改善およ

び補わなければならない事項を明らかにすることを目的としている。韓国教育課程評価院は

修学能力と教師任用試験、韓国語試験など国民の関心が非常に高い評価関連業務を担当する

とともに、関連試験に関する多様な研究を行っている教育研究機関として、多様な関連機関

と国民、国会などから持続的に情報公示要請がなされてきた。しかしその間、評価関連業務

が非常にデリケー トな事案であることを理由に、情報公示に対 して多少消極的な姿勢を取っ

て来たため、情報公示制度を施行するための十分な準備がない状態にあった。

韓国教育課程評価院は政府出資研究機関としての責務性を高め、李明博政府の核心教育政

策の一環である情報公示制度に効果的に対応するために、多様な努力を傾けなければならな

いと考えられる。情報公開請求に関する既存の規定を基に、情報公示制運営のための内部規

定を策定し、国民の知る権利保障と学術研究振興のために努力する必要がある。

このような目的を果たすために、本研究ではまず、情報公示制度の明確な概念について調

べた。そして2008年 、施行 された教育情報公示法お よび施行令を中心に韓国の教育情報公

示制度 とアメリカ教育関連機関の情報公開に対する事例を比較分析し、これを通 じて導き出

した多様な観点を提示した。また、情報公示の効果的な運営方案模索のための情報 ・資料収

集作業として、インターネットホームページと請求申し込み、国会資料提出要求などを中心

に韓国教育課程評価院の情報公開現況および関連規定を分析 した。これを土台に、教育課程

評価専門研究機関として韓国教育課程評価院の教育情報公示運営の方向性、情報公示項目と

作成指針、そしてこれを裏付けるための関連規定の制定方案などを提示した。

国内外の文献および事例分析、韓国教育課程評価院の情報公開の現況分析、関連専門家協

議会の開催、韓国教育課程評価院関係者らとの協議などを通じて導き出した研究結果は、以

下のとおりであるが、まずは、韓国教育課程評価院の情報公示制の運営基本方向は次のよう

に示すことができる。

第一に、国民の知る権利保障および教育研究の活性化という情報公示制導入の目的に符合
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するために、自発的かつ積極的に情報を公開する必要があるが、個人識別情報など個人の私

生活を侵害する可能性のある情報については、例外規定を用意する必要がある。需要者らの

関心が高いデ リケー トな情報をむしろ積極的に公開することで、多くの請求と情報公開要請

を減らすことができるし、これを通じて韓国教育課程評価院の業務負担はずっと減ると思わ

れる。ただし、情報の誤用と悪用を避けるために、多様な保安規定を用意しなければならな

いし、個人あるいは機関を識別することができる情報は、必ず制限をかけた状態で提供しな

がら、個人と機関の情報保護に対して責任を負わなければならない。

第二に、韓国教育課程評価院のホームページを、需要者中心に改編、整備する必要がある。

体系的ではないホームページのメニューと公示情報の間の重複 と混雑、担当部署や担当者が

ホームページのページごとには明示されていないために発生する困難さ、特定領域の情報を

閲覧しても知りたい事をすぐ解決することができない不便さ、非常に基本的な情報が公開さ

れていない点や、情報が体系的に整理されていない点等、現在の韓国教育課程評価院ホーム

ページの情報公示には、先進一流教育を目指す世界水準の教育課程評価専門研究機関として

十分とは言えない側面が多々ある。

第三に、情報公示関連規定の整備を通じて、具体的な指針を用意が必要である。自発的か

つ積極的に情報公開の努力を続けると言っても、資料の中にはさまざまな理由によってホー

ムページ上で公開しにくい場合がある。したがって別途、情報公開請求がある場合、どんな

手続きを通じて、どんな基準で資料を公開するかに関する、より明確で具体的なガイ ドライ

ンが用意されなければならないし、関連規定が詳しく提供されなければならない。

このような基本方向を基に、韓国教育課程評価院の情報公示および公開運営方案を示せば

次のとおりである。

第一に、国家考査は、韓国教育課程評価院が提供する情報の中でも非常に重要で、需要者

の関心が非常に高い領域であり、大学修学能力試験、幼稚、初等、中等、特殊任用考査、専

門研究要員選抜試験、国費留学生選抜試験、韓国語能力試験、高入選抜考査、検定考試、学

業成就度評価、基礎学力診断評価、国際比較評価などの情報がこれに含まれる。これに関連

して、特別な場合を除き、年度別受験者関連情報と競争率、問題用紙および答案用紙、試験

結果などに対する各種分析結果資料などを詳しく提供しなければならない。これは国民の知

る権利を保障しつつ、不必要な請求と情報公開要請を減らすための近道である。しかし、国

家考査は自発的に情報を公示しにくい場合があり得るので、これに対する明確な基準と公示

方針を用意することによってこれを支える必要がある。例えば、論述質問項 目が含まれた国

家考査の場合、採点基準や模範答案まで公示すればさらに大きな混乱と請求を引き起こす可

能性が高い。したがって関連情報を公示する場合、今後の試験運営に困難さをもたらす可能

性のあるような情報は原則的に非公開にするが、そうしなければならない理由を十分に説明

するのが望ましいと考えられる。

第二に、研究報告では大きく基本研究課題、受託研究課題、研究レポー ト、セミナー(公
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聴会)、 学術大会資料集 などがあ り、その外にも教育課程評価研究と教育広場などがある。

このようなすべての報告書や資料集はpdfフ ァイルまたはハングルで提供 されなければな

らないし、年度順に整理してユーザーの便宜をはかる必要がある。その他にも、研究者情報

と予算、研究費支援機関、研究期間、主管部処、年度別予算額と編修など総合的な情報を提

供する必要がある。特に、基本研究報告書や受託研究、研究レポートは研究報告書に対する

評価が完了し、部外秘または非公開とならない限り、印刷が完了すれば直ちにすべてのファ

イルを公示することが必要であり、各種セミナー、学術大会、公庁会なども、行事が終わる

と直ちに資料集ファイルを掲載することが望ましい。やむを得ず、報告書や資料集の全体を

提供することが大変な場合には、研究概要だけでも公示して、他の研究者およびその他需要

者の知る権利および学術研究振興に貢献しなければならない。

第三に、韓国教育課程評価院機関自体に係わる情報公開は、現在のホームページを通じて

比較的うまくいっている。 しかし、詳細な情報の中で一部の項目は相変らず十分でないか、

追加的な情報公開の必要性があって、体系的かつより明確に提示される必要がある。特に組

織構成員に係わる情報、研究事業に係わる情報、そして財政に係わる情報などを具体的に公

示し、機関運営の透明性を高めて信頼度を向上させる必要がある。

第四に、韓国教育課程評価院の機関の特性から、教育情報公示制の施行によって各種請求

や情報公開要請委が殺到することが予想されるので、これに対する詳しい案内と指針などが

ホームページを通じて案内される必要がある。

五番 目に、情報公開に対する要求を適切かつ公正に反映させる方法として、行政情報公開

に関する規則をいくつかの面で補わなければならない。行政情報公開に関する規則という名

称を規定に変え、情報公開関連業務を総括調整するための情報公開責任官と情報公開関連業

務担当部署を一元化する必要がある。そして情報公開責任官外に、各本部別あるいは大分野

別に情報公開担当官を別途指定して、所管本部や分野別に生み出された情報を体系的に管理

するようにする必要がある。また公開する情報の範囲を自発的に拡大して、情報公開審議会

に対するもっと詳しい規定用意が必要である。ひいては外部委員に関してより明確に規定す

ることで、情報公開審議会をより透明で公正にする必要がある。最後に、教育情報公示制度

に備えた情報公示項目を決め、これを管理する責任者を指定して、情報公示項目と様式を開

発することができる準拠条項の新設が必要である。
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Ⅰ.序論

1.研 究の背景および目的

李明博政府の教育改革方案のうちの一つが、児童 ・生徒 ・学生および保護者の知る権利保

障を通じて教育の競争力と質の向上を図ろうとする教育情報公示制度である。これに関して

教育科学技術部は、去る11月 教育情報公示制度に対す る具体的な施行方案を盛 り込んだ施

行令を発表した。すなわち2007年5月26日 、 「公共機関の情報公 開に関す る法律」(以 下

「情報公開法」)の 特別法形態 として、教育に対する国民の知る権利を保障し、学術および

政策研究を振興するとともに学校教育に対する参加 と教育行政の効率性および透明性を高

めるために 「教育関連機関の情報公開に関する特例法」(以 下 「教育情報公示法(注1)」)が

制定され、2008年5月26日 か ら施行された。 しか し、教育情報公示法は公示情報の具体的

な範囲や回数、時期など教育情報公示の実施を担保する多くの部分が大統領令で定められる

ようになったため、これを巡る議論のために施行令の制定が遅れ、去る11月 にその教育情

報公示方法および項 目などが最終的に確定された。2008年12月 には、教育情報公示に係わ

る総合情報システムである 「学校アリミ(情 報公示制度)」 と 「大学アリミ(情 報公示制

度)」 が運用 されることとなった。ところがまだ施行初期であるため、情報の正確性および

虚偽情報公示に対する制裁など、これから補わなければならない課題も数多くある。

特に教育情報公示法で規定している教育関連機関とは学校、教育行政機関、教育研究機関

を指 し、学校に対する教育情報公示が教育の責務性確保などのために論議が活発なのに比べ

て、相対的に教育行政機関や教育研究機関に対する情報公示論議は活発ではなく、また関心

も高くない。しかし、教育情報公示法の目的が、教育関連機関の情報公示を通じてその保有

管理する情報を公開することによって国民の知る権利を保障し、学術および政策研究を振興

することとともに学校教育に対する参加 と教育行政の効率性と透明性を増進することであ

ることを考えると、教育行政機関や教育研究機関についても情報公示に係わる制度的枠組み

を整備する必要がある。

よって本研究は、教育研究機関として先進一流教育に資する、世界水準の教育課程評価専

門研究機関を目指す韓国教育課程評価院が、李明博政府の核心的な教育政策課題としての教

育情報公示制の導入にあたって、制度を理解することが優先的に求められたことを契機 とし

て行われた。すなわち、教育情報公示法の制定とこれによる施行令の制定および総合情報シ

ステムの運用によって学校ではどの位情報公示制度を理解 しているのか、また、韓国教育課

程評価院など教育情報公示対象機関に相当する研究機関がいまだに制度施行に対する十分

な準備ができておらず、今後 どのような教育情報公示方法や項目が要請されるのか、といっ

たことについて論議する必要がある。ひいては全国単位の学業到達度評価、大学修学能力試

験、教員任用試験、義歯学専門大学院入門試験(Medical/Dental Education Eligibility

 Test，MEET/DEET)、 法学専門大学院適性試験(Legal Education Eligibility Test，LEET)な
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どを担当する機関として、その評価結果の情報公開に対するニーズが多いことに鑑み、情報

公開要求を分析 し、対応方案を用意して公示方法および項目などに対する論議も求められる。

したがって、韓国教育課程評価院が政府出資研究機関としてのこのような責務性を高め、

李明博政府の核心的な教育政策の一つである情報公示制度に効果的に対応するためには、既

存の情報公開請求に対ずる規定を踏まえ、情報公示制運営のための内部規定を用意して、国

民の知る権利の保障および学術研究振興などのために努力することが必要である。

2.研 究の内容

以上のような目的を果たすために、本研究では次のような内容を中心に考察した。

ア.情報公示制度に対する概念

先に情報公示制度に対する理解のために、情報公開法と教育情報公示法を中心に情報公開

と情報公示の概念を比較分析 し、教育情報公示制度の必要性を考察した。また、先行研究を

考察することで本研究のための観点を示 した。

イ.韓 国の教育情報公示制度および外国の事例

2008年 に施行 された教育情報公示法および施行令を中心に韓国の教育情報公示制度に関

して考察し、同時にアメリカ教育関連機関の情報公開に対する事例を総合的に分析して、観

点を示す。特にその中でも韓国教育課程評価院のような教育研究機関の情報公開の現況を考

察 した。

ウ.韓 国教育課程評価院の情報公開現況分析

韓国教育課程評価院の情報公示の効果的な運営方案を模索するための資料 ・情報収集作業

として、韓国教育課程評価院のホームページを中心に情報公開現況を分析するとともに、国

会、民間人などの分野別情報公開請求の現況および関連規定を分析した。

エ.韓 国教育課程評価院の教育情報公示運営方案模索

以上の分析を通じて、教育課程評価専門研究機関として求められる韓国教育課程評価院の

教育情報公示の運営方向、情報公示項目と作成指針、そしてこれを裏付けるための関連規定

の改正(注2)な どを提示す る。

3.研 究の方法

ア.文 献研究

教育関連機関の教育情報公示制度の運営方案、その中でも教育研究機関に対する教育情報

公示制運営に係わる研究、そして情報公開に関する研究、関連法律制改正に関する先行研究

並びに教育情報公開に関する海外事例を、各種文献を通じて分析 した。
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イ.実態調査および分析

韓x国教育課程評価院で現在公開している教育情報の内容と範囲などに関して、ホームペー

ジに公開されている情報を中心に実態分析をし、同時に国会議員要求資料および民間人の情

報公開請求現況などを分析して、分類した。

ウ.専門家および関係機関協議会

研究陣を含む関連専門家協議会を開催し、韓国教育課程評価院の情報公開現況の分析およ

び運営方案、規定制定などのために韓国教育課程評価院の関係者と具体的な事項を協議 し、

諮問を求めた。

特に、韓国教育開発院教育情報公示センター研究員とソウル大学校教育学科教授には、研

究の始めから終わりまで研究陣と電話および電子メールを通じて諮問と助言をしていただ

き、研究結果をまとめる際に専門家検討意見を最終報告書に反映することができたた。

(注1)教 育関連機関の情報公開に関す る特例法はその名称では情報公開となっているが、実

際に扱っている内容は、主に情報公示に関する事柄を規定しているために「教育情報公示法」

としている。

(注2)韓 国教育課程評価院長の2008年 度経営 目標でも、学校教育サポー ト業務の効率的遂

行のために情報公開方法および手続きなどの関連制度を整備する必要性があることが明ら

かにされている。

Ⅱ.理論的背景

1.情 報公開と情報公示の概念(注3)

教育情報公示制の運営に係わって最初に求められることは、果して教育情報とは何かとい

うことである。これまで教育情報が何なのかについては、明確な概念や定義がないのが実情

であったし、概して教育活動または教育制度に関連させて活用される各種情報であったと言

える(ノ ・ギホ1998)。 一方、教育情報公示法では教育情報を教育関連機関が学校教育に係

わって職務上作成または取得し、管理する文書であると規定している(電子文書を含む)。ま

た、図面、写真、フィルム、テープ、スライ ド、その他これらに準ずる媒体などに記録 され

た事項と定義している。ここで教育関連機関とは、学校教育行政機関および教育研究機関を

言い、学校 とは 「初 ・中等教育法」第2条 、 「高等教育法」第2条 によって設置 された各学

校、その他に他の法律によって設置された各学校(国 防治安な どの事由で情報公示が難 しい

と大統領令で定める学校は除く)を示す。 さらに、教育行政機関とは、教育公務員法第2条

第3項 による機関であり、教育研究機関とは教育公務員法第2条 第4項 による機関、その他

の法律によって教育に関して専門的に研究調査をするために設置された機関を示す。教育情

-9-



報 につ いての この よ うな法 的定義は、情報公 開法 で規 定 してい る情 報 の概念(注4)を 準用 し

てい ると思 われ る。

これ に関 して、教育 関連機 関 の情報公 開に関す る特例法は、前述 のよ うに、その名称 では

情報公 開 となってい るが、む しろ実質的 に法律で扱 ってい る内容 は主 に教育情報公示 に関 し

て規定 していて、一般 的に教育情報公 示法 とい う。

公共機 関の情報公 開に関す る法律 で情報公 開 とは、公共機 関が この法 の規定 に基づ き、情

報 を閲覧す るこ と、そ の写本複製物 を交付す ること、または 「電子政府法」第2条 第7号 の

規定 による情報通信網 を通 じて情報 を提供 す ることな どを指す。す なわち、情報 の公 開は請

求権者 である国民 の要請 によって当該情報 の閲覧が請求 され て、該 当の機 関は情報の閲覧可

否お よび閲覧時期 、方法 な どを決 め るよ うになっていて、その公 開 の方法では閲覧、写本複

製 、情報通信網 を通 じる送受信 でで きる とい う。

教 育情報公示 法もこれ を準用 して、等 しく公 開の概念 を定義 してい る。 しか し、公示の概

念 に対 しては情報公 開法 では別 に規定 してない し、教育情報公 示法第2条 第3号 で公 示の概

念 に対 して定義 している。す なわち、公 示 とは教育関連機 関がそ の保有管理す る情報 を国民

の情報公 開に対す る閲覧交 付お よび請求 の有無 にかかわ らず、あ らか じめ情報通信網 な ど他

の法令で定め る方法で積極 的 に知 らせた り、提供 した りす る公開 の一方法 を指す。

したが って、公示 は請求権者 の要請 に よって公 開す るのではな く、要請可否 に関係 な く教

育関連機 関が、法に よって定 め られた情報公示対象情報 を公 開す る よ うにす る一方法 である

(鄭ス ンウォン、2008)。 教育情報公 示法第 定以前 には教育情報 は主に情報公 開法の規 定に基

づ き教育基本法、 「初 ・中等教 育法」 な ど教育関係 法律 に よって公 開 され てきた が、これか

らは教 育情報公示法 に よって法令 に規 定 され てい る情報 は必ずイ ンターネ ッ トを通 じて年

1回 以上公 開 しなければ な らない。 これ に よって国 民はよ り容易 に教 育情報 にア クセ スす る

こ とがで きるよ うにな り、国民 の知 る権利 と教育 の質 向上 な どのための重要 な方案に情報 を

活用す るこ とがで きるよ うになるのであ る。

(注3)以 下は、呉セ フィ、崔 ソン ド(2008).「 教育情報公 示制度 の合理的運営 方案模 索:初 ・

中等教育機 関を中心 に」(地 方政府研 究 、第12冊 第2号)の 内容 の一部 を修 正 し、補 足 して

作成 した。

(注4)公 共機 関の情報公 開に関す る法律第2条 第1号 では、情報 を公共機 関が職務上作成ま

たは取得 して管理 してい る文書(電 子文書 を含む。 以下同様)と し、図面 、写真 、フ ィル ム、

テー プ、スライ ドお よびその他 これ らに準ず る媒体な どに記録 され た事項 である と規 定 して

い る。

2.教 育情報公示の必要性 と効 果

教 育 は人間行動 に変化 をもた らす とともに、社会階層 の移動 の手段 となるな ど、多様 な役
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目と機能を果たしてきている。このため、時代を超越 して多くの人々の関心の対象となって

きた。だから、教育に係わる情報を公開するようにすることは望ましいだけなく、これは結

局、憲法上保障された国民の知る権利の充足と保障、そして国民の教育受ける権利を保障す

るのに核心的な要素であると言える。

しかし、今まで教育情報公開に係わって学校、教育行政機関、教育研究機関など教育関連

機関は彼 らが収集、管理 している教育情報の公開に対して消極的だった。すなわち、情報公

開法によって要請がある時にだけやむを得ず公開するとか、あるいは規定により前もって情

報のみを公開し、学業成就などのような教育需要者が求める情報は非公開とされたまま、教

育情報がまるで教育関連機関の専有物になったと言える(注5)。 このよ うな教育情報公開に

対する教育関連機関の消極的な態度は 「内申成績の水増 し」、 「試験答案紙操作」などの

ような教育における負の副作用だけでなく、教育関連機関がその責務をまともに履行するこ

とができない結果をもたらした。これによって、教育情報公開の必要性に対する社会的要求

が継続的に申し立てられて、これに応じた政府の立法化に至ることとなった。

具体的に教育情報公開の必要性に関し、カンインス(2005)は ①国民の知る権利の保障およ

び学校 に対する理解と参加の拡大、②学校、教育行政機関、教育研究機関など教育関連機関

の責務性の向上、③教育行政の効率化の促進、④学校教育の実質的平等の実現などを提唱し

ている。また、カンサンジン(2008)は 教育情報公開の必要性 としては学校教育の責務性を担

保にするためであると言っている。国は国民の教育権を保障しなければならないし、そのた

めの方案の一つが学校教育の情報公開であるということである。学校教育の情報は国民が知

りたがっている情報の一つである。しかし、教育が国民の期待に応えていることが分かる方

法がまともに存在しないので、学校情報の公開を通じてこれを担保することができるという

のだ。学校教育の責務性を具現化するための学校情報公開方法は、大きく二つに類型化でき

る。その一つは、国民の学習権を差別なしに保障することで、学校教育の質的情報または学

校教育の成果を公開することであり、二つ目は学生の進路指導に必要な情報を提供すること

である。なお、外国の場合をみると、学校情報の公開内容は専門的な評価機関による評価結

果を反映する傾向にあるという。

一方、 「教育情報公示法」ではその必要性として 「国民の知る権利の保障」、 「学術およ

び政策研究の振興」、 「学校教育に対する参加」、 「教育行政の効率性および透明性向上」

が挙げられている。すなわち、教育情報公開は国民の知る権利の保障を通じて学校に対する

参加を増進させることで教育関連機関の効率性および責務性を向上させるのに必要な制度

であるとともに、公開された情報をよく活用することで地域間学校間格差を緩和する政策目

的の達成と学術振興のために必要な制度である言える。したがって、このような必要性を満

たすためには学校、教育行政機関、教育研究機関を含む教育関連機関が教育情報を教育需要

者に適切に提供する方法と手続きを設けなければならない。教育課程評価専門機関である韓

国教育課程評価院も例外ではない。教育情報が公開されたことで多様な効果を得ることがで
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き る(李 ジュホ、2007)。

第一 に、学校教育 の質 を向上 させ る ことができる。何 よ り保護者 の最大の関心事項の一つ

であ る学力関連資料が学校 単位 で公開 され る ことに よって、学校 間の競争 を促進 して教育成

果 に対す る責務性が強化 され る。また、校 内暴力 、給食 、保健 な どが公 開 され る ことで学校

が よ り高い関心 を傾 けるよ うに なる。第二 に、客観的 な教育政 策論議 が可能 となる。すな わ

ち、政府機 関お よび専門家が公 開 された情報 を活用 して客観 的デー タに基づ く教育政策 を策

定 した り、分析 した りす る ことができ る し、これ によって評 価的論議 が活性化 され るはず で

あ り、 これ に関 して は教育研 究機 関の役割 が特 に重要 である と言 える。第三 に、特 に大学 に

係 わる こととして、情報公示に よ り大学 の具体 的な成果 に対す る情報 が公 開 され ることで大

学 の構造調整 が促進 され、競争力 が強化 され る。す なわち、成果 を挙 げ られ ない大学 に対す

る学生 の選択 が減れ ば、これ が構 造調 整へ の圧力要因 とな り、大学 は就業率 向上な ど競争力

を強化 す る努力 を しなければ な らな くな る。 大学 に係 わるこ うした効果 は、2009年 度教 育

科学技術部 の主要業務報告 とも関連 す るもので ある。第 四に、教育政策 の優 先順位 を決め る

助 け とな る。すなわち、情報公 開で現われた地域別 、学校別格差 を減 らすため の行財政支援

の優先順位 を決め るのに重要 な基礎 資料 とな る。

3.先 行研究 の検討

情報公 開に係 わる先行研 究は、主 に公共機 関の情報公 開法に焦点 を置 いた情報公 開の特性

お よび一般 的な情報公 開の問題 点(成 ・ラクイ ン、2001;李 ・ヨン ウ、2004)に つ いて検討 し

た もの で あ り、 教 育情 報 公 開 に係 わ るも の と して は、教 育 情 報 の公 開お よび 個 人情 報

(privacy)保 護 に係 わる法的争点 と判例 を検討 した研究 に過 ぎない(李 ・ホ ンソック、1996;

蘆 ・ギホ、1998)。

しか し、近来教育情報公開 に関す る国民的関心が増大 し、法院判例 の変 化(注6)や 情報化

の進展 な どに よって教育情報公 開に対す る多様な研 究が行 われ てきた。まず 、朴 ・ジェウン

チ ェ ・ジェ ウン(2005)は 、大学情報公 示制施行 に関す る政策研究 を通 じて国民の知 る権利 の

保 障 、大学 の競争力強化お よび構 造調整 の誘 導 のために大学情報公示制 度の導入 が必要で、

このた め公示対象情報 の範疇 を提案 してい る。 また彼 ら(朴 ・ジ ェ ウン、チェ ・ジェウン、

2006)は 一歩進 んで、大学情報公示 の方策 化のための方案 も提起 してい る。

カ ンイ ンス(2005)は 教 育情報 に対す る国民的信頼 が期 待 に達 しないた めに情報公 開要求

が増 大 している ことを受 けて、教育情報公 開に関す る特別 法策定 の必 要性 を述 べつつ、その

立法 お よび 「初 ・中等学校」 と高等教育機 関の公示対象情報 を提起 してい る。 この よ うな研

究は、教 育情報公 示法が制定 され るのに重要な元肥になったのは明 らかだ。そ の後、金 ・チ

ァンファ ン外(2007)は 、教育情報公示法策 定以後 法律施行 の具体的 土台にな る施 行令制定方

案 を提示 し、施行令 で規定す る公示 対象情報 を具体的に示 してい る。
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(注5)カ ンインス(2005)の アンケー ト調査によれば、教育関連機関が教育情報非公開とした

い理由としては、「個人情報の流出の危険」、「教師と学校の負担」、「学校や教育庁の機密保

持に関する権利保障」「学校および学生自治の侵害」などの意見があった。

(注6)教 育情報公開に係わって国民の知る権利を保障し、教育研究を促進するきっかけにな

った法院の判決は2004年12月15日 ソウル中央地方裁判所判例である。この事件は、韓

国教育課程評価院が2001年 度国家水準の教育成就について評価資料を使った研究結果を公

開したことに対して、「政府出資研究機関等の設立運営第に関する法律」31条(秘 密漏洩行

為)に あたる不法行為であると判断され、この資料の使用を禁止する仮処分をソウル中央地

方裁判所に申し立てしたというものである。

この事件で法院は 「公共機関の情報公開に関する法律等において、公共機関が保有管理

する情報はそれが公開の例外事由にあたらない以上原則的に公開されなければならないこ

とを明示している点等に照らして、政府関係機関が収集したすべての情報を秘密に保有する

ことができるとは考えにくいし、むしろ国民が知る必要のある情報であって、それに対する

国民の知る権利を保護する必要性が大きい。一方で、情報公開によって侵害される政府関係

機関の被害が軽微な場合にはその秘密性を否定することが妥当だと考えられるところ、この

事件の資料自体は価値中立的な基礎調査資料に過ぎず、それに対する分析および評価は多様

なことがあるので、この事件資料の公開を禁止する必要性が少ないのみならず、公開を禁止

したら教育到達度に関する資料以外はほとんど公開されないこととなり、韓国の実情および

高校平準化を含む教育問題に高い関心を持っている国民の意識を考慮する時、国民の知る権

利を過度に侵害する恐れがある。また、この資料が一般に公開されても韓国教育課程評価院

としてはこの事件資料に対する自主的な評価結果によって教育政策に資することなどの業

務遂行ができたように見えるので、この資料を秘密として保護する必要性も認めにくい」と

述べ、申し立てを棄却した(ソ ウル中央地方裁判所第50民 事部、2004カ ハブ3181.2004年

12月15日 決定)。

ひいては教育情報公示法の施行時期が近付くにつれ、教育情報公示法の問題点を法的な側

面で提示し、その改善法案を模索しようとする試み(鄭 スンウォン、2008;金ビョンジュ2008)

などがある。また、教育情報公示を法的な側面で扱い、全体的な観点から教育情報公示制度

を扱ってはいないものの、呉セヒ、崔ソント(2008)は教育情報制度の定着のために、それま

での教育情報公示法と施行令で申し立てられた制度の主要な争点や事項を整理 し、その合理

的運営方案を提案 している。特に、カンサンジン他(2008)は 、学業到達度結果の論議による

教育情報公示制度を補完するために、教育の責務性を具現化する学校情報公示制の意義 と外

国の事例を通じ、教育情報公示制度の必要性を力説している。また、教育情報公示制度の核

心である学業到達度結果の公開に対する多様な方案を提示し、教育関連機関の情報公開に関

する特別法の施行令制定の方向性を提示することで、学業到達度の公開および教育情報公示

法施行令制定の枠組みを構築することに大きく貢献した。

-13-



しかし、このような先行研究は、主に学校を対象とした韓国の教育情報公示制度について

包括的接近によってその特徴と争点および問題点を明らかにし、その代案を提示する研究と

なっており、教育情報公示法で規定している教育関連機関に含まれる教育行政機関や教育研

究機関を対象にした研究はないのが現状である。よって、教育研究機関である韓国教育課程

評価院を対象にした本研究そのものに意味があり、今後教育研究機関の情報公示に係わる基

礎研究としての役割を果たすことが期待される。

Ⅲ.韓国のおよび外国の教育情報公示制度

1.韓 国の教育情報公示制

ア.情報公開の原則

先述の教育関連機関は、その保有管理している情報を法令で定めるところによって公開す

る。ただ、公示または提供される情報には、学生および教員の個人情報を含んではならない。

そして、情報の公開などに関して教育情報公示法で規定しない事項については、公共機関の

情報公開に関する法律を適用するようにしている。

イ.情報公示対象機関

教育情報を公示 しなければならない対象機関とは、「初 ・中等教育法」第2条 、「高等教育

法」第2条 によって設置 された各学校、その他の法律によって設置された各学校を指す。た

だし、国防治安などの事由で情報公示が困難であることが 「大統領令」で定められている学

校は除くこととされ、「空軍航空科学高校」、「陸海空軍士官学校」「国防大学」、「国軍看護士

官学校」「警察大学」「陸軍3士 官学校」「国家情報大学院」がこれに該当する。教育情報を

公示しなければならない教育行政機関は、「教育公務員法」第2条 第3の 下による機関を指

す。また、教育研究機関は 「教育公務員法」第2条 第4項 による機関、その他、他の法律に

よって教育に関して専門的な研究調査をするために設置された機関が教育情報公示対象機

関にあたる。

ウ.公示対象情報

公示対象情報は初 ・中等学校と高等教育機関でよく見られる。しかし、教育行政機関と教

育研究機関の公示対象情報については規定されていないので、今後、補わなければならない。

特に、施行令立法の過程で関心を呼んだ教職員団体および労働組合加入の実態は 「人数」だ

けで公示するようになったし、国民の知る権利の充足と法律で規定した委任立法の範囲など

を総合的に検討して、「外国人学校」と 「公民学校」は公示対象学校に含まれることとなっ

た。また、初 ・中等学校の 「経歴別年令別教員現況」と高等教育機関の 「教員給与現況」は、

高い関心を呼んだにもかかわらず除かれた。

これにより最終的に教育情報公示法の施行令第3条 で、初 ・中等学校は15項 目39個 の詳
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細な教育情報を公示するように規定され、義務的に公示しなければならない事項以外の内容

についても自律的に公示することができるように規定された。その具体的な公示対象教育情

報、公示機関、公示回数および公示時期は初 ・中等教育機関は、表Ⅲ-1の とお りである。

初 ・中等学校の長は、公開日から直近の3年 前までの情報を同時に公示 しなければならない。

そして、学校の学年別教科別学習についての事項、および国家または市道水準学業成就も評

価についての学術的研究のための基礎資料に関する事項を公開する場合、教育監および教育

科学技術部長官は個別学校の名称は伏せることとし、所在地に関する情報の公開範囲は大統

領令で定めるようにしている。つまり、施行令では学校の学年別教科別学習についての事項、

および国家または市道水準学業成就も評価についての学術的研究のための基礎資料に関す

る事項を公開する場合、教育監および教育科学技術部長官は 「初 ・中等教育法」第2条 第2

号および第3号 による学校または第6号 による各種学校の うち、初等学校 ・中学校課程の学

校は 「地方教育自治に関する法律」第34条 第1項 による下級教育行政機関単位で公開し、

「初 ・中等教育法」第2条 第4号 および第5号 による学校または第6号 による各種学校の う

ち、高等学校課程の学校は特別市 ・広域市 ・道および特別 自治道を管轄する教育庁単位で公

開することとなっている。(訳 注:こ こでの 「各種学校」は日本の各種学校とは異なる。)

教育情報公示法施行令第4条 により、高等教育機関は13項 目55個 の詳細な教育情報を毎

年1回 以上公示するよう規定 されたが、その場合、その学校の長は公示情報を教育科学技

術部長官に提出しなければならない。そして教育科学技術部長官は国民の便宜のために必要

があれば学校が公示した情報を学校の種類別地域別などに分類 して公開することとなって

いる。その具体的な公示情報の範囲、および公示回数、公示時期は表Ⅲ-2の とお りである。

これによって高等教育機関の長は表 Ⅲ-2の ような公示情報を、学科別または学部別専攻

単位または募集単位および学校単位に公示 しなければならない。この場合、大学院に関する

情報は、「高等教育法施行令」 第22条 各号によって大学 と区別 して公示 しなければならな

いし、該当の公示日から直近の3年 間公示 した情報を一緒に公示 しなければならない。

ところで教育情報公示法では情報公示の対象機関として学校、教育行政機関、教育研究機

関が含まれると規定しているが、各機関別公示情報の内容に対しては初 ・中等学校および高

等教育機関に関してだけ規定している。すなわち、教育行政機関や教育研究機関が公示 しな

ければならない情報についての規定はない。したがって、今後、法令改正時には教育行政機

関および教育研究機関の公示情報の内容に対する規定が追加的に補完されなければならな

い。だから、このような立法的不備が補完されるまでは、教育行政機関や教育研究機関は自

主的な基準によって教育情報公示制度を運用するしかない。そこで、本研究ではこのような

状況を考慮して韓国教育課程評価院の教育情報公示制の運用のための情報公示の項目と規

定の改正などを提案することとしたい。
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エ.公示方法

教育情報公示のために、初・中等教育機関および高等教育機関を含む教育関連機関の長は、

公示対象情報を国民に分かりやすく該当機関のホームページを通じて、毎年1回 以上公示

しなけれ ばならない。公示された初 ・中等学校の情報は該当学校を管轄する教育監に提出し

なければならないし、教育科学技術部長官によって必要と認められる場合、公示情報に係わ

る資料の提出を要求することができる。一方、高等教育機関の公示された情報は教育科学技

術部長官に提出するようになっている。また、教育科学技術部長官は教育情報公示に必要な

様式を用意し、普及させ、公示情報を収集、管理しなければならない。このために教育科学

技術部長官は総括管理機関および項目別管理機関などを指定することができる。例えば、教

育統計調査を担当する韓国教育開発院を初・中等学校の総括管理機関として指定することが

できるし、学業到達度評価を担当する韓国教育課程評価院は項目別管理機関になることがで

きる。

オ.公 示情報の信頼性

教育科学技術部長官は法令で規定している情報を公開しない場合や うその情報を公開し

た機関がある場合には、是正または変更を指示することができる。このため、教育科学技術

部長官は初 ・中等学校および高等教育機関の公示情報を確認して検証することができる。教

育関連機関の長は、学術研究の振興と教育政策開発のために該当機関が保有、管理する情報

を研究者などに提供することができるが、資料を提供された者がその本来の目的以外に使用

した場合や不正に使用した場合には、1年 以下の懲役 もしくは1千 万ウォン以下の罰金に

処するようにすることで公示情報の信頼性を確保 しようとしている。

2.外 国の教育情報公示制度

国民の知 る権利の保障と教育機関の情報公開が主な課題 として浮上しており、同時に教育

関連機関の情報公開も注目を集めているが、各機関の情報公開水準と公開過程および手続き

などに関する規定についての研究はまだ十分とは言えない状況にある。したがって、外国の

教育関連機関、特に評価を担当する機関の情報公開の実態と範囲、関連規定などを分析し、

これを基に、今後、教育課程評価院が評価関連の情報と運営に関する多様な情報を公開する

過程に、活用可能な重要な観点を導き出そうとするものである。

以 下 で は 、 ア メ リ カ のCollege BoardのGuidelines for the Release of DataとNCES の

Restricted-Use Data Procedures Manualを 順 に 分 析 す る 。

ア メ リ カCollege BoardのGuidelines for the Release of Data

(1)College Board資 料 の構 成要 素

College Board資 料 はCollege Boardプ ロ グ ラ ム の学 生 と保 護 者 、教 育 者 、 教 育機 関 な ど
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の 参加 に よ り作 成 され た情 報 で 、成 績 と試 験 用 紙 、学 生 の 名 前 と住 所 、学 生 が 通 う中等 学校

AI，attendinginstitution)と 成 績 を 受 け 取 る 後 期 中 等 教 育 機 関(DI，designated

 institution)な どにつ い て の情 報 が掲 載 され て い る。 また 、学 生 が 履 修 した教 育 課 程 パ ター

ンや 正 規 科 目以 外 の 関 心 事 、人 種 お よび 民 族 、親 の教 育 水 準 、家 計 収 入 な どの よ うな 家 庭 的

背 景 な ど に つ い て 尋 ね た 学 生 対 象 の 記 述 式 質 問 紙 へ の 回 答 資 料(Student Descriptive

 Questionaire，SDQ)や 、教 師 につ い て の個 人 情 報 と これ ま で の 教 育 経 験 、履 修 した 教 育 課 程

お よび そ の他 背 景 変 数 につ い て の 情 報 を含 む。 資 料 公 開 の ガ イ ドライ ン(Guideline for the

 Release of Data)はSpringBoardとCollege-Level Examination Program(CLEP)な ど の

College Board program関 連 資 料 だ け で な く 、SAT Reasoning TEST，SAT Subject

 Tests，PSAT/NMSQT(Preliminary SAT/National Merit Scholarship Qualifying Test)、AP

プ ロ グ ラ ム資 料 な どの “SATお よびAP(Advanced Placement Program)” 関連 資 料 の公 開 へ の

道 案 内 に な る と思 わ れ る。

ま た 情 報 公 開 は 、College Board資 料 と外 部 資 料 を混 合 したCollege Boardの 追 加 資 料 に

対 して も適 用 され る。万 が 一 、独 立 の外 部機 関 の 資 料 な ど共 用 の 資料 で は な い場 合(教 育 区、

財 団 、 そ の他 団体 所 有 の 資 料)、College Boardは そ の混 合 資 料 の 公 開 に関す る権 限 を持 た

な い場 合 が あ る。 さ らに、 この よ うな資料 公 開 に関 す る方 針 は 、 ア ン ケ ー ト調 査(例:APに

参加 す る教 師 対象 ア ン ケ ー ト調 査)、 マ ー ケ テ ィ ン グ研 究 資 料 、 そ の 他 調 査 の一 環 と して予

め収 集 され た 資 料(例:College Boardに よっ て あ るい は 関係 機 関 に よ って 運 営 され る ウェ

ブサ イ ト上 で 収 集 され た 資料)、 そ の他College Boardに よ って 収 集 され る様 々 な な資 料 に

適 用 され る。

College Board資 料 は 、Guidelines on the Uses of College Board Test Scores and Related

 Dataに 規 定 され た 目的 、 ま た は 要請 者 とCollege Board間 に締 結 され た使 用 権 契 約 の範 囲

にお い て使 用 す る こ とが で き る。 さ らに 、資 料 を収 集 して処 理 す る過 程 に必 要 とな る経 費 と

資 料 の本 質 的価 値 を考 慮 して 、一 部 例 外 を除 い た す べ て の資 料 の ユ ー ザ ー は資 料 使 用 の た め

に 定 め られ た 費用 を支 払 わ な けれ ば な らな い 。

College Boardで 提 供 す る資料 は 、 全 体 レベ ル(aggregate level)、 機 関 お よ び 学 区 レベ

ル(institution/district level)、 個 人 レベ ル(individual level)と い う三 種 類 に大 別 す る

こ とが で き る。

ア)全 体 レベ ル の資 料

国全 体 レベ ル の資 料 は 、個 人 レベ ル の 資料 か ら特 定 の機 関 あ る い は国 レベ ル の 資 料 ま で を

含 む 。 全 体 レベ ル の資 料 の例 と して は 、2000年 の ニ ュー ヨー ク州 立 大 学進 学 予 定 者 のSAT

 critical readingの 平 均 点 、SAT数 学科 目に お け る 国全 体 の 大 学 進 学 予 定 者 の 得 点 別 の 人

数 、カ リフ ォル ニ ア州 の 大 学進 学予 定 者 の 人種 お よび 民 族 別 人 数 な どが あ る。大 部 分 の 資料

は 個 人 、教 育 機 関 、 教 育 区 な どを識 別 す る こ とが不 可 能 な の で 一般 大 衆 に公 開 され て い る。

イ)機 関お よ び教 育 区 レベ ル の 資料
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参加機 関(AI)コ ー ドを持 つ機 関で、 中学校 と中等教 育機 関(ま た はこれに準ず る)を 含 む。

機 関お よび教育 区 は、個人 レベ ルの資料 か ら特 定の機 関や教育 区に係わ る資料

を合 わせ た もので ある。機 関お よび教育 区 レベル の資料 の例 としては、高等学校 の生徒のた

めのAP生 物 学試 験用紙、教 育 区のSAT面 接試験平均 点、特定大 学あるいは大学 に志願 した

学 生のSAT数 学の平均点 な どがあ る。機 関お よび教育 区の機密 保護 のた めに、機 関お よび

教 育 区 レベル の資料 は、機 関お よび教育 区あ るいは州 教育省 の直接的請求 を除いて、特定機

関 あるいは教育 区 を識別 す る ことがで きる学校 コー ド(AI/DI)ま たは郵 便番 号な どの情報

は絶対に公 開 しない。

ウ)個 人 レベル の資料

個人 レベル の資料 は、学生 あるいは教師 な ど特定の個人 に係 わる資料 である。個人 レベル

の資料の例 では、個人 のSAT得 点、AP単 位、受験 したAP試 験の数 、記述式質問紙へ の学生

の回答、生年月 日、社会保 障番号、高等学校名な どが あ る。個人の権利保護 のために この よ

うな資料は、機 密事項 として取 り扱 われ る。個人 レベ ルの資料 は、個人が 自分に係 わ る資料

を直接請求す る場合 を除き、資料 のユ ーザー が個人 を識別 す るこ とがで きるいかなる情報 も

公 開 され ない。

(2)全 体 レベル の資料 についてのガイ ドライ ン

全体 レベル の資料 は 、College-Bound Senior:A Profile of SAT Program Test-Takers

な どの刊行物 として配布 され るが、College Boardの ホームペ ー ジ(www.collegeboard.com)

で も閲覧可能で ある。 この よ うな刊行物は、一般 に無料 で提供 され る。 しか し、個人や機 関

で特 定の方法 によって収集 された資料 を請求す る場合 、直 ちに提供で きない場合 も多 く存在

す る。例 えば、機 関 レベル あ るいは国全体 レベル で、大学進学予定者 の親の教育水準別や所

得水準別 にSAT critical readingと 数 学、writingの 得点結果 を示 した表が請求 され る場

合 な どで ある。または、工学を専攻 しよ うとす る学 生の国全体の レベルの資料 を収集 す る場

合 な どで ある。

College Boardは 、刊行物 に含 まない資料 に対す るオー ダー メー ド型 の資料 請求に対 して

はPricing Guidelinesに そって費用を請 求す る こととなってい る。 また、個人や機 関が 自

分 の刊行資料 にCollege Boardの 資料 を載せ よ うとす る場合や 、 ウェブサイ トに掲 示 しよ

う と す る 場 合 は 、College Boardか ら 承 認 を 得 な け れ ば な ら な い し 、

www.collegeboard.com/inquiry/cbpermit.htmlサ イ トを通 じて 申請 しなければな らない。

(3)機 関 および教 育区 レベルの資料についてのガイ ドライ ン

機 関お よび教育 区 レベルの資料 は全体 レベ ルの資料 に比べ 、一層 の機密保持が求 め られ る

と同時に、資料公 開は よ り厳 格 なガイ ドライ ンに基づいて行 われ る。College Boardは 資料

公 開の該 当機 関や 教育 区で ない限 り資料 を公開 しないが、College Boardが 認 める十分 な資
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格 を有す る志願 者 には使用権 の契約 を前提 に例外が許 可 され る。ただ し、地域 が公 立学校 区

で なければ、資料 は提供 され ない。以下 のガイ ドライ ンはす べての機 関お よび教 育区 レベル

の資料の公開 を規定す るもので ある。また、プ ログ ラムか らみて該 当機 関 ではないケー スな

ど、資料 公開が不可能 な機 関お よび教育 区 レベル の資料 の リス トを示 して いる。

ア)機 関お よび教育 区 レベ ルの資料 の一般 ガイ ドライ ン

資料の公開可否 について の決定 はガイ ドライ ンに厳格 に従 って、College Boardが 十分 な

資格 を有す る者に資料 を提供 した場合 であって も、そ の資料 は依然 と してCollege Boardの

所有 とな る。そ して資料請 求者は、College Boardと 締結 した使 用権契約 に明示 され た用

途以外 の 目的で資料 を使 うこ とはで きない。College Boardは 機 関お よび教 育 区 レベル の資

料のいかな る請 求に対 して も拒否す るこ とがで きる権利 があるが、資料 公開 の該 当機 関お よ

び教育区の資料公 開 を阻止す るこ とはで きない。

イ)請 求可能 な機 関お よび教育 区 レベ ルの資料

① 資料 請求基 準

College Boardは 通常、機 関お よび教育 区 レベル の資料 を該 当機 関に報告書や電子的 な手

段 に よ り公開す る。十分 な資格 を有す る請求者 に よる資料の請求 は、例 えば、15以 上の学

校 あ るいは教育 区のAP単 位 の平均 な ど、15以 上 の機 関お よび教 育区 レベル の資料 と して

提供 され るが、機 関お よび教育 区を識別 で きるい かな る情報 も含 まれ ない(例:学 校 あ るい

は教育 区 コー ド(AI、DI)、 郵便番 号)。 管轄権 は一つの学校 区にお いて構 成 されてお り、資

料 が他 の都市や地方 に提供 され ることのない よ うに してい る。このよ うなガイ ドラインは機

関お よび教育 区 レベル で収集 され た資料 の機密保護 のた めで あ り、資料 が不適 切 に使 われ る

ことを防 ぐためにあ る。 だか らCollege Boardは この よ うな規定 を回避 しよ うとす るいか

なる試み も生 じない よ うに資料請求 を監督す る(例:一 つの教 育 区に含 まれ るすべて の学校

の資料 を請求す るこ とで、迂迴的 に特定 の教育 区の資料 を得 よ うとす る場合 な ど)。万が一、

特定 の機 関また は教育 区 レベル の資料 が必要 な場合 、College Boardが 機 関お よび教 育区の

識別情報 を含 んだ資料 を公 開す るのに先 立って、資料請 求者 は必ず 各機 関 または教育 区か ら

公 開の承諾 を明示 した書面 による許可 を受 けなけれ ばな らない。

②例外的 な資料要請

ある特定の状況の場合、機 関お よび教 育区の識別情 報 を含んだ資料で あって も、該 当機 関

お よび教育区の許 可書 な しに資料 を請求す るこ とができ る。例 えば、College Boardは 州教

育省 お よび関連機 関、高等教育 関連 の州 の機 関、学校 区な ど該 当機 関 お よび教 育 区の直接管

轄 機 関に識 別情 報 を含 む 資料 を公 開す る ことがで き る。College Boardは 、Educational

 Testing Service(ETS)に よる資料請 求 を含むすべ ての資料請求 を監督す る。College Board

の資料公 開再審委員 会は、機 関お よび教 育 区の識別 情報 を含むすべて の資料 の公開請求 につ

いて承認 しなけれ ばな らない。

③使用権契約
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機 関お よび教育 区が 自分 の情報 を要求す る場合 には、使 用権契約 を作成す る必 要はない。

ただ し、機 関 レベル あるいは教育 区 レベル の資料 を請求す るそれ以外 の請 求者 は、College

 Boardと 情報 の機密お よび公 開に係 わ る規定 を含 む使 用権契約 を締結 しな ければ な らない。

ウ)機 関お よび教育 区水準資料 の費 用

College Boardは 、機 関お よび教育 区 レベルの資料の公 開の ための費用 を請求す るこ とが

でき る。 費用はPricing Guidelinesに 基 づ く。

(4)個 人 レベルの資料に対す るガイ ドライン

個 人 レベルの資料 は、全体 レベ ルの資料や機 関お よび教 育区 レベルの資料に比べ、よ りデ

リケー トな もの と して扱 われ 、 よ り一層 確 固た るガイ ドライ ンの適 用 を受 ける。College

 Boardは 個人識別情報 を含む 資料 を、当事者以外 に公 開 しない ことを原則 と して、使用権契

約 に よる合法的 な資料請求者 に限 り例外的 に公 開す る。すべて の個 人 レベル の資料 は以下の

ガイ ドライ ンの適用 を受 ける。付録1に は、プ ログラムに よる個 人 レベ ル資料の中で公 開が

不可能 な資料 の リス トを提示 してい る。

ア)個 人 レベ ルの資料に対す る一般的 ガイ ドライ ン

個 人 レベ ル の 資料 につ い て の公 開 の可否 は ガイ ドライ ン に厳 格 に規 定 され 、College

 Boardに よって個人 または機 関に公 開 され る どんな資料 も依然 としてCollege Boardの 所有

とな る。 そ して資料請求者 は、College Boardと 締結 した使用 権契約 に明示 された用途以外

の 目的で資料 を使用す る ことはできない。College Boardは 、個人 レベ ルの資料 を含 んだい

か な る資料請求 に対 して も拒 否す るこ とがで きるが、自分 の資料 に対す る公 開請求は制 限す

る ことができない。

イ)請 求可能 な個人 レベル の資料

① 資料請 求基 準

College Boardは 通 常、該 当者 に 自分の個人 レベルの資料 を公 開 して いる し、個人が指 定

した機 関に限 り点数 な どの報告 書や電子 的 な手段で該 当の個 人 に限定 された資料 を提供す

る こ とがで きる。例 えば、15人 以上 の学生 のSAT口 述試験 の平均点な ど、15人 以上の学生

に関す る資料で、個人識別情報(社 会保 障番 号、氏名 、住所 、生年 月 日な ど)を含 まない個人

レベルの資料 については、合法的 な資料請求者の請求で あれ ば所 定の手続 きを通 じて公開の

可否 について審議 され る。 この ようなガイ ドライ ンは、個 人 を保護す るための もので ある。

た だ、予 め学生の氏名や社会保障番号 な どの個人識別情報 を含 んだ資料 フ ァイル を持 って

い る資料請求者の場合、College Boardは 自分 の資料 と対照す る作業を行 った上 で、請求者

が求 める個人 レベル の資料 を提供す る。ただ しこの場 合で あって も、すべ ての個人識別情報

は資料 のユ ーザー に資料 が提供 され る前 に削除す る とともに、学 生個 人に関す る資料 は事後

個 人 の特 定化 につ なが らない よ うな処理をほ どこされ る ことにな る。例 えば、研 究者 が個人

別 に独 立 した資料 を収集 し、 さ らに資料 を豊か にす るた めに学生個 人 のSAT点 数 な どの
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College Board資 料 を入 手 しよ うとす る場合が あるか も しれ ない。 万が一 、個人 レベル の特

定の資料 を請 求す る場合 、請求者 はCollege Boardが 資料 を公 開す るのに先 立 って各個 人か

ら書 面に よる許 可を受けなければな らない し、公 開を請求 しよ うとす る資料 を明示 しな けれ

ばな らない。

②例外的 な資料請 求

特定 のケー スでは、個人識別 情報 を含む資料 であって も、当事者 の書面 によ る許可な しで

あって も、特 定の個人 の資料 を請求す る ことがで きる。例 えば、College Boardは 州 の教育

区 と高等 教育 関連機 関の請 求に よって個人識別 情報 を含 む資料 を提供 す るこ とがで き る。

College Boardは 、ETSに よって処理 され た資料請 求を含む すべての請求 につ いて監督 す る

こ ととなって いる。College Boardの 資料公 開控 訴委員会 は、個人識別 情報 を含 む どん な個

人 レベル の資料 の公 開で あって も必ず承認 のた めの審査 を しなければ な らない。 ただ し、

College Boardは 、 どん な状況下で も大学進学 予定者 全体 の資料 を公開 しない。

③使用権 契約

個人 が 自分 に係 わ る資料を請 求す る場合や、機 関お よび教育 区が 自分 の機 関 に在学 中の学

生や 自分 の機 関に志願 した学 生の関連 資料 を請求す る場合 には、使用権契約 を締 結 しな くて

もよい。 しか し個 人 レベル の資 料 を請 求 す る これ以外 の合 法的 な請 求者 の場合 、College

 Boardと 情 報の機密 お よび公 開に係 わ る規 定 を含 む使用権契約 を締結 しなけれ ばな らない。

ウ)個 人水準資料 の費用

College Boardは 、Pricing Guidelinesに 基 づいて、個 人 レベルの資料公 開にかかる費用

を請求す るこ とが ある。

(5)College Board資 料請求手続 き

ア)全 体 レベル の資料

①すべて の個 人 と機 関は全体 レベル の資料 を請 求す ることがで きる。

②刊行 され た形態 の全体 レベル の資料 は、該 当のプ ログラムか ら求 める ことがで きる。例

えば “College-Bound Seniors:A Profile of SAT Program Test-Takers” の よ うな大学 の資

料 は、College Boardの ホー ムペー ジ(www.college board.com)あ るいはSATプ ログラム を通

じてたや す く入 手す ることがで きる。

③全 体 レベル のオー ダー メー ド型 の資料 は、College Board地 域事務所や ニュー ヨー ク事

務所 の該 当プ ログラム管理者 、またはニュー ヨー ク事務 所 の研究分析部署 を通 じて請 求す る

ことができ る。請求後、申請者 の具体的 な請求資料 、作業所要時間、費用 な どを明記 した文

書が提示 され る。

イ)機 関お よび教育 区 レベル の資料

①以下のユーザーは、機 関お よび教育 区 レベル の資料 を請求す る ことがで きる。

a.研 究者お よび政策 立案者:教 育機 関(大 学/大 学 、公 立 あるい は私立 の初 等学校お よび 中等
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学校など)、政府研究機関あるいは立法委員会、または社説研究所あるいは政策機関に属す

る研究者や政策立案者など

b.州 教育省:州 教育機関、州教育関連部署、そして高等教育関連機関など

c.機関および教育区:公立あるいは私立の初等学校お よび中等学校、地域学校区、大学およ

び大学などの高等教育機関を代表する者など

d.その他関係者:認 可を受けた教育関連機関(州教育協会、アメ リカ数学教師会など)

e.地 方紙お よび全 国紙:す べ ての資料請求 は、College Boardの ニ ュー ヨー ク事務所 にある

広報部 の監督 を受 ける

②合法的 な請求者 によるすべ ての機 関お よび教 育区 レベル の資料 要求は、次 の よ うな具体

的 な事項 を含 んだ公 式的な文書 を備 え る必 要があ る。 該 当す る場合 、(1)資 料請 求の基本 的

理 由、(2)資 料使用 の 目的 、(3)資 料分析 に参加 す る関係者 の名前 お よび肩書 き、(4)研 究の

財政支援機 関な どを明記 しなけれ ばな らない。 この よ うなCollege Board資 料へ の請求 は、

承認 まで最低2週 間 ほ どか か り、承認 と同時に費用 が請求 され る。 さらに、必 要な資料 を受

け取 るまでには最低2週 間以上 かか る。

③機 関お よび教育 区 レベル の資料 に対す る請求 は、 ニュー ヨー ク事務所 の該 当のプ ログラ

ム管理者や研究分析部署 に送 られ る。

④College Boardは 、機 関お よび教育 区 レベル の資料 に対す るいかな る請 求 も拒否す るこ

とできる。ただ し、機 関お よび教 育区が 自分の資料 を請 求す る場 合は、資料 の公開 を拒否す

るこ とができない。

ウ)個 人 レベル の資料

① 次のユーザーは個人 レベル の資料 を要請す るこ とがで きる。

a.研 究者お よび政策 立案者:教 育機 関(大 学/大 学 、公 立あ るいは私立 の初等学校 お よび中等

学校 な ど)、 政府研 究機 関あ るいは立法委員会 、または社説研 究所 あるいは政策機 関に属 し

た研 究者 あるい は政策立案者 な ど

b.州 教育省:州 教育機 関州教 育関連部署、そ して高等教育関連 の州機 関な ど

c.機 関お よび教育 区:公 立あ るいは私立 の初等学校 お よび中等 学校 、地域学校 区、大学お よ

び大学 な どの高等教育機 関 の代表者 な ど

d.そ の他 関係 者:認 可 を受 けた教育関連機 関(州 教 育協会 、アメ リカ数学教師会 な ど)

f.地 方紙お よび全 国紙:す べ ての資料請求 は、College Boardの ニ ュー ヨー ク事務所 にある

広報部 の監督 を受 ける。合法 的な請 求者 によるすべての個人 レベル の資料請求 は、次の よ う

な具体 的な事項 を含 む公 式的 な文書 を備 えていな けれ ばな らない。 該 当す る場合(1)資 料請

求の基本 的理 由、(2)資 料使用 の 目的、(3)資 料分析 に参加す る関係者 の名前お よび肩書 き、

(4)研 究 の財政支援機 関な どを明記 しなけれ ばな らない。College Board資 料 の請求 は承認

まで最低2週 間ほ ど必要 であ り、承認 と同時に費用 が請 求 され て くる。 さ らに、必要 な資料

を受 け取 るまでは最低2週 間以上 かか る。
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②個 人 レベル の資料 に対 す る請求 は、ニュー ヨー ク事務所 の研 究分析部 署の該 当す るプ ロ

グラム管理者 によってコン トロール され る。

③College Boardは 、個人 レベル の資料 を含 むいかなる資料請 求に対 して も拒否権 を持 つ。

ただ し、個人が 自分 に関す る資料 の公 開 を請求す る場合 は例外 とな る。

(6)第3者(Third Parties)

機 関お よび教育区 レベル の資料 、あ るいは個 人 レベル の資料 を請求す る当事者 が、別 の契

約 を通 じて 、共 同研究 を 目的 に第3者 に資料 を提供 した り、共有 したりす る場合があ る。

第3者 に資料 を公開 しよ うとす る場合 、資料請 求者 と結ぶ使 用権契約 には、資料請求者 か ら

許可 を受 けた第3者 等の追加 的な資料 の使用先だ けでな く、上述 の よ うなすべての情報 を

具体的 に明記 しなけれ ばな らない。

以下 のガイ ドライ ンは、第3者 に機 関お よび教育区 レベル の資料、個 人 レベルの資料 な

どを公開 しよ うとす るすべて の場合 に適用 され る。

ア)個 人 レベ ルあ るいは機 関お よび教育 区 レベル の資料 が、第3者 に提供 され る場合や共

有す る場合、第3者 を対象 として次 の よ うな具体的な 内容 を含 む使 用権契約 が別途締 結 さ

れな ければ な らない。(1)資 料請求 の基 本的理 由、(2)資 料使用 の 目的 、(3)資 料 分析 に参加

す る関係者 の名前お よび肩 書 き、(4)研 究 の財政支援機 関な ど。この よ うなCollege Board資

料請 求は承認 まで最低2週 間ほ どかか り、承認 と同時に費用 が請求 され る。 さ らに、必要な

資料 を受け取るまでに最低2週 間以上 の期間が必 要 とな る。

イ)College Boardは 資料 の使 用 に関 して、第3者 に追加的 な費用 を請 求す る ことがで きる。

ウ)第3者 は永久 に資料 を所有す る ことはできない。本来 の資料請 求者 に返却す るか、使用

目的 を達成 した後 、College Boardに 返却 しな ければな らない。College Boardは 廃棄 され

た資料 と資料 の廃棄 を証 明す る文書 の提 出 を要求す る ことができ る。

エ)第3者 の協力者 あ るい は共 同研究者 が、College Boardと 締結 され た使用権契約 の範囲

内で資料 を使 う場合 の最終的 なすべ ての責任 は、常に最初 の資料請 求者 にあ る。

オ)College Boardは 、機 関お よび教育 区または個人 レベル の資料 に対す るい かなる請求 に

も拒否権 を行使 す ることが できる。ただ し、機 関や教育 区が 自分 の資 料 につい て公 開を請求

す る場合 は例外 となる。 区の教育委員会お よび関連機構 、高等教育 関連 の州 の機 関な どは、

機 関お よび教育 区 レベル の資料 を対象 とす る報告書 を刊行 す る権利 を持 つ。 しか しなが ら、

研 究者 や州のいかな る関連機 関 も、いかな る理 由に よっても使用権契約 に含 まれ ない第3者

に、College Board資 料 を公 開す るこ とはできない こ とを理解 しなければ な らない。

(7)イ ンタ― ネ ッ ト上 で資料 を掲示す る場合のガイ ドライ ン

教 育関連機 関、教育機 関、お よび教育 区は、そ らの ウェブサイ トに権 限内の資料 を掲示す

る ことができ る。た だ し、College Boardは 、掲示資料 が次 の よ うな ガイ ドライ ンにそ った
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方 法 で 掲 示 され る の を勧 奨 す る も の で あ る。す な わ ち 、第3者 な どそ の 他 の 資 料 ユ ー ザ ー が 、

イ ン ター ネ ッ ト上 にCollege Boardの 資料 を掲 示 す る こ とは 不 可 能 で あ り、College Board

ホ ー ムペ ー ジ(www.collegeboard.com)に 掲 示 され た資 料 の借 用 掲 示 、 また はCollege Board

の許 可 な しに そ の 資料 を印 刷 す る こ とな どは不 可能 で あ る。

教 育機 関 と個 人 の秘 密 保 持 を害 す る よ うな い か な る形 態 の 資料 の配 布 も、厳 に これ を禁 止

す る。 資 料 請 求 者 は 、試 験 成 績 の 保 護 の た め の課 題 、お よび 専 門 的慣 行 な どに 関 す る州 と連

邦 の 関 連 規 定 を 十 分 に 理 解 し な け れ ば な ら な い(The Standards for Educational and

 Psychological Testing，1999，AERA，APA&NCME参 照)。 これ に係 わ る法 あ るい は 規 定 の 違 反 が

あ った 場 合 は 、College Boardの 裁 量 に よつ て、 直 ち に 資料 を 受 け取 る こ とが で き る権 利 を

破 棄 す る こ とが で き る し、今 後 、資 料 提 供 や 使 用 権 限 の請 求 な どを拒 否 す る こ とが で き る。

(8)今 後 の ガ イ ドライ ンの 変更

資 料 公 開 に 関 す るガ イ ドライ ン(The Guidelines for the Release of Data)は 、 今 後 、 学

生 、教 育機 関 、そ の他 関係 者 の た め に 開発 され 、提 供 され る多 様 な プ ロ グ ラム お よび サ ー ビ

ース か ら提供 され る資 料 と情 報 に も適 用 され る こ と とな る。 ガ イ ドライ ン はCollege Boardに

よ っ て 毎 年 点検 を受 け る こ とに な り、 必 要 に よ って は 修 正 や 補 足 が施 され る こ とに な る。

(9)非 公 開 資 料

個 人 情 報 を含 む 評 価 資 料 の 原 資 料 あ るい は加 工 した 資 料 を提 供 す る場 合 、次 の よ うに、 レ

ベ ル ご とに公 開 され ない 資 料 リス トが 規 定 され て い る。

ア)SAT Reasoning Test(SAT論 理 力 試 験)、SAT Subject Test(SAT専 攻 科 目試 験)、SAT

 Questionnaire Program Data(SATア ン ケー トプ ロ グ ラム 資 料)

① 教 育 機 関 レベ ル の 資料

次 の 資 料 は 、対 象 機 関 の資 料 に対 す る統 制 権 の な い機 関 レベ ル の資 料 請 求 者 に は提 供 され

な い 。

-郵便 番 号

-学 校 コー ド(Attending Institution Code)

-教 育 区 コー ド(District Code)

-問 題 用 紙(Volumes by Examination)

② 教 育 区 レベ ル の資 料

次 の 資 料 は 、対 象教 育 区 の 資料 に対 す る統 制 権 の な い 教 育 区 レベ ル の 資 料 請 求 者 に は提 供

され な い。

-郵 便 番 号

-教 育 区 コー ド

-問 題 用 紙
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③個人 レベルの資料 、

次の資料 は、対 象個 人の資料 に対す る統制権 のない個 人 レベル の資料請求者 には提供 され

ない。

-社 会保障番 号

-名 前(First Name)

-姓(Last Name)

-ミ ドルネー ム(Middle Initial)

-番 地(Street Address)

-都 市名

-郵 便番 号

-電話番 号

-生年 月 日

-学校 コー ド

-成績受信機 関 コー ド(Designated Institution Code)

-教 育区 コー ド

以上 の資料 は原則 的に公 開不可能 だが、一部例外が ある。例 外的 に個人資料公 開請求 が行

われ る場合、College Boardに はその請 求 に対す る責任 は付随 しない。

イ)APプ ログラム資料

①教育機 関 レベル の資料

次 の資料 は、対象機 関の資料 に対す る統制権 のない機 関 レベ ルの資料請求者 には提供 され

ない。

-郵便番 号

-学校 コー ド(Attending Institution Code)

-教 育 区 コー ド(District Code)

-試 験別受験 回数(Frequencies by Examination)

②教育 区 レベル の資料

次の資料は、対象教育 区の資料 に対す る統制権 を持 たない教 育区 レベルの資料請 求者 には

提供 されない。

-郵便番号

-教育 区 コー ド

-試験別受験 回数

③個人 レベル の資料

次の資料は、対象個人の資料 に対す る統制権 を持た ない個 人 レベ ルの資料請 求者 には提供

されない。

-社 会保障番号
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-名 前(First Name)

-姓(Last Name)

-ミ ドル ネ ー ム(Middle Initial)

-郵 便 番 号

-生 年 月 日

-学 校 コー ド

-成 績 受 信 機 関 コー ド(Designated Institution Code)

-教 育 区 コー ド

以 上 の 資 料 は原 則 的 に公 開不 可 能 だ が 、一 部 例 外 が あ る。例 外 的 に個 人 資 料 公 開請 求 が行

わ れ る場 合 、College Boardに は そ の請 求 に 対す る責任 は付 随 しな い。

ウ)PSAT/NMSQTプ ロ グ ラ ム資 料

① 教 育 機 関 レベ ル の 資 料

次 の 資 料 は 、対 象 機 関 の 資料 に対 す る統 制 権 を持 た な い機 関 レベ ル の 資料 請 求者 に は提 供

され ない 。

-郵 便 番 号

-学 校 コー ド(Attending Institution Code)

-教 育 区 コー ド(District Code)

-問 題 用 紙(Volumes by Examination)

② 教 育 区 レベ ル 資料

次 の 資 料 は、対 象 教 育 区 の 資料 に対 す る統 制 権 を持 た な い 教 育 区 レベ ル の資 料 請 求者 に は

提 供 され ない 。

-郵 便 番 号

-教 育 区 コー ド

-問 題 用 紙

③ 個 人 レベ ル の 資料

次 の 資 料 は 、対 象 個 人 の資 料 に対 す る統 制 権 を持 た な い個 人 レベ ル の資 料 請 求 者 に は提 供

され な い。

-社 会 保 障 番 号

-名 前(First Name)

-姓(Last Name)

-ミ ドル ネ ー ム(Middle Initial)

-番 地(Street Address)

-都 市 名

-郵 便 番 号

-電 話 番 号
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-E-mail住 所

-生 年 月 日

-学校 コー ド

-教育 区 コー ド

以上 の資料 は原則的 に公 開不可能 だが、一部例 外が ある。例外的 に個人資料公 開請求 が行

われ る場合、College Boardに はその請求 に対す る責任 は付随 しない。

(10)オ ーダー メー ド型の資料(Matched Data)

オー ダー メー ド型 の資料(Matched Data)請 求のためには 、必 要な資料 を特定 できるよ うな

個人 あるいは機 関の該 当資料 に関す る正確 な情報 を持 っていな ければ な らない。次の資料 は

重要 な順 に羅列 され てい る(リ ス トの上位 にあ る情報が あれ ば あるほ どオーダー メー ド型の

資料 を捜す ことので きる可能性が高 くな る)。

-社 会保障番号(‘-’ な く
、一番の前の ‘0’は含 み)

-性(Last Name)

-生 年月 日(MMDDYY
、一番 の前の ‘0’は含 み)

-名 前(First Name)

-ミ ドルネーム(Middle Initial)

-性 別

-高 等 学校 学校 コー ド(一部 注意 場合一番 の前 の ‘0’は含 み
、6桁 数 字)

-学 生の居住地郵 便番 号(一 番 の前の ‘0’は含み)

-人 種(Race)

提供 され る資料 ファイル に、カ ッコの中の注意事項 をよ く考慮 して入力 しなけれ ばな らな

い 。

ア メ リカ 国 立 教 育 統 計 セ ン タ ー(NCES，National Center for Education Statistlcs)

ア メ リカ 国 立 教 育 統 計 セ ン ター(National Center for Education Statistics、 以 下NCES)

は 、ア メ リカ お よび外 国 の 教 育 条 件 と現 状 を示 す 教 育 統 計 資 料 の収 集 と分析 を担 当す る研 究

機 関 で 、 ア メ リカ教 育 省 内 教 育 科 学 研 究所(Institute of Education Sciences)に 属 す る機

関 で あ る。NCESは 連 邦議 会 か らア メ リカ お よび外 国 の 教 育 条 件 につ い て の 資料 収 集 と比 較 、

分析 、報 告 書 作成 な どにつ い て の任 務 を受 け、研 究報 告 書 を作 成 して全 世 界 の 教 育活 動 に関

す る資 料 を分 析 報 告 す る役 目を担 っ て い る。主 な業 務 の 中で 、最 も重 要 な の が 全 国 学力 調 査

(NAEP，National Assessment of Educational Progress)だ と言 え る。

(1)NCESの 報告書 およびデー タの成果物の公表 と普及基準

NCESは デ ータ の広範 な使 用 を促進 して、潜在的利 用者がNCESの デー タにア クセス しやす
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い よ うにす るため に多様 な規定 を用意 してい る。まず 、将来的 なすべて の潜在的利 用者 の要

求 をあ らか じめ把握 し、 これ を基 に出版物の刊行、1回 に送れ る郵便物 の量、印刷 で き る複

写本 の数 、 ウェブ公 開の可否 な どに関す る多様 な普及戦略 をたてている。そ してNCESの デ

ー タを よ り有用 な情報 とす るた めに
、資料の使 用に 関す る利用者 のフ ィー ドバ ックを収集 し、

助言 を求 め るため の戦略 をたててい る。

NCESで 作成 され る資料は、表 Ⅲ-3に 見 られ るよ うに多様 な普及方法 を活用 してい る。す

べて の刊行物 はPDF様 式で作成 され る とともに、すべて の主要 な資料 はホームペー ジ上で公

開す るためにHTML様 式 で作成 されている。

(2)使 用 を制 限 した資料マニ ュアル(Restricted-Use Data Procedures Manual)

NCESで 収集 された資料 は、汎用資料 と使用が一部制 限 され る資料 に分 け られて いる。以

下で は、個人情報 が含 まれ ていた り、その他 の法的 な問題 に よって使用に制 限のあ る資料 を、

NCESが いか に管理 され てい るかについてみてい る。

ア)用 語 の定義 お よび概観

①使用 が制 限 されてい るデー タ

IES(Institute of Education Sciences)は 法 に よって保護 され ている資料、す なわ ち個人

識別情報 を含 むア ンケー ト調 査や研 究資料 を収集 してい る。ISEは これ ら情報 を “使 用が制

限 され てい る資料”だ とし、“subject data” のよ うな意 味で使 ってい る。

②汎用 資料

ア ンケー ト回答者 の秘密 を保護す るために、個人識別情報 が暗号化 され た り、削除 された

り した場合 、ISEは ア ンケ ー ト調 査 の資料 を “汎用 資 料” と して い る。汎 用 資料 は許 可

(license)な しでア クセスが可能で あ り、一般 大衆 も使用が可能 であ る。 これ らの資料 に対

す る さ ら に 詳 し い 情 報 は 、NCESホ ー ム ペ ー ジ の オ ン ラ イ ン 一 覧 表

(http://nces.ed.gov/pubsearch)で 確認す るこ とがで きる。

③ 関連法

a.‘Privacy Act of1974’ と ‘Computer Security Act of1987’ は連邦政府 が管理す る

個人情報 の安 全お よび秘密 を保障 してい る。これ らの法律 はすべ ての使用制限資料 に適用 さ

れ 、不法的 な資料公 開は軽犯 罪 と して処罰 もしくは最 大$5，000の 罰金刑 に処す るもの とさ

れ てい る。

b.‘E-Government Act of2002，Title V，subtitle A’ の ‘秘密情報保護 ’条項 は、統計

目的 に よ り政府 に よって収集 された個人識 別情報 の保護 を規 定 してい る。これ に関連 して許

可 を受 けてない情報公 開は、重罪 にあた る とされて いる。

c.“USA Patriot Act of2001” に よって改定 された “NESA1994”:国 家 あ るい は国際

的 テ ロ と係 わ って起訴 あるいは許可 を受 けた調査 に必要 な場合 、法務長官 は教育長 官 にNCES

の 関連資料 を請求 でき る。
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d.“The Education Science Reform Act of 2002” はIESの 教育資料 収集、分析、公 表

活 動 と個 人識別 情報保護 義務 を規 定 してい る。 秘密保 持違反行 為 は重罪 にあた り、最 大5

年 の懲役刑 または$250，000の 罰金刑 に処す る とされ ている。

④使用認 可手続 き(Licensing Prosedure)

IESは 厳格 な使 用許可手続 きを経て、アメ リカの資格 を持つ機 関にのみ使 用制 限資料 を提

供 してい る。個人研究者 は機 関(例:大 学 、研究機 関)を 通 じてのみ 申 し込 む こ とができ る。

資格 を得 るためには、機 関は次 の書類 を提 出 しなけれ ばな らない。

a.NCESの コン ピュータ申 し込み システ ム(http://nces.ed.gov/StatProg/instruct.asp)

を通 じた公式の請求書

b.署 名 された許可 書

c.秘 密保持誓約書

d.保 安計画様式

イ)関 連法律

“Th
e Privacy Act of 1974” は連邦機 関 に とって個 人識別 情報 を含 むいかな る記 録の収 集 、

保持、使用 または普 及活動 も、資料の誤用 を防 ぐための適 切で安全な方 法に よ り行 わな けれ

ばな らない こ とを規 定 している。

①基本的法規

個人識別 情報 を含ん だア ンケー ト資料 は、次 のよ うな法規 によって保護 を受 けている。

a. Privacy Act of 1974

b. Computer Security Act of 1987

c. Education Sciences Reform Act of 2002

d. USA Patriot Act of 2001

e. E-Government Act of 2002

②Privacy Act of 1974

この 法 は政 府 が持 つ 個 人情 報 を保 護 す る もの で あ る。個 人 資 料 の 秘密 と保 護 の た め に、広 範

な請 求 事 項 を課 して い て 、 資料 使 用 に 制 限 をか けて い る。

a.私 生 活保 護 規 定

Office of Management and Budget の 指 示 に よ り、核 心 的 な個 人情 報 保 護 の た め の政 策 、

基 準 、指 針 な どを 立 て な けれ ば な らな い。

b.コ ン ピ ュー ター 保 安 ガ イ ドライ ン核 心 的 基 準

Federal Information Processing Standard Publication(FIPSPUB)41、 す な わ ち “Privacy

 Act of 1974” を履 行 す るた めの コ ン ピ ュー ター 保 安 指 針 で あ る。FIPSPUB 41は 、 政府 が提

供 す る個 人識 別 情 報 が 法 規 に よっ て適 切 に保 護 され る よ う規 定 してい る。

③Computer Security Act of 1987

1988年1月8日 か ら適 用 され て い る “Computer Security Act of 1987” 、 す なわ ち 公 法
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100-235は 連邦政府 に とってデ リケー トな情報 を含 むすべての連邦 コン ピュー ター システム

を認識 し、これ らの システム につい て報告す るための保安計画 を実施 している。デ リケー ト

な情報 とは、次の よ うな事項 に悪影 響 を及 ぼす情報 を指 す。

a.国 家利 益

b.プ ログラムの遂行

c.“the Privacy Act of 1974” に規 定 され た個人 の 自由

④Education Sciences Reform Act of 2002

この法 はIESが ア メ リカの教育 に関す る情報 を収集 し、普及 させ る権利 を付与す るもの

で ある。情報 の収集 は、ア ンケー ト調査を通 じてたびたび行 われ てい る。 “Privacy Act of

 1974” 法 を統合、拡 張 した この法は個人の回答者 の私 生活 を保護す るための厳 格 な手続 きを

求 めた もの とな ってい る。 この法 は “National Education Statistics Act of 1994(NESA

1994)” に代わ るもの となる。

a.秘 密保護 基準

学生 と家族 、彼 らの学校 に対す る個人識別情報 は公 開 され てはいけない。いか なる者 も、

テ ロ行為 の場合 を除き、どんな個人情報 も統計 目的 と しない 目的 では使用す るこ とはできな

い 。

・特 定 の個 人 の識 別 情 報 を含 む い か な る出版 行 為 も して はい け ない 。

・個 人 報 告 書 を検 証 す るた め にIESの 長 に よっ て許 可 を受 けた 個 人 以 外 に は 、 い か な る

者 に も資料 の使 用 を許 可 して は な らない。

この法 は資 料 の収 集 、報 告 書 作 成 、資料 公 表 過程 に お い て 、IESが 学 生 お よび 彼 らの 家族 、

学校 な どに係 わ る秘 密 を保 護 す るた めの 基 準 と して 開発 した も の で 、これ を よ り強 化 させ る

こ とが 求 め られ て い る。IESの 秘 密 関 連 規 定 は公 法107-279の 第183項 に基 づ い て い る。

b.Violations

資料 の使 用 過 程 で この 法 の 秘 密 条 項 に 違 反 す る行 為 は 重 罪 に該 当 し、最 大5年 の懲 役 刑

ま た は$250，000罰 金 刑 に 処 す る こ とが で き る と され て い る。

⑤USA Patriot Act of 2001

“NESA 1994” が “USA P
atriot Act of 2001” に お い て 改 定 され た もの で あ る。 国 家 あ

る い は 国 際 的テ ロ に係 わ る罪 で 起 訴 され た 場 合 や 、正 式 に許 可 され た調 査 で あ る こ とが認 め

られ たNCES資 料 に つ い て 、 法 務 省 長 官 は教 育 長官 に 該 当資 料 を請 求 す る こ とが で き る。 こ

の よ うな 目的 のた め に 法務 長 官 が 得 た 資 料 も、個 人 情 報 を保 護 す る た め に定 め られ た指針 に

従 って 、秘 密 情 報 と して 取 り扱 わ れ な けれ ば な らな い。 この 改 正 事 項 はESRA 2002に 含 ま れ

て い る。

⑥E-Government Act of 2002，Title V，Subtitle A，Confidential Information Protection

“P
atriot Act” に従 い 、 第107回 議 会 は “E-Government Act of 2002，Title V，Subtitle

 A，Confidential Information Protection(CIP2002)” を制 定 した。 この 法 は 統 計 目的 の た
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めに個人 あるいは機 関によって提供 されたす べての個人識別 情報の秘密 を保持 し、統計 目的

のみ に使 用す るこ とを求 めてい る。統計 目的 以外 に回答者 の 同意 な しにこの資料 を意図 的に

公 開す る行為 は重罪 にあたる。

ウ)ユー ザー手続き

①ユーザー の必要書類

IESが アンケー ト調査 を実施す る時、収集 された資料 が法(注7)に よって保 護 を受 けてい

る個人識別 情報 を含む場合 がある。 「使用 が制 限 され てい る資料 」とは個人識別情報 を含ん

だ アンケ ー ト調査 資料 を示す 用語 で、 この場合 のみ予 め使 用許 可を受 けな けれ ばな らない

(注:汎 用資料 は許可 を受 けない)。

許 可を受 けた人 に提供 され る使 用制限資料 とこの資料 か ら出たす べての情報、IESか ら提

供 されたその他 資料の統合やその他 使用 によるすべ ての結果 は、発行 された使 用認 可書 にお

いて “subject data” とい う用語 と呼 ばれ る。

個 人識別 資料 には次の よ うな分野 な どの個人情報 を含む。

a.教 育

b.財 政

c.医 学

d.雇 用

e.犯 罪

f.個 人情報(例:名 前 、番号 、象徴)

g.他 の特定の個人識別 情報(例:指 紋、音声 、写真)

この よ うな許 可手続 きを通 じてア メ リカ国内の機 関 が使用 可能 な資料 はNCESオ ンライ

ンカタログに列挙 され ている(http://nces.ed.gov/pubsearch/)。

②使 用許可 の意味

3種 類 の許可 書類 が使用制 限資料 を借 りる際に必要 とな る。 了解 覚書、許 可証、契約 書 な

どで あ りこれ ら3つ が ライセ ンス と呼ばれ、 これ らを持 つ ことに よって ライセ ンス所 有者

(licensees)と なるこ とがで きる。

(注7)連 邦法 はアメ リカの外 では強制力 がないた め、使用制 限資 料はア メ リカか ら持 ち出

す ことがで きない。

a.了 解覚書 き(Memorandum of Understanding)

IESと 関係 しない部 署に資料 を提供 す る際 に用い られ る。

b.許 可書(License)

ライセ ンス はIESと 分析契約 を結 んでい る機 関を含 む非連 邦政府機 関また はオ フィスに

資料 を提供す る際 に用 い られ る。
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c.契 約書(Contracts)

IESが 使用制 限資料 の収集 を含 む契約 を締 結す る場合 、契約テ ンプ レー ト(boiler plate)

に使用許 可規 定が含 まれて い る。

d.許 可書類の内容

す なわち3種 類 の許可書類 には、

・この契約 に含 まれ る情報 が何 を意 味す るのか を明確 にす るこ と。

・使 用制限資料に アクセ スす る個 人 を具体化す るこ と(研 究責任者 お よび専 門家、技術者 、

サ ポー ト担当職員 な ど)。

・情 報公開の制 限 を記述す ること。

・行 政的請求事項 を列挙す るこ と。

・IES資 料 に基づ く資料 を公 表す るこ と。

・保 安規定違反(疑 われ る場合 も)の 際 にIESに 報告す るこ と。

・管理 の検閲 に同意す るこ と。

・使 用制限資料の保管お よび使用 に対す る保安要求事項 を検討す る こと。

・違反 に対す る処罰事項 を記述す る こと。

③使用許可が必要 な者

実際 の ところすべて の機 関が、使用制 限資料 にアクセ スす るための許 可書類 を必要 とす る

が、機 関に よって許 可書類 が多少異 な る。

a.許 可書類 と機 関の組 合

b.使 用制限資料 とIES職 員

IES職 員 は使用制限資料保護 のた めの義務 と制限規定 に従 わ なけれ ばな らない。 また、

IES職 員 に使用制 限資料 フ ァイル を普及 させ る権利 はない。

・使 用制限資料 を使 うい かな るIES職 員 も、資 料保 安プ ログラムを通 じて秘密 情報取 り扱

い許 可 を受 けな けれ ばな らない。

・資料 を得たすべ ての職員 は、資料保安プ ログラムを通 じて署名 しなけれ ばな らない。

・使 用制限資料 を所持す る職 員 は、施錠で きる場所等 に保管 しなけれ ばな らない。 この資料

は コン ピュー タに保存 された ままで保管 されて はいけない し、使 わない時は必ず資料室 を施

錠 しなけれ ばな らない。

・この資料は、資料保安プ ログ ラムの秘密情 報取 り扱 い許可 な しにオ フィスの外 部に持 ち出

す こ とはできない。

・職員 が離職す る場合、使用制 限資料 を含 んだすべ ての関連 資料は資料保 安プ ログラムに よ

って必ず離職 以前に返却 しなけれ ばな らない。

c.事 前検査

職員 は アンケー ト調 査の道 具の妥 当性 を検証 し、資料収集手続 きを検討す るために、事前

に検 査 を行 う。実際の ところサ ンプル資料 はアンケー トの調 査計画書 を検証す るた めに収集
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され るので、事前の検査で集 め られた回答 は個人識別情報 を含 む こともあ り得 る。したが っ

て、資料保安手続 きにアクセ スす る必 要が ある。

こ の よ う な 事 前 検 査 に 責 任 を 持 つIES Contracting Office Technical

 Representative(COTR)は 、ア ンケー ト調査 の計画書 に何が含 まれてい るかにつ いての文 書 を

を資料保安 プ ログラムに提出 しなけれ ば な らない。COTRは ア ンケー ト調 査 の計 画案 を検討

す る過程 でサ ンプル資料 にアクセ スす るた めに秘密保 持 の誓約 書 を受 け取 り、資料保安 プ ロ

グラムに秘密保持の誓約書 の原本 を送 らな ければな らない。

(注8)教 育省 の他 の構成 要素 を含 む

d.契 約者

使 用 を制 限 され た資料 の収集 について契約規 定移 行が請求 され ない限 り、契約 に よって

研 究 を行 う機 関や個人は決 め られた許 可手続 きに従 わなけれ ばな らない。使 用 ライセン スに

書かれた条件 は、契約テ ンプ レー ト(boiler plate)に 含 まれ る。

・下部 の契約者 は契約合意 の規定 に従 わなけれ ばな らない。

・この よ うな規 定は 「資料 は指 定 された場所 か ら持 ち出 して はな らない」 とい う規 定 を

含 む。他 の場所 で資料 を使お うとす る下部 の契約者 は、このた め別途使用 ライ セ ンスを得 し

な ければ な らない。

IESの 使 用が制限 された資料 を使 って独 自の研究 を行 お うとす る契約者 は、正式 に使用請

求書を書面で提 出 しなけれ ばな らない。万一 、独立的 な研究 の 目的 が契約書 で言及 され た資

料使用 と違 う場合 、契約者 は使 用権 を獲 得す るた めの正式 な申 し込み手続 きに従 わなければ

な らない。

④使用許 可権 申 し込 み

これ は使用 が制 限 された資料 の外部使 用許 可 のた めの、最近の標 準的 な許可 手続 きで あ る。

a.手 続 きの概要

使用 が制限 された資料 を受 ける資格を得 るた め、申請者 は4種 類型 の書類 を提 出 しなけ

れ ばな らない。

・NCESの コン ピュー タ申 し込み システ ムを通 じての公 式の請 求書

(http://nces.ed.gov/StatProg/instruct.asp)

・許可証

・秘密保持誓約書

・保安計画様式

申請者 は署名 され た許可証、秘密保 持誓約書 、保安 計画様 式 を作成 して提 出 しなけれ ばな

らない。 そ して職員 では ない責任者(Principal Project Officer)が 署名 した書簡 を、IES

資料保安 プ ログラムに提 出 しなけれ ばな らない。IES資 料保 安プ ログラムの職 員 は、提 出 さ
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れた書類 の内容 を検討 しなけれ ばな らない。

・公 式請 求書で は提 出 された研 究プ ロジェク トが基本的請求事項 を満 た してい るのか
、使用

制限資料 の保安計 画は完全 かな どをよ く見な けれ ばな らない。

・機 関の 申 し込み につい てIESが 知 りたい点はすべ て
、許可証授与 の前 に書 面で解 決 され

なけれ ばな らない。

すべ ての必 要な情報 が受理 されて 申込が完了 し、IESの 最終承認 を得 ては じめて許可証が

発給 され る。まれにIESが 、資料 の使 用先 に関す る資料や、分析 のた めの研 究者 が使用可能

な資源 に関す る資 料、あるいは検討 が必要 なプ ロジェク トの特定部 分 に関す る追加的 な資料

が求 め られ ることがあ る。許可証発給 について はDirectorの 決定 によってのみ成 り立 ち、

許可証 に付与 され たすべ ての権利 はDirectorが 書類 に署名 した 日か ら効力 が発 生す る。

よ り詳細 な資料 リス トは公式 的な請 求に よっ て成 り立 ち、ユーザーに関す る情報 はIESの

電子 申 し込 みシステムhttp://nces.ed.gov/StatProg/instruct.asp)を 通 じて収集 され るこ

とにな る。

公式 的請 求に必 要な詳細事項 は次の とお りで ある。

・使 お うとす る資 料の名称。

・ア ンケー ト調査資料にア クセ スを要す る統計研究 プロジェク トにつ いての説 明
。説 明は次

の条件 を満 た さなけれ ばな らない。

-あ なたの研 究は ど うして汎用 資料 を使 うことだけでは不十分 なの かを説 明す ること

-資 料 を使 うこ とで しよ うとす る最終研究 の 目標 を説 明す るこ と

-成果 物 によって社会 に貢献す る点は何 かを説 明す るこ と

-資 料が説 明 された統計 目的以外 に
、いか なる行政 的あ るいは規制 目的 にも使用 されない こ

とを明確 にす るこ と

[注]請 求資料のた めの研究 の 目的は、収集 され たア ンケー ト調査 資料の 目的 と一致 しなけ

れば な らない。

IESの 契約 あるいは進行業務 リス トにあ る使 用が制限 された資 料 を使 用す る場合、 申請者

は必ず次の情報 を提供 しな けれ ばな らない。

*契 約番 号

*Contracting Office Technical Representative (COTR)の 名 前

・機 関を ライセ ンス条項 に合 法的 に含 ませ るた めの十分 な権 限を持 ったSenior Official

の職名 お よび氏名

・日常的 な作業 を管理す る研 究責任者(Principal Project Officer)の 職名 お よび 氏名。使

用 制限許 可証 と使 用が制限 された資料 を得 るためには、お よび研究責任者 として活動す るた

めには大学院博 士後期課程相 当以上で なけれ ばな らない。客員教授や学者 は研 究責任者 にな

れ ない。研 究所 に所属 して いる者や分析 コンサル テ ィング会社 の者 は、この役割 を遂行す る

ため には共同研 究者以上 でなければ な らない(研 究責任者 は主 な資料 の使 用 を含む 日常の作
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業 に対す る責任 を持つ研究者 で、IES資 料保安 プ ログラム に連絡す る責任 を持 つ者 であ る)。

・資料 の保安 を監督す るシステム保安 管理者 の職お よび氏名

・アンケー ト調査 資料 にア クセスす るこ とがで きる専門的技術職員 の職 お よび氏名
。一般的

に、職員 は最大7人 に制限 され る。制限 に対 す る例外 はIES資 料保安 プ ログラムに よって

認 め られ ること となる。例外 を認 める文書 はIESか ら受 けなけれ ばな らない(資 料 に対す る

請求や既 存の許可証 に関す る訂正 は研究責任者のみ が請 求す るこ とがで きる)。

・予想 され る貸 し出 し期 間。貸 し出 し期間 は1年 以上5年 未満 では なけれ ばな らない。貸

し出 し期 間はIESが ライセ ンス に署名 した 日付か ら始 める。

作成 された許 可書類 は法的拘束力 を持つ。

資料 ア クセス権 を持 った者 は、秘密保持誓約書 を作成 しなけれ ばな らない。

一般的に、IES職員ではない者が許可を受けた個人識別情報にアクセスを希望する場合は、

秘密保持誓約 書 を作成 し、許 可を受 けた機 関 を通 じてIES資 料保安 プ ログラムに提 出 しな

ければな らない。IESは プ ロジェク トご とに7人 までが資料 にアクセスす ることを許 可す る

(IESは 、 申 し込み機 関の コンピュー タ施設 監督者 も申請 した7人 に含む よ う求める場合 が

ある)。

1ペ ージ分 の秘密保持誓約 には次の 内容 を含 む。

・使用 を申請す るアンケー ト調査資料 の名称

・秘密保持 誓約 を しないいか なる人 に も個人識別情報 を公 開 しない とい う約 束

・資料公 開に対す る処罰

・公証人の職 印 と署名

秘密保 持誓約 書は文 書に列挙 された アンケー ト調 査資料 に対 してだけ有効 であ り、ア ンケ

ー ト調査資料 とそれ に応 じたすべての成果物 に該 当す る
。

公証 され た書類 はIESに よって任意 に改定 され る こ とはで きない。 列挙 され たアンケー

ト調査か ら得 られ た結果 にアクセスす るために、あ るいは公 証 された秘密保持誓約書 に列挙

され ない アンケー トの調査 にアクセスす るためには、他 に秘密保 持誓約 書 が作成 され なけれ

ばな らない。資料使用機 関はプ ロジェク ト関連研 究員の異動が生ず る場合 、迅 速 にIESに 知

らせ なけれ ばな らない。

保安 計画様 式は資料 を保護 す るための詳細 な手続 きを含む。

使用制 限資料は常に 「保安」 を維持 しなければ な らない。 「保安」 とは、個 人識 別情 報が

許可を受 けてない公 開や修 正か ら守 られてい ることを意味す る。ただ、連邦機 関は保安 計画

様 式を提 出す る必要 はない。 代わ りに、 了解覚書(MOU)に ある保安要 求事項 を守 らなければ

な らない。

b.請 求 した資料 を受 ける

成果物 は、秘密保 持が可能な配達方法や認 証 を受 けた メール を通 じて、許可 を受 けた人 に

送 られ る。1回 ご とに、一つのデー タベー スについて写本 を7部 つけ るもの とす る。改定 さ
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れたバージョンの資料を受け取る使用許可を持つ者は、メールを通じて、以前受け取った資

料を返却しなければならない。データベースの原本や写本は、いかなる状況であっても指定

された場所から持ち出したり、交換したりすることはできない。

⑤許可受けた人に求められる行動

資料使用許可を受けた人は、保安手続きを含んだすべての許可書類および関連資料に明記

された条項に責任を負わなければならない。次のような主な行政的要求事項、すなわち、許

可証の保管、作成された秘密保持誓約書の写本の保管、研究報告書の提出などに関しては、

いつでも実態調査に応じる用意ができていなければならない。

a.許 可証の保管

資料使用権限が付与 された研究プロジェク トの責任者は、許可証に含まれたすべての情報

に対する責任を負 う。

b.研 究出版物の提出

万が一、資料使用許可を受けた者が該当資料のいかなる情報でも出版しようとする場合は、

出版前に出版物の見本をIES資 料保安プログラムに提出しなければならない。それがない

場合、IES資 料保安プログラムに、各出版物の最終バージョンの写本あるいは使用許可を受

けた資料を活用したすべての成果物を提出しなければならない。

c.現 場の調査

許可証に含まれた規定、保安手続き、予め提出された保安計画などが、適切に施行されて

いるかどうかを確認するために、IESの 資料保安職員には資料ユーザーのオフィスを抜き打

ちで訪問して、調査することができる権限が付与される。資料ユーザーの違反事項が確認さ

れた場合、IESに よって直ちに資料使用許可が取 り消され、事実が検事に報告される。

d.資 料に対する外部の要請

資料使用権者は、州政府機関や契約者からの資料提供を請求できるよう、他から法的に依

頼を受けた場合、あるいは調査やその他の理由による資料提供の依頼を受けた場合、直ちに

IESに その事実を報告 しなければな らない。そして使用権者はその過程を記録として残して

おかなければなるない。

⑥ライセンスの改正

IESは 資料貸 し下げ期間に、プロジェクト遂行過程で発生するすべての資料変更事項を把

握 していなければならない。ライセンスに書かれている条項や規定の変更を希望する場合、

資料使用権者は前もってIES資 料保安プログラムに承認請求書を提出しなければならない。

すべての意思疎通は、研究責任者(不在時には専任 の研究員)に よって図られなければならな

い。資料使用許可を受けた研究員がこれ以上資料にアクセスする必要がないことが報告され

た場合、資料保安職員はその者の秘密保持誓約書に “無効”と表示することとする。

a.追 加的なデータベースの請求

資料使用権者は許可証原本に記されている内容以外に、他のデータベースへのアクセスを
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請 求す ることがで きる。デー タベ ースの請求 に関 して虚偽 と思 われ る記述 があ った場合 、申

請者 はIESに 必要 な情報 を提 出す る必 要が ある。IESは 提 出 された許 可証 と補 助書類 を検討

し、すべての請求事項が条件 に合致 している とみ な されれ ば、請求 され た新 しい資料を使用

権者 に送 る こととなる。デー タベー スはいか なる状況 で も、資料使用権者 のサ イ トか ら任意

に除去 され た り、交換 した りす ることはで きない。

示唆点

(1)情 報公開関連の ガイ ドラインを提示す る こと

College BoardとNCESは 、法令や規則 にお いて情報公 開関連 規定 を明記す る ことに とど

ま らず、資料ユー ザーのための情報公 開ガイ ドライ ンあるい はマ ニュアル を作成 し、提供 し

てい る。 その中には資料請 求が可能な範 囲 と方 法、書式 、手続 き、費用 、使用 方法 、管理監

督、秘密保持誓約お よび守 らなけれ ばな らない内容 、返却方法 お よび手続 きな ど資料申 し込

みか ら返却 までのすべての過 程 を詳 しく記述 してい る。加 えて、その過程 で 申請者 と資料管

理お よび監督機 関がすべ きこ となどを詳 しく説 明 している。特 に、NCESは 資料使用契約 書、

使用 ライセ ンス、秘密維持誓約 書、保安計画書 な どのサ ンプル 資料 を詳 しく提供 してい る し、

各過程別 にチェ ック リス トを作成 して、ユーザーや 資料提供者が重要 な確認手 続 きを漏 れな

くできる よ うに してい る。また資料 の不 法使用 に対 しては厳 格 な法的措置 が加 え られ る など、

必ず認識 していなければな らない法的知識や 関連事項 を詳細 に整理 、提示 して いる。

しか し、韓 国教育課 程評価 院 を含む公共機 関 は、情報公 開 と係 わ るガイ ドライ ンが作成 さ

れ ていない。情報公 開の方法や手続 き、関連 書式な どを作成 してい ない機 関が ほ とん どで、

資料請求者や 申 し込み受付者 、提供者 な どが知 らな ければ な らない詳細 な規 定 、お よび手続

き等 に対す るガイ ドライ ンやマ ニュアル を取 り揃 えた機 関はほ とん どない状態 で ある。一般

国民あるい は研 究者 が要す る資料 をす べて ホー ムペー ジ上 に常 時公開す るこ とは不 可能 だ

か ら、多 くの人々が個別的 に資料 を請求 しよ うとす る。 したがって、今後研 究者 あるい は一

般の人々が情報公開 を請求す る方法 に関 して、ガイ ドライ ンが明確 に提示 され 、必 要な書式

や資料のサ ンプル が十分 に提供 され る必要が ある。これ は資料公 開を請 求す るユー ザーの便

宜のた めだ けでな く、正確 な手続 きを明記す ることで、資料公 開過程 で発生す る多様 な問題

を予め防 ぐことがで きるとい う効果 も期待 され るので ある。

(2)資 料 の特性 に よって段 階的に公開範囲 を規定す ること

College BoardはSATとPSAT，NMSQT，APプ ログラム な どに関す る成績 お よび関連資料 を公

開す る際に、全体 レベル 、機 関お よび教 育区 レベル、個人 レベル な どで資料 の レベル を分類

し、それぞれの レベル別 に資料 を提供す る範 囲 と方法 が異 な るよ うに してい る。全体 レベル

の資料 は常に公 開 となってい る一方 で、機 関お よび教育 区 レベル の資料は15以 上 の学校 あ

るいは教育 区の平均 した資料 だ けを提供す ることになってお り、個 人 レベルの資 料 も15人
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以上 の平均 した得点 として情報が提供 され る。すべ ての資料提供 にお いて一番重要 な基 準は、

学校お よび教育 区あるい は個人 を識別す るこ とが できる情報 を含 まないこ とで あ り、そ うい

う問題 を防いだ り、解決 した りす るた めに15以 上の学校 お よび教育区、あるいは15人 以

上 の個 人の得 点 とい った形態で資料 を提供す るのである。

こ うした資料 の分類 区分 による段階的な公 開範 囲、あ るい は公開方法の規 定は、韓 国の情

報公 開の現状 と相 当な違いが ある。韓 国教育課程評価 院が主管す る修 学能力試験 の場 合、受

験者全体 の平均得点が提供 されてい るだ けで、地域別 あるいは教育 区別 の成績資料 は一切提

供 の対象 とはな ってい ない。これは法 的な規制 のため と言 うよ りは、修学能力試 験 の社会的

影響力 が大 きいか らで ある と言 える。 したが って、今後 、資料ユーザ ーに関す る厳格 な秘密

保持誓約 と罰 則規定が強化 され るこ とを前提 に、少 な くとも研 究を 目的にす る申請者 に限定

す る形 で、College Boardの 事例の よ うに、資料の分類 区分 に よる段階的な資料公 開の試み

がな されな けれ ばな らない と思われ る。

(3)資 料のユーザー に対 して正確な確認 を行 うこ と

College Boardは 合法的な資格 を持つ資料請求者 に、資料使用 の 目的 と分析 に参加す る関

係者 の氏名 お よび肩 書 き、研 究の財 政支援 機 関 な どを詳 細 に記録す る よ う求 めて い る。

College Boardと 締 結 した最初の使 用権 契約 に含 まれな い第3者 あるいは共同研 究者 に資料

を提供 した り、共有 した りす る場合 、その人々 を含 む新 しい使用権契約が締結 され なけれ ば

な らない し、彼 らの氏名 お よび職す るな どに関す る詳 しい情報 を提 出 しなけれ ばな らない。

これ については、韓 国教育課程評価院 の場合 、 「行 政情報公開 に関す る規則」 を通 じて情報

公 開請求 書 と情報公 開 口述請求書の各様式 があ り、資料請求者 はこれ を作成 して資料管理機

関 に提 出す ることとな ってい る。ただ し、その内容 をよ く見れ ば、資料の 申請者 に関す る人

的事項 と請 求資料 、公開形態、資料形態、受領方法 、手数料 な どに対す る内容 だ けを簡単 に

記す こ とになってい る。

College BoardとNCESで 資料提供 の前 に必ず検討 す るこ ととされてい る資料使 用 目的、

研 究 に参加 している関係者 の氏名 お よび肩書 き、研 究の財政支援機 関 な どに関す る内容 は含

まれていな い。また、資料使用 に係 わる申請者 の秘密保 持誓約 とこれ に違反 した場合の罰則

規 定 に関す る書類 は作成 され ていない。現在 、韓 国教 育課程評 価院を含 めた公共機 関の資料

公 開 の水準 が極 めて些細 なもの となっているた めに、敢 えてその よ うな書類 を作成 した り、

保 安手続 きが整備 され ていな くても大 きな問題 とはなっていないが、今後、情報公 開の範 囲

が広が り、よ り多 くの人々が情報公 開制度 を活用す るよ うになれ ば、資料 申請者 以外 に公 開

された資料 を使 う者 、資料使 用 目的、利害得失 が制 限 されてい る機 関な どに関 して十分な事

前調 査 を行わ なけれ ばな らない し、そ の内容 と手続 きを詳 細に規定す る必要 があ ると考 え ら

れ る。
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(4)徹 底的 に資料 を保 管する こと

College Boardは 、最 初に締 結 され た資料使 用権 契約 内容 以外 の 目的 で資料 が使用 された

り、公 開 され た りす ることを法 で厳格 に禁止 してい る し、College Boardの ホームペー ジに

掲示 され た資料 の無 断借 用掲示 または許 可な しにその 資料 を印刷す る ことを禁止 してい る。

一方
、NCESは 資料 申請者 に使用許 可権 の発給 を してい る し、このために資料使用 申込 書、

申し込み 関連 の必 要書類 、秘密保持 誓約 書、保安 計画書 な どを提 出す るよ うに してい る。資

料使用 申込書 には資料 申請者 と研 究の 目的、研 究責任者 お よび研 究員の氏名 、資料保安 管理

者 の氏名 、な どが含 まれてい る。資料 にアクセスす るすべ ての人 々に、秘密保持 誓約書 にサ

イ ンす るよ う求めてい る し、研究責任者 はNCESで 提供す る資料 の保安 のための緻密 な計画

を立 てて提 出す るよ う求めてい る。途 中、研 究員 が追加 あるいは減少 した場合 、人 的事 項だ

けではな く秘密保持 誓約 書 も更新 す るよ う規 定 してい る し、資料使用契約 も修正 しなければ

な らない。 なおNCESで は、資料使 用許 可証 に明示 され た規定 、保安手続 き、保安計画 な ど

が適切 に移行 され てい るか ど うかを検 証す るために、抜 き打 ちで現地実態調査 ができる こと

を規定 して い る。その他、資料使用期 間の満 了以後 は、資料返却 だけではな く、資料 を使 っ

た コンピュータ を初 期化す る とともに、これ を通 じて生成 され た2次 資料 とそ の他すべ ての

関連資料 を破棄す るよ う規定す るとともに、 これ を公 証 しなけれ ばな らない としてい る。

College BoardやNCESは 、韓国教 育課程評 価院 を含 めた韓 国の公共機 関が提供す る資料

に比べ 、広範 かつ多様 であ り、個 人お よび機 関識別情報 を除 いた比較的詳細 な資料 を提供 し

てい るために、保 安規定 が非 常に徹底的 で多様 な安全装 置の よ うになってい るのであろ う。

韓 国の現在 の状況 においては、この よ うな保安規 定は必要 ないか も しれ ないが 、今後、情報

公 開が促進 され詳細 な資料 が公 開 され始 めた ら、韓 国教育課程評価院 を含む韓 国の公共機 関

もCollege BoardやNCESが 準備 している よ うな多様 な保 安規定 と手続 きを整 備す る必 要に

迫 られ るこ とになるだろ うと思われ る。

Ⅳ.韓 国教育課程評価院 の情報 公開の現状

韓 国教育課程評価院(以 下、評価 院)は 独立 され たホー ムペ ージ を運営 してい る し、これ を

通 じて多様 な情報 を一般 に公 開 している。

ホー ムペー ジを通 じて公 開 され ない資料 の場合 、国政 監査やそ の他の情報公 開請求 を通 じ

て該 当資料 の公 開の可否 を審議す るこ ととなってお り、公 開可能 な資料 の場合 、合法的 な手

続 きを経て資料 を提供 してい る。

本章で は、評価 院の ホームペ ージに公 開 されてい る各種資料 の現状 を把握 して、資料公 開

の範囲や公 開 され た資料 の意味 を詳 しく分析す る。そ して、請願請 求事 項 と国会議員の資料

提出請求 リス トを分析す る ことで、評価院が追加的 に常時公 開す る必 要性 のあ る資料 は何か

を検討 す る。
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1.ホ ームペー ジに おける情報公 開の現状(注9)

評価院 ホー ムペー ジ(www.kice.re.kr)は 大 き く6つ の領域 で構成 されてい る。公示事項、

また は報道資料 な どを掲示 してい る 「お知 らせ広場」領域 、評価 院の研 究実績 を公 開 して 自

由に報告書 を閲覧す る ことができ る 「研究広場」領 域 、評価院 の主要業務 を紹介 して関連資

料 や過去問題 な どを掲示す る 「情報広場」領域、評価院 の主要 業務 に対 して一般 の人が 自由

に質問 した り、よ く質 問 され る事柄 を整理す る 「開かれた広場」領域 、大学修学能力試 験 に

関す る資料 を詳 しくみ るこ とが できる 「大学修学能力試験」領域 、機 関の特性お よび現状資

料 を含 む 「‘KICE’」領 域 な どがある。以下では、各領域 の情報公 開の実態 を詳 しく見 るこ

ととす る。

ア.お 知 らせ広場

お知 らせ広場 は公 示事項 と報道資料、入札公告、常時案 内な ど4つ の部門に 区分 され てい

る。公示事項 には計39件 の資料 が掲載 され 、一番 古 い資料 は2002年 の資料 である。 その

中で一番 多いのは大学修学能 力試 験(以 後修学能力)に 係 わる掲 示物だが、2006年 以降 は1

件 も資料 が掲載 され ていない。過去 には報道資料 に対 す る公 知が告知事項掲 示板 に掲示 され

た が、2006年 以 降は報道 資料 掲示板 と上位 メニュー の大学修 学能力試験領域 の掲示板 で 資

料 が分散 して掲示 され たか らであ る。珍 しい こ とに、過去 の告 知事項が随時 削除 されて いる

の に、2009年1月 中旬現在 で、2008年 まで の資料は26万 件が残 っていた。

(注9)評 価 院ホー ムペ ージの資料現 況は2008年12月31日 現在。

全体報道資料 の83%を 占める54件 の掲示物が修学能力 に係 わ ることだった し、その他韓

国語能力試験 と学業到達度評価結果 、TIMSS結 果 に対す る報道 資料 な どがそれ に続いてい た。

修 学能力出題 委員選定方針 に関す る資料 の公 開は2004年 に一 回あっただ けで、それ以降 は

1件 も関連資料が公 開 され なかった。そ して修 学能力 を除 く他 の試験 に対す る報道資料 が掲

載 され ることは まれ であった。評価院で主管す る大部分 の試 験 が定期的 に行 われてい るこ と

を考 えれば、試験 に係 わる報道 資料 も定期 的に掲示 され なけれ ばな らないが、実際はそ うで

はなか った。また一部 の資料 について は、添付 ファイル が開けない場合 があった り、年 度順

に羅列 され てお らずユーザー に混乱 を与 えていた。

入 札公 告掲 示板 には2008年 に4件 の資料 が掲示 され ていたが、2009年1月 に入 り2008

年 資料 はすべて削除 されてお り、2009年 の掲示 資料 だ けが残 って いた。

2008年12月31日 現在 で資料の掲示の状況をみる と、2008年 以前の資料が一件 もなか っ

たが、 この よ うに過 去の資料 は削除す る とい う慣行 が あったた めだ と思 われ る。

また、案 内掲示板 には評価 院ホー ムペー ジの使用についての基本的事項な どが掲示 されて

い る。
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イ.研 究広場

研究広場 は大 き く研 究報告書 、研 究 レポー ト、教 育課程評価研 究、教 育広場 、過去 問題 、

KICE研 究 グルー プな どで構成 されてい る。研 究報 告書部 門を先 に見れば、教 育評価関 連研

究 が182件 で一番多か った し、セ ミナ ー関連資料167件 、教育課程 関連研究159件 、教授-

学習 関連研究128件 な どが これに続 いた。 一方 、教育課程評価 の国際比較関連研 究は2002

年以後資料 が掲示 され てお らず、入試 制度関連研究 は掲示 された資料 が一つ もなかった。そ

の外 にも政策課題 関連研究、教 育情報 化関連研究 、基礎研 究お よび機 関発展 関連研究な どは

掲示 され た研究成果が非常 に少 なか った。さ らに、掲 示 された研 究報 告書の 中 には年度順 に

羅列 され てい ないもの まで混 ざって いて、ユー ザーの混乱を引き起 こ してい る。

研 究 レポー トは、手短 な研究集録 の資料 で、10ペ ー ジ程度の報告書か ら構成 されてい る。

先 に見た研 究報告書 と同 じく、教 育課程研 究 に関す る研 究集録 が60件 で一番 多かった し、

教育評 価関連研 究56件 、教授-学 習 関連研究31件 な どが これ に続いた。

ところが 「研究 レポー ト」に掲 示 されてい るか な りの数 の研 究集録 は、 「研 究報告書 」の

該 当の領域 に完全 な報告書が掲載 されていて、重複掲示 され ていた。一方、 「研 究 レポー ト」

に研 究集録 が掲示 され ているに もかかわ らず、 「研 究報告書」の 掲示板 に報 告書が掲示 さ

れ ていない場合 もあった。一部の報告書 は、年 度順 に掲示 され てい ないためにユーザー の混

乱 を重複加重 させ ていた。

「教育課程評価研 究」は1998年 に創刊 され 年間2回 ずつ刊行 され てきたてお り、各 号の

研究論文 をPDFで 掲示 していたが、2002年 の資料 が抜 け落 ちされてい る以外 はすべて の資

料が掲示 され 、計260件 のPDF資 料 が一般 に公 開 されてい る。

「教育広場」は30号 まで刊行 され ているが、ホー ムペー ジでは第1～6号 が抜 け落 ち され

ていて、資料 が刊行順 に羅列 され てい な くてユ ーザー にとって不便 であ る。

「過去問題」お よび 「正解」掲示板 には、評価院 で主管す るすべ ての試 験の過去 問題 が公

開 されてい る。修 学能力 問題紙 は実 際の修 学能力試 験 と模擬試 験 に分け られ てい る。実 際の

修 学能力試 験 につい ては、1994年 度 以降の問題 用紙 と正解 が2006年 か ら公 開 されてい る。

また、模擬修 学能力試 験については、2004年 度 以降の 問題 用紙 と正解 が2008年 か ら公 開 さ

れてい る。そ の他、専門研究要員選抜試験 と国費留 学生選抜試 験、高入高卒検定 考試 は2000

年度 以降の問題 紙 と正解 が公 開 されてい る し、高入選抜考査 は2001年 度 以降 の資料、 幼稚

園/初 等/特 殊 学校 教師任用試験 と中等教 師任 用試験 、初等学校3年 生診 断考 査 は2002年 度

以降の資料 、そ して初等、中学、高校 の学業到達度評価 は2003年 度以 降の資 料 が公開 され

てい る。

ところで この よ うな過去 問題 は、次で説 明す る 「情報広場」の業務分野別ペ ー ジにそ のま

ま重複掲示 されてい る。過去問題 自体 は確か に評価院 の研究成果 だ と言 え るが 、「情報広 場」

に評価 院が担 当 してい る評価分野 業務 が詳 しく説 明 され てい るので、そ の中に過去 問題 を掲

載す るのが よ り望 ま しい と思 う。 したが って、 「研 究広場」に別途過去 問題 のペー ジを置 く
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特別 な理由がないの な ら、一部調整 が必要 であろ う。

KICE研 究グル ープペ ージ は、15件 の分野別研究室 で行 ってい る研 究活動 関連 の資料やそ

の結果 を掲示す るた めの もの である。しか し実 際に掲示 され ているほ とん どすべ ての資料 は

教 育課程 改正試案 お よび指針で あ り、またそれ も2006年 に集 中 して掲示 し、他 の年度 には

ほ とん ど資料が上が ってい ない。なお、教育評価研究室 と教育方法研 究室 は掲示 され た資料

が一 つ もなか った。

ウ.情 報 広場

「情報広場」では評価院 が担 当 してい る業務分野別 に、掲示板 を通 じて関連資料 を掲示 し

てい る。情報広場は教 育課程教科書分 野、教 育評価分 野、KICE教 授 学習 開発セ ンター分野、

国家考査分野、 中等教 師任 用試験分 野、英語教 育政策研 究セ ンター分 野、KICE国 際教育動

向分野 な どに区分 されてい る。 しか し、それ ぞれ の分野が評価院 の部署編成 に基 づいている

のか、あるいは研究分野別 に並べたのかが明確 ではな く、担 当部署や担 当者 が明示 されてい

ないた めに問い合 わせ先が わか らない とい う状況 になってい る。このた め、問い合 わせ のあ

るユーザーは質疑応 答掲示板 を捜 して質 問 しなけれ ばな らないが、一部 の領域 では質疑応答

が不 可能 とな ってい る。

①教 育課程 お よび教 科書分野

「教育課程 お よび教科書分野」は国家教 育課程 と教科 書、在外 同胞教科書 な どに係 わる資

料 を提供 していて、教科書掲示板 と教 育課程掲示板 、国家教 育課程 、検定教科用図書、在外

同胞 用図書な どの下位 ペー ジで構成 され てい る。ところでこれ ら下位構成要素 は教育課程 と

教科 書領域 が混在 してい るた め、ユーザーが混乱す る原因 となっている。また、教育課程掲

示板 はあって もそ こにはまった く資料が掲示 されてお らず、国家教育課程ペー ジに教育課程

に係 わ るすべ ての資料 が掲示 されてい る。

国家教 育課程ペ ージの中に 「教育課程研 究開発報告書」 とい う掲示板 があって、教育課程

開発 に係 わ る2004年 度 以降の研 究報告書106件 が公開 され ている。問題 は、前述 の 「研 究

広場 」とい う上位 メニ ューに、教育過程研 究関連 の 「研 究報 告書」ペー ジが ある とい う点で

ある。 「情報広場」の国家教育課程 の中の 「教育課程研究開発報告書」ペー ジ と、 「研究広

場」の教 育課程研 究関連 の 「研究報告書」ペ ージを比べ ると、重複 して掲載 して いるものや

一方 にだけ掲載 され ている ものがあった
。ホー ムペー ジを訪れ たユー ザーが、これ ら2か 所

を閲 覧 しない限 り、必要 な資料 を捜す ことがで きない とい うケース も想 定 され る。

② 教 育評価分野

「教 育評価分 野」は、国家水準 の学業到達度評価 と初等学校3年 生対象 の診断評価 に関

連 した資料 を含む。課 題紹介ペ ージを通 じて、各評価 の施行根 拠 と目的 、評価 内容お よび方

法 な どが詳 しく説 明 され ている。掲示板 には学業成就評価 の国内お よび国際比較ペー ジがそ

れぞれ用意 されてい て、TIMSSと 初等学校3年 生診 断評価ペ ー ジ等が ある。 しか し、4つ の

-42-



下位 メニ ュー で構成 された掲示板 に上 がってい る資料は5件 に過 ぎない。一部 関連資料 の場

合 、 「報道資料」ペ ージに公 開 され てい るこ とはあるが、各試 験の応試 、結果 、国際比較 な

ど公開可能 な資料、あるいは一般 の人 が要す る資料 が もっ とあ るはずで あるが、 「教育評価

分野」ペ ージの掲示板 にはほ とん どそ うい う資料が掲示 されて いなかった。教育評価 に対す

る資料公開が よ り積極的に行 われ る必要 があ るよ うに思われ る。

③国家考査分野

「国家考査分野」は専 門研究要員選抜試験 、国費留学生選抜試験 、韓 国語 能力試 験、高入

高卒検 定考試、高入選抜試験 、幼稚園/初 等 学校/特 殊学校教師任用試験 な どで構成 され てい

る。同様 に国が主管す る試験 で も、中等教師任用試験 と大学修学能力試験 は国家 考査 の下位

領域に含 まれて いないのに、試 験の重要性 か ら別扱 い してい るこ とは理解 で きるに して も、

やは りユーザーの混乱を引 き起 こす 可能性 は排除で きない。

各試験 の種類別 に説 明ページ と資料公開 のた めの掲示板 、過去 問題ペー ジな どが作成 され

てい るが、韓国語能力試験 は別 にホームペー ジを開設 して、受験 情報 と資料室 、質疑応 答、

成績確認 、成績証 明書 再発給 申 し込 み、払い戻 し請求 な どのサー ビスを提供 している。先 に

指摘 したよ うに、評価 院で主管す る試 験の過 去問題 は 「研 究広場」の過去 問題ペー ジで も提

供 して いて 、重複掲示 され ている とい う問題 を抱えてい る。

そ して 、各考査別 専用ページは用意 されて いるが、ホームペ ー ジのユーザーが該 当の評価

領域 に関 して質 問す る ことのできる窓 口は用意 され ていない。ユ ーザーが 当該領域 に対 して

質 問で きる空間 につ いて は、次の項で分析 す る。「情報広場」の内容 を見ればで きる質問 を、

「開かれた広場」の当該領域 を捜 して掲示板 に質問 を しなけれ ばな らないとい うのは、ホー

ムページのユーザーの立場か ら見れ ば手続 き として煩 わ しい と言 え る。

過 去問題の場合、別途 ホー ムペー ジ を開設 してい る韓国語能力試験が2006年 度 以降の資

料 を公 開 してい るこ とを除いて、大 部分の評価 分野 について2002年 度 以降の過去 問題 が公

開 され てい る。2005年 度以前 について は、過 去問題 の大部分 が2005年 にホー ムペー ジ を通

じて公 開 され た。 以後 多 くの評価領 域で、2006年 度 の問題 が2007年3月 よ り多少後 に公

開 され たこ とを除き、大部分 当該年 度にすべての問題 が公開 にな って いる。

幼稚園/初 等学校/特 殊 学校教師任用試 験領 域の掲示板 は、掲示 された資料が公 開時期別 に

整理 され ていないため、使用す るのに不便 で あると思われ る。

④ 中等教師任用試験分野

「中等教師任用試験分野」 の掲示板 は2005年 か ら資料が掲示 されて いるが、試 験が毎年

あるに もかか わ らず資料 は必ず しも定期的 に掲載 され てはいない。過 去問題 は2002年 度資

料か ら公開 され、2005年 度 にそれ までの過 去 問題がすべて公開 された。そ して2006年 に公

開 され な ければな らない2007年 度任 用試験 資料は、ほ とん ど大部 分が3か 月後 の2007年2

月末に掲 示 されてい る。

⑤英語教育政策研 究セ ンター
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「英語 教育政 策研 究セ ンター」 のペ ージには2つ の英作文 自動採 点 システム と、1つ の学

習教材 メニ ューで構成 され てい る し、3種 類 の メニ ューすべ てが別 の ウェブ を通 じて資料 を

閲覧す るよ うに設 定 されてい る。 しか し、2007年 英 作文 自動採 点 システ ムは研 究 目的のデ

モバー ジ ョンで一般 の人が使 うには コンテ ンツが十分 ではない し、2008年 英作 文 自動採 点

システ ムはすべ てのコンテ ンツが ま ともに作動 していない。マル チメデ ィア電子 英語学習教

材 も、level3に あた る内容 だけが提 供 され ている。一般 に公 開 されてい る とは言 え、ほ と

ん どの コンテ ンツが ま ともに作動 しなかった り、内容が十分でないな どの問題が あ り、評価

院ホー ムペー ジ を訪 問す る一般 ユー ザーが その公開 目的につい て疑 問 を持つ よ うな ものに

な って いる。

今 ま での他 の評価領域の場 合、 「情報広場」で資料 を閲覧 している途 中で質 問が生 じた場

合 、 「開かれた広場」の 当該領 域 に用意 され ている質 問用 の掲示板 を利用す ることができた

が、英語教育政策研究セ ンター の場合 「開かれ た広場」に当該領域 に関す る質 問用の掲示板

が用 意 され ていないた め、ユーザー に とっては多少不便 である と思 われ る。

⑥KICE国 際教育動向

「KICE国 際教育動向」領 域 は、海外 教育課 程評価情報 と研 究員 のプ ロフィールペー ジで

構成 されてい る。海外教育課程評価情報ペ ー ジは教 育課程動 向 と教育評価動 向、そ してその

他 の内容 を扱 う掲 示板で構成 されてい るが、3種類 とも資料が1つ も掲示 され ていなかった。

評価 院ホームペー ジに国際教 育動向の資料 を掲載 したペー ジが他 にはない こ とか ら、多 くの

研 究員 がい るに もかかわ らず海外 教育課 程評価情報ペ ー ジの掲 示板が 空で ある こ とは多少

問題 で ある。

プ ロフィールペ ー ジには、院内研 究員 と海外委嘱研 究員 の氏名 、専攻、連絡先 な どが紹介

され てい る。海外委嘱研 究員 の場合 、所 属国名が記載 されてい るので、関連す る国の資料 を

必要 とす る研 究者や ホームペー ジ訪 問者 には有益で ある。

しか し、院 内研究員全員 お よび海外委嘱研究員 の一部 につい ては、携 帯電話 番号 も公開 さ

れ ていて、彼 らのプ ライバ シー が侵 害 され る怖れ もあ る。

一方
、先 にみ た英語教育政策研 究セ ンター と同様に、KICE国 際教育動向は 「開かれた広

場」の下位 領域 には含 まれ てお らず、ホームペ ージのユーザーのための質 問のた めの掲示板

もない状態 である。

エ.開 かれた広場

「開かれた広場」は、評価院 の業務 分野別 にホームペ ー ジのユーザーた ちが質 問がで きる

よ うに用意 され た空間である。大学修学能力試験 と教育課程、教科 書、教育評価 、国家考査、

教科教 育、英語教育政策な ど7個 の下位領域 で構成 され てい る し、各領域 のペ ー ジにはFAQ

とQ&A掲 示板 が用意 され ている。しか しFAQペ ージには掲示 され た資料がまった くなか った

し、資料が あるい くつかのペー ジの場合 であって も内容 があま りなか った。FAQ掲 示板はホ
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ームページのユーザーが よくす る質問 に対す る回答 をあ らか じめ提示 す るこ とで、ユー ザー

の便宜を図っているが、今後 はQ&A掲 示板 に よく登場す る質問 を分析 して、FAQ掲 示 板 に

回答 を掲 示すべきである と思 う。

① 大学修 学能力試験

2008年 まで に修学能力Q&A掲 示板 に上 って来た質問は48，320件 にの ぼる。 年度別に掲示

され た資料 を分析 しよ うとした ものの、資料 が膨大でホームペー ジのプ ログラム に悪影 響 を

及 ぼす 問題 が発 生 したた め、2008年 までに掲示 され た質問件数 を提 示す る こ とに満足 しな

けれ ばな らなかった。 また、評価 院のホー ムペー ジを訪 問す る多 くのユ ーザー がQ&Aを 通

じて質問 しているが、FAQ掲 示板 に掲示 され てい る資料は3件 に過 ぎなか った。

Q&A掲 示板 の質 問はかな りの ものが似 たよ うな内容で あった ことか ら、今後 のQ&A掲 示板

の質 問を分析 して、 よく上 って くる質 問 についてはFAQ掲 示板 に回答 を提示 す ることが必

要 であろ う。

「開かれ た広場」や修学能力 に関す る質問の大部分 が、よ り上位 メニ ューで ある 「大学修

学能力試験」 とい うペー ジに掲示 され てい る点 も問題 であ る。 「大学修 学能力試 験」メニ ュ

ー の下位領域 にも掲示板が あるこ とも問題 であるが
、これ は評価 院側 で関連資料 を掲示 す る

ための空間で あ り、修学能力 に関す る質問のあ るユ ーザーは 「開かれた広場 」の 「大学修学

能力試 験」ペー ジを捜 して、質問 しなけれ ばな らないので ある。

②教育課程

教育課 程に対す る質 問は2006年 度 か ら見 られ るよ うにな り、年 間200件 余 りの質 問が寄

せ られてい るが、FAQ掲 示 板 には掲示 され た資料 が一つ もなかった。

③教 科書

教科書 に対す る質 問は2008年 度において17件 に過 ぎなか ったが、他 の評 価領域 に関す

る質 問のほ とん どが管理者 か ら回答 されてい るの と異な り、 この17件 の質 問の約半数 につ

いては回答 が示 され ていなかった し、他 の評価領域 と同様 、FAQ掲 示板 には掲 示 されて いる

資料 がなかった。

④教 育評価

教育評価領域 は2003年 以後1，095件 の質 問が あった し、質問件数 が徐 々に増 えて2008年

には332件 の質問が寄せ られた。かな り多 い数 の質 問が記録 され たに もかかわ らず、FAQ掲

示板 には2003年 に教育評価 関連 の9件 の資料 が掲示 され て以来 、1件 も資料 が更新 されて

い ない。

⑤ 国家考査

国家考査領 域は 中等教師任用 試験 、専 門研 究委員伝鉢試験 、国費留学 生選抜 の試 験、高入

高卒検定考試 、高入選抜試験 、幼稚園/小 学校/特 殊教師任用試験 な どで構成 され ている。 「情

報広 場」では 中等教 師任用試 験領 域が 国家考査 と独 立 され た領域 に提示 されて いたが、 「開

かれ た広場 」では国家考査 の領 域に含 まれ ていてユーザーの混乱 を引き起 こす 可能性 がある。
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国家考査領 域 に掲示 されてい るFAQ事 例 とQ&A事 例 の合計は6424件 で、掲示板 が活用 さ

れ てい る。そ の うち専 門研究委員選抜試験領 域のQ&Aが 一番 多 く、中等教師任用試験 と高入

高卒検 定考試 、幼稚 園/小 学校/特 殊教 師任 用試験順 序で質 問が活発 だった。 しか し一般 か ら

の質 問が この よ うに多かったに もかかわ らず 、FAQ掲 示板はほ とん ど活性 化 してい なか った。

この うち中等教師任用試 験領 域 に17件 のFAQが 掲示 され ていた だけで、国家考査領域 のす

べ ての下位評価 項 目のFAQ掲 示板 には資料が存在 しなかった。

⑥教 科教育お よび英語教育政策

教 科教 育 と英語教育政策領 域ペー ジの場合 、FAQとQ&A掲 示板 に掲示 された 資料 が一 つ も

なかった。特 に、教科教 育領域 はQ&Aの た めの掲示板 さえ開設 され ていな くて、ホー ムペ

ー ジユーザー の質 問機 会が設 けられ ていない
。

オ.大 学修学能 力試験

「大学修学能力試験」メニ ュー は紹介 と掲 示板 、過 去 問題 、受験番 号問い合 わせ 、修 学能

力 出題 人材 バ ンク、修学能力成績表 発給 な どで構成 され ている。この うち、受験番 号の問い

合 わせ と修 学能力成績表発 給ペー ジは別 のホームペー ジで運営 されてい る し、個人情報 を扱

うところなので、 この分析 対象か らは除 く。

修 学能力試 験お よび模擬修 学能力 に係 わる資料 を公 開す る掲示板 は、活性化 してい るほ う

であ る。お知 らせ広場 の告知事項や報道 資料 ページ を通 じて、か な りの件数 の資料 が公 開 さ

れ てい る し、修学能力試 験に有益な多様 な情報 も一緒 に提供 してい る。ただ 、一部 の資料 の

では、掲示 され た年度順 に整理 され ていないために、多少 はユーザーの混乱 を引き起 こす可

能性 が ある。

過 去問題 は実際 の修学能力試 験 と模 試 を区分 して資料 を公 開 してい るが、掲示 され た資料

すべ てが 「研 究広場」の過去 問題ペ ー ジに重複掲示 され ている。

カ.KICE

「KICEメ ニ ュー」は院長 の あい さつの言葉 、設立 目的お よび沿革、組職 お よび部署 、経

営 目標 、 目標/哲 学/掛 け声、経営公 示、研 究事業、広報館、ギ ャラ リー 、交流協 定機 関な ど

で構成 され てい る。

評価 院全般 に対す る情報が比較 的詳 しく説 明 され ている し、設 立 目的お よび沿革 、組職 お

よび部署、経営 目標 な どは公 開 され た資料 を通 じて評価 院の特性 が、比較 的分 か りやす く構

成 されてい る。

しか し、経営公示領域 の委員会 運営現況 は、2005年 開催以後 掲示 され た資料 がない。経

営革 新領域 に公開 された経営革新計画お よび重 点推進課題 資料 は、あま り整理 され ていない

資料 形態 となっていて、ユー ザーが その内容 を把握 し、理解す るにはか な り難 しい印象 を与

えてい る。各 下位領域別 では資料 を順番 に整 理 して提 示す るこ とで、資料 をよ り精錬 して公
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開する必要があるように見える。

評価院長の業務推進費内訳の場合、1年 に2～3回 位に分けて数か月の現況 をま とめて掲

載しているが、資料が公開された時点と資料の内容に相当な時間差がある。また、2008年1

～4月 の業務推進費内訳は添付ファイルが抜け落ちている。

研究事業領域は事業計画と研究事業掲示板で構成され、事業計画は教育課程部門、教授学

習部門、教育評価部門、大学修学能力部門、研究関連事業、英語政策研究センターなどに細

分化されている。このように各部門別に研究事業計画が簡単に整理されてはいるが、該当の

事業がいつどんなふ うに開始されたのかとか、いつ研究報告が提出されたのかなどの情報は

提供されていない。研究事業掲示板も多様な研究に関する手短な説明が提示されているだけ

で、研究日程や進行状況、研究報告書などに関する情報は提供されていない。さらに、 「研

究広場」の研究報告書ページで、事業計画と研究事業掲示板に整理されている研究題目で検

索すると、かなりの研究について報告書が公開されていないことがわかった。

最後に、交流協定機関メニューには、評価院と交流協定が締結された機関のリス トと協定

内容が手短に整理されている。しかし2006年3月 に協定締結機関の リス トが整理 されて以

後、追加協定締結機関に関する資料が整理されていない。2006年 以後新 しく協定が締結 さ

れた機関がないのかどうか、これではよくわからない。

2.資 料公開請求の現状

評価院ホームページには多様な資料が公開されてはいるが、すべての人々が知 りたい事を

解決 してくれるには不十分である。これを補 うために、評価院では情報公開請求制度を施行

している。情報公開請求類型は大きく二つに区分され、一般からの情報公開請求申し立てと

国会議員の国政監査資料提出請求がある。以下では、2007年1月 から2008年7月 の間に申

請 された一般からの請求 と、2008年6月 か ら同年10月 の間に受付された国会議員の国政監

査資料提出請求内容を分析して、今後、評価院ホームページで追加公開が必要な情報を検討

する。

ア.一般か らの請求

一般か ら申し立て られた情報公開請求は大きく修学能力試験
、模擬修学能力試験、教科書

検定、中等教員任用試験、その他などに区分される。修学能力試験の場合、願書受付結果お

よび採点結果が毎回報道資料として公開されている。願書受付の結果については、学生の受

験資格(在 学、卒業、検定考試な ど)別、性別、選択領域別志願者現況が分析されているし、

採点結果分析資料については系列別、選択領域別受験者数と点数が分析されている。したが

って採点結果分析でも、性別による分析資料を含む願書受付結果と比べることが必要となる。

一方
、模擬修学能力試験の場合、採点結果は報道資料として提供されてはいるが、志願者現

況分析資料についてはホームページを通じては提供されていない。また模擬修学能力試験の
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採点結果に関する報道資料も、実際の修学能力の報道資料様式同様、性別による分析資料が

含まれていない。

また、修学能力成績の管理規定や規則は評価院ホームページでは公開されていないが、公

開が法的に問題なければ、 「大学修学能力試験」メニューを通じて関連規定を公開すること

も国民の知る権利として意味があるように思われる。その他、出題者や正解異議申立関連、

領域別成績分布資料への請求があったが、これらはすべてホームページを通じて資料が提供

されている。ただし、修学能力試験の原点数は規定上公開が不可能な資料となっている。

教科書検定に対する情報公開の請求としては、教科書執筆期間、検定審査料算定方法、教

科書検定関連研究報告書公開などがあった。ほとんどの資料は、すでに 「情報広場」の教科

書掲示板を通 じて公開されているが、ホームページの構成がわかりにくく、該当の資料を捜

すことができなかったために請求されたものであろう。今後、ホームページの構成をユーザ

ー中心に改編することが必要である。

イ.国会議員資料提出請求

2008年 度国政監査期間に受理 された国会議員の情報公開請求は、評価院運営、監査、主

要評価業務、研究事業、その他などに大別される。それぞれの資料に対する請求回数を表Ⅵ

-16の 右側に示 した。公開請求資料が非常に多いだけでなく、ホームページ上に公開されて

いるものや公開する必要がないものなども多数含まれているため、以下では、評価院ホーム

ページ上で、今後常時公開が必要と思われる資料に限定して分析する。

事業計画部分のうち、年間主要事業推進実績に対する資料公開請求があった。現在評価院

ホームページにはKICEメ ニュー内に研究事業領域があ り、業務領域別に事業計画と研究事

業に関する資料が一部公開されている。しかし、事業計画は年度別に提示されておらず、業

務領域についてはほとんど提示されていないため、年間どのような事業を重点的に推進して

いるかがわからない。研究事業については、関連資料が散発的に掲示されているのが現状で

ある。したがって、評価院で重点的に推進 しようとする事業あるいは研究を年度別に提示し

て、このような目標を自己評価に活用したり、評価準拠で活用することも考えられる。賃金

および人事領域には、評価院規定に関する請求が多数含まれている。賃金部分では19人 の

国会議員が院長および職員給与支給基準について請求 したし、12人 の国会議員が成果給の

支給規定を請求した。人事部分では5人 が職員採用および退職規定について、2人 が職級別

最小資格基準を、2人 が福利厚生制度に対する情報公開を請求 した。現在のところ、評価院

ホームページには該当の資料が公開されていない。韓国では大学のほとんどが当該機関の規

則あるいは運営に必要な諸規定を掲示していることを考えると、評価院も上で言及した内容

を含む規定をホームページで、どんな基準によって運営されているかを公開する必要がある

と思 う。

多くの国会議員が、人事領域の中で職級別および身分別職員現況と学位取得現況、休職者
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現況など職員現況に関する資料を請求している。現在、評価院ホームページではKICEメ ニ

ューの組職および部署領域に組職図と該当の部署の所属研究員、主要略歴などが詳細に公開

されている。しかし職員個々について調べるためには、一人一人の職員の氏名をクリックし

て、主要略歴を確認 しなければならないため、多くの人々が評価院に属 した研究員たちの卓

越な力量に関する情報を入手するにはかなり手間がかかる。したがって、組職および部署領

域の適当な位置に、評価院所属研究員を一目で調べることができる統計資料、すなわち人員

現況と学位所持現況、研究実績、訓褒賞現況などを公開することも考えられよう。

出張および研修分野のうち、国費留学生選抜関連資料を請求した国会議員は10人 にのぼ

った。評価院ホームページ 「情報広場」には国家考査メニューがあり、その下位領域で国費

留学生ページが用意されている。根拠法令、受験資格および制限、選抜人員および合格基準

等国費留学生選抜に係わる一般的な事項は比較的詳しく説明されているし、掲示板を通じて

公開されている国外留学生選抜試験施行要綱資料に国会議員が請求する資料のほとんどが

含まれている。ただ、奨学金の額や支給期間、留学中でおよび帰国後の義務、中途放棄者へ

の対応など、規定に明示されていないものや更新されていない事項は、紹介ページを通 じて

詳細に情報を提供する方法も検討する必要があろう。あわせて、国家別国費留学生現況、国

費留学生論文および研究報告書などに関する資料を提供することも必要である。

監査領域の自主監査関連資料は3人 の国会議員が公開を請求 した。自己評価の本質的意味

は、当該機関が自らを評価 して今後の発展計画を策定するのに有用な情報として使用するこ

とにある。しかし、「改正高等教育法」および 「高等教育機関の自体評価に関する規則」は、

2009年 か らすべての大学が最低2年 に1回 ずつ 自己評価を実施するよ うに規定 しているし、

その結果を公示して学生と保護者に情報を提供することを義務化している。このような一連

の流れを考慮すると、国家レベルの多様な評価業務を担当している評価院も情報公示と機関

の自己評価および情報の公開という大きな流れに逆らうことはできない。時代の動きを見越

して、自主監査制度を補 うために領域を拡大し、自己評価の方法を準備 し、その結果をホー

ムページに公開することで評価院の多様な努力とその結果、そして支援が必要な部分につい

て社会に示すことができると考えられる。

評価院の主要評価業務の中に韓国語能力試験がある。国会議員9人 は韓国語能力試験の受

験者現況、評価結果などに対する分析資料を請求している。韓国語能力試験は評価院ホーム

ページではない別のホームページを通じて関連資料が公開され、受験者たちのために有益な

情報を提供している。しかし、評価院ホームページや韓国語能力試験ホームページ両方とも、

国会議員が請求した資料を作成していなかった。韓国語能力試験は外国人から高い関心を得

ているし、一般からも評価院の主な評価業務の一つとして認識 されている点を考慮すれば、

韓国語能力試験に係わる多様な統計資料が整理され、公開される必要があると思 う。ホーム

ページを通じて関連資料を常時掲示 し、新しい試験が実施される度にアップデー トをするこ

とが一番理想的であるが、これが難しい場合でも、少なくとも報道資料の形態で関連統計資
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料を提示する工夫が必要である。

小学校3年 生を対象にした基礎学力診断評価と国家レベル学業到達度評価、および国際比

較評価なども評価院の主要評価業務である。これらの評価の現状および結果分析に対する資

料を請求した国会議員は3人 だった。評価院ホームページで上の3種 類の評価関連資料を

含むページは、 「情報広場」の教育評価領域と 「開かれた広場」の教育評価領域である。こ

れら評価に関する分析資料は公開されていない。

ウ.今 後

「研究広場」の研究報告書メニュー内にある教育評価関連研究掲示板で、上述の評価に関

する研究報告書が提供されているが、これは一般の人たちにとって膨大な量の研究報告書を

いちいち見なければならないという点で、非常に不便である。また、試験ごとに研究報告書

が執筆されなければ、一般の人たちは試験に対する情報を得る機会がないと思わなければな

らない。したがって、評価の実施の都度、該当の評価領域の掲示板や報道資料掲示板に受験

現況と評価結果などに対する手短な分析資料を公開することが必要となる。

研究事業領域は、評価院の研究事業に関する国会の資料提出現況を整理したものである。

評価院ホームページのKICEメ ニュー下位領域に研究事業ページがあるが、評価院業務部門

別事業計画と研究事業関連資料が掲示されている国政監査期間に、50余 の建議関連資料提

出請求があった。国会議員が請求した資料はすでに評価院ホームページに公開されているも

のもあるが、問題はその資料がホームページのあちこちに散在していて捜し難いという点で

ある。なお、業務部門別事業計画は年度別の提示にはなっておらず、研究事業計画は各事業

別で簡単な説明のみとなっている。自体研究、受託研究、協同研究などに対する現況分析資

料は掲示されていないし、各課題別研究陣現況、各課題別研究報告書刊行の有無などに関す

る資料も捜すことが難しい。さらに、研究員1人 当りの研究件数や、研究課題の現況、研

究員研究論文実績などに関する分析資料も提供されていない。 「研究広場」の研究報告書ペ

ージを通じて多様な研究報告書が公開されているが、評価院で実施された研究事業のすべて

で報告書が作成されているのかどうかを調べることができる資料は提供されていないし、終

了しなかった研究があるのかどうかや、未発表の研究報告書があるのかどうかも調べにくい。

評価院は主として評価事業を行う機関ではあっても、同時に評価に係わる多様な研究を行わ

なければならない国の研究機関でもある。したがって、評価院で行われている多様な研究事

業現況と研究結果物を公開することは、評価院の選択的な事項というよりは義務的な事項と

言える。研究関連情報を提供するための多様な方法が、模索されなければならない。

最後に、評価院で開催 している多様な国内外の行事に関する案内は 「お知らせ広場」の告

知事項を通じて随時で提供されているが、その間開催した行事の現況とその内容が一目でわ

かる資料は提供されていない。このような資料の提供は国民の知る権利の保障とい う側面も

あるが、多様な国内外の行事開催実績は評価院の成果でもある。したがって、単純な行事の
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案内に止めてはいけないし、1年 の間の行事実績を分析 してその結果を公開する努力も必要

であろう。

3.韓 国教育課程評価院の情報公開に関する規則分析

ア.規則現状

韓国教育課程評価院は、情報公開に係わって行政情報公開に関する規則を制定して運営し

ている。同規則を、公共機関の情報公開に関する法律と東法施行令、行政安全部の施行規則

に係わって規定していることを概略的に示したものが表 Ⅳ-17で ある。

イ.規則相議特徴

韓国教育課程評価院の行政情報公開に関する規則は、公共機関の情報公開に関する法律お

よび施行令、そしてその以外の関係法令によって、韓国教育課程評価院の情報を公開する上

で必要な事項を規定するために制定施行されている。規則上の主要事項は次の通りである。

第一に、韓国教育課程評価院の情報公開関連業務を総括調整するために、情報公開責任官

を指定して情報公開関連部署を指定している。

第二に、韓国教育課程評価院が保有管理する情報に対する公開の原則 と情報公開制度の活

性化のために、情報公開教育とホームページなど関連システムを整備するようにしている。

第三に、自発的な情報公開のために、情報の範囲と公表方法、公表部署、情報リス トの作

成、具備などに関して規定している。

第四に、関連法律による韓国教育課程評価院の非公開対象情報の詳細基準において明らか

にされている点としては、非公開対象情報は ① 韓国教育課程評価院の基本および受託研究

事業として意見集約中、または調整中の事案であるため、公開時業務遂行に差し支えのある

情報、②人的事項が公開されることで個人のプライバシーが侵害される恐れがある事項、③

韓国教育課程評価院研究および運営事項の中で国家機密に係わるとか、出演または特定企業

または企業人の利害関係に重大な影響を及ぼす可能性のある事項、④受託課題の中で委託機

関(者)か らの非公開要求がある場合、⑤機密を保持 しなければならない事業に対する具体的

情報として、人物を特定できる個人に関する情報や、公開される場合正常な事業遂行に重大

な影響を与える情報、⑥韓国教育課程評価院委員会関連資料の中で、公開にあたって利害関

係者に混乱をもたらす恐れがある場合や、あいさつに関した情報として委員会の議決におい

て非公開が決まった案件、⑦韓国教育課程評価院研究資料管理規則の中で保安資料で分類さ

れた研究物および研究産出物、⑧その他公開時業務遂行に著しい差し支えのある情報や、特

定の人の利益を侵害する恐れがある情報として、情報公開審議会で非公開と決められた情報

がこれに当たる。ただし、公開請求された情報が上の各事項に含まれる部分と公開の可能な

部分が混合している場合には、公開請求の主旨に違わない範囲において2つ の部分を分離す

ることができる時には、上の各事案にあたる部分を除いて公開するようにしている。
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第五に、情報公開のための情報公開審議会を構成して機能、運営などに関する規定を置い

ている。

第六に、情報公開請求者が情報公開に係わる非公開または部分公開の決定に対して不服が

ある時には、韓国教育課程評価院から情報公開可否の決定通知を受けた日、または情報公開

が請求された日から20日 以内に公開可否を決めずに、非公開の決定なされた日から30日

以内に韓国教育課程評価院に規定 された様式の文書で異議申立ができる。そして韓国教育課

程評価院は異議申立があった日から7日 以内に、その異議 申立に対 してその結果を請求者に

文書で通知 しなければならない。ただ、やむを得ない事由で決まった期間以内に決めること

ができない場合には、その期間の満了である翌日から起算して7日 以内の範囲に延長する

ことができるが、延長事由を請求者に通知 しなければならない。また請求者は異議申立が却

下または棄却の決定が出れば、関連法律に基づいて行政審判または行政訴訟を申し立てるこ

とができる。ちなみに、大学修学能力試験および任用試験を含む各種評価に関して、このよ

うな事例が発生している。

第七に、情報公開の請求を受けてから10日 以内に請求内容、関連法令などを総合的に検

討して、公開可否を決めなければならない。そして非公開情報に当たる情報中やむを得なく

公開可否を判断しなければならない場合、情報公開審議会の審議を経った後公開の可否を決

めなければならない。

第八に、情報公開の請求がある時には、請求を受けた日から10日 以内に公開可否を決め

なければならない。やむを得ない事由で決まった期間以内に公開可否を決めることができな

い時にはその期間の満了である翌日から起算して10日 の範囲内で公開可否決定期間を延ば

すことができる。情報公開を請求した日から20日 以内に公開可否を決めない場合には、非

公開の決定と見なされる。

第九に、情報の公開は情報の形態によって異なる。請求された情報の公開は請求者である

本人またはその代理人が行 うが、その身分を確認しなければならない場合と、そうではない

場合がある。

第十に、直ちに公開可能な情報は手続きを経ずに公開しなければならないし、またその情

報を公開する場合には、請求者は情報公開および郵送などの経費を現金で納付しなければな

らないが、その後これを減免することができる。

Ⅴ.韓国教育課程評価院の教育情報公示および公開運営方案の模索

1.基 本方向

教育 関連機 関の情報公 開は、大 き く2つ の部分 か ら成 り立てい る。

す なわち、ホームペー ジを介す る 自発 的な情報公開 と、ホームペー ジに公 開 されていない

情報 に対す る情報公 開請 求に よる情報公開がそれであ る。したがって、評価院 の教育情報公

示運 営方案 もこの よ うな2つ の次元 によって基本方向 を設定 し、各方 向に関 して具体的な運
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営方案を模索している。

ア.自発的な情報公示と積極的な情報公開

国民の知る権利保障および教育研究活性化のために、個人情報などの情報を除き、情報公

示の概念と意図に符合する自発的な情報公開をもっと積極的にする必要がある。また、公開

する情報の内容と範囲、情報公開時期の具体化、および日付け順の公開で需要者があらかじ

め予測するようにしなければならない。特に修学能力、任用など国家試験に係わる情報など

請求者の関心が高い敏感な情報に対しては、むしろ原則的に常時公開として、積極的に公開

することで多くの請求と情報公開要請を減らすことができるし、これにより評価院の業務負

担はずっと減ることとなる。

しかし、情報の公示と公開において個人または機関の識別情報を含んでいる資料に関 して

は、より愼重になる必要がある。すなわち、情報の公示と公開には、個人または機関の情報

保護は確かに必要である。アメリカCollege Boardの 資料公開ガイ ドラインとNCESの 制限

的資料公開手続きマニュアルなどのように、アメリカでは十分な資格を持つ情報公開請求者

の請求であっても、主要な情報の誤用と悪用を防ぐために多様な保安規定を策定している。

分析あるいは研究を目的にする請求者には積極的に情報を公開して使用権限を付与するが、

資料の秘密保持と保安に対する重い責任を賦課することで、情報公開によって発生する多様

な問題を防いでいる。個人あるいは機関を識別する情報は、必ず遮断した状態で提供するこ

とで、個人と機関の情報保護に対する責務性を保っているということである。

イ.需要者中心のホームページ改編整備

評価院で制定運営中の行政情報公開に関する規則によれば、院長はホームページなど関連

システムを整備しなければならないと明示されている。しかし、未だに請求者の立場で必要

とする情報を手軽に検索するにはいろいろ不便な点があり、本当に必要な情報は不十分であ

る。事実、大部分の情報公開はホームページを通 じて行われ、大部分の請求者たちはホーム

ページを通じて必要な情報を得ており、評価院ホームページはもっと請求者が手軽に情報を

得ることができるように改編される必要があり、非常に体系的に維持管理される必要がある。

このため、ホームページの改編 と補完が求められる。

韓国教育課程評価院ホームページの情報公開現況で見るように、現在評価院ホームページ

の情報公開は、先進一流教育を志向する世界水準の教育課程評価専門研究機関としてはあま

り十分とは言えない。評価院ホームページの情報公開現況分析による問題点を、簡単に提示

すれば次のとおりである。

第一に、体系的ではないホームページのメニュー体系と公開情報の間の重複および煩雑さ

により、ユーザーの混乱を招くことが指摘される。すなわち、似たような項 目の情報が多く

の所に重複的に提示されている場合や、必要な情報全体を得るためには、重複的に提示 され
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て い る情報 をある箇所 だけで な く他 の箇所 か らも検 索 して もって こなければな らないので、

ユー ザー に とって使 い勝 手が よ くない。この よ うな問題 を解決 す るた めには、資料 の提供方

法や 内容 の特性 に よるメニ ュー構成 をや めて、上位 メニュー を評価院 の主要業務分野別 に再

構 成 し、 これに係 わ る資料 を1つ のメニュー 中に総合的 に整 理す る ことが必要 である。

第 二に、ホー ムペー ジの各ペ ージに担 当部 署や担 当者 が明示 されていな くて、ユーザーが

追加 資料 を請 求 した り、質 問 した りす るのに どこに問い合わせ た らよいのかがわか らな くて

不便 であ る。 したがって、公 開 されたすべて の情報 に対 して担 当部署 と担 当者 を明示 し、ホ

ー ムペ ージ訪 問者 たちの便宜 をはか って
、情報公示お よび公 開窓 口を一元化す る必要が ある。

第三 に、情報広場 と開かれた広場が分離 してい る問題 によって、情報広場で特定領 域の情

報 を閲覧 している途 中で質 問の生 じたユーザーは、開かれた広場 の該 当す る業務領域質疑応

答 掲示板 に移動 して質問 を しなければな らない とい う煩 わ しさがあ る。特 に、英語教育政策

研 究セ ンターやKICE国 際教育動 向領域 の場合、開かれた広場 に質問のペー ジが開設 されて

い ない ため、質 問 自体が不 可能 な状況で ある。該 当の領域で情報検 索中に知 りたい ことがで

きた場合 は、その場で質問がで きる よ うにす る必要 がある。

第 四に、修学能力関連 資料 は開かれ た広場 とよ り上位 メニュー であ る大学修 学能力試験部

分 に分散 していて、資料 閲覧 と質 問の際に相 当厄介で ある。実際 、修 学能力 関連 情報 は非常

に多 くの箇所 に分散 してい る。修 学能力関連情報は1つ の上位 メニ ュー を通 じて、体系的 に

一貫性 のあ るもの と して提供 され る必要が ある
。

第 五 に、KICEメ ニュー 内の研 究事業領 域で提示 してい る事業計画や研 究事業 の題 目を 「研

究広 場」メニュー の研究報 告書掲示板 で検 索 した結果 、かな り多 くの研究事業 の報告書が検

索 されなかった。 したがって結果書 の公 開がそ もそも成 り立つ のか、公 開 と非公 開の基準が

何 なのかを よ り明確 にす る必要 があ るよ うに見 える。すべての報 告書 を含む各種情報が一 目

瞭然 と分 かるよ うに、年度別 に提供 され る必要 がある。特に評価 院で遂行 した各種研 究報告

書の場合 、 どん な研究が行 われ てい るのか さえ把握 が困難 なのは、大 きな問題で ある。

ウ.規 定整備 な どによる具体 的な指針の策定

需 要者 中心のホームペー ジの構築 と運 営、自発 的な情報公示 と積極 的な情 報公開 などのた

めに努力 を傾 け ると言って も、資料 の中には様 々な理 由によってホームペ ージに公開 しに く

い ものが ある。 この よ うな情報 は、別途 、情報公 開請 求によって制 限的な公 開で対応す るし

かない。 したが って別 に情 報公 開請求が な され た場合 、どん な手続 きを通 じて、どんな基準

で資料 を公開す るのかに関す るよ り明確で具 体的なガイ ドライ ンを策定 し、それ を公 開す る

必 要が ある。まず、国民に ホー ムペ ージに掲示 された資料 以外 に、別途、情報公 開請求 が可

能 で ある とい う点 を明確 に知 らせ る必要が ある。大部分 の国民 はホー ムペー ジを通 じて必要

な情 報 を得 ることができない場合、どん な方法 と手続 きによって情報 を求 め らえ るのかわか

っていない。 したがって、評価院 はホー ムペー ジに情 報公 開規 定、公示対象情報 、請求可能
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な情報の範囲、情報公開請求方法と手続き、意義、請求費用などを詳しく案内、広報するこ

とで、教育研究機関の情報公示の先頭走者 として模範を示す必要がある。すなわち、請求者

が情報公開の請求をしようと考えた時、その助けとなる情報公開の手続き、方法などガイ ド

ラインを具体的に提示する必要がある。このため評価院は、今よりもっと具体的に評価院の

規定を補わなければならないし、これを内部用とするだけではなく、外部に公開するのが望

ましい。

2.情 報公示および公開の運営方案

ここでは、以上の分析結果を基に、今後のホームページを通じて公開される必要がある評

価院の情報公示項目と作成指針を提示するものである。すなわち、情報公示項 目を現在のホ

ームページメニュー構成(お 知 らせ広場、研究広場、情報広場、開かれた広場など)ではなく

て主題別領域別で提示す ることや、公開される必要がある情報をすべて表で提示することな

ど、今後のホームページの改編またはメニュー変更の際にこれらき最大限考慮すべきである。

ここに提示されない領域に対する具体的な公示項目については、既述の情報公開現況 と資

料公開要請現況を参考にしていただききたい。

情報公示項目および内容は特別な場合を除き、可能なすべての情報を直ちに公開すること

を原則として、公開が困難な特別な情報の場合、その理由を明示した方が良い。ただ、やむ

を得ない場合に限っては、別途の情報公開請求手続きと方法、費用などを案内することが望

ましい。公開情報の範囲も、可能な場合すべての情報を含む方が良いが、最低でも最近の3

年間の情報を公開す るのが望ましい。直ちに公開が難しいやむを得ない場合にも、決まった

期間が経過した後には公開するとか、いつ公開するかなどに関する正確な情報を与えること

が必要である。

韓国教育課程評価院情報公示および公開の根拠は 「教育関連機関の情報公開に関する特例

法」、 「教育関連機関の情報公開に関する特例法施行令」及 「韓国教育課程評価院行政情報

公開に関する規則」である。これらによって教育関連機関が保有管理する情報を公示および

公開することで国民の知る権利を保障し、学術および政策研究を振興して、教育行政の効率

性および透明性を高め、究極的には教育機関の競争力を強化し、責務性の向上を図るのであ

る。

ア.国家考査

国家考査は韓国教育課程評価院が提供する情報の中で、非常に重要で請求者の関心が高い

領域であり、大学修学能力試験、幼、初等、中等特殊任用考査、専門研究要員選抜試験、国

費留学生選抜試験、韓国語能力試験、高入選抜考査、検定考試、学業到達度評価、基礎学力

診断評価、国際比較評価(PISA，TIMSSな ど)な どに大別 され る。 したがって、 これに関する

情報は特別な場合を除き、年度別の受験者関連情報、競争率、問題用紙、そして試験結果に
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関す る各種分析結果資料 な どを詳 しく提供 す ることが、国民の知 る権利保障 お よび不必要 な

請求 と情報公 開要請 を減 らす こ とができる道 であ る。

大学修学能力試験 の情報公示項 目を例示すれ ば、表 Ⅴ-1の よ うである。 しか し、国家考査

は 自発 的 に情報公 開 しに くい部分が あるので、これに関す る明確 な方針 が策 定 された ら、そ

れ に従わな けれ ばな らない。例 えば、論述質 問項 目が含 まれた国家考査の場合 、採点基準や

模範 答案 まで公 開す ることは もっ と大 きい混 乱 と請 求 を引 き起 こ しかね ない。 したがって、

関連 情報 を公開す る場合、今後 の試 験運営 に難 しさを もた らす よ うな情報は非公 開にす るが、

その理 由は前 もって公開す るのが望 ま しい。

イ.研 究報告書

研 究報告 として は、基本研究課題 、受託研 究課題 、研究 レポー ト、セ ミナー(公 庁会)、 学

術 大会外に も教育課程評価研 究、教育広場 な どがあ る。この よ うなすべての報告書や資料集

はpdfフ ァイ ルやハ ングル ファイル に よってすべて年代順 に提供 され ることが重要で あ り、

この ほかに も、研究者情報 と予算、研 究期 間、主管部処、年度別予算額 と編修 な どの よ うな

総 合的な情報 も提供 され る必要が ある。研 究課題 に係 わって公 開され る必要が ある情報公示

項 目を指針表 で提示すれば表 Ⅴ-2の よ うで ある。

特に、基 本研 究報 告書や受託研 究、研 究 レポー トは研究報告書 に対す る評 価が完 了 し、対

外 秘または非 公開が決 定 されない限 り、印刷 が完了後直 ちにすべての ファイル を公開す るこ

とが必要で、各種セ ミナー、学術 大会、公庁会な ども行事が終 わる と直ちに資料集 ファイル

を掲載 す るこ とが望ま しい。やむ を得 ず全体報 告書や資料集 を提供す ることが大変 な場合で

あって も、研究集録だ けで も公開 して、他 の研 究者お よびその他請求者 の知 る権利 お よび学

術研 究振興 に貢献 しなけれ ばな らない。

ウ.KICE情 報公開

韓 国教 育課 程評価 院機 関 自体 に係 わ る情報公開は、現在 のホームペー ジを通 じて比較的 に

よくな され てはい る。 しか し詳細 な情 報 に関 しては、相変 らず不備 があ り、追加 的 な情報が

公 開 され る必 要があ り、体系的で一 目瞭然 である よ うに提示す る必要が ある。特 に組職 構成

員 に係 わ る情 報(学 歴 、経歴 、主要研 究実績、現在進行 中の研 究 な ど)と 、研 究事業 に係 わ る

情報 お よび財 政 に係 わ る情 報が具 体的 に公開 されては じめて、機 関運 営の透 明性が高 まる と

ともにネーム ・バ リューの向上を図 るこ とが できるので ある。

すでに公 開 されてい る資料 と資料 公開請求現況 に基づい て、今後 、公 開 され る必要が ある

情報 を提示 すれば表 Ⅴ-3の とお りである。

エ.請 願 および情報公 開請求

2008年5月26日 か ら、教育 関連機 関の情報公 開に関す る特例 法が施行 され たため、今後 、
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韓国教育課程評価院に対 しても情報公開に係する各種請求や情報公開要請が殺到すること

が予想される。したがって、これに関する詳 しい案内と指針も、ホームページを通じて案内

することが望ましいだろう。同時に、ホームページを訪問する者にとって必要な情報が公開

されているかどうかを簡単に確認することができるようにすれば、今後は不必要な請求や情

報公開要請を減らすことができるようになって評価院の業務負担をずっと減 らすことがで

きると思われる。

3.教 育情報公示による規定の補完

韓国教育課程評価院の行政情報公開に関する規則の主要内容に関しては、前述のとおりで

ある。しかし、このような規則は、主に行政情報公開請求権者の要求による情報公開のため

であって、教育関連機関の責務性を向上して国民の知る権利を保障するという側面から制定

された教育関連機関の情報公開に関する特例法に照らして見れば、現在の情報公開はこのよ

うな要求を満たすには十分でないと言える。よって、このような要求を満たすためには学校、

教育研究機関、教育行政機関を含む教育関連機関が幅広く、十分な情報を公開しなければな

らない必要が増えるであろう。このため、現在各機関で情報公開に関して決めている規定の

変化が不可避である。韓国教育課程評価院も情報公開に対する要求を、適切かつ公正に反映

させる方策として、行政情報公開に関する規則を何種類か準備 して補わなければならない。

第一に、行政情報公開に関する規則という規定の名称である。規則というのは施行令で定

めていることを詳細に施行するために、部令や自治法規 として規定するものである。韓国教

育課程評価院の行政情報公開に関する規則は、公共機関の情報公開に関する法律および関係

法令によって情報を公開するのに必要な事項を規定することを目的にしており、規則の代 り

に規定と言う方が妥当である。

第二に、情報公開関連業務を総括調整するための情報公開責任官と情報公開関連業務担当

部署の一元化が求められる。規則第2条 によると情報公開責任官は企画革新処長に指定され

ているが、情報公開関連事務は監査室で管掌するようにしているし、また規則第15条 によ

ると情報公開請求権者か らの情報公開請求書の受付は総務部で担当するようにしているが、

情報公開関連業務が一元化されずに多くの部署に散在されている。効率的な情報公開ができ

るようにこれらを整理する必要がある。

第三に、情報公開責任官の以外に、各本部別あるいは大分野別の情報公開業務を統括する

情報公開担当官を別途指定して、所管本部や分野別の成果物をを体系的に管理するようにす

る。同時に、情報公開運営を確認、点検して、情報公開が うまく行われるようにするための

措置を講じる必要がある。

第四に、自発的な公開情報を拡大する必要がある。規則第5条 によると韓国教育課程評価

院長は ① 業務推進費使用内訳、②委員会現況および運営実績、③業務報告資料、④予算お

よび決算資料、⑤当該年度経営目標および経営革新課題および実績を定例的に公開するよう
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に してい るが、国会議員 による資料要求 と情報請求権者 お よび請願人 の要請情報等 を分析 し

た結果 、よ り自発的 な公 開情報 の範囲 を拡大す ることで国民の知 る権利の充足 に積極 的に応

じなければ な らない。

第 五に、情報公 開審議会 に関 して詳細 に規 定す る必要が あ り、また教育情報公示 な どに備

えて これ をよ り拡大運営 しなければな らない。ひいては外部委員 に対 して よ り明 らか に規定

す る こ とで情報公開審議会が よ り透 明で公正 に運営 され る必要 がある。

第 六に、教育情報公 示制度 に備 えた情報公 示項 目を決 めて、これ を管理す る責任者 を指定

し、情報公示項 目と様式 を開発す るための部署 を置 く条項の新設 が必 要であ り、この よ うな

事項 を総 合的 に考慮 して規定 を整備 す る必要 がある。
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【付録】

<付 録1>公 共機関の情報公開に関する法律

[一部改正2008年2月29日 法律第8871号]施 行 日2008年2月29日

第1章 総則

第1条(目 的)こ の法は公共機関が保有管理す る情報 に対す る国民の公開請求および公共機 関

の公 開義務 に関 して必要な事項 を決 めることで国民の知 る権利を保障 して国政 に対す る国民の

参加 と国政運営の透明性 を確保することを目的 とす る。

第2条(定 義)こ の法で使 う用語 の正義は次のよ うで ある。改正2007.1.3

1.「 情報」 と言 うことは公共機 関が職務上作成または取得 して管理 している文書(電 子文書を含

む。以下同様)図 面写真 フィル ムテープスライ ドおよびそめ他 にここに準す る媒体な どに記録 さ

れ た事項 を言 う。

2.「公開」と言 うことは公共機関がこの法の規定によって情報を閲覧するようにするとかその写

本 の複製物を交付す ることまたは 「電子政府法」 第2条 第7号 の規定による情報通信網(以 下

「情報通信網」 とい う)を通 じて情報を提供することな どを言 う。

3.「公共機 関」とい うことは国家機関、地方 自治体、政府投資機 関管理基本法第2条 の規定によ

る政府投資機関その他 に大統領令が定める機関を言 う。

第3条(情 報公開の原則)公 共機関が保有管理する情報は この法が定めるところにい じめだと

公開 しなければな らない。

第4条(適 用範囲)① 情報 の公開に関 しては他 の法律に特別 な規定がある場合 を除きこの法が

定 めるところによる。

②地方 自治体はその所管事務 に関 して法令の範囲の中で情報公開 に関す る条例を決 め ることが

できる。

③国家安全保障に係わ る情報および保安業務 を管掌す る機 関で国家安全保障 と係わる情報分析

を目的に収集 され るとか作成 された情報 に対 しては この法を適用す るのない。ただ、第8条 第1

項の規定による情報 リス トの作成備 え付けおよび公 開に対 しては

そ うではない。

第2章 情報公開請求権者 と公共機関の義務

第5条(情 報公 開請求権者)① すべての国民は情報の公開を請求す る権利を持つ。

②外国人の情報公開請求に関 しては大統領令で定める。

第6条(公 共機関の義務)① 公共機関は情報の公開 を請求す る国民 の権利が尊重 され ることが

で きるよ うにこの法を運営 して所管関連法令 を整備 しなければな らない。

②公共機 関は情報 の適切な保存 と迅速な検索が成 り立つ よ うに情報管理体系を整備 して、情報公

開業務 を主観する部署および担当する人力 を適正に置かなければな らない し、情報通信網 を活用

した情報公 開システムな どを構築するように努力 しなければな らない。

第7条(行 政情報 の公表な ど)① 公共機関は次の各号の1に あたる情報に対 しては公 開の具体
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的範囲、公開の周期や時期および方法などをあらか じめ決めて露 して、これによって定期的 に公

開 しなければならない。ただ、第9条 第1項 各戸の1に あたる情報 はそ うではない。

1.国民生活に非常に大きい影響を及ぼす政策に関す る情報

2.国 家の施策 で施行する工事(工 事)な ど大規模 の予算が投入 され る事業 に関す る情報

3.予 算執行の内容 と事業評価結果 など行政監視 のために必要な情報

4.そ の他 に公共機 関の長が決 める情報

②公共機 関は第1項 に規定 された事項の外 にも国民が分か らなければな らない必要がある情報

を国民に公開す るよ うに積極的に努力 しなけれ ばな らない。

第8条(情 報 リス トの作成備 え付 けなど)① 公共機 関はあって機関が保有管理す る情報に対 し

て国民が易 しく分 かるよ うに情報 リス トを作成備 えて、その リス トを情報通信網 を活用 した情報

公開システムな どを通 じて公開 しなければならない。ただ、情報 リス ト中第9条 第1項 の規定に

よって公開 しない ことがある情報が含まれ ている場合にはあって部分 を備 え付 けお よび公 開 し

ないことがある。

②公共機関は情報 の公開に関す る事務を迅速でなだ らかに遂行す るた めに情報公開場所を確保

して公開に必要な施設 を取 り揃 えなけれ ばならない。

第3章 情報公開の手続 き

第9条(非 公開対象情報)① 公共機関が保有管理す る情報は公開対象 にな る。ただ、次の各 号の

1に あたる情報に対 してはこれを公開 しない ことがある。

1.他 の法律または法律 が委任 した命令(国 会規則最高裁判所規則憲法裁 判所規則。 中央選挙管理

委員会規則。大統領令お よび条例に限 る)に よって秘密 または非公開事項 に規定 された情報

2.国 家安全保 障国防筒 である外交関係 な どに関す る事項 として公開 され る場合国家 の重大 な利

益 をめっき り害す る恐れがあると認 められ る情報

3.公 開 され る場合国民の生命身体お よび財産 の保護 に著 しい差 し支えを もた らす恐れがあ る と

認 められ る情報

4.進 行 中の裁判 に係わ る情報 と犯罪の予防、捜査、公訴の申 し立ておよび維 持、刑 の執行、校正、

保安処分に関す る事項 として公開 される場合その職務遂行 をめっき り困難 にするか、刑事被告人

の公 正な裁判 を受ける権利 を侵害す ると認 めるほど相 当な理 由がある情報

5.感 謝監督検事試験規制入札契約.技 術開発.人 事管理.意 思決定過程また内部検討過程にある

事項な どとして公開 され る場合業務 の公正な遂行や研究開発 に著 しい差 し支えを もた らす と認

めるに値す る相 当な理由がある情報

6.当 該情報に含 まれている名前住民登録番 号など個人 に関する事項 として公開なる場合個人の

私生活の秘密または 自由を侵害す る恐れがあると認 め られ る情報。ただ、次 に列挙 した個人 に関

す る情報は除 く。

ア.法令 が定めるところによって閲覧す ることができる情報

イ.公 共機関が公表 を目的 に作成 するとか取得 した情報 として個人の私生活の秘密 と自由を不当
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に侵 害 しない情報である。

ウ.公共機関が作成す るとか取得 した情報 として公開す るのが共益または個人の権利救済のため

に、必要だと認 められ る情報

エ.職 務 を遂行 した公務員の名 前職位

オ.公 開す るのが共益のために必要な場合 として法令によって国家または地方 自治団体が業務の

一部 を委託 または委嘱 した個人の名前 .職 業

7.法 である団体 または個人(以 下 「法人等」 とい う)の経営営業上秘密 に関する事項

として公 開され る場合法人等の正 当な利益を著 しく害す る恐れがあると認 められ る情報。ただ、

次に列挙 した情報 を除 く。

ア.事 業活動 によって発生するのためにか ら人の生命身体または健康 を保護す るために公開する

必要がある情報

イ.違 法不当な事業活動か ら国民の財産または生活 を保護す るために公開す る必要がある情報

8、公 開 される場合 不動産投機 買い 占め売 り惜みな どで特定人 に利 益または不利益 を竝 び憂慮 が

ある と認 められ る情報

②公共機関は第1項 各戸の1に あた る情報が期間の経過な どによって非公開の必要性が消 えた

場合 には当該情報 を公 開対象に しなければならない。

③公 共機関は第1項 各好意範囲中であって公共機 関の業務の性格 を考慮 して非公開対象情報の

範囲 に関する詳細基準を樹立 してこれ を公開 しなければな らない。新設2006.10.4

第10条(情 報公 開の請求方法)① 情報の公開を請求す る者(以 下 「請求者」 とい う)と言 う当該

情報 を保有す るとか管理 している公共機 関に対 して次 の各号の事項 を記載 した情報公開請求書

を提出す るとか 口述 として情報の公 開を請求す ることができる。

1.請 求者の名前.住 民登録番号.住 所お よび連絡先(電 話番号電子メール ア ドレスなどを言葉す

る)

2.公 開を請求す る情報の内容 および公 開方法

② 第1項 の規定によって口述 として情報の公開を請求す る時には担 当公務員 または担 当職員(以

下 「担 当公務員等」 とい う)の面前で述べなければな らない し、担 当公務員等 は情報公開請求調

書を作成 してここに請求者 と一緒に記名捺 印 しなければな らない。

③情報公開の請求方法な どに関 して必要な事項は、国会規則.最 高裁判所規則.憲 法裁判所規則.

中央選管委規則 および大統領令で定める。

第11条(情 報公開可否の決定)① 公共機関は第10条 の規定によって情報公開の請求がある時に

は請求を受けた 日か ら10日 以内に公開可否 を決 めなけれ ばな らない。

②公共機 関はやむを得ない事 由で第1項 に規定され た期 間以内に公開可否 を決めることない時

にはその期間の満了である翌 日か ら起算 して10日 以内の範囲で公 開可否決定期間を延 ばす こと

がで きる。この場合公共機 関は延長 された事実 と延長事由を請求者に透か さず文書で通知 しなけ

れ ばな らない。
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③公共機 関は公開請求 された公開対象情報の全部または一部 が第3者 と関連が あると認 め られ

る時にはその事実を第3者 に透 かさず通知 しなけれ ばな らない し、必要 な場合には彼の意見を聞

き取 りす ることができる。

④公共機 関は他の公共機 関が保有管理す る情報 の公開請求 を受 けた時には透 か さず これ を所管

機関に移送 しなければならない し、移送を一公共機 関は透か さず所管機 関および移送事由な どを

明示 して請求者に文書で通知 しなければならない。

⑤情報公開を請求 した 日か ら20白 以内に公共機関が公開可否 を決 めない時には非公開の決 定が

あることで見る。

第12条(情 報公開審議会)① 国家機 関、地方 自治体お よび政府投資機 関管理基本法第2条 の規

定による政府投資機関(以 下 「国家機 関等」 とい う)は第11条 の規定による情報公開可否な どを

審議す るために情報公開審議会(以 下 「審議会」 と言 う)を設置運営する。

②審議会 は委員長1人 を含んで5人 ない し7人 の委員で構成する。

③審議会 の委員長を除いた委員は所属公務員、役人、職員 または外部専 門家で地名 または委嘱す

るが、その うち2分 の1は あって国家機関等 の業務 または情報公開の業務 に関す る知識 を持っ

た外部専門家 に委嘱 しなければならない。ただ、第9条 第1項 第2号 お よび第4号 にあたる業務

を主にする国家機 関はあって国家機 関の長が外部 専門家の委嘱割合を別に決めるが、最小限1人

以上は委嘱 しなければならない。

④審議会の委員長は第3項 に規定 された委員 のよ うな資格を持 った者の中で国家機 関な どの臓

が地名または委嘱す る。

⑤第23条 第4項 お よび第5項 の規定は審議会の委員 に対 して これ を準用す る。

⑥審議会の運営お よび機能 などに関 して必要な事項は国会規則最高裁判所規則憲法裁判所規則

中央選管委規則および大統領令で定める。

第13条(情 報公開可否決定の通知)① 公共機 関は第11条 の規定によって情報 の公開を決 めた時

には公開 日時公開場所 などを明示 して請求者 に通知 しなけれ ばな らない。

②公共機 関は公開対象情報 の壌夷過多で正常な業務遂行 に著 しい差 し支えをもた らす恐れがあ

る場合 には情報の写本複製物を 日程期 間別 で分けて交付す るか閲覧を竝行 して交付 するこ とが

できる。

③公共機関は第1項 の規定によって情報 を公開するにおいて当該情報の原本が汚損 または破損

され る恐れが あるとかその他に相 当な理 由がある と認 め られ る時にはあって情報 の写本複製物

を公開す ることができる。

④公共機関は第11条 の規定 によって情報の非公開決定を した時にはその事実 を請 求者に透か さ

ず文書で通知 しなけれ ばな らない。この場合、非公開理由不服方法および不服手続 きを具体的に

明示 しなければな らない。

第14条(部 分公 開)公 開請求 した情報 が第9条 第1項 各戸の1に あたる部分 と公 開の可能な部

分が混合 してい る場合 として公開請求 の主旨に行き違 わない範囲の中で二つの部分 を分離す る
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こ とができる時には第9条 第1項 の各戸の1に あたる部分を除いて公 開 しなければな らない。

第15条(情 報 の電子的公開)① 公共機関は電子的形態で保有管理す る情報に対 して請求者が電

子的形態で公開 してくれるのを要請す る場合には当該情報の性格上めっき り困難な場合を除き

請求者の要請 に応 じなけれ ばな らない。

②公共機関は電子的形態で保有管理 しない情報 に対 して請求者が電子的形態で公 開 して くれる

のを要請 した場合には正常 な業務遂行に著 しい差 し支 えをもた らす とか当該情報の性質 の毀損

され る恐れがない限 りその情報を電子的形態で変換 して公開す ることができる。

③情報の電子的形態の公開な どに関 して必要 な事項 は国会規則最高裁判所規則.憲 法裁判所規則

中央選管委規則お よび大統領令で定める。

第16条(即 時処理が可能 な情報の公開)次 の各号の1に あたる情報 として直ちにまたは口述処

理 が可能 な情報に対 しては第11条 の規定による手続 きを通 さな くて公開 しなければならない。

1.法 令な どによって公開を 目的に作成 された情報

2.一 般国民に知 らせ るために作成 された各種広報資料

3.公 開す ることに決まった情報 として公開に長年の時間がかか らない情報

4.そ の他 に公共機関の長 が決める情報

第17条(費 用負担)① 情報の公開お よび郵送 などに必要 とな る費用は実費 の範 囲の中で請求者

の負担にする。

②公開 を請求す る情報 の使用 目的が公共福利 の維持増進 のために必要だ と認 め られ る場合には

第1項 の規定による費用 を減免す ることができる。

③第1項 の規定による費用および取 り立てな どに関 して必要な事項は国会規則最高裁判所規則

憲法裁判所規則中央選管委規則お よび大統領令で定める。

第4章 不服救済手続 き

第18条(異 議 申立)① 請求人が情報公 開 と係わった公共機 関の非公開または部分公開の決定に

対 して不服がある時には公共機関か ら情報公開可否の決定通知 を受 けた 日または第11条 第5項

の規定による非公開の決定があることで見 る日か ら30日 以内にあって公共機関に文書で異議申

立ができる。

②公 共機関は異議 申立 を受 けた 日か ら7日 以内にその異議 申立に対 して決 めてその結果 を請求

人に透かさず文書で通知 しなければならない。ただ、やむを得 ない事 由で決まった期間以内に決

めることができない時 にはその期間の満了である翌 日か ら起算 して7日 以内の範囲で延 ばす こ

とができるし、延長事由を請求人に通知 しなければな らない。

③公共機 関は異議 申立を閣下または棄却す る決定を した時には請 求人 に行政審判 または行政訴

訟 を申し立てることがで きる とい う主旨を第2項 の規定による結果通知 と一緒 に通知 しなけれ

ばな らない。

第19条(行 政審判)① 請求人が情報公開 と係 わった公共機関の決定に対 して不服がある時には行

政審判法が定める ところによって行政審判 を請求す ることができる。この場合国家機関お よび地
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方 自治体 の外の公共機 関の決定 に対する監督行政機 関は関係 中央行政機 関の長または地方 自治

体の章にする。改正2008年2月29日

②請求人は第18条 の規定に よる異意申 し込み手続 きを通 さなくて行政審判 を請求す ることがで

きる。

③行政審判委員会の委員中情報公 開可否決定に関する行政審判に関与す る委員 は在職中は もち

ろん退職の後にもその職務上分かるよ うになった秘密 を漏 らしてはな らない。

④第3項 の委員は刑法その外の法律の罰則適用において これを公務員 で見る。

第20条(行 政訴訟)① 請求人が情報公開 と係 わった公共機関の決定に対 して不服がある時 には

行政訴訟法が定めるところによって行政訴訟 を申し立てることができる。

②裁判長は必要だ と認め られ る時には当事者 を参加 させ なくて提 出 された公 開請求情報を非公

開で閲覧審査することができる。

③裁判長 は行政訴訟の対象が第9条 第1項 第2号 の規定による情報 中、国家安全補章国防または

外交に関する情報 の非公開または部分公 開決定処分の場合に公共機 関がその情報 に対する秘密

指定の手続 き、秘密の等級種類お よび性質 とこれ を秘密 で扱 うよ うになった実質的な理由お よび

公 開をしない事由な どを立証す る時には当該情報を提出 しなくできる。

第21条(第3者 の非公開要請な ど)① 第11条 第3項 の規定によって公開請求 された事実を通知

受 けた第3者 は通知受けた 日か ら3日 以内にあって公共機関に対 して自分 と係 わる情報を公開

しないことを要請することができる。

②第1項 の規定による非公開要請 にもかかわ らず公共機 関が公 開決定をする時に増 えた公 開決

定理由と公開室時 日を明示 して透か さず文書で通知 しなけれ ばな らない し、第3者 はあって公共

機関に文書で異議 申立をするとか行政審判 または行政訴訟を申 し立てることができる。この場合

異議 申立は通知を受けた 日か ら7日 以内に しなければな らない。

③公共機 関は第2項 の規定による公開決定 日課公開室時 日の間に最小限30日 の間隔を置かなけ

ればな らない。

第5章 情報公開委員会な ど

第22条(情 報公 開委員会 の設置)次 の各号の事項 を審議調整 するために行政安全副長官の所属

の下で、情報公開委員会(以 下 「委員会」 と言 う)を置 く。改正2008年2月29日

1.情 報公開に関す る政策 の樹立お よび制度改善に関する事項

2.情 報公開に関す る基準樹立に関す る事項

3.第24条 第2項 お よび第3項 の規定による公共機 関の情報公 開運営実態評価お よびその結果処

理 に関す る事項

4.そ の他に情報公 開に関 して大統領令が定める事項

第23条(委 員会の構成 など)①委員会は委員長 と副委員長各1人 を含んだ9人 の委員で構成す る。

②委員会 の委員は次の各号の者 になる。この場合委員長を含んだ5人 は公務員ではない定木に委

嘱 しなければならない。改正2005年12月29日 、2008年2月29日
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1.大 統領令が定める関係省庁の次官級または高位公務原緞 に属す る一般職公務員

2.情 報公開に関 して学識 と経験が豊かな者 として行政安全副長官が委嘱す る者

3.市 民団体(非 営利民間団体支援法第2条 の規定による民間団体を言 う)で勧 めた者 として行政

安全副長官が委嘱す る者

③委員長副委員長および委員の任期 は2年 にす るが、連任す ることができる。ただ、公務員で

ある委員 の任期 はその職位 に在職す る期間にする。

④委員長副委員長お よび委員 は情報公開業務 と係 わって分かるようになった情報を漏 らす とか、

その情報を利用 して本であるまたは他人 に利益または不利益を与える行為を してはな らない。

⑤ 委員長副委員長および委員 中公務員ではない寝 る刑法その外の法律による罰則

適用 において これ を公務員で見 る。

⑥ 委員会の構成お よび議決手続 きなど委員会運営 に関 して必要 な事項は大統領令で定める。

第24条(制 度総括な ど)① 行政安全副長官はこの法による情報公 開制度の政策樹立および制度

改善事項な どに関する企画総括業務 を管掌す る。改正2008年2月29日

②行政安全副長官 は委員会が情報公 開制度の効率的運営のために必要 と要請す る場合には公共

機 関(国 会法院憲法裁判所お よび中央選挙管理委員会 を除いた

だ)に 対 して情報公開制度の運営実態 を評価することができる。改正2008年2月29日

③行政安全部長官は第2項 の規定による評価 を実施 した場合 にはその結果 を委員会を経って国

務会議 に報告 した後これを公開 しなけれ ばな らない し、委員会が改善が必要である。その勧告 し

た事項に対 しては該当の公共機関に是正要求などの措置 を取 らなければならない。

改正2008年2月29日

第25条(資 料の提出要で)国会事務総長法院行政処長憲法裁判所事務処長.中 央選管委事務総長

お よび行政安全副長官は必要であると認 める場合 には関係公共機 関に対 して情報公 開に関す る

資料の提出な どの協助 を要請す ることができる。 改正2008年2月29日

第26条(国 会へ の報告)① 行政安全部長官 は前年度 の情報公 開運営に関す る報告書を毎年定期国

会開会前まで国会 に提 出しなければならない。改正2008年2月29日

②第1項 の規定による報告書作成に必要な事項 は大統領令で定める。

第27条(委 任規 定)こ の法の施行に関 して必要な事項 は国会規則最高裁判所規則憲法裁判所規則、

中央選管委規則、お よび大統領令で定める。

付則第7127号 、2004年1月29日

①(施 行 日)この法は恐怖の後6月 が経過 した 日か ら施行する。 ただ、第8条 第1項 の改正規定

は恐怖の後1年6月 が経過 した 日か ら施行す る。

②(委 員会設置準備)行 政 自治副長官にこの法施行前に第22条 および第23条 の改正規定による委

員船 な ど委員会設置に関 して必要 な事務 を処理す ることができる。

③(情 報公開可否決定期間などの短縮 に関す る適用例)第11条 の改正規 定は この法施行の後情報

公 開請求があることか ら適用す る。
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付則(国 家公務員法)第7796号 、2005年12月29日

第1条(施 行 日)この法は2006年7月1日 か ら施行す る。

第2条 ない し第5条 省略

第6条(他 の法律の改正)① ない し③省略

④公共機関の情報公開に関する法律の一部を次のよ うに改正す る。

第23条 第2項 中、 「1級公務員」を 「高位公務原緞 に属す る一般職公務員」 にす る。

⑤ない し68省 略

付則第8026号 、2006年10月4日

この法は公布後3ヶ 月が経過 した 日か ら施行する。

付則(電 子政府の具現のための行政業務等の電子化促進 にに関す る法律)第8171号 、2007年1月

3日

第1条(施 行 日)この法は公布後6ヶ 月が経過 した 日か ら施行する。手がか り省略

第2条 ない し第5条 省略

第6条(他 の法律の改正)① および②省略

③公共機 関の情報公開に関す る法律の一部を次のように改正す る。

第2条 第2号 中、 「電子政府具現のための行政業務等の電子化促進 に関す る法律」を 「電子政府

法」にする。

④省略

付則第8854号 、2008年2月29日

第1条(施 行 日)この法は公布 した 日か ら施行す る。

第2条(経 過措置)以 前の規定によって委嘱 された情報公開委員会の委員 はこの法に よって行政

安全部長官が委嘱 したことで見て、委員 の任期は以前の委嘱 日か ら起算する。

付則(行 政審判法)第8871号 、2008年2月29日

第1条(施 行 日)この法は公布 した 日か ら施行す る。

第2条 か ら第4条 まで省略

第5条(他 の法律の改正)① 省略

②公共機関の情報公 開に関する法律一部を次の ように改正す る。

第19条 第1項 後段の中で 「裁決庁」を 「監督行政機関」 にす る。

③から⑤まで省略
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<付 録2>公 共機関の情報公開に関する法律施行令

[一部改正2008年2月29日 大統領令第20707号]施 行 日2008年2月29日

第1章 総則

第1条(目 的)こ の令は公共機 関の情報公 開に関す る法律で委任 され た事項 とその施行 に関 して

必要な事項を規定す ることを目的にす る。

第2条(公 共機 関の範囲)公 共機 関の情報公開に関す る法律(以 下 「法」とい う)第2条 第3号 で 「そ

の他 に大統領令が定める機 関」 とい うことは次の各号の機関を言 う。

1.初 ・中等教育法および高等教育法その他 に他の法律によって設置 された各学校

2.地 方公企業法 による地方公社および地方公団

3.政 府傘下機 関管理基本法の適用 を受 ける政府傘下機 関

4.特 別法によって設立 された特殊法人

5.社 会福祉士業法第42条 第1項 の規定によって国家 または地方 自治体か ら補助金を受ける社会

福祉法人 と社会福祉事業をす る非営利法人

第2章 情報公開請求権者 と公共機関の義務

第3条(外 国人の情報公開請求)法 第5条 第2項 の規定 によって情報公開を請求す ることができ

る外国人は次の各号の1に あたる者ではなけれ ばな らない。

1.国 内に決 まった住所 を置いて居住す るとか学術研 究のために一時的に滞留す る者

2.国 内に事務所を置いているものであるまたは団体

第4条(行 政情報の公表など)① 公共機関は法第7条 第1項 各戸の情報を情報通信網を利用す る

とか、政府刊行物 の発刊販売など多様 な方法で国民に提供 しなければな らない。

②行政安全副長官は公共機 関が露 した情報の利用便宜のために総合 リス トの発刊 その他に必要

な措置ができる。改正2008年2月29日

第5条(情 報 リス トの作成備 え付けな ど)①法第8条 第1項 の規定による情報 リス トには文書題 目

生産年度業務担 当者保存期間な どが含まれなければな らない。この場合公共記録物管理に関す る

法律施行令第20条 お よび第23条 による登録情報 を提供す る場合 これをリス トで情報 リス トに替

えるこ とができる。改正2007年4月4日

②公 共機 関は情報公開手続きを国民が易 しく分か るよ うに情報公 開請求および処理手続き、情報

公開請求書式、手数料その外の主要事項が含 まれ た情報公 開便覧 を作成備えて一般国民の閲覧に

提供 しなければな らない。

③公共機 関は請 求人の便宜 をはかるために情報公開請求書式 コンピュータ端 末機な どを備 えな

ければな らない。

第3章 情報公開の手続 き

第6条(情 報公開の請求方法など)①法第10条 第1項 の規定による情報公開請求では公共機 関に

直接出席 して提出す るとか郵便模写電送 または情報通信網によって提 出す る。

②公共機関は情報公 開請求書 を受 け付けた時には情報公 開処理台帳に記録 して請求者 に接受証
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を交付 しなければな らない。ただ、次の各号の1に あたる時には請求者 この要請す る場合を除き

接受証を交付 しないことがある。

1.直 ちにまたは口述処理が可能な情報の情報公 開請求書を受け付 けた時

2.郵 便模写電送または情報通信網 によって情報公開請求書 を受 け付けた時

第7条(公 開可否決定期間の延長)法 第11条 第2項 全段で 「やむ を得 ない事由」だ と言 うこ とは

次の各号の1に あたる事 由を言 う。

1.一遍 に多い情報公 開が請求 され るとか公 開請求 された内容 が複雑 で決 め られた期 間内に公開

可否 の決定が困難 な場合

2.情 報を生産 した公共機関または公開請求 され た情報 と関連 ある第3者 の意見聞き取 り、情報公

開審議会開催な どの事由で決 められた期間内に公開可否の決定 が困難 な場合

3.電 算情報処理組職によって処理 された情報が公開部分 と非公 開部分 を含んでいる し、決め られ

た期間内に部分公開可能可否 の決定が困難な場合

4.天 災地変、一時的な業務量 の暴酒な どで決め られた期 間内に公開可否の決定が困難 な場合

第8条(第3者 の意見聞き取 り)① 法第11条 第3項 の規定に よる第3者 の意 見聞き取 りは文書に

よる。ただ、公共機 関が必要だ と認める時と第3者 が願 う時には口述でできる。

②第1項 手がか りの規定に よって 口述で意見を聞き取 りす る担 当公務員 な どは口述内容

を記録 して本人の確認 を受 けなければならない。

第9条(情 報生産公共機関の意見聞き取 り)公 共機関は公開請求 され た情報 の全部または一部 の

違 う公共機 関が生産 した情報である時にはその情報を生産 した公共機 関の意見 を聞いて公 開可

否を決 めなけれ ばな らない。

第10条(関 係機関お よび部署間の協助)① 情報公開請求業務 を処理す る吹いては関係機関また

は他の部署の協助が必要な時には情報公 開請求書を受 け付 けた後透 か さず処理期 間の範囲 内で

返事期 間を明示 して協助 を要請 しなけれ ばな らない。

②第1項 の規定によって協助 を要請受けた機関または吹いてはその返事期 間内に返事 しなけれ

ばならない。

第11条(情 報公開審議会)① 国家機 関地方 自治体お よび政府投資機 関管理基本法第2条 の規定に

よる政府投資機関(以 下 「国家機関等」 とい う)は業務性格や業務量等 を考慮 して法第12条 の規

定による情報公 開審議会(以 下 「審議会」 と言 う)をその機関または所属機 関に1個 以上設 置運

営 しなければならない。

②審議会は次の各号の事項を審議す る。

1.公 開請求 され た情報の公開可否を決 めに くい事項

2.法 第18条 お よび法第21条 第2項 の規定による異議 申立

3.そ の他 に情報公開制度 の運営 に関する事項

③審議会の委員 の任期は2年 にして、1次 に限って連任することがで きる。ただ、公務院で ある

委員の任期はその職位 に在職す る期間にす る。
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④審議会の委員 中公務員ではない委員 に対 しては予算の範囲の中で数 当た り旅費その他 に必要

な警備(経 費)を 支給す ることができる。

⑤ この零 に規定 されたこ と外 に審議会の運営に関 して必要な事項は審議会が設置 された国家機

関等の職人決 める。

第12条(情 報公開 日時の通知な ど)① 公共機関は情報の公開を決 めた時(第3者 の非公開要請 に

かかわ らず法第21条 第2項 の規定によって公開決定 をす る時 を除 く)には透か さず公開を決めた

日か ら10日 以内の範囲内で公開 日時を決 めて請求人 に通知 しなければならない。 ただ、請求人

が要請す る時 には公開 日時をつけるわけ決めることができる。

②法第13条 第2項 の規定によって情報の写本複製物 を 日程期 間別で分 けて交付す るとか閲覧 と

竝行 して交付す る時には請 求人にとって先に閲覧す るように した後写本複製物 を交付するが、特

別 な事情がない限 り2月 以内に交付を完了 しなけれ ばな らない。

③請 求人が第1項 の規定 によって通知 した公開である後10日 が経過す るまで正当な事由な しに

その情報の公開に応 じない時にはこれを内部的に終決処理す ることができる。

第13条(部 分公開)公 共機関は法第14条 の規定によって部分公開決定をす る時には非公開する部

分 に対 して非公 開理由不服方法お よび不服手続 きを具体的に明示 しなければならない。

第14条(情 報公開方法)① 情報の公開は次の各号の方法にす る。

1.文 書図面写真 などは閲覧または写本 の交付

2.フ ィル ム、テープな どは視聴または印画物複製物の交付

3.マ イクロフィル ム、スライ ドな どは視聴閲覧 または写本複製物の交付

4.電 子的形態で保有管理す る情報 などはファイル を複製 して電子メールで送付、媒体に保存 して

提供、閲覧視聴または写本出力物 の交付

②公共機 関は情報を公開するにおいて本であ るまたはその正 当な代理人 なのを確認す る ピール

ヨガない時には請求人の要請 によって第1項 各戸の写本 出力物複製物、印図物、または複製 され

た ファイルを郵便模 写電送または電子通信網 を利用 して送付す ることができる。

③第1項 の規定によって情報 を公開する時には他人の知的所有権、私生活の秘密その他に他人の

権利 または利益が不当に侵害 されない ように留意 しなければならない。

第15条(情 報公開の時請求人の確認)① 請求 された情報 の公 開は請求である本であるまたはその

代理人に しなければな らない。

②公共機 関は第1項 の規定によって情報 を公開す る時には次の各号の仕分 けによわ、身分証明書

な どによって請求者本人であるまたはその正当な代理人なのを確認す るとする。ただ、情報を公

開す るにおいて本で あるまたはその正 当な代理人なのを確認す る必要でない時にはそ うではな

い。改正2008年2月29日

1.請 求 である本人 に公 開す る時には請求人 の住民登録証その他 にその身元 を確認で きる身分証

明書(請 求人が外 国人である時にはパスポー ト外国人登録証その他 に第3条 第1号 の規定による

外 国人なのを確認す ることができる身分証明書、請求人が外 国人または団体である時には事業者
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登録証外国団体登録 証その他に第3条 第2号 の規定に よる法 であるまたは団体なのを確認す るこ

とができ る証明書)

2.請 求人の法定代理人に公開する時には法定代理 人なの を証 明す るこ とができる書類 と代理人

の 住民登録証その他 にその身元を確認す ることができる身分証 明書

3.請 求人の任意代理人に公開す る時には行政安全部令で定める委任状 と請求で あるお よび担当

人の住民登録証その他にその身元を確認す ることができる身分証明書

③公共機 関が情報通信網 を通 じて情報 を公開す る場合請求 である本 であるまたはその代理 人の

身元を確認す る必要がある時には第2項 の規定にかかわ らず電子サインな どを通 じてその身元

を確認 しなければな らない。

第16条(情 報公開処理状況の記録)公 共機関は情報公開請求 に対す る処理状況 を情報公開処理

大将に記録維持 しなけれ ばならない。

第17条(費 用負担)① 法第17条 第1項 の規定による情報の公開お よび郵送な どに必要 とな る費

用 は手数料 と郵税(公 開 される情報の写本出力物複製物 または印画物 を郵便 に送付す る場合 に限

る)で区分す るが、手数料の金額は行政安全部令 で定める。 ただ、地方 自治体の場合手数料 の金

額 は条例で決める。改正2008年2月29日

②法第15条 第1項 および第2項 の規定によって情報通信網 を通 じて電子的形態で公開す る時に

は公共機 関(地 方 自治体お よびその所属機 関を除 く)の長銀業務負担を考慮 して第1項 本文の規

定 による行政安全部令で定める金額の範囲の中で手数料 の金額 をつ けるわけ決 めるこ とが でき

る。改正2008年2月29日

③次の各号の1に あたる場合には法第17条 第2項 の規 定によって手数料 を減免す ることができ

る。

1.非営利 の学術公益団体また は法人が学術や研究 目的または行政監視 のために必要 な情報 を請

求 した場合

2.教 授教 師または学生が教育資料や研 究 目的に必要な情報 を所属機 関の長の確認 を受けて請求

した場合

3.そ の他に公共機関の長が公共福利の維持増進のために減免が必要だ と認 めた場合

④法第17条 第2項 の規定による費用減免 を申 し込む時 には減免事由に関す る資料料 を添付 しな

ければならない。

⑤公共機 関の長 は第3項 の規定による費用 の減免割合 を決 めて、情報通信網な どを通 じてこれを

公開 しなければならない。

⑥第1項 の規定 による手数料は政府機 関には収入 印紙で、地方 自治体には収入証紙で、政府 機関

または地方 自治体ではない公共機 関には現金でそれ ぞれ納 める。

ただ、やむ を得 ない時には政府機 関または地方 自治体 に現金 で納めるこ とがで きる。

⑦政府機 関または地方 自治体の長銀第1項 の規定による手数 料 を情報通信網 を利用 して電子マ

ネー電子決済などの方法で納 めるよ うにできる。
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第4章 異議 申立

第18条(異 議 申立)① 法第18条 第1項 お よび法第21条 第2項 の規定による異議申立は次 の各号

の事項 を記載 した書面 にしなければな らない。

1.申請者の名前住民登録番号および住所(法 であるまたは団体の場合にはその名称、事務所また

は事業所 の所在地 と代表者の名前)と 連絡先

2.異 議 申立の対象 にな る情報公開可否決定の内容

3.異 議 申立の主 旨お よび理 由

4.情 報公開可否の決定通知 を受 けた 日または非公開決定が あることで見る日

②公共機 関は法第18条 第2項 手がか りの規定によって異議申立決定期間の延長 を通知す る時に

は通知書に延長事由延長期間などを具体的に記載 しなければな らない。

③公共機 関は法第18条 第3項 の規定によって異議 申立を閣下または棄却す る決定ををす る時に

は決定理 由不服方法お よび不服手続 きを具体的 に明示 しな ければな らない。

④公共機 関は異議申立に対す る処理状況 を異議 申立処理大将に記録維持 しなければな らない。

第5章 情報公 開委員会な ど

第19条(審 議調整事項)法 第22条 第4号 で 「その他に情報公開に関 して大統領令里程す る事項」

とい うことは次の各号の事項を言 う。

1.法第7条 第1項 による行政情報の公表に関す る事項

2.そ の他 に法第22条 の規定による情報公開委員会(以 下 「委員会」 と言 う)で審議調整が必要だ

と決めた事項

第20条(委 員会の構成)① 委員会の副委員長は法第23条 第2項 第1号 にあたる者の中で行政安

全副長官が任命す る。改正2008年2月29日

②法第23条 第2項 第1号 の規定による委員は法務省行政安全部および企画財政部の次官 と国務

総理室国務次長 を言 う。改正2008年2月29日

第21条(会 議お よび議決定足数)① 委員会の会議は半旗別で開催する。ただ、委員長は必要だ と

認 める時には臨時回を召集することがで きる。

②委員会の会議は在籍委員過半数の出席で気に止めて出席委員過半数の賛成 に議決す る。

第22条(委 員長 の職務)① 委員会の委員長は委員会の業務 を統べて会議 の議長になる。

②委員会の副委員長は委員長を補佐 して、委員長がやむ を得ない事由で職務を遂行できない時に

はその職務 を代行す る。

第23条(意 見聞き取 りな ど)委員会は必要だと認 める時には次の各号の措置を取 ることができ

る。

1.関 連公共機関に対 して情報公 開と係 わる資料書類 な どの提出要請

2.関 係公務員利害関係である参照であるなどの出席要請および意見聞き取 り

第24条(事 務期で)委 員会の業務 を補佐 してその他に行政事務 を効率的 に処理す るための委員会

の事務処理は行政安全部革新政策官が遂行す る。改正2008年2月29日
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第25条(数 当た りな ど)委員会の委員長および公務員ではない委員 と第23条 第2号 の規定によっ

て参加す る関係公務員利害関係である参照であるあぶ対 しては予算 の範囲 中で手 当、旅費その他

に必要な警備(経 費)を 支給す ることができる。ただ、公務員がその所管業務 と直接係わって委員

会に参加す る時にはそ うではない。

第26条(情 報公開委員会の運営規定)こ の零 に規定 され たこと以外に委員会の運営に関して必

要な事項 は委員会の議決 を経って委員長が決 める。

第27条(運 営実態評価)行 政安全副長官は法第24条 第2項 の規定によって情報公開制度の運営実

態を評価す る時 には該当の公共機関の長に評価 の主旨および内容 と担 当公務員の人的事項お よ

び訪問 日時 をあ らか じめ知 らせなければな らない。 改正2008年2月29日

第28条(資 料提出)① 政府投資機 関管理基本法第2条 の規定による政府投資機 関 とこの令第2条

各戸の機 関は前年度 の情報公 開運営実態を毎年1月31日 まで関係 中央行政機関の長または地方

自治体の章に提出 しなければならない。

②市場、郡首、または区長(自 治区の区長 を言 う)は第1項 の規定によって提 出受けた情報公開運

営実態を含んだ前年度の情報公開運営実態 を毎年2月10日 まで管轄特別市場広域市場または道

知事 に提出 しなければならない。

③中央行政機関の長 と特別市場広域市場または道知事は第1項 お よび第2抗 の規定によって提出

受けた情報公 開運 営実態 を含 んだ前年度の情報公開運 営実態を毎年2月 末 日まで行政安全副長

官に提出 しなけれ ばな らない。改正2008年2月29日

④行政安全部長官 は毎年第3項 の規定によって提出受けた情報公 開運営実態を総合 して、合 わせ

て公表 しなけれ ばならない。改正2008年2月29日

第29条(情 報公開運営に関す る報告書)法 第26条 の規定による情報公開運営に関する報告書 には

次の各号の事項が含まれ なければならない。

1.公共機 関の情報公 開運営実態に関する事項

2.法 第24条 第2項 の規定による情報公 開制度運営実態評価に関す る事項

3.法 第24条 第3項 の規定による是正要求な どの措置に関する事項

付則第20707号 、2008年2月29日

この零は公布 した 日から施行する。
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＜付録3＞ 公共機関の情報公開に関する法律施行規則

[全部改正2004年7月29日 部令第00245号]

第1条(目 的)こ の規則 は公共機 関の情報公 開に関す る法律お よび同法施行領で委任 され た事項

とそ の施行に関 して必要な事項 を規定す ることを 目的 にす る。

第2条(情 報公開請求書の書式)① 公共機 関の情報公開に関す る法律(以 下 「法」 とい う)

第10条 第1項 お よび同法施行領(以 下 「令」とい う)第6条 第1項 の規定による情報公開請求で

は別紙第1号 の書式に よる。

②法第10条 第1項 お よび第2項 の規定に よって口述で情報公開請求 をす る場合には別紙第2号

書式 による。

第3条(情 報公 開処理関連書式)① 法第11条 第2項 の規定による公開可否決定期間延長 の通知は

別紙第3号 書式 による。

②令第6条 第2項 お よび本当に第16条 の規定による情報公開処理台帳は別紙第4号 の書式によ

る。

第4条(第3者 の意見聞 き取 り関連書式)① 法第11条 第3項 の規定によって情報公開が請求され

た事 実を通知受 けた第3者 の意見提出または法第21条 第1項 の規定による非公開要請 は別紙第

5湖 西式 による。

②法第11条 第3項 お よび本 当に第8条 の規定によって 口述で第3者 の意見聞き取 りをす る場合

には別紙第6号 の書式による。

第5条(情 報公開可否決 定通知の書式)法 第13条 第1項 および第4項 の規定による情報公開可否

決定に対す る通知は別紙第7号 の書式による。

第6条(情 報公開委任状書式)令 弟15条 第2項 第3号 の規定による委任状 は別紙第8号 の書式に

よる。

第7条(手 数料 の金額)令 弟17条 第1項 の規定による手数料の金額は他の法令 に特別な規定があ

る場合 を除 き別表 の通 りである。

第8条(異 議申立処理関連書式)① 法第18条 第1項 お よび法第21条 第2項 と本 当に第18条 第1

項 の規定による異議申立は別紙第9号 書式による。

②法第18条 第2項 と本 当に第18条 第2項 の規定 による異議 申立決定期間延長の通知は別紙第

10号 書式による。

③令第18条 第4項 による異議 申立処理大将は別紙第11号 書式 による。

第9条(資 料提出)令 弟28条 の規定による情報公開運営実態の提出は別紙第12号 書式による。

付則第245号 、2004年7月29日

この規則 は2004年7月30日 か ら施行す る。
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＜付録4＞ 教育関連機関の情報公開に関す る特例法

[制定2007年5月25日 法律第8492号]、 施行 日2008年5月26日

第1条(目 的)こ の法は教育関連機 関が保有管理す る情報の公 開義務 と公開 に必要な基本的な事

項 を決めて国民の知 る権利 を保障 して学術お よび政策研究 を振興す るこ とと同時 に学校教育に

対す る参加 と教育行政の効率性お よび透明性 を高 めるために 「公共機 関の情報公開 に関する法

律」に対する特例 を規定す ることを目的にす る。

第2条(正 義)こ の法で使 う用語の正義は次のとお りである。

1.「情報」と言 うのは教育関連機 関が学校教育 と係わって職務上作成または取得 して管理 してい

る文書(電 子文書 を含む)図 面写真 フィルムテープスライ ド、その他 、ここに準す る媒体 な どに

記録 された事項 を言 う。

2.「公開」と言 うのは教育関連機関がこの法 によって情報を閲覧す るよ うにす るとかその写本複

製物 を交付することまたは 「電子政府」第2条 第7号 による情報通信網(以 下 「電子通信網」と

い う)を通 じて情報を公示するとか提供することなどを言 う。

3.「公示」と言 うのは教育関連機 関がその保有管理する情報 を国民の情報公 開に対す る閲覧、交

付および請 求 とかかわ らずあ らか じめ情報通信網 な ど他の法令で定 める方法 で積極的に知 らせ

るとか提供す る公開の一方法を言 う。

4.「 教 育関連機 関」 と言 うのは学校教育行政機 関お よび教育研究機関 を言 う。

5.「 学校」 と言 うのは 「初 ・中等教育法」第2条 「高等教育法」第2条 によって設置 された各

学校、その他 に他 の法律によって設置 された各学校(国 防、治安などの事由で情報公示が難 しい

と大統領令 で定める学校 は除く)を言 う。

6.「 教育行政機関」 と言 うのは 「教育公務員法」第2条 第3項 による機関を言 う。

7.「教育研究機関」と言 うのは 「教育公務原法」第2条 第4項 による機 関、その他 、他 の法律に

よって教育に関 して専門的に研究調査をす るために設置 された機関をい う。

第3条(情 報公 開の原則)① 教育関連機関はその保有管理す る情報 をこの法で定 めるところに

よって公開 しなければならない。

② この法によって公示または提供 される情報 は学生お よび教員 の個人情報 を含 んではな らない。

第4条(他 の法律 との関係)情 報の公 開な どに関 してこの法で規定 しない事項 に対 しては 「公共

機関の情報公開に関する法律」を適用す る。

第5条(初 ・中等学校の公示対象情報な ど)① 初 ・中等教育を実施す る学校の長 は、その機 関

が保有管理 している次各好意情報を毎年1回 以上公示 しなければならない。 この場合その学校

の長銀公示 された情報(以 下 「公示情報」と言 う)を教育監に提出 しなければならない し、教育人

的資源部長官 は必要だ と認 める場合、公示情報 と係わ る資料の提出を要求す るこ とができる。

1.学校規則 な ど学校運営に関す る規定

2.教 育課程編成および運営な どに関する事項

3.年 生 クラス当た り学生数および転校、学業 中断 など学生変動状況
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4.学 校の年生別教科別学習 についての状況

5.校 地、校舎な ど学校施設 に関す る事項

6.職 位資格別教員現況に関す る事項

7.予 算、決算内訳な ど学校お よび法人の会計に関す る事項

8.学 校運営委員会 に関する事項

9.学 校給食に関す る事項

10.学 校の保健管理環境衛生お よび安全管理 に関する事項

11.学 校暴力の発生現況および処理に関す る事項

12.国 家または市道水準学業到達度評価に対する学術的研究のための基礎資料に関す る事項

13.学 生の入学状況お よび卒業生 の進路に関する事項

14.「 初 ・中等教育法」 第63条 か ら第65条 までの是正命令な どに関する事項

15.そ の他 に教育与件お よび学校運営状態な どに関す る事項

②教育監お よび教育人的資源部長官は第1項 第4号 お よび第12号 の資料を公 開する場合個別学

校 の名称 は提供 しな くて、所在地に関す る情報の公開範囲は大統領令で定める。

③第1項 による公示情報の具体的な範囲、公示回数、およびその時期 などに関 して必要な事項は

大統領令で定め る。

第6条(高 等教育機関の公示対象情報など)① 高等教育を実施する学校 の長銀その機 関が保有

管理 してい る次各好意情報 を毎年1回 以上公示 しなければな らない。この場合その学校の長は、

公示情報 を教育人的資源部長官 に提 出 しなければならない。

1.学 校規則な ど学校運営に関す る規定

2.教 育課程編成および運営な どに関す る事項

3.学 生の選抜方法および 日程に関する事項

4.充 員率、在校生数など学生現況に関する事項

5.卒 業後進学お よび就業現況な ど学生の進路に関す る事項

6.専 任教員現況に関す る事項

7.専 任教員の研究成果 に関す る事項

8.予 算、決算内訳など学校お よび法人の会計に関す る事項

9.「 高等教育法」第60条 か ら第62条 までの是正命令な どに関す る事項

10.学 校 の発展計画および特性化計画

11.教 員 の研究学生に対す る教育お よび産学協力現況

12.図 書館および研究に対す るサポー ト現況

13.そ の他 に教育与件お よび学校運営状態な どに関す る事項

②教育人的資源部長官は国民の便宜のために必要な場合第1項 によって学校長が公示 した情報

を学校 の種類別地域別などで分類 して公開す ることができる。

③第1項 による公示情報 の具体的な範囲、公示回数お よびその時期 、第2項 による情報の公 開方
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法な どに関 して必要な事項 は大統領令で定める。

第7条(公 示の勧告 など)① 教育人的資源部長官は第5条 お よび第6条 による公示 に必要な様

式を用意普及 して、公示情報を収集お よび管理 しなけれ ばな らない。

②教育人的資源部長官 は第1項 の公示情報 を収集管理するための総括管理機関 と項 目別管理機

関な どを指定す ることがで きる。

③教育人的資源部長官は教育関連機 関の長 が該 当の情報 をこの法で定め るところによって公開

または公示 を しない とか怠 る場合 これに対する是正を勧告 しなければな らない。

第8条(学 術研究の振興な ど)①教育関連機関の長 は学術研究の振興 と教育政策 の開発 のた めに

該 当の機 関が保有管理す る資料 を大統領令で定めるところによって研究者 などに提供す ること

ができる。

②第1項 によって資料 を提供受けた者 はその本来の目的外に至 る漏 らす とか不正に使 って はな

らない。

第9条(権 限の委任)こ の法による教育人的資源部長官の権限はその一部を大統領令 で定めると

ころによって教育監な どに委任す ることができる。

第10条(是 正または変更命令)① 教育人的資源部長官はこの法で定 めた情報を公開 しない とか

偽 りで公 開す る機 関の長に是正または変更す るように言い付けなければな らない。

②教育人的資源部長官 は第1項 による是正 または変更命令および第7条 第3項 による勧告を受 け

た学校の職人正当な事 由な しに指定 された期間内に履行 しない場合 「初 ・中等教育法」第63条

第2項 または 「高等教育法」第60条 第2項 を準用す る。

第11条(罰 則)第8条 第1項 によって資料 を提供受 けた者 が同 じ組第2項 を違反 した時には1年

以下の懲役 または1千 万 ウォン以下の罰金 に処す る

第12条(「 公共機 関の情報公 開に関す る法律」 との関係)「 公共機関の情報公開に関する法律」

を 「教育関連機 関の情報公開に関する特例法」 に適用す るにおいては次各号による。

1.「公共機関の情報公開に関す る法律」第6条 から第9条 まで、第11条 、第13条 、第15条 、

第18条 か ら第21条 までお よび第25条 の中で 「公共機 関」はそれぞれ 「教育関連機 関」 とみな

す。

2.「公共機関の情報公開に関す る法律」第25条 の中で 「行政 自治部長官」は 「教育人的資源部

長官」 とみなす。

付則第8492号 、2007年5月25日

この法は公布後1年 が経過 した 日か ら施行する。
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＜付録5＞ 教育関連機関の情報公開に関する特例法施行令

[制正2008年11月17日 大統領令第21119号]

第1条(目 的)こ の零 は 「教育関連機 関の情報公開に関す る特例法」で委任 された事項 とその施行

に必要な事項を規定することを目的にす る。

第2条(情 報公示適用除外学校)「 教育関連機 関の情報公 開に関する特例法」(以下 「法」とい う)

第2条 第5号 で 「大統領令 に定める学校」 と言 うのは次各号の学校を言 う。

1.「 空軍航空科学高等学校設置法」によって設置 された空軍航空科学高等学校

2.「 士官学校設置法」によって設置 され た陸軍 ・海軍 ・空軍士官学校

3.「 国防大学設置法」 によって設置 された国防大学

4.「 国軍看護士官学校設置法」に よって設置 された国軍看護士官学校

5.「 警察隊学設置法」 によって設置 された警察大学

6.「 陸軍3士 官学校設置法」によって設置 された陸軍3士 官学校

7.「 国家情報大学院設置法」によって設置 された国家情報大学院

第3条(初 ・中等学校公示情報の範 囲 ・回数お よび時期 など)①法第5条 第1項 各号の公示情報の

範囲 ・公示回数お よびその時期は別表1の 通 りである。

②法第5条 第1項 各号以外の部分全段 による初 ・中等教育 を実施す る学校(以 下 「初 ・中等学校」

と言 う)の長 は、別表1の 情報公示内容以外の内容 も自律的に公示す ることができる。

③初 ・中等学校の長銀別表1に よって情報を公示す る場合該 当の公示 日から最近3年 の間公示 し

た情報 を一緒 に公示 しなければならない。

④教育監お よび教育科学技術部長官は法第5条 第1項 第4号 および第12号 の資料 を公開する場

合個別学校の所在地に関す る情報の公開範囲は次の通 りである。

1.「初 ・中等教育法」第2条 第剤2号 お よび第3号 による学校 のような組第6号 による各従学校

の中で小学校 ・中学校過程の学校:「 地方教育 自治に関す る法律」第34条 第1項 による下級教育

行政機 関単位で公開

2.「初 ・中等教育法」第2条 第4号 お よび第5号 による学校 のよ うな組第6号 による各種学校 の

中で高等学校過程の学校:特 別市 ・広域市 ・都お よび特別 自治 も(以下 「市 ・道」 と言 う)を管轄

す る教育庁単位で公開

第4条(高 等教育機関公示情報 の範囲 ・回数お よび時期な ど)①法第6条 第1項 各好意公示情報の

範 囲 ・公示回数お よびその時期は別表2の 通 りである。

②法第6条 第1項 各号以外 の部分全段による高等教育 を実施す る学校(以 下 「高等教育機関」 と

い う)の長は、別表2の 公示情報 を学科別 または学部別専攻単位 または募集単位 および学校単位

に公示 しなけれ ばならない。この場合大学院に関する情報 は大学 と区分 して、 「高等教育法施行

令」第22条 各号によって区分 して公示 しなければならない。

③ 高等教育機 関の長は別表2に よって情報 を公示す る場合該当の公示 日か ら最近3年 の間公示

した情報 を一緒に公示 しなければな らない。
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第5条(高 等教育機 関情報の管理お よび公示)① 教育科学技術部長官 は法第6条 第1項 各戸以外 の

部分後段によって高等教育機 関の長 が提 出した公示情報を統合 して管理す ることができる。

②教育科学技術部長官は第1項 の公示情報の中で主要項 目を標準化 して公 開す るこ とがあ る。

③第1項 お よび第2項 による管理お よび公開に必要な事項 は教育科学技術部長官 が決める。

第6条(情 報公示方法)① 初 ・中等学校お よび高等教育機 関の長は法第5条 第1項 お よび第6条

第1項 による公示情報 を国民が分か りやすいよ うに該 当の機関のホームページを通 じて公示 し

なければならない。

②初 ・中等学校お よび高等教育機 関の長 は公示情報資料 を別 に取 り揃 えておいて管理 しなければ

ならない。

③初 ・中等学校お よび高等教育機 関の長は該 当の機 関の公示情報の提供の要請 があった ら、これ

を閲覧するようにす るとか、その写本 ・複製物を提供 しなけれ ばな らない。

④第3項 による公示情報の閲覧や写本 ・複製物の提供 ・郵送に入 る費用は実際費用の範囲で請求

人が負担 しなけれ ばな らない。ただ、情報の使用 目的が公共の複利 の維持 ・増進のために必要だ

と認 められ る場合 にはこれを減免す ることができる。

第7条(総 括管理機関および項 目別管理機 関の指定な ど)① 法第7条 第2項 による総括管理機 関

お よび項 目別管理機関で指定受けよ うとす る寝 る次各好意書類 を添付 して教育科学技術部長官

に該当の機 関の指定を申し込まなけれ ばならない。

1.事 業推進計画書

2.業務遂行 に必要な施設 ・設備 ・専門人材な どに関する明細書および運営計画書

3.定款(法 人の場合だけあたる)

②法人が第1項 による指定を受けよ うとす る場合監督庁 は 「電子政府法」第21調 剤1項 に よる

行政情報の共同利用 を通 じて法人登記簿謄本 を確認 しなければならない し、申請者が確認に同意

しない場合にはこれ を添付するようにしなければな らない。

③教育科学技術部長官は第1項 によって総括管理機 関お よび項 目別管理機 関指定の申請 を受け

れば申込書を提出受けた 日から30日 の範囲で指定可否 を決めるとす る。ただ、やむを得 ない事

由があれ ば1回 に限って30日 の範囲で期 間を決めて延 ばす ことができる。

④総括管理機関 と項 目別管理機 関は法第5条 第1項 後段 または第6条 第1項 後段に よって提出 さ

れた公示情報 を収集 ・管理す る。

⑤総括管理機 関は項 目別管理機関 と連携 して公示情報を管理 ・運営 して、公示情報 の品質を高め

るための研究を遂行 しなければな らない。

⑥総括管理機 関は毎年初 ・中等学校お よび高等教育機 関の長の公示情報管理 ・運営 に関する事項

を教育監および教育科学技術部長官 に報告 しなければならない。

第8条(教 育関連機 関情報公示運営委員会)① 教育関連機 関の情報公示 に関す る政策 の樹立お よ

び制度改善な どの事項 に対 して教育科学技術部長官の諮 問に応 じるた めに教育科学技術部 長官

所属 で教育関連機 関情報公示運営委員会(以 下 「委員会」 と言 う)を置 く。
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②委員会は委員長 を含む15人 以内の委員 で構成する。

③委員会の委員長 は委員の中で教育科学技術部長官の指名す る人になって、委員会の委員 は次各

号 にあた る人の中で教育科学技術部長官が委嘱する とか任命す る。

1.情 報公開 と係 わった知識や経験がある初等学校 ・中学校 ・高等学校お よび高等教育機 関の教員

2.市 ・道教育庁お よび下級行政機関の奨学官 ・教育研究官

3.情 報公開業務 と係 わる市 ・道お よび中央部処の4級 以上の公務員

4.情 報公開 と係 わった知識や経験がある法律専門家

5.保 護者団体(「 非営利民間団体支援法」第2条 による非営利民間団体)が推薦 した人

6.そ の他に情報公開に関する学識 と経験が豊かな人

④第1項 か ら第3項 までの中で規定 した事項外に委員会の構成 ・運営な どに必要な事項は教育科

学技術部長官が決 める。

第9条(研 究者な どに対す る資料提供)① 研 究者 な どが教育関連機 関の長に該 当の機 関が保

有 ・管理す る資料の提供 を要請す る時には次各 の事項を書いた情報提供要請書 と研究の 目的 ・内

容 ・期 間 ・方法 ・活用計画な どを書いた研 究計画書 を提出 しなければな らない。

1.要 請人の名前、住民登録番号、住所 と電話番号 ・電子 メールア ドレスなどの連絡先

2.提 供受 けようとす る情報の内容 と提供方法

②教育関連機 関の長は第1項 によって要請受けた 日か ら10日 以内に情報提供可否 を決めなけれ

ばな らない し、やむを得 ない事 由でその期 間内に提供可否 を決めることができない時 にはその期

間の最後 の 日の翌 日か ら計算 して10日 以 内の範囲で情報提供可否決 定期間を延ばす ことができ

る。この場合教 育関連機 関の長は延長 され た事実 と延長事 由を要請人に透かさず文書で知 らせな

けれ ばな らない。

③教育関連機 関の長は研究 目的に必要な情報提供のために努力 しなければな らない し、情報提供

を要請受 けた 日か ら20日 以内に教育関連機関の長が提供可否 を決定 しなかった提供 しないこと

に決 めた ことで見 る。

④ 「公共機関の情報公開に関す る法律」第12条 第1項 によって情報公開審議会 を設置 しなけれ

ばな らない教 育関連機 関の長 は情報公開審議会の審議を経 って資料の提供範囲 と内容 を決めな

ければな らない。

⑤ 第4項 による教育関連機関にあたらない教育関連機関の場合 「公共期管の情報公開に関す る法

律」第12条 を準用 して情報公開審議会を設置 して第4項

による審議ができて、初等 ・中等学校 の場合には 「初等 ・中等教育法」第31条 による学校運営

委員会が第4項 の審議ができる。

第10条(権 限の委任)教 育科学技術部長官 は第9条 に よって次各好意権限を該当の教育監 に委任

す る。

1.法 第7条 第3項 による是正の勧告

2.法 第10条 第1項 による是正または変更の命令
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3.法 第10条 第2項 によって準用 され る 「初 ・中等教育法」第63条 第2項 に よる違反行為の取 り

消 し ・停止命令または学生定員の減縮な どの措置

第11条(公 示情報の確認 な ど)教 育科学技術部長官は法第10条 第1項 による是正または変更の

命令を施行す るために必要だ と認めれ ば初 ・中等学校お よび高等教育機 関の長 の公示情報 を確

認 ・検証す ることができる。

第12条(公 示項 目別作成者 な ど指定)① 初 ・中等学校お よび高等教育機関の長は公示情報の正確

性 を高 めるために公示項 目別作成者お よび確認者 を指定 してこれ を一緒 に公示 しな ければな ら

ない。

②初 ・中等学校および高等教育機関の長 と公示項 目別作成者お よび確認者は随時で公示 され た情

報の正確性 と忠実度を点検 ・確認 しなけれ ばな らない。

③初 ・中等学校および高等教育機関の長は第2項 による点検結果 間違 い事項 などを見つ けれ ば透

か さず修正 ・補わなければな らない。

付則

第1条(施 行 日)この零は公布 した 日か ら施行す る。

第2条(情 報公示に関す る適用例)第3条 第3項 および第4条 第4項 によって最近3年 前まで公

示 しなければな らない情報 はこの零施行後最初に公示 された情報か ら適用する。

第3条(情 報公示の範囲および時期に関す る特例)① 第3条 第3項 お よび第4条 第4項 にもか かわ

らず この零施行後設置または設立 されて3年 が経過 しない初等 ・中等学校お よび高等教育機 関の

長 は設置または設立後公示 日まで情報を公示す る。

②別表1と 別表2の 公示時期 にもかかわらずこの零施行後最初 の情報公示 は2008年12月1日 に

す る。ただ、初等 ・中等学校 の長は別表1の 第4号 による学校 の年生別 ・教科別学習につ いて

の状況の中で教科別学業成就事項は2009年 に実施す る評価結果 か ら、別表1の 第12号 による

国家または市 ・道水準学業到達度評価に対す る学術的研究のための基礎資料 に関す る事項中国に

行って水準学業到達度評価応試現況および国家水準学業成就度評価結果3等 級の割合(普 通学力

以上、基礎学力、基礎学力未達)は2010年 に実施す る評価結果か ら、国家水準学業到達度評価

結果の前年代費向上 も(普通学力以上、基礎学力未達)は2011年 に実施す る評価結果 から公 示 し

て、高等教育機関の長 は別表2の 第13号 によるその他 に教育与件お よび学校運営状態などに関

す る事項 の中で 「高等教育法」第11条 の2に よる大学評価結果は2009年 に実施す る評価 結果

か ら公示す る。
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＜付録6＞ 行政情報公開に関す る規則

制正2004年11月22日

改正2004年12月29日

第1章 総則

第1条(目 的)こ の規定は 「公共機関の情報公開に関す る法律」お よび関係法令(以 下 「情報公開

法令」にする)に よって韓国教育課程評価院(以 下 「評価院」 とい う)の情報 を公開す る際に必要

な事項 を規 定す ることを 目的 とする。

第2条(情 報公 開責任官)企 画革新処長 を評価院情報公開責任官で指定 して院内情報公開関連業

務 を総括調整す るようにす るが、院内情報公開関連事務は監査室で管掌する。

第3条(情 報公 開の原則)評 価院が保有管理する情報 はこの規定が決 める ところに基づき、公開

しなければな らない し、本の規定に規定 されない事項 に対 しては情報公開法令による。

第4条(情 報公開活性化のための措置な ど)① 院長 は情報公開制度の活 性化のために所属役人に

対 して情報公開教育 を年間1回 以上実施 しなければな らない し、情報公開責任官は情報公 開制度

の運営実態 を確認点検 しなければならない。

②院長 は情報公開が体系的に成 り立つ よ うにホー ムページな ど関連 システムを整備 しなけれ ば

な らない。

第2章 行政情報の公表

第5条(自 発的公開)院 長は情報の公開を請求す る者(以 下 「請求者 」 とい う)の請求がないとし

て も次の各号の1に あたる情報はこれ を定例的に公開するが、具体的な公開範囲お よび形態は別

表1の とお りである。

1.業 務推進費使用 内訳

2.委 員会現況お よび運営実績

3.業 務報告資料

4.予 算および決算資料

5.当 該年度経営 目標 および経営革新課題お よび実績

第6条(公 表方法)生 産 され る公表対象情報は形式や数量 などによって評価院ホームペー ジに載

せ て公開す るように して、不可避な場合写本な どの形態で公開する。

第7条(公 表部署)行 政情報の公表業務 は情報公 開事務 を担当す る部署で該 当部署か ら資料 を蝕

合 して遂行する。

第8条(他 機 関生産文書)評 価院が保有 している文書の中で唾棄官が生産 した文書 に対 しては原

則的 に該 当機 関の情報公 開基準による。

第9条(情 報 リス トの作成備 え付 け)①院長 は評価院が保有管理する情報 に対 して文書題 目生産

年度業務担当者 などが含まれている情報 リス トを作成、備 え、情報通信網を活用 した情報公 開シ

ステ ムな どを通 じて公開 しなければな らない。この場合情報 リス トは公共機関の記録物管理 に関

す る法律施行令規定による記録物登録台帳、お よび記録物のファイル などで替 えることができる。
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[施行 日20050730]

②院長 は情報公 開が迅速でなだ らかに遂行 され ることがで きるよ うに情報公 開場所の確保 など

公開に必要 な施設 を取 り揃えなければならない。

第10条(非 公 開対象情報の詳細基準)① 関連法律 による評価院非公開対象情報の詳細基準は次の

各号のよ うである。

1.評価院の基本および受託研究事業 として意見収斂、または調整の中にある事案 がはや く公 開時

業務遂行 に重大な差 し支 えをもた らす恐れがある情報

2.人 的事項が公開 されることで個人のプライバ シーが侵害 され る恐れがある事項

3.評 価院研究お よび運営事項の中で国家機密 と係 わるとか出演、または特定企業 または企業人の

利害関係 に重大な影響を及ぼす ことができる事項

4.受託課題 の中で委託機関(定木)の 非公開要求がある場合

5.機 密を維持 しなければな らない事業 に対する具体 的情報 として特定人なの を識別す るこ とが

できる個人に関す る情報や公開され る場合正常な事業遂行 に重大な影響を与 える情報

6.評 価院委員会関連資料 の中で公開時利 害関係人の混乱 をもた らす恐れがあ るとか あい さつに

関 した情報 としてあって委員会の議決 に非公開す ることに決まった案件

7.評 価院研究資料 管理規則 の中で保安資料で分類 された研究物お よび研究産出物

8.そ の他公開時業務遂行 に著 しい差 し支えをもたらす とか、特定人の利益 を侵 害す る恐れがある

情報 として情報公 開審議会で非公開で決 めた情報

②公開請求 された情報が第1項 各戸 に含 まれ た部分 と公 開の可能な部分 が混合 して ある場合に

は公開請求の主 旨に行 き違 わない範 囲中で、二つの部分を分離

できる時 には第1項 各戸にあたる部分を除いて公 開 しなければな らない。

第3章 情報公開審議会

第11条(情 報公 開審議会の構成)情 報公開法令第12条 お よび同法施行令第11条 に基 づいて情報

公 開審議会 を設置運営す る。 ただ、情報公開審議会は評価院 の民願お よび訴訟事務処理規則第

20条 に基づいた請願 対策委員会で替えるこ とができる。

第12条(審 議会の機能)審 議会は次の各号の事項 を審議す る。

1.請求 された情報の公開可否 を決 めに くい事項 の審議

2.第14条 第1項 の規定による異議 申立の審議

3.そ の他情報公開制度 の運営 に関する事項の審議

第13条(情 報公開審議会の運営)① 情報公開審議会は在籍委員過半数の賛成 に審議 して、可否 同

数 の場合委員長 が決める。

②情報公開審議会委員は書面で意 見を提出す るこ ともでき、 この場合当該情報

公開審議会 に出席 したことで見 る。

③情報公 開審議会は靴会議で進行 して、必要の時書 面でできる。

④外部委員に対 しては予算の範囲中で手当、旅費その他必要な経費 を支給す ることがある。
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⑤委員会設置運営に関 してこの規則 に規定 しない事項は請願および訴訟事務処理規則に付 く。

第4章 不服救済手続 き

第14条(異 議 申立)① 請求者が情報公開 と係わった非公開または部分公開の決定に対 して不服

が ある時には評価院 か ら情報公開可否の決定通知を受けた 日または第17条 第3項 の規定による

非公 開の決定があることで見る 日か ら30日 以内に評価院 に文書別表9で 異議 申立ができる。

②評価院は異議 申立を受けた 日か ら7日 以内にその異議 申立に対 して決めて彼結果 を請求者 に

透か さず文書で通知 しなければならない。ただ、やむを得 ない事 由で決め られた期間以内に決 め

ることができない時にはその期間の満 了である翌 日か ら起算 して7日 以内の範囲で延ばす こと

ができるし、延長 事由を請求者 に通知別表10に 基づ く。

③請 求者は異議 申立が閣下または棄却の決定が出れば、関連法律 に基づいて行政審判または行政

訴訟 を申し立てることができる。

④情報公開事務処理吹いては異議 申立 に対する処理状況を異議 申立処理台帳別表11に 記録維持

しなければならない。

第5章 情報公開決定通報お よび方法

第15条(情 報公開請求書の受付 など)① 情報公 開請求で(口 述公開請求含み)別 表4、5は 総務部

で受 け付けて、受付即時請求者 に接受証を交付す る。ただ、直ちにまたは 口述処理が可能な情報

や郵便模写電送情報通信網 によって情報公開請求書を受付

一時には接受証を交付 しない ことがある
。

② 口述 として情報の公開を請求受ける場合 には担当職員 な どが請求者 との面談を通 じて情報公

開請求調書を作成 してここに請求者 と一緒に記名捺印 しなけれ ばならない。

③総務部は請求 された内容 を所管部署 に透か さず移送 しなけれ ばならない し、この場合処理主体

は原則的に該 当部署になる。

④総務部は情報公開請求に対す る処理状況結果など関連事項を情報公開処理台帳別表7に 記録

維持 しなければならない。

第16条(情 報公開処理)① 情報公開を請求受 けた部署は10日 以内に請求内容、関連法令な どを総

合的に検討 して公開可否を決 めなけれ ばならない。

②本の規定第10条 各戸 に該 当する事項中やむを得 なく公 開可否 を判断 しなければ場合、情報公

開審議会の審議 を経った後公開可否 を決めなければな らない。(改 正2004.12.29)

③第2項 の場合情報公開を請求受 けた部署 は 「検討意見書」を添付 して総務部に情補空改心議 会

開催 を要求 しなければならない し、この場合該 当部所長 は審議会に参加または書面で審議時意見

を召命す ることがで きる。

第17条(情 報公開決定通報な)① 情報公開の請求がある時には請求を受けた 日から10日 以内に公

開可否を決めなければな らない。

②やむ を得 ない事由で第1項 で決 めた期間以内に公開可否 を決 めることができない時にはその

期 間の満 了である翌 日か ら起算 して10日 の範囲内で公開可否決定期間を延 ばす ことができる。
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この場合延長事実 と延長事 由を請求者に透か さず文書別表6で 通知 しなけれ ばな らない。

③情報公開を請求 した 日か ら20日 以 内に公 開可否 を決めない時には非公開の決定があるこ とと

みる。

第18条(公 開方法)① 院長 は情報の公開を決 めた 日か ら10日 以内に請求者 に情報 を公開 しなけ

れ ばならない。

②情報の公開は次の各号の方法にす る。

1.文書図面写真な どは閲覧または写本 の交付

2.フ ィル ムテープな どは視聴 または印画物複製物の交付

3.マ イクロフィルムスライ ドなどは視聴閲覧または写本複製物の交付

4.電 子的形態 で保 有管理す る情報 などはファイル を複製 して電子 メールで送付、

媒体 に保存 して提供、閲覧視聴または写本 出力物の交付

③第1項 の規定 によって情報 を公開す る時 には他人の知的所有権、私生活 の秘密その他に他 人の

権利または利益が不 当に侵害 されないよ うに留意す る と限 り

である。

④情報の公開 は指定 された 日時および場所で閲覧視聴す るよ うにす るとか写本複製物の交付お

よび電子 ファイル の発送な どによる。

⑤情報を公開す るにおいて当該情報 の原本が汚染または毀損 される恐れがある場合は、当該情報

の写本などを公開することができる。

⑥請求者 が多数 とか評価院が定例的または随時露す る行政情報 はインターネ ッ トを通 じて公 開

す ることがで きる。

⑦公開請求 され た壌夷過多で正常な業務遂行 に著 しい差 し支 えをもた らす恐れがある場合 には

一定期間別で分 けて交付す るとか閲覧 と竝行 して交付す ることができる
。

⑧請求者 が電子的形態で公開す ることを要請 した場合 には情報の電子的形態によ り、保有、管理

の可否によって電子的形態で公開す ることができる。

第19条(情 報公 開の時請求者の確認)① 請求 された情報の公開は請求である本であるまたはその

代理人に しなければな らない。

②第1項 の規定によって情報を公開す る時には次の各号の仕分けに よる身分証人であぶよって

請求である本 であるまたはその正 当な代理人なのを確認 しなければな らない。ただ、情報を公開

す るにおいて本であるまたはその正当な代理人なのを確認する必要がない時には、そ うではない。

1.請求である本人に公開する時には請求者 の住 民登録証その他 にその身元 を確認す ることがで

きる身分証明書(請 求者が外国人 である時にはパ スポー ト外国人登録証その他 に法であるまたは

団体 なのを確認す ることができる証明書)

2.請 求者 の法定代理人 に公 開す る時 には法定代理人 なのを証明す ることができ る書類 と代理人

の住民登録証その他にその身元を確認することができる身分証明書

3.請 求者の任意代理人に公開す る時 には別表8の 委任状 と請求であるおよび担 当人の住民登録

-85-



証 その他にその身元を確認 する ことができる身分証明書

③情報通信網を通 じて情報 を公 開す る場合請求である本であるまたはその代理人の身元 を確認

す る必要がある時には第2項 の規定 にもかかわらず電子サイ ンな どを通 じてその身元 を確認 し

なけれ ばな らない。

第20条(即 時処理が可能な情報の公開)① 直ちに公開の可能な情報は手続 きを通 さなくて公 開

しなければな らない。

②各部署 の情報公開処理担当者 は即時公開 をす る場合そ うい う事実 と事由な どを総務部 で通知

して情報公開処理台帳に記録 され ることができるよ うにしなければな らない。

第21条(費 用負担)① 公開決まった情報 を公開す る場合には請求者 から情報の公開お よび郵送

な どに必要 となる費用別表3を 現金で輸納 しなければな らない。

②情報公 開に必要 となる費用 は第1項 の規定に もかかわ らず次の各号の1に 該 当する場合、費

用を減免す ることができる し、その減免割合は別表2の ようである。

1.非 営利の学術公益団体または法人 が学術や研究 目的または行政監視のために必要な情報を請

求 した場合

2.教 授教師または学生が教育資料や研究 目的 に必要な情報 を所属機関の長の確認 を受 けて請求

した場合

3.そ の他 に院長が公共福利 の維持増進 のために減免が必要だ と認 めた場合

③第2項 の規定によって費用減免 を申 し込む時には減免事由に関する疎明資料 を添付 しなけれ

ばな らない。

第22条(運 営管理)院 内情報処理事務処理部署は毎年末情報公 開運営実態表12を 作成 して、関

係省庁お よび監督官庁な どの提 出要求がある時提出 しなければな らない。

付則(2004.11.22)

第1条(施 行 日)この規定は院長 が決 めた 日か ら施行する。ただ、第9条 第1項 は2005年7月30

日か ら施行す る。

第2条(他 の規定の改正)院 規管理規則中、次のように改正す る。

事務局総務部位置欄 中 「労社協議会運営規則」の次に 「行政情報公開に関す る規則」を新設する。

付則(2004.12.29)

第1条(施 行 日)この規定は院長が決 めた 日か ら施行する。

[別紙]

公 共機関の情報公 開に関す る法律

第12条(情 報公開審議会)① 国家機 関、地方 自治体お よび政府投資機 関管理基本法第2条 の規定

に よる政府投資機 関(以 下 「国家機 関等」 とい う)は第11条 の規定による情報公開可否な どを審

議 するために情報公開審議会(以 下 「審議会」 と言 う)を設置運営する。

②審議会は委員長1人 を含 んで5人 ない し7人 の委員 で構成す る。
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③審議会の委員長 を除いた委員は所属公務員 、役人 ・職員または外部専門家 で指名 または委嘱す

るが、その うち2分 の1は 該 当す る国家機関等 の業務ま たは情報公開の業務 に関す る知識 を持 っ

た外部専門家に委嘱 しなければな らない。ただ、第9条 第1項 第2号 お よび第4号 にあたる業務

を主にす る国家機 関は該当す る国家機 関の長が外部専門家 の委嘱割合を別 に決 めるが、最小限1

人以上は委嘱 しなけれ ばな らない。

④審議会 の委員長は第3項 に規定 された委員のよ うな資格 を持 った者の中で国家機関な どの長

が指名 または委嘱する。

⑤第23条 第4項 および第5項 の規定は審議会の委員 に対 してこれ を準用す る。

⑥審議会の運営お よび機能な どに関 して必要な事項は国会規則最高裁判所規則憲法裁判所規則

中央

第17条(費 用負担)② 法第15条 第1項 および第2項 の規定によって情報通信網 を通 じて電子的形

態で公 開す る時 には公共機 関(地 方 自治体お よびその所属機 関を除 く)の長銀業務負担を考慮 し

て第1項 本文の規定による行政 自治部令が定 める金額 の範囲の中で手数料 の金額 をつ けるわけ

決めることができる。

第18条(異 議申立)① 法第18条 第1項 お よび法第21条 第2項 の規定による異議 申立は次の各号

の事項を記載 した書面にしなければな らない。

1.申 請者 の名前、住民登録番号お よび住所(法 であるまたは団体の場合 にはその名称、事務所ま

たは事業所の所在地 と代表者 の名前)と 連絡先

2.異 議 申立の対象になる情報公開可否決定の内容

3.異 議 申立の主旨および理由

4.情 報公開可否の決定通知を受けた 日または非公開決定がある 日

②公共機 関は法第18条 第2項 手がか りの規定 によって異議申立決定期間の延長 を通知する時に

は通知書 に延長事由、延長期間な どを具体的に記載 しなけれ ばな らない。

③公共機関は法第18条 第3票 の規定によって異議申立を閣下または棄却する定める時には決定

理由、不服方法お よび不服手続 きを具体的 に明示 しなければな らない。

④公共機関は異議 申立に対す る処理状況 を異議 申立処理台帳 に記録 、維持す るとす る。

第21条(会 議お よび議決定足数)② 委員会の会議 は在籍委員過 半数の出席 で気に止 めて出席委

員過 半数の賛成 により議決す る。

公共機関の情報公開に関す る法律施行令

第11条(情 報公開審議会)① 国家機 関、地方 自治体お よび政府投資機 関管理基本法第2条 の規定

による政府投資機 関(以下 「国家機関等」 とい う)は業務性格や業務 量等を考慮 して法第12条 の

規定 による情報公開審議会(以 下 「審議会」 と言 う)をその機関または所属機 関に1個 以上設置、

運営 しなけれ ばな らない。

②審議会は次の各号の事項 を審議す る。

1.公 開請求された情報の公開可否 を決 めにくい事項
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2.法 第18条 お よび法第21条 第2項 の規定 による異議申立

3.そ の他に情報公開制度の運営に関す る事項

③審議会の委員の任期 は2年 に して、1次 に限 って連任す ることができる。ただ、公務員である

委員の任期はその職位 に在職す る期間にす る。

④審議会の委員中公務員ではない委員に対 して は予算の範囲の中で手当て、旅費、その他 に必要

な経 費を支給することができる。

⑤ この零 に規定 された こと外 に審議会 の運営に関 して必要な事項は審議会が設置 された国家機

関等の長が決 める。

第17条(費 用負担)③ 次 の各号の1に あたる場合 には法第17条 第2項 の規定によって手数料を減

兔す ることができる。

1.非 営利の学術、公益団体 または法人が学術や研究 目的または行政監視のために必要な情報を請

求 した場合

2.教 授、教師または学生が教育資料や研 究 目的に必要な情報を所属機関の長の確認 を受けて請求

した場合

3.そ の他に公共機関の長が公共福利の維持、増進のために減兔が必要であると決 めた場合

公共機関の記録物管理に関する法律施行令

第12条(記 録物の分類)① 公共機 関は記録物 を記録水お しろい類基準表 によって処理科別、単位

業務別で分類 して記録物登録台帳 に記録す る。

②記録水お しろい類基準表は中央記録物 の管理機 関および特殊記録水の管理機関の長(法 第6条

1項 の規定によって特殊記録水 の管理機 関を置 くことができる機関が特殊記録物の管理機関を設

置 しない時には該 当公共機関の長)が これ を作成 して官報または公報に告示 しなけれ ばならない。

ただ、記録物分類基準表を電算で管理する場合、該当電算資料を情報通信網 に提供 した時にはこ

れ を告示 しない ことがある。

改正2003.2.11

③第2項 の規定にかかわ らず第3条 各号の1に 該当す る公共機 関の記録物分類基準表は中央記録

水の管理機関お よび特殊記録水の管理機 関の長が特別に収集、保存す る必要があると指定、告示

した永久保存記録物を除きあって公共機 関の長が決 める。

④記録物分類基準表には処理科学技術官 コー ド、機能分類番号、保 存分類機 与えたおよび記録物

の検索に必要な特殊 リス トの指定等に関す る事項が含まれなけれ ばならない。

⑤記録物 の機能分類番号は別表1の 機能分類基準によって大機能、中機能、小機能、単位業務、

単位事案 の5段 階で区分 して付与す るが、単位事案 に対す る機能分類番号は前 もって決 めな く

て第13条 第4項 の規定による年度別記録物別登録連番で替える。

⑥公共機 関は職制改正または機能 の新設、廃止等で記録水お しろい類基準表の変更が必要だ と認

め る時には行政 自治部令が定 めるところによって透か さず記録物分類基準表変更 申請書 を中央

記録水の管理機関または特殊記録水の管理機関の長に提出 しなければならない。ただ、行政 自治
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部令が定める記録水おしろい類基準表の変更は所管公共機関が行って透かさずその内容を中央

記録水の管理機関または特殊記録水の管理機関の長に知らせなければならない。

⑦公共機関は記録水おしろい類基準表または東変更申込書を作成するにおいて業務内容が秘密

に管理されなければならない必要がある時にはあって単位業務名または単位事案名に名前を付

け、当該記録物分類基準表関連資料を秘密で分類して管理

しなければならない。
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表一覧

表 Ⅲ-1初 ・中等教育機 関の公示情報範囲、公示回数およびその時期

表 Ⅲ-2高 等教育機 関の公示情報範囲、公示回数お よびその時期

表 Ⅲ-3NCES産 出物の様式

表 Ⅳ-1お 知 らせ広場の情報公開の現況

表 Ⅳ-2研 究広場の情報公開の現況

表 Ⅳ-3情 報広場の教育課程および教科書分野の情報公開の現況

表 Ⅳ-4情 報広場の教育評価分野の情報公 開の現況

表 Ⅳ-5情 報広場の国家試験分野の情報公開の現況

表 Ⅳ-6情 報広場 の中等教師任用試験分野 の情報公 開の現況

表 Ⅳ-7情 報広場 のKICE国 際教育動向分野の情報公開の現況

表 Ⅳ-8開 かれた広場 の大学修学能力試験分野 の情報公 開の現況

表 Ⅳ-9開 かれた広場 の教育課程分野の情報公開の現況

表 Ⅳ-10開 かれた広場の教科書分野情報公開の現況

表 Ⅳ-11開 かれた広場の教育評価分野情報公 開の現況

表 Ⅳ-12開 かれた広場 の国家試験分野の情報公開の現況

表 Ⅳ-13大 学修学能力試験の情報公開現況

表 Ⅳ-14KICEの 情報公開の現況

表 Ⅳ-15民 願 申し込み受け付けの現況(2007年1月 ～2008年7月)

表 Ⅳ-162008年 度 国会議員請求資料 目標 および回数

表 Ⅳ-17公 共機 関の情報公開に関する法令分析

表 Ⅴ-12008学 年度大学修学能力試験の情報公示項 目お よび指針表

表 Ⅴ-2基 本研究課題の情報公示項 目お よび指針表

表 Ⅴ-3KICEの 情報公示項 目および指針表

表 Ⅴ-4KICEの 情報公開請求手続きお よび指針表

表 Ⅴ-5韓 国教育課程評価院の行政情報公開に関する規則改正(案)
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〈表Ⅲ-1〉 初等 ・中等教育機関の公示情報の範囲、公示回数 およびその時期
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〈表Ⅲ-2〉 高等教育機関の公示情報 の範 囲、公示回数お よびその時期
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〈表Ⅲ-3〉NCES産 出物の様式

-95-



記号:XXこ の様式で必ず生産す る資料
Xこ の様式で生産 され る事を考慮する資料

1一 番優先的 に提供 され る資料

2す べての資料(型式は自由)
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○許可書類と機関の組合

機関の類型 許可書類の類型

議会 了解覚書

連邦代理人8) 了解覚書

IES職 員 事務所 の書約書は了解覚書きの代わ りをす る。資料 を得 し
たすべて の職員は資料保安 プログラムの 日誌 に署名 しな

ければならない

非連邦代理人/集団/機関 許可証

州 と地方代理人 許可証

研究所 許可証

資料収集の契約者 契約書相議許可証 テンプリト

契約者 契約書相議許可証 テンプリト

予備 アンケー トの調査 契約書相議許可証 テンプリト

分析契約者 許可証

公式要請 チ ェ ック リス ト

(1)機関が接近を願 う資料の名前

(2)使用制限資料に接近を必要 とする統計的研究プロジェクトに対する敍述

(3)Senior Officialの 肩 書 き と名 前

(4)Principal Project Officer(s)の 肩 書 き と名 前

(5)シ ステム保 安管理者の肩書 き と名前

(6)専門家または技術支援職員の肩書きと名前

(7)予想 され る貸 し出 し機 関(5年 を超過 しない事)

許可書類チ ェ ック リス ト

適切な許可書類を検討する

許可を受ける代行機関または機関の名前を適当な空の間に書き入れる

Senior Official(ま たは適 当な政府公務員)の 許可証 に署名す る

Principal Project Officerが 許 可 証 に署名 す る

署名された許可証の原本をIES資 料保安プログラムに提出する

秘密維持誓約書チ ェ ック リス ト

州資料に接近する各職員と下部契約業体職員からの公証受けた秘密維持誓約書を貰う

秘密維持誓約書のすべての質問に答えを書く

公証受けて書名された秘密維持誓約書の原本をIES資 料保安プログラムに提出する
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保 安計画様式チェ ック リス ト

保安手続きを検討する

保安計画様式を作成する

IES資 料保安プログラムに書名 された保安計画の原本 を提出す る

最終産出物パ ッケー ジの内容

新 しく許 可を受 けた人は次を含む最終産出物パ ッケー ジを受ける
・原本許 可証の複写本

・秘密維持誓約書の複写本

・資料 の使用でプロジェク ト職員 を助 けるための手段的資料 と州資料に対す る説 明があ

るデー タベース、データファイル を伴 う資料 は次 を含む
－警告/制限ラーベル

－貸 し出 し締 日

許可証書チ ェ ック リス ト

資料使用権者 は資料を保存す る所 と等 しい施設 で許可 ファイルを維持 しなければな ら

ない。 ファイル は次の項 目たちを含んでいる。

－IESデ ー タ保 安事 務 室か ら貴方 が貰 ったe-mailの 複 写本

－許 可証 とそ の付着 物

(1)研 究 に対す る説 明

(2)Privacy Act of1974(5U.S.C.552a)、IES-特 定 な法

(3)保 安手 続 き

－許可書類に対する改訂

－公証受けた秘密維持誓約書の複写本とデータに対する接近出来るすべての個人の最

近名簿
－資料使用権者の提出された保安計画様式の複写本

すべてのプロジェク ト職員 はこの資料 を読んで理解す ることである。州資料 に接近可能

なすべての個人 は要求 されてい る保安注意事項 と手続 きに対 して充分に知覚 しなけれ

ばな らない。(これ は研究責任者の責任である)

研 究出版チ ェ ック リス ト

研究責任者はIES資 料保安プログラムで使用制限資料に基礎は情報を含め各出版物の

最終複写本を提出 しなけらばな らない。

研究責任者が万が一出版物が個人識別の情報を公開すると判断された場合には研究責

任者 は事前に(出版物が配布 され る前に)IESの 検討のためその出版物の複写本を提出 し

なければならない。IESに よる何 らの公開可能性がない と公式的に通知 され るまで大衆

に流布することを延期 しなければならない。とても小 さな量のデー タを使った出版物で

も一般人に公開する以前に検討のためにIESに 該当の出版物 を提出 しなければな らな

い(IESは 一般的に一週間以内にすべての出版物 を明瞭にす る)
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On-Site検 査チ ェ ック リス ト

万が一現場調査が実施 され る場合、IESは 要求 され る保安手続 きによる違反可否 を公知

す る
－指摘 されたすべての違反事項 を改善する

－資料使用権者 は改善方法 を書面でIESに 通報 しなければな らない

プ ロジェク ト研 究員 の追加採 用チ ェ ック リス ト

プ ロジェク ト研究員 の追加採用 をIESに 通報する

改訂 を要請す る書信 と一緒に追加研究員 のための公証受けた秘密維持誓約書 を含 む

IESは 許可証書内容 の改訂要請に対す る承認可否 を伝達 しなければな らない

プ ロジェク ト研究員の減員に対 してIESに 通報す る

該当研究員 の秘密維持誓約書は “無効” と表示す るとか廃棄 しなければな らない

IESは 許可証書内容 の改訂要請に対する承認可否 を伝達 しなければな らない

追加 的データベ ース要請 チェ ック リス ト

(1)要請す るアンケー ト調査の名称

(2)使用制限資料 を必要 とす る研究の 目的

(3)データベースに近付 くよ うになる研 究者達の名前

許 可期 間満 了チェ ック リス ト

資料の使用が必要なプロジェク トが終わったことを書面でIESに 知 らせな さい

公認 されたメール を通 じてIESに 資料の原本を返還 しな さい

IESに 追加的なデータベース資料 と文書を返還 しなさい

分析する分析する ところ使われたすべての資料関連書類 とコンピュー タ中の写本 、ファ

イル の切れな どを破棄 しな さい
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行動

要求 され る手続きの検討

使用制限資料手続きマニュアルの複 写本 を貰 う

マニュアル を検討する

許可証 のための申請

次の内容 をIES資 料保安プログラムに提 出する

公 式的 な要請

(1)アンケー ト調査の名称

(2)使用制限資料が必要な統計研究プ ロジェク トに対す る説明。

なぜ使用制限資料が必要に対する説明

どんなに統計研究プロジェク トが、アンケー ト調査が遂行 した特定の 目的 と一致

す るかに対す る説明

(3)Senior Offcialの 肩書 きと名前

(4)Principal Project Officer(s)の肩書き と名前

(5)システム保安管理者 の肩書き と名前

(6)専門家/技術支援職員 の肩書き と名前

(7)予想貸 し出 し機関(5年 を過 ぎない範囲)

IES資 料保安プ ログラムの中で3つ 項 目を送 りなさい

1)許可書類－完成 され署名 された許可書類(または了解覚書き(MOU))

2)秘密維持誓約書 －

(a)秘密維持誓約書を遂行す る個人が保安手続 きと許可に対 して読んで理解す る

よ うに確実にする

(b)支援す る職員を含むすべてのプ ロジェク ト職員 の完成、書名 された公証受け

た秘密維持誓約書

3)保安計画書
－保安計画書 を完成 して書名す る

。地域的条件によって発生す る追加的保安事項

を加入する

要求 され る許可行動

許可ファイルの維持

許可を受けた施設でファイル を保管する

(1)IES資 料保安プ ログラムか ら受 けたe-mail

(2)許可書類 と3つ の付着物

(3)許可書類 に対す る改訂内容

(4)すべての秘密維持の誓約書

(5)資料使用権者が提出 した保安計画書

すべ てプ ロジェク ト職員はこの文書が保管 されている場所をわかる事

-100-



行動

研究出版物 の提出

(1)大 衆に流布する前に個人識別情報を公開する恐れがある各出版物の複写本 をIES

に送 る。IESは 資料使用権者 の出版物が公開かの うか どうかに対す る許可可否 を公式的

に通報す るで しょう

(2)使用制限資料 に基礎 した情報 を含 まれている各出版物の最終複写本 をIESに 送 る

現場調査の実施

(1)現場調査 を遂行 した後、IESは 保安手続 きによる違反事項可否 を公式的に通報す

る

(2)すべて確認 された保安違反 は修 正 されなければな らない

(3)資料使用権者 は修正 された保安方法を書面でIESに 通報 しなければな らない

許可証の改訂

万が一許可証の条件 にある変化で もあれば資料使用権者はIESに 通報 しなけれ ばなら

ない

(1)新 しいまたは離職するプロジェク ト職員がいる場合 にはIESに 通報 しなければな

らない

(2)新 しい職員 は秘密維持誓約書を作成 しなければな らない。離職 した職員の秘密維

持誓約書は破棄 されるとか取 り消 しされなければな らない

(3)プロジェク ト目的な産出物の変化内容はIESと 締結 され ている契約 内容 の改訂 を

必要 とする

(4)デー タベースの変更または追加的な資料使用がある場合IESと 締結 してい る契約

内容の改訂が必要

許可期間の満 了

(1)研究プロジェク トが完了すればIESに その事実 を公式的 に報告 しなけれ ばな らな

い

(2)認 証受 けたメールを通 じてIESに 州資料の原本 を返還す る

(3)追加 的で使用 したデータ資料 と文書 をIESに 返還す る

(4)使用制限資料を含む出版物の最終複写本 を数回検討 し、 これ をIESに 提 出する

(5)使用制限資料 のすべて印刷資料 を破棄 し、 コンピュー タ上で使用制限資料 を使 い

なが ら残 されたすべての跡 を完全 に削除 しなければな らない
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〈表Ⅳ-1〉 お知 らせ広場の情報公開の現況
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〈表Ⅳ-2〉 研究広場 の情報公開の現況
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<表Ⅳ-3>情 報広場の教育課程お よび教科書分野の情報公開の現況

<表Ⅳ-4>情 報広場の教育評価分野の情報公開の現況
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〈表Ⅳ-5〉 情報広場の国家試験分野の情報公開の現況
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〈表Ⅳ-6〉 情報広場の中等教師任用試験分野の情報公 開の現況
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〈表Ⅳ-7〉 情報広場のKICE国 際教育動向分野の情報公開の現況

〈表Ⅳ-8〉 開かれた広場 の大学修学能力試験分野の情報公開の現況

〈表Ⅳ-9〉 開かれた広場の教育課程分野の情報公開現況

〈表Ⅳ-10〉 開かれ た広場の教科書分野の情報公開の現況

〈表Ⅳ-11〉 開かれ た広場の教育評価分野の情報公 開の現況
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〈表Ⅳ-12〉 開かれた広場の国家試験分野の情報公 開現況
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〈表Ⅳ-13〉 大学修学能力試験の情報公開の現況
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〈表 Ⅳ-14〉KICEの 情 報公 開 の現況
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〈表 Ⅳ-15〉 民願 申 し込 み 受付 の現況(2007年1月 ～2008年7月)
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〈表Ⅳ-16〉2008年 度国会議員請求資料 目標お よび回数
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〈表Ⅳ-17〉 公共機 関の情報公開に関する法令分析
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〈表 Ⅴ-1〉2008学 年度大学修学能力試験 の情報公示項 目お よび指針表

〈表Ⅴ-2〉 基本研究課題 の情報公示項 目お よび指針表

*研究課題名 クリック時pdfフ ァイルまたは韓国語ファイルを見 るこ とが出きるように

**研 究責任者 ク リック時研 究責任者情報公 開ページに繋 ぐよ うに責任者 が外部人の場合は例外

***主管部署 クリック時主管部署ページに繋がるように
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〈表 Ⅴ-3〉KICEの 情報公示項 目お よび指針表

*実績 をクリックした らpdfフ ァイルまたは韓国語 ファイル を見 るこ とが出きるように

〈表 Ⅴ-4〉KICEの 情報公開請求手続 きおよび指針表
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〈表Ⅴ-5〉 韓国教育課程評価院の行政情報公開に関する規則改訂(案)
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「別表1」 初等 ・中等教育機 関の公示情報 の範囲、公示回数お よびその時期(第3条 第1項 関 連)
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*備 考

1.公示機 関:表 では「初等 ・中等教育法」お よび他 の法律 によって設立 した学校 中、小学校課程(公

民学校除外)

2.

3.
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「別表2」 高等教育機 関の公示情報範囲、公示回数お よびその時期(第4条 第1項 関連)
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「別表3」 自発的情報公 開の目録お よび公表方法

「別表4」 情報公開費用 の減免比率

「別表5」 手数料
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「別表6」 情報公 開請求書

-136-



「別表7」 情報公 開口述請求書
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「別表8」 公 開可否の決定期間の延長通知書
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「別表9」 情報公開処理台帳

*記載内容

1.“情報内容”項 目には請求人が公開を請求 した情報 を記載す る

2.“公開形態”項 目には閲覧・視聴、写本 ・出力物、電子 ファイル、複製 ・印画物な ど請求人 が公

開を要請 した形態を掲載す る。

3.“決定区分”項 目には公開・部分公開 ・非公開な ど公共機 関で決定 した事項 を記載す る

4.“公開内容”項 目には公開で決定 した」情報を掲載す る

5.“非公 開(部分公開)内容および事 由”項 目には公共機 関で非公 開または部分公 開で決定 した情

報内容を記載 し、情報別非公開(部分公 開)事由を記載す る

6.“備考”項 目には請求人が異議 申請 をした場合やその他特異事項がある場合記載 する
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「別表10」 情報公開委任 状
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「別表11」 情報公開(非公開)決定異議 申請書
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「別表12」 異議申請決定期 間延長通知書
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「別表13」 異議申請処理台帳

*受付番号は情報公開処理台帳に記載された受付番号を記載する
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「別表14」 情報公開運営実態

1.情 報公開窓口設置現況

2.公 開請求および処理現況

1)統括

2)請求方 法別現況

3)公 開方法別現況

4)公 開可否決定期間別現況

3.処 理現況 目録
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4.非 公開(部分公開)事由別現況

5.不 服 申請お よび処理現況

1)総括

2)異議申請お よび処理現況

3)行政審判の結果現況

*異 議申請の処理台帳は、複写 と大体することができる。

4)行政訴訟の結果現況

6.情 報公開制度の改善事項
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李明博政府の

科学技術基本計画(577戦 略)

「2010年 度施行計画」
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Ⅰ.概 要

1.樹 立意義

○ 「李 明博 政府 の科 学基本技術 計画」移行 のた めに科 学技術基本 法 に基 づいて年度別 施行計

画(Rolling Plan)を 汎部処的 に樹立推進

※科学技術基本法第7条:毎5年 ごとに科 学技術 基本計画樹 立，毎年度別施行計画樹 立

〈李明博政府の科学基本技術計画(577戦 略)、 ‘08.8.12〉

投 入

5%投 資 国家総研究開発投資GDP対 比5%達 成

過 程

7大 重点分野

R&D

① 主力基幹事業

② 新事業創出

③ 知識基盤サービス

④ 国家主導技術

⑤ 現案関連分野

⑥ グローバルイシュー対応

⑦ 基礎 ・基盤 ・融合

システム

① 世界的科学技術人材

② 基礎源泉研究振興

③ 中小・ベンチャー技術革新

④ 科学技術国際化

⑤ 地域技術革新

⑥ 科学技術下部構造

⑦ 科学技術文化

成 果

7大 科学技術強国実現
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2.対 象機関/事 業

○対象機関:科 学技術政策，国家研究開発事業を施行している22個 中央行政機関(14部 ・

8庁)

※地自体は「地方科学技術振興総合計画(‘08～ ‘12)」の施行計画で行き

○対象事業:577戦 略50個 重点推進課題関連政策および事業

①R&D事 業:重 点推進課題 と関連 した事業

② 非R&D事 業:科 学文化拡散など

③ 非予算事業:科 学技術政策、制度改善

R&D事 業(予 算 ・基金)

非R&D事 業(予 算 ・基金)

政策 ・制度改善な ど(非予算)

〈除外〉

○秘密 に分類 した国防研究事業

○人文社会系の研究事業

○国公立(研)・出演(研)基 本事業(人件費 ・経常経費)な ど

○基本計画部門に含まれてない事業

○投資規模:10兆5,041億 ウォン(※部署別提出施 行計画基 準)

※ ‘10年施 行計画部 署別 投資計画 はp.23付 け1参 照

※ ‘10年施行計画 投資規模 分析 資料 はp.49付 け3参 照
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Ⅱ.2010年 度 の 重 点 推進 方 向

〈重点方向〉

① 創造型基礎源泉研究強化

② 未来新しい成長動力投資拡大

③ 貯炭所緑成長研究開発強化

④ 国民安全公共部門研究開発サポー ト拡大

〈主要施策〉

○5%投 資達成

－政府:‘10年 度政府R&D予 算案13 .6兆 ウォン(10.5%増 加)

－民 間:税 制支援 な どを通 じた民間R&D投 資拡大誘道

※新 しい成長動力産業お よび源泉技術分野当期分R&D費 用 に対 す る税額控

除率 を世界最高水準である20%、25%(中 小企業30%、35%)に 拡大

○7大R&D集 中育成

－総6兆3
，724億 ウォ ン投 資、 ‘09年5兆7，296億 ウォ ン対 比11.2%増 加

※ 国家主導技術2兆4，251億 ウォン、新 しい産業創 出のための核心技術9，909

億 ウォン、主力基 幹事業技術4，650億 ウォ ンな ど

○7大 システムの先進化

－総4兆819億 ウォ ン投資 、 ‘09年3兆7，085億 ウォン対比10.1%増 加

※人材養成5，385億 ウォ ン、地域技術革新力量強化8，629億 ウォ

ン、出演(年 間)安 定的人件 費 拡大:50%→60%、 基礎研 究 投資拡 大

29.3%→31.3%内 外 な ど

1.創 造型基礎 ・源泉研究強化

○基礎 ・源泉研究投資拡大

－政府 のR&D予 算で 占める基礎研究投 資比重 を ‘09年29 .3%か ら ‘10年31.3%内 外

に拡大

※政府R&D予 算 の中、基礎研 究投 資比重:(‘09)29.3%→(‘12)35.0%

○草根 基礎研究力量強化のた めの個人研 究サポー ト大幅 に拡大

－創 意的研 究成 果のための個 人 ・小規模 基礎研究サポー ト拡大
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※個人研 究サポー ト30%増 額:(‘09)5，000億 ウォン→(‘10)6，500億 ウォ ン

※理 工系分 野個人 ・小規模研 究支援 の受恵対象者:(‘09)6千 名→(‘10)約7千 名

－知識創 出の産室で あ る大学の研 究機 能 の向上のために新進 教授
、女性 お よび地域大

学教授 な ど特 定グルー プ と一般 教授 の理工学分野基礎研 究活動 の支援 を大幅拡大

※新進研究者 の基礎 研究 費支援(教 科部):(‘09)400億 ウォン→(‘10)621億 ウォ

ン

※一般研究者 の支援事業(教 科部):(‘09)2，948億 ウォ ン→(‘10)3，550億 ウォ ン

○基礎 研究活性 化のための環境造成

－世界最高水準 の基礎 ・源 泉研 究 を遂行す る研 究拠 点構築 とこれ を土台で大韓民国を

代表す る世界最高水準 の源泉技術確保 のために ‘グ ローバル フロンテ ィア研 究開

発事業 ’を本格着 手(150億 ウォ ン，新規)

－基礎研究事 業を分野別 で組職体 系化す るために研 究者 中心の基礎研 究支援環境構

築

※善導研 究センター の支援事 業(教 科部):(‘09)900億 ウォ ン→(‘10)1，052億

ウォン

※基礎研 究室 の支援(教 科部)(100億 ウォン、新規)

2.未 来新 しい成長動 力の投資拡 大

○未来 の成長 を主導 す る新 しい成 長動力分野のR&D投 資拡大

※新 しい成長動力 の投資:(‘09年)1.5兆 ウォン→(‘10)1.8兆 ウォン

－ ロボ ッ ト
，超高效率 ク リー ン自動車(Green car)，バイオ医療機器 な ど未 来の新産業分

野 の成長動力確保のた めのサポー ト拡大

※産業源泉技術 開発投資 の拡大(地 経部)(5，308億 ウォン→6，295億 ウォン水準)な ど

－次世代技術革新 の主導 と未 来新産業 を新 たにつ くる先端 融合技術 開発 強化

※未来有望融合 技術パ イオニア事業(120億 ウォ ン→160億 ウォン)、新 技術 融合型成

長動力事業(430億 ウォ ン→535億 ウォン)(教科部)な ど

－文化 コンテ ンツデザイ ンな ど知 識基盤 サー ビス の新 しい成 長動 力化 のた めの技術 開

発 拡大

※融合型 コンテ ンツ技 術開発(文 化部)(550億 ウォン→685億 ウォ ン)な ど

－市場規模 が急激 に拡 が るこ とで予想 され る新薬保 健医療分野 の技術開発拡 大

※保健 医療技術研究 開発(1281億 ウォン)、 癌征服推進研 究開発事業(110億 ウォン)、

細胞応用研 究事業(76億 ウォン→150億 ウォン)(福 祉部)な ど

○産業競争力 向上のための技術革新力量強化

－対 日貿易逆調 改善のための核 心素材 競争力強化支援な ど部品素材技術 開発支援拡大

※部 品素材 競争力の 向上(地 経部):(‘09)3，217億 ウォン→(‘10)3，587億 ウォン
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－地域の 中小企 業の技術 革新力量 向上 のた めの産学研 共 同R&D支 援強化

※産学研 の共 同R&D(中 企庁):(‘09)977億 ウォン→(‘10)1，097億 ウォン

3.低 炭素緑色成長の研究開発強化

○温室ガスを2020年 排 出展望値備 え30%ま で減縮 す るた めに緑技術 投資を ‘12年 度 ま

で ‘08年度対 比2倍 拡大す る政策基調維持

※緑色技術 投資:(‘09)1.9兆 ウォ ン→(‘10)2.2兆 ウォ ン

※2010年 緑色技術 の研 究開発施行計画 の樹立(‘10.3月)を 通 じた緑色 技術分 ポー トフ

ォ リオ提示

○ ‘低炭素緑色成 長 ’を裏付 けるための核心緑技術開発

－親 しい環境新 しい再生エネル ギー及びエネルギー效率向上技術 開発積極支援

※新 しい再 生エネル ギー技術 開発(2，400億 ウォ ン)、 エネル ギー資源技術 開発(2，100

億 ウォ ン)(地 経部)な ど

－気候 変化対応 基礎源 泉研 究サ ポー ト拡大

※気候 変化対応 の基礎源 泉技術 開発(126億 ウォン→170億 ウォ ン)、 二酸化炭素低減

及 び処理技術 開発(92億 ウォン)(教 科部)、気候変化対応研 究開発(山 林庁)(30億 ウォ

ン→34億 ウォン)な ど

－緑色経営の構 築お よび緑色技術有望分野育成 な ど中小企業 の支援 強化

※緑色産 業の中小企 業支援(350億 ウォ ン)、既存 ‘生産環境革 新技術開発 事業 ’を ‘製

造現場緑色化 技術 開発事 業 ’で拡大改編:(‘09)247億 ウォ ン→(’10)327億 ウォン

(中企庁)な ど

－緑色新技術創 出のための体系的 な融合研 究拡大

※新 技術融合産 業な ど新 しい成長動力産業の支援(地 経部)(247億 ウォン)な ど

○緑色技術 先進 化 を導いて行 く核心人材養成支援

－核 心緑色技術人 才養成 を通 じる緑色成 長動力確保

※2009年 か ら2013年 まで1.1兆 ウォンを投入 し、約10万 名 の核 心緑色人材養成(緑

色人力養成方案 の施行 計画樹 立、 ‘10.3、緑色成長委)

※エネル ギー資源 人材養成(地 経 部)(109億 ウォ ン)、 緑色成 長人材育成(教 科部)(15

億 ウォン、新規)な ど

－緑色技術 と関連 した特性 化 大学院 を選 定支援 す るな ど大学(院)の 緑色 教育及び研 究

機能強化

※2012年 まで13個 緑色 専門大学院支援 、緑色成長分 野専門大学院の育成(15億 ウォ

ン、新規)(教 科部)
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4.国 民安全 ・公共部門研究開発支援の拡 大

○災難災害 、新種疾病，食 品安全 な ど国民の体感 度が高い生の質向上関連R&D投 資拡大

－ 自然災害 な どを効率的 に予防 ・管理す るための防災R&D拡 大

※防 災技術(47億 ウォン→49億 ウォ ン)、 自然災害低減技術(39億 ウォ ン→51億 ウォ

ン)開 発(防 災庁)な ど

－高齢化 お よび新種イ ンフルエ ンザ対応 技術開発 な ど社会的懸案解 決 のためのR&D分

野支援

※新種 プル な ど免疫 ワクチ ン開発(40億 ウォン→150億 ウォン):6個 →28個 課題(福

祉部)な ど

－公共福祉安 全分野の基礎源泉研 究及 び産業製 品化 のための実用的 な技術 開発

※ 公 共 福 祉 安 全研 究 事 業(教 科 部)(50億 ウォ ン，新 規)、QoLT(Quality of Life

 Technology)技 術 開発(地 境 部)(90億 ウォン、新規)な ど

○ 民間が しに くい核融合 、宇宙 開発 な ど大規模 国策事 業サポー ト拡大

※大規模 国策事業投資(教 科部):(‘09)1，572億 ウォ ン→(‘10)1，695億 ウォン

－宇宙分野基礎源 泉研 究及 び核 心技術 開発に対す る投資 を拡大 して、国内の独 自技術 で

韓 国型 發射体(KSLV-II)開 発 の本格 に着手

※基礎源 泉 ・核 心技術 開発(80億 ウォ ン→120億 ウォン)、 衛星体開発(741億 ウォン)

※韓 国型 發射体(KSLV-2):(‘10)153億 ウォン、‘10～ ‘18、総1.5兆 ウォ ン(教 科部)

－未 来有 望エネル ギー源 で核 融合反 応 を通 じて大容 量の電気生産 可能性 を工学的 に最

終実証す るための国際核融合 実験 路(ITER)共 同開発事業 を継続 的に推進

※国際核 融合実験路共同開発事 業(‘10):634億 ウォン(教 科部)、894億 ウォン(地 経

部)

※ITER建 設 事業費の参加 分担金:(‘10)1，528億 ウォ ン、総事 業費(‘04～ ‘15)総

1.5兆 ウォン
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Ⅲ.2010年 度 主 要 推 進 計 画

1.5%投 資達成

□政府 のR&D投 資拡 大

○政府 のR&D投 資 を ‘12年 まで ‘08年対比1.5倍 拡大す るとい う計画 に よって ‘10年

度 に もR&D投 資 を継続拡 大

－ ‘10年R&D予 算 は ‘09年12 .3兆 ウォ ン対比10.5%増 額 された13.6兆 ウォ ン

(単位:兆 ウォ ン)

区 分20082009201020112012計

国 家財 政運 用 計 画11.112.313.614.916.668.5

〈部 署 別R&D予 算(‘09～ ‘10)〉

(単位:億 ウォ ン)

部 署 別
‘09予 算 ‘10予 算 増 減

金 額 比率(%)

教育科学技術部 38，975 43，558 4，583 11.8

知識経済部 40，002 44，062 4，060 10.1

防衛事業庁 16，090 17，962 1，872 11.6

国土海洋部 5，468 5，760 292 5.3

中小企業庁 4，895 5，607 712 14.5

農村振興庁 4，333 4，580 247 5.7

保健福祉家族部 2，774 3，078 304 11.0

農林水産食品部 2，169 2，357 188 8.7

環境部 1，973 2，142 169 8.6

文化体育観光部 494 601 107 21.7

国務総理室 3，401 3，811 410 12.1

その他 2，863 2，886 23 0.8

総合計 123，437 136，403 12，966 10.5

□民間R&D投 資拡大

○民間R&D投 資に対す る税制支援の強化

－新 しい成長動力、源泉技術分野のR&D投 資税額控除強化など
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〈R&D投資税額控除率改善案〉

現 行

一般企業 R&D当 期 分 ×(3～6%)

orR&D増 加 分 ×40%

中小企業 R&D当 期 分 ×25%

orR&D増 加 分 ×50%

一般

現行維持 R&D当 期 分 ×

20%

R&D当 期 分 ×25%

現行維持 R&D当 期 分 ×25%

○中小企業の技術開発製品優先購買制度改善などR&Dの 商用化支援

－地方 自治体公共機関の購買目標の割合を上向き調整*し て機関評価の ときにR&D製 品

の購買実績反映比重を強化**

*例:現 行5%→10%

**(現 行)評 価方式を購買 目標の割合 を達成のとき満点付与→(改 善)購 買の 目標割合

の超過達成度によって加算点付与

○大企業 ・公共機関など需要機関の購買を条件に技術開発を推進する “購買条件付き緑色

R&D事 業”を継続的に拡大*

*購買機 関の継続的に拡大、緑色R&D課 題の積極に発掘 ・支援など

○サー ビス産業のR&D投 資および基盤拡充

－知識基盤サービス産業分野の企業附設研究所の新規導入

*人的、物的要件、各種支援制度の適用基準を用意

－サービス分野の研究開発を遂行する “研究開発サービス企業”を育成して中小サービ

ス企業のR&D需 要を支援

*研究開発サー ビス産業の総合育成計画の樹立 ・推進

○企業敷設研究所の技術革新力量の強化

－企業附設研究所の申告及び認証体系、事後(死 後?)管 理な ど制度全般に対す る改善

(関連法令整備)*

*認証制→登録制転換の推進、企業附設研究所総合管理システムの構築など

－企業附設研究所対象の技術経営コンサルティング推進

－ベンチャー企業研究所の企業附設研究所認定条件(認 定制限期間の廃止)緩 和

□R&D投 資効率化の推進

○部署別重点政策およびR&D投 資の優先順位 に当たるように戦略的投資強化

－教科部(基 礎研究)、知経部(新 しい成長動力)、文化部(CT産 業)、福祉部(保 健医療)、

気象庁(気 候変化対応)な ど

○世界水準の知識創出と国家研究力量向上のための先進型研究支援体系の構築

－先進化のための関連法規定*の再改訂推進
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*国 家研 究開発事業 の共 同管理規 定(結 果評 価の多様化 、誠実失敗制度、公告期間 の拡

大)な ど

－ 「教科部研 究事業先進化方案*」を2010年 度教科部 の各R&D事 業施行計画 に反映 して推

進

*研 究企画、評 価、執行管理 、成果管理 な ど4大 分 野の20個 課題発掘

○国家R&D成 果の技術移転お よび事業化 な ど研 究成果活用 の促 進

－研究企画 か ら源泉技術確保
、技術移転 までの先循 環が 円滑 に推進 され るよ うに関連機

関間 の協業体 系構 築な ど研 究成果拡散 を総合調整 し、大型研 究成果物 の特許設計 ・権

利化 を支援す る ‘基礎研 究成果 の活用支援事 業 ’推進(30億 ウォン、新規)

□7大R&D全 般

○ ‘10年総6兆3，724億 ウォ ン投資 、 ‘09年5兆7，296億 ウォン対比11.2%増 加

○7大 部 門の中で国家主導技術(2兆4，251億 ウォ ン)、 新 しい産業創 出のた めの核心技術

(9，909億 ウォ ン)の 投資規模 が一番 大きい、主力基幹 産業技術 が他 の部門に比べて一番

大き く増加(前 年 比33.2%)

〈7大R&D分 野別施行計画予算(‘09～ ‘10)〉

(単位:百 万 ウォン)

7大R&D分 野 09予 算 10予 算
増減

金 額 比率(%)

主力基 幹産業技術 の高度化

(自動 車 ・造 船、機械 ・製 造公程 、半導

体な ど)

348，995 465，0-5 116，020 33.2

新 しい産 業創 出 のた め の核 心技 術 開

発 強化(次 世代 システ ムS/W、 がん診

断 ・治療な ど)

919，646 990，902 71，256 7.7

知識基盤サービス産業の技術開発拡

大(融合型 コンテンツ、先端物流など)
224，214 234，309 10，095 4.5

国家 主 導 技 術 の核 心 力 量 の確 保(宇

宙 ・航空 、原 子力 ・核融合 、国防な ど)
2，195，036 2，425，112 230，076 10.5

現案関連特定分野の研究開発強化(引

受共通伝染病、部品・素材 など)
825，376 918，161 92，785 11.2

グ ローバ ル課 題 関 連研 究 開発 の推 進

(新 しい再 生エネル ギー、気候 変化 の

予測 ・適応 な ど)

910，345 970，376 60，031 6.6

基礎 ・基盤 ・融合技術 開発 の活性化(バ

イオチ ップ ・セ ンサー 、知能型 ロボ ッ

トな ど)

305，966 368，570 62，604 20.5

総合計 5，729，578 6，372，445 642，867 11.2
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2.7大R&D分 野別の推進計画

①主力基幹産業の技術高度化(4，650億 ウォン)

○自動車 ・造船、機械製造公程など主力基幹産業の高度化のための核心技術開発

※清浄製造基盤産業の源泉技術開発事業(知経部)、プラン ト技術高度化事業(国 土部)、

ナノーメガ トロニックス技術開発事業(教科部)な ど

○次世代の半導体 ・ディスプレー ・移動通信分野の高附加価値化および世界市場支配力

維持のための核心技術開発

※次世代情報ディスプレー技術開発、周波数資源再開発基盤の構築(知経部)な ど

②新 しい創出のための核心技術開発の強化(9，909億 ウォン)

○先端医療技術分野の最高力量を取り揃えたグローバルR&Dハ ーブ造成

※新薬開発支援センター(教 科部)、 医療機器開発支援センター(知経部)、実験動物セ

ンター(福祉部)な ど

○国民の生命健康増進のための新薬保健医療分野の源泉技術開発

※保健医療技術研究の開発、癌征服推進研究開発事業(福祉部)、細胞応用研究事業(教

科部)な ど

○次世代システムS/Wお よびコンピュータな どIT基 盤新産業分野の有望技術の創出

※SW/コ ンピュータ産業源泉技術の開発、次世代通信ネットワークの産業源泉技術開

発(知 経部)な ど

③知識基盤サービス産業の技術開発拡大(2，343億 ウォン)

○文化コンテンツ、デザインなど知識基盤サービス産業に対するR&D支 援を通 じて知識

サービス産業の新 しい成長動力化

※融合型コンテンツ技術開発(文 化部)、 デザイン技術力向上、知識サービスUSN産

業源泉技術開発(知 経部)な ど

○産業生産性の向上のための知識基盤技術開発

※先端物流技術開発(国 土部)な ど

④国家主導技術の核心力量の確保(2兆4，251億 ウォン)

○宇宙技術、核融合など巨大科学に対する持続的の投資拡大と成果創出支援

※韓国型発射体の開発、原子力技術の開発(教 科部)、航空宇宙部品技術の開発(知 経

部)、 国際核融合実験での共同開発(教科部、知経部)な ど

○国民生活環境の改善、生命 ・財産安全確保など共益目的の達成と先端

産業化が同時に可能な先端建設 ・交通 ・物流技術の開発

※建設技術の革新事業、未来都市の鉄道技術の開発(国 土部)な ど

-158-



○自主国防力量の強化と国際競争力ある先端武器体系の開発および輸出基盤構築のた

めの国防科学技術の確保

※国防研究開発(放射庁)な ど

⑤懸案関連特定分野の研究開発の強化(9，182億 ウォン)

○新種プルー、鳥類インフルエンザ(AI)な どの国家危機型伝染病 ワクチ ン開発など新種

疾病に対して能動的に対処することができる新薬保健技術の開発

※免疫ワクチンの開発、引受共通伝染病人体感染対応の技術開発(福 祉部)な ど

○対 日貿易逆調改善のための核心部品素材競争力強化の支援およびエネルギー利用高

效率化技術の開発など産業関連懸案研究開発

※部品素材産業競争力の向上(知 経部)、 親環境エネルギー節減技術お よびバイオ代

替エネルギーの開発(農 業振興庁)な ど

○農林産物の付加価置を高めて農林食品の生命産業育成のための技術開発

※農林技術の開発、農林バイオ技術の産業化支援(農林部)な ど

⑥ グローバル課題関連研究開発の推進(9，704億 ウォン)

○気候変化対応、新再生エネルギー開発など持続可能なグローバル成長のための関連技

術の開発

※気候変化対応の基礎源泉技術開発(教科部)、新再生エネルギー技術の開発(地 境部)、

未来有望緑色環境技術産業化の促進(環境府)、 自然災害低減技術の開発(防 災庁)、

気候変化対応研究の開発(山 林庁)、気候変化予測のテクニカルサポー トおよび活用

研究(気象庁)な ど

⑦基礎 ・基盤 ・融合技術開発の活性化(3，686億 ウォン)

○新 しいマ ッケー ト先行獲得、未来源泉特許創出などのための有望融合技術および胎動

期源泉技術の開発

※新技術融合型の成長動力事業、未来有望融合技術のパイオニア事業(教 科部)、ロボ

ット産業源泉技術開発の事業、産業技術融合産業源泉技術開発の事業(知 経部)な ど

3.7大 システムの先進化 ・効率化

ア.7大 システムの全般

○ ‘10年総4兆819億 ウォン投資、‘09年3兆7，085億 ウォン対比10.1%増 加
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〈7大 シ ステ ム分 野別 の施 行 計 画 の 予 算(‘09～ ‘10)〉

(単位:百 万 ウォ ン)

7大 システ ム分野 09予 算 10予 算
増減

金 額 比率(%)

世界的科学技術人材の養成・活用 505，202 538，450 33，248 6.6

基礎源泉研究の振興 942，542 1，135，559 193，017 20.5

中小 ・ベ ンチ ャー企業 の技術革新支援 800，629 849，959 49，330 6.2

戦略的科学技術の国際化 126，385 144，107 17，722 14.0

地域技術革新力量の強化 866，463 862，934 -3
，529

-0.4

科学技術の下部構造の高度化 387，802 432，802 45，000 11.6

科学技術の文化拡散(生 活化) 54，856 89，050 34，194 62.3

科学技術の文化拡散(社 会的役割増大) 24，580 29，031 4，451 18.1

総合計 3，708，459 4，081，892 373，433 10.1

イ.7大 システム分野別の推進計画

①世界的科学技術人材の養成 ・活用(5，385億 ウォン)

○未来有望産業 を先導する科学技術人材の体系的要請

－科学英材の早期発掘と体系的教育で次世代核心科学技術リーダーの養成

※科学英材教育機関の支援(教科部):(‘10)308億 ウォン

－優秀な女性科学技術人力の效率的養成

※女性科学人力の採用目標制推進、女学生工学教育の善導大学支援事業、女性工学

技術人材の養成、女性科学技術者-女学生メン トリングプログラム(教科部)な ど

－大学 と研究現場の連携を通 じる人材養成のシナジー創出

※学縁協力事業(教科部)、 臨床医科学者養成(福祉部)、 山林科学基礎研究支援(山

林庁)な ど

※大学-出 演(年 間)交流活性化のための制度整備(法 律、施行令改訂)

○科学技術人力の幼稚及び活用促進

－産業需要を反映したオーダーメー ド型人材養成の拡大

※国内外の連携融合型創意人才の養成(文 化部)、全力新再生人材の養成(知 経部)、

産業専門人力の力量強化(知経部)、 環境技術専門人材の養成支援(環境部)な ど

－科学技術人力の多様な分野進出を通じる活用性向上

※高経歴の科学技術者の活用支援、理工系人力仲介センター支援(教科部)な ど

○出演(年 間)研究員の専門性向上お よび研究力量の強化
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－出演(年 間)PBS人 件 費を ‘09年50%か ら ‘10年60%で 拡大(‘11年70%目 標)

※基 礎 技術 研 究会 お よび所 属 出演 研 究 機 関:(‘09)54.4%(1，887億 ウォ ン)→

(‘10)66.9%(2，359億 ウォン)

※産 業 技術 研 究会 お よび所 属 出演研 究機 関:(‘09)46.3%(1，862億 ウォ ン)→

(‘10)54.5%(2，226億 ウォン)

－海外優秀研究人力(個 人 グループ単位)誘 致

※国際研 究人力の交流(教 科部):世 界的研究セ ンター3個 推進 お よび優秀海外 人力

30人 の招聘

②基礎 ・源泉研究 の振興(1兆1，356億 ウォン)

*各 部署 が提 出 した基礎研 究事業の予算で ある し、基礎 ・応用 ・事業化 が混在 されたR&D

予算 は含 まれて ない

○創 意的 ・挑戦的基礎 ・源泉研究 の拡大

－政府R&D予 算 の中で基礎研 究比重の拡大:(‘09)29 .3%→(‘10)31.3%内 外

※政府R&D投 資の中で基礎研 究比重の 目標:‘09年29.3%→ ‘12年35%

※政府R&D投 資の中で源泉研 究比重 は ‘11年度 予算 か ら算 出(財 政部)

－草根 基礎研 究の力 量強化のた めの創 意的 ・個人 ・小規模基礎研究 のサ ポー ト拡大

※大学 の個人研究支援(5，000→6，500億 ウォン)、 基礎研究室支援の事業(100億 ウ

ォン、新規)な ど

－理 工系教授 の個人 ・小規模研 究受恵 率を25 .4%に 拡大

※新進研究者 の基礎研究費支援:(‘09)400億 ウォン→(‘10)621億 ウォン

○創意的 ・挑戦 的研 究支援 のための評価 ・管理制 度構 築

－研究事業予算 の決 まった割合 に対 してPMが 自律的 に課題選定

－卓越 な研 究成果 を果た した研 究課題 に対 して評価 指標 にかか わ らず研 究者 の後 続

研 究 を支援す る制度用意

③ 中小 ・ベ ンチ ャー技術革新 の支援(8，500億 ウォン)

○緑 ・新 しい成 長動力産業 な ど有望分野 の集 中投資

－中小企業型 の有望緑 技術*を 土台 とした緑産業 の中小企 業の支援(350億 ウォ ン)お

よび新 技術 融合産 業な ど新 しい成長動力産業 の支援(247億 ウォン)

*8個 産業群 、50個 戦略 品 目、117個 緑 有望技術 な ど

－既存 の ‘生産環境革新技術 開発事業 ’を ‘製 造現場緑化 技術 開発事業 ’に拡大改編:

(‘09)247億 ウォン→(‘10)327億 ウォ ン

○研 究開発成果 の事業化 お よび創 業支援

※技術 移転 事業化促進事業(443→476億 ウォ ン)(知 経部)、 創 業保育技術開発(100億

ウォン)(中 小企業庁)
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○技術 開発製品の売 り口連携支援 の強化

－購 買機 関 の購 買 を条 件 で支 援 す る購 買条 件 付 き の技 術 開発 サ ポー トの拡 大:

(‘09)450億 ウォ ン→(‘10)600億 ウォン

※参加機 関の拡大:(‘09)公 共機 関38個 、大企業109個 →(‘10)公 共機 関40個 、

大企 業130個

－緑分野購 買条件付 きR&D拡 大:(‘09)100億 ウォン→(‘10)200億 ウォ ン

○地域 中小 企業の技術 革新 力量向上 のた めの産学研 共同R&D支 援強化

※産学研共 同の技術 開発:(‘09)977億 ウォン→(‘10)1，097億 ウォ ン

④戦略的科学技術の国際化(1，441億 ウォン)

○ グローバル研 究室選 定、海外優秀研究機 関誘致 な ど海外優秀科学者お よび研究機 関 と

の共同研 究活性 化の支援

－海外碩学 との核 心基礎 ・源 泉技術分野の共 同研 究 を遂行す るグローバル研究室事業

の推進

※緑 技術 分野の5個 な ど新 規 グローバル研 究室6個 選 定計画

－韓 国パ スツール(研)の 新薬候補物 質創 出のための最 適化研 究支援 お よび国際 ワク

チ ン研 究所運 営の支援

※国際共 同研 究、海外優秀研 究機 関の誘 致、韓 国パ スツール研 究所 の運営な ど

○原 子力 、宇 宙分野 な ど大型研 究開発 事業 に対す る国際共助 の拡大

※原 子力 国際協力基盤 造成 事業(教 科部)、 科学お よび宇宙分野 の国際協力強化(外 交

部)な ど

○HFSP*、GBIF、OECDな ど多者 間の科学技術協議体 および 国際機 関の科 学技術 協力活動

の積極参加

*HFSP(Human Frontier Science Program、G7国 家中心の ライ フサイエ ンス先端 プ ロ

グラム)

※GBIF(Global Biodiversity Information Facility， 生物 多様性 情表示 で)総 会 の国

内開催(‘10.10)

⑤地域技術革新力量の強化(8，629億 ウォン)

○5+2広 域経済圏中心の地域産業発展お よび科学技術人力養成 を通 じて地域経済活性化

の支援

※広域先導産業 の育成(地 境部)、 広域 経済圏先導産業 の人材養成(教 科部)な ど

○地域別 産 ・学 ・研 ・官 の間のネ ッ トワー ク強化お よび クラスタ構築 を通 じて地域革新

力量 の内在化

※産学協力の活性化(教 科部)、 産 業集積 地競争力 の強化(知 経部)な ど
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○地域の特性を考慮した地域密着型技術開発の支援で地域産業の自生的基盤を用意

※地域戦略産業の育成、地域特化産業の育成(知 経部)、 地域R&D力 量強化(国土部)

など

⑥科学技術下部構造の高度化(4，328億 ウォン)

○国家研究施設 ・装備拡充および運営管理の先進化などを通じる研究施設 ・装備の戦略

的活用極大化

※研究装備の開発および分析技術の高度化事業、重粒子アクセレレーター技術の開発

事業、陽性子基盤工学技術の開発事業(教科部)、 共同研究基盤構 築(知 経部)な ど

※国家研究施設 ・装備拡充2010年 度推進計画の樹立(’10.3月)

○微生物、動物、植物、人体生物資源など生命資源の体系的な確保および総合管理体系

の構築

※研究素材支援事業(教 科部)、生物資源地域拠点銀行の運営(福 祉部)、農業生物資源

多様性の確保および高附加価値農畜産物の開発(農 業振興庁)、山林生物資源の確保

および保全基盤構築(山 林庁)、疾患モデル動物資源ハーブ(食 品医薬品安全庁)な ど

○緑技術情報分析体系の構築、緑技術政策企画体系の構築など緑技術情報総合システム

の構築

○国家競争力強化のための知識財産の創出 ・活用 ・保護強化および標準開発の支援

※国家R&D特 許成果管理、地域知識財産競争力向上(特 許庁)、情報通信標準開発の支

援(知 経部)な ど

⑦-1科 学技術文化の拡散(生 活化)(891億 ウォン)

○放送、新聞、インターネ ッ トなど多様な媒体を通じる科学技術疎通体制の構築

－映像媒体と印刷媒体を通 じる科学文化コンテンツ製作の支援、科学技術ポータルの

運営およびサイエンスTVチ ャンネルの支援

○体験、講演参加 など多様な形態の科学文化行事の開催

－家族科学祭り(4月) 、大韓民国科学祝典(8月)、 地域科学祭 り(年中随時)な ど

※ 大 韓 民 国科 学 祝 典 で は緑 技術官運営 を通 じて観 覧客 に緑技 術(Green

-Technology)を 理解す ることができる機会提供および緑市民(Green-Citizen)

育成に寄与

－数学 と科学の興味を高めるため ‘学校で行 う生活科学教室’の施行回数をふやして

教育水準を向上

○国立中央科学館の国家科学技術展示品体験センター完工および国立大邱・光州科学館

建築及び展示工事の推進
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⑦-2科 学技術文 化の拡散(社 会的役割増 大)(290億 ウォン)

○科学文化振興企画 ・調 査 ・研 究 な ど科学文化活動の体系的推進 のた めの基盤 造成

※科 学文化調 査研 究(教 科部)な ど

○気候変化 、エネル ギー、疾病 、食糧 、水 な どグローバル課題 関連国民の理解 を増進の

ための研究推進お よび疎通 チ ャンネル 用意

※ グローバル課題 の国民理解 増進(教 科部)な ど

○研究機 関のGRP*活 動サポ ー トお よび研 究倫理情報提供 な どを通 じる望ま しくて責任

ある研 究倫理 の確立

*GRP(Good Research Practice):“ 正 しい研 究遂行”

○金 曜 日に科 学 タ ッチな ど研 究開発広報 を通 じて研 究 に対す る国民的共感 台 を形成 し

て、科学的素養 を増大 させ る大衆 の研 究開発理解事業 の推進

Ⅳ.2010年 度 の推 進 日程

□2009年 度科学技術基本計画 の推進実績 の報告(‘10.4)

※2010年 度予算確定後 、 ‘施行計 画の予算変更 ’事 項は 「科学技術基本計画2009年 度推

進実績」

□2011年 度 国家研究 開発予算 の配分方 向の設 定(‘10.7)

□科 学技術 基本 計画2011年 度施行計画 の樹 立(‘10.12)
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【付録】

1.施 行計画推進機 関お よび部署別10大 分野の投資計画

2.重 点推進課題 別(50個)の 投資計画

3.施 行計画 の投資規模分析

-165-



付録1)施 行計画の推進機関および部署別10大 分野の投資計画

① 行計画の推進機関

部門 課題数 推進機関

科学技術投資の拡大および効率化 4 教育科学技術部，国土海洋部

企画財政部，文化体育観光部

国家重点科学技術の開発 7 教育科学技術部，国土海洋部

気象庁，農林水産食品部，

農村振興庁，文化体育観光部

防衛事業庁，保健福祉家族部

山林庁，消防防災庁，食品医薬品安

全庁，知識経済部，

環境部

世界的科学技術人材の育成 ・活用 6 教育科学技術部，教育科学

技術部，保健福祉家族部，

山林庁，食品医薬品安全庁，知識経

済部，環境部

基礎源泉研究の振興 5 教育科学技術部，国土海洋部

防衛事業庁

中小 ・ベ ンチ ャー企業 の技術革新支援 4 教育科学技術部，食品医薬品安全

庁，中小企業庁，知識経済部

戦略的科学技術の国際化 5 教育科学技術部，国土海洋部

外交通商部，知識経済部

地域技術革新力量の強化 5 教育科学技術部，国土海洋部

保健福祉家族部，山林庁，

知識経済部，環境部

科学技術の下部構造の高度化 5 教育科学技術部，農林水産

食品部，農村振興庁，保健

福祉家族部，山林庁，食品

医薬品安全庁，知識経済部，特許

庁，環境部

科学技術の文化拡散(生活化) 6 教育科学技術部

科学技術の文化拡散(社 会的役割増大) 3 教育科学技術部

合 計 50 関連中央行政機関

*部 問別 細部 内容 は 「李 明博政府 の科学技術基本計 画」(‘08.8)参 照
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②部署別10大 分野の投資計画

分

野部署

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) 総合計

教育科

学技術

部

41，412 652，325 339，772 1，090，960 12，000 95，375 205，885 139，734 89，050 29，031 2，695，544

国土海

洋部
800 548，192 11，000 1，620 11，500 573，112

気象庁 45，083 45，083

企画財

政部
2，474 2，474

農林水

産食品

部

175，447 3，510 178，957

農村振

興庁
296，203 59，620 355，823

文化体

育観光

部

5，100 76，450 3，500 85，100

防衛事

業庁
1，294，017

33，599

1，327，616

保健福

祉家族

部

228，682 1，250 39，265 3，300 272，497

山林庁 36，807 3，000 800 16，409 57，016

消防防

災庁

20，559- 20，559

食品医

薬品安

全庁

52，161 324 300 470 53，255

外交通

商部

0

中小企

業庁
768，140 768，140

知識経

済部
2，780，653 186，254 69，519 47，112 598，464 99，196 3，781，198

特許庁 94，295 94，295

環境部 165，866 4，300 7，020 16，268 193，454

総合計 49，786 6，372，450 538，450 1，135，559 849，959 144，107 862，934 432，802 89，050 29，031 10，504，123

(1)科 学技術 投資の拡大お よび効 率化、(2)国 家重 点科学技術 開発 、(3)世 界 的科学技術 人才

養成活用 、(4)基 礎 源泉研究振 興、(5)中 小ベ ンチャー企業技術革新 支援 、(6)戦 略 的科学技

術 国際化、(7)地 域 技術革 新力量強化、(8)科 学技術 下部構 造高度化 、(9)科 学技術 の生活 化、

(10)科 学技術 の社会的役 目増大
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Ⅰ.科学技術投資の拡大および効率化

(単位:百 万 ウォン)

部署 予算 基金 小計 比率(%) 備考

教育科学技術部 37，589 3，823 41，412 83.2

国土海洋部 800 800 1.6

企画財政部 2，474 2，474 5.0

文化体育観光部 5，100 5，100 10.2

総合計 45，963 3，823 49，786 100.0

Ⅱ.国家重点科学技術の開発

(単位:百 万 ウォン)

部署 (2-1) (2-2) (2-3) (2-4) (2-5) (2-6) (2―7) 小計

教育科学技術部 10，000 76，100 350，671 45，700 169，854 652，325

国土海洋部 37，752 25，000 3，000 422，466 59，974 548，192

気象庁 45，083 45，083

農林水産食品部 18，294 157，153 175，447

農村振興庁 33，989 245，813 16，401 296，203

文化体育観光部 76，450 76，450

防衛事業庁 1，294，017 1，294，017

保健福祉家族部 167，441 56，109 5，132 228，682

山林庁 33，388 3，419 36，807

消防防災庁 20，559 20，559

食品医薬品安全庁 52，161 52，161

知識経済部 417，263 670，078 154，859 357，958 373，537 623，374 183，584 2，780，653

環境部 155，866 10，000 165，866

総合計 465，015 990，902 234，309 2，425，112 918，161 970，376 368，570 6，372，445

(2-1)主 力 基幹産業 技術 高度化、(2-2)新 しい産 業創 出のための核 心技術 開発 強化 、(2-3)知

識 基盤 サー ビス産 業技術 開発 拡大、(2-4)国 家主導技術 の核 心力量確保 、(2-5)懸 案 関連特 定

分 野研 究開発強化 、(2-6)グ ローバル課題 関連研究 開発推進 、(2-7)基 礎 ・基盤 ・融合技術 開

発 活性化
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Ⅲ.世界的科学技術人材の養成 ・活用

(単位:百 万 ウォ ン)

部署 予算 基金 小計 比率(%) 備考

教育科学技術部 300，152 39，620 339，772 63.1

文化体育観光部 3，550 3，550 0.7

保健福祉家族部 1.250 1，250 0.2

山林庁 3，000 3，000 0.6

食品医薬品安全庁 324 324 0.0

知識経済部 85，258 100，996 186，254 34.6

環境部 4，300 4，300 0.8

総合計 397，834 140，616 538，450 100.0

Ⅳ.基礎源泉研究の振興

(単位:百 万 ウォ ン)

部署 予算 基金 小計 比率(%) 備考

教育科学技術部 1，090，960 1，090，960 96.1

国土海洋部 11，000 11，000 1.0

防衛事業庁 33，599 33，599 3.0

総合計 1，135，559 1，135，559 100.0

※知識経済部14代 産業源泉記述開発事業の投資は国家重点科学技術部門に含まれる

Ⅴ.中 小 ・ベ ンチ ャー企 業の技術革新支援

(単位:百 万 ウォ ン)

部署 予算 基金 小計 比率(%) 備考

教育科学技術部 12，000 12，000 1.4

食品医薬品安全庁 300 300 0.0

中小企業庁 610，140 158，000 768，140 90.4

知識経済部 61，900 7，619 69，519 8.2

総合計 684，340 165，619 849，959 100.0
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Ⅵ.戦 略的科学技術 の国際化

(単位:百 万 ウォ ン)

部署 予算 基金 小計 比率(%) 備考

教育科学技術部 95，375 95，375 66.2

国土海洋部 1，620 1，620 1.1

外交通商部 非予算事業

知識経済部 47，112 47，112 32.7

総合計 144，107 144，107 100.0

Ⅶ.地 域技術革新力量の強化

(単位:百 万 ウォ ン)

部署 予算 基金 小計 比率(%) 備考

教育科学技術部 205，885 205，885 23.9

国土海洋部 11，500 11，500 1.3

保健福祉家族部 39，265 39，265 4.6

山林庁 800 800 0.1

知識経済部 598，464 598，464 69.4

環境部 7，020 7，020 0.8

総合計 862，934 862，934 100.0

Ⅷ.科 学技術下部構造の高度化

(単位:百 万 ウォン)

部署 予算 基金 小計 比率(%) 備考

教育科学技術部 116，934 22，800 139，734 32.3

農林水産食品部 3，510 3，510 0.8

農村振興庁 59，620 59，620 13.8

保健福祉家族部 3，300 3，300 0.8

山林庁 16，409 16，409 3.8

食品医薬品安全庁 470 470 0.1

知識経済部 72，678 26，518 99，196 22.9

特許庁 94，295 94，295 21.8

環境部 16，268 16，268 3.8

総合計 383，484 49，318 432，802 100.0
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IX.科 学技術 の文化拡散(生 活化)

(単位:百 万 ウォ ン)

部署 予算 基金 小計 比率(%) 備考

教育科学技術部 55，800 33，250 89，050 100.0

総合計 55，800 33，250 89，050 100.0

X.科 学技術の文化拡散(社会的役割の増大)

(単位:百 万 ウォ ン)

部署 予算 基金 小計 比率(%) 備考

教育科学技術部 11，952 17，079 29，031 100.0

総合計 11，952 17，079 29，031 100.0
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付録2)重 点推進課題別(50個)の 投資計画

Ⅰ.科学技術投資の拡大および効率化

(単位:百 万 ウォン)

Ⅰ-1研 究 開発投資の継続的拡充 部署 予算 基金 小計 備考

○民間R&D投 資拡大の支援 教育科学技術部 － － － 非予算

合計 － － －

Ⅰ-2政 府R&D投 資の戦略的配分 部署 予算 基金 小計 備考

○国家R&D予 算編成の支援 企画財政部 750 750

合計 750 750

Ⅰ-3R&D企 画及び成果拡散システム先進化 部署 予算 基金 小計 備考

○基礎研究成果活用の支援事業 教育科学技術部 3，000 － 3，000

○基礎源泉研究企画審査評価事業 教育科学技術部 25，453 － 25，453

○価額技術総合調整支援事業 教育科学技術部 8，000 － 8，000

○原子力研究企画評価事業 教育科学技術部 －

3，823 3，823

○巨大科学政策館研究企画審査評価事業 教育科学技術部 1，136 － 1，136

○文化技術(CT)基 盤助成 文化体育観光部 5，100
－

5，100

○海洋研究企画事業 国土海洋部 800 － 800

合計 43，489 3，823 47，312

Ⅰ-4研 究者の親和的R&D管 理・評価制度構

築

部署 予算 基金 小計 備考

○民間投資拡大の支援 企画財政部 900 － 900

○国家研究開発事業の評価 企画財政部 824 － 824

合計 1，724
－

1，724

部門系 45，963 3，823 49，786
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Ⅱ.国家重点科学技術の開発

(単位:百 万ウォ ン)

Ⅱ-1主 力基幹産業技術の高度化 部署 予算 基金 小計 備考

○ナノメカ トロニクス技術開発事業 教育科学技術部 10，000 － 10，000

○民軍兼用技術開発 知識経済部 10，630 － 10，630

○繊維産業ス トリーム間協力産業 知識経済部 32，000 － 32，000

○スーパー素材融合製品産業化事業 知識経済部 10，000 － 10，000 新規

○海洋レジャー装備産業競争力強化 知識経済部 3，000 －
3，000

○次世代情報ディスプ レー 知識経済部 10，000 － 10，000

○産業高度化技術開発 知識経済部 67，378 － 67，378

○産業素材産業源泉技術開発事業 知識経済部 87，014 － 87，014

○清浄製造基盤産業源泉技術開発事業 知識経済部 128，362 － 128，362

○高付加価値自転車技術開発 知識経済部 6，400 － 6，400 新規

○知能型自動車商用化研究基盤構築 知識経済部 10，000 － 10，000 新規

○次世代ネ ットワーク基盤構築 知識経済部 －
9，717 9，717

○周波数資源再開発の基盤構築 知識経済部 －
1，283 1，283

○モバイルハバー 知識経済部 20，000 － 20，000 新規

○オンライン自動車 知識経済部 20，000 － 20，000 新規

○EMC技 術支援 知識経済部 －
1，479 1，479

○プラン ト技術高度化事業 国土海洋部 33，252 － 33，252

○先端港湾建設技術開発 国土海洋部 4，500 － 4，500

合計 452，536 12，479 465，015

Ⅱ-2新 産業創出をための核心技術開発強化 部署 予算 基金 小計 備考

○脳科学源泉技術開発事業 教育科学技術部 4，600 － 4，600

○作物遺伝体の機能研究 教育科学技術部 10，200 － 10，200

○水資源の持続的確保技術開発 教育科学技術部 8，800 － 8，800

○生体機能調節物質開発事業 教育科学技術部 8，500 － 8，500

○微生物遺伝体活用技術開発 教育科学技術部 10，000 － 10，000

○細胞応用研究事業 教育科学技術部 15，000 － 15，000

○プロテオミックス利用技術開発事業 教育科学技術部 9，000 － 9，000

○脳機能活用及び脳疾患治療開発研究事業 農林水産食品部 10，000 － 10，000

○高付加価値の食品開発 知識経済部 18，294 － 18，294 新規

○人間機能生活支援知能 ロボット 知識経済部 9，000 － 9，000
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○ユ ビグォ トス コンピュー タ 知識経済部 9，000 － 9，000

○バイオ医療機器産業の源泉技術開発事業 知識経済部 89，128 － 89，128

○電子情報デバイス産業源泉技術開発 知識経済部 － 162，670 162，670

○情報通信メディア産業源泉技術開発 知識経済部 － 61，922 61，922

○QoLT技 術 開発 知識経済部 9，000 － 9，000 新規

○韓国電子通信研究院研究開発支援(R&D) 知識経済部 112，500 112，500

○未来知能型新 しいインプラ企画事業 知識経済部 2，000
－ 2，000 新規

○電波放送衛星源泉技術開発 知識経済部 － 24，350 24，350

○次世代通信ネ ットワーク産業源泉技術開発 知識経済部 －
75，740 74，750

○SW・ コ ンピュー タ産業源泉技術開発 知識経済部 － 114，768 114，768

○保健医療技術研究開発 保健福祉家族部 － 128，127 128，127

○グ リーンコス新素材 ・新 素材 ・新技術研 究開発 支援 保健福祉家族部 6，000 － 6，000 新規

○漢方医薬先頭技術開発 保健福祉家族部 － 6，804 6，804

○機関固有研究事業/国 立癌センター研究所支援 保健福祉家族部 14，700 － 14，700

○癌征服推進研究開発事業 保健福祉家族部 11，810
－ 11，810

○海洋生命工学技術開発 国土海洋部 25，000 － 25，000

○農業生命工学を利用した生物新素材開発 農村振興庁 33，989 － 33，989

合計 304，021 686，881 990，902

Ⅱ-3知 識基盤サービス産業技術開発拡大 部署 予算 基金 小計 備考

○融合型コンテンツ技術開発 文化体育観光部 43，450 25，000 68，450

○スポーツ科学技術開発基盤造成 文化体育観光部 7，000 7，000

○国家図書館知識コンテンツの創造的管理及び拡散 文化体育観光部 1，000 1，000

○デザイン技術力向上 25，300 25，300

○知識サービスUSN産 業源泉技術開発事業 68，469 68，469

○エンジニアリング技術振興 4，400 4，400

○放通融合公共サービス活性化 4，190 4，190

○RFID/USNク ラス タ構築 8，000 9，500 17，500

○情報通信成長技術開発事業 30，000 30，000

○OLED事 業化技術開発 5，000 5，000

○先端物流技術開発 国土海洋部 3，000 3，000

合計 153，619 80，690 234，309
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Ⅱ-4国 家主導技術核心力量の確保 部署 予算 基金 小計 備考

○韓国型発射体開発事業 教育科学技術部 15，355 －
15，355 新規

○科学技術衛星等宇宙核心技術開発事業 教育科学技術部 24，400 － 24，400

○多目的実用衛星開発 教育科学技術部 55，629 － 55，629 新規

○停止軌道複合衛星開発の先行研究 教育科学技術部 2，069 － 2，069

○宇宙センター建設事業 教育科学技術部 18，990 － 18，990

○放射線技術開発事業 教育科学技術部 36，792 － 36，792

○国際核融合実験炉(ITER)共 同開発事業 教育科学技術部 48，372 15，000 63，372

○原子力技術開発事業 教育科学技術部 130，564 － 130，564

○研究炉技術開発事業 教育科学技術部 －
3，500 3，500

○多 目的実用衛星開発 知識経済部 27，500
－ 27，500

○航空宇宙部品技術開発事業 知識経済部 17，000 － 17，000

○ヘ リ技術の自立化 知識経済部 42，414 － 42，414

○スマート無人機/知 識経済フロンティア技術 開発 知識経済部 11，742
－

11，742

○グリンカ等輸送システム産業源泉技術開発事業 知識経済部 88，530 － 88，530

○国際核融合実験炉共同開発事業 知識経済部 － 89，400 89，400

○原子力発展技術開発 知識経済部 － 64，000 64，000

○ナノ融合 常用 化プ ラットホーム促進及 び活 用 知識経済部 5，000 － 5，000 新規

○バイオ化学実用化センター 知識経済部 500 － 500 新規

○中・低順位放射線廃棄物管理技術開発 知識経済部 － 1，379 1，397

○使用後核原料管理技術開発 知識経済部 10，493 － 10，493

○建設技術革新事業 国土海洋部 72，665 － 72，665

○先端都市開発事業 国土海洋部 79，172
－ 79，172

○未来海洋産業技術開発事業 国土海洋部 5，500 －
5，500

○交通体系効率化事業 国土海洋部 51，080 － 51，080

○未来鉄道技術開発事業 国土海洋部 44，036 － 44，036

○未来都市鉄道技術開発事業 国土海洋部 71，076 － 71，076

○航空先進化事業 国土海洋部 38，037 － 38，037

○航空宇宙センター建立事業 国土海洋部 － －

○研究装備開発及びインプラ構築 国土海洋部 29，000 － 29，000

○海洋科学調査及び予報技術開発 国土海洋部 23，700 － 23，700

○大型海洋科学調査船建造 国土海洋部 2，000 － 2，000 新規

○海洋安全及び海洋交通施設技術開発 国土海洋部 6，200 － 6，200

○国防研究開発 防衛事業庁 1，294，017
－

1，294，017

合計 2，251，833 173，279 2，425，112
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Ⅱ-5懸 案関連特定分野研究開発強化 部署 予算 基金 小計 備考

○農林技術開発 農林水産食品部 72，989 － 72，989

○農林バイオ技術産業化支援 農林水産食品部 8，000 － 8，000

○農村開発試験研究 農林水産食品部 1，403
－

1，403

○水?科 学技術開発 農林水産食品部 19，799 － 19，799

○水産研究施設及び船舶管理 農林水産食品部 13，774 － 13，774

○水産試験研究 農林水産食品部 23，826 － 23，826

○水産動物伝染病防疫及び検疫体系構築 農林水産食品部 7，462 7，462 R&D転 換

○水産技術開発研究 農林水産食品部 9，900 9，900

○部品素材産業競争力向上 知識経済部 358，737 358，737

○次世代素材成形 知識経済部 9，000 － 9，000

○製品安全技術基盤助成 知識経済部 3，800 － 3，800

○品質革新基盤構築 知識経済部 2，000 － 2，000

○免疫ワクチン開発 保健福祉家族部 － 15，000 15，000

○研究中心病院構築 保健福祉家族部 － 22，500

○引受共同伝染病人体感染対応技術開発研究 保健福祉家族部 3，060

○疾病管理本部 保健福祉家族部 8，749 8，749

○疾病管理研究支援 保健福祉家族部 － 6，800 6，800

○産業昆虫及び緑景観利用産業化技術開発 農村振興庁 9，062 － 9，062

○無人 自動化及び同食品生産工場システム開発 農村振興庁 9，377 － 9，377

○新機能性農食品及び付加価値向上技術開発 農村振興庁 18，660 － 18，660

○韓食世界化及び伝統食品産業化技術開発 農村振興庁 6，124
－

6，124

○農食品安全性管理技術開発 農村振興庁 9，665
－ 9，665

○国際穀物不足に備える食料安定生産技術

開発
農村振興庁 30，854 － 30，854

○FTA対 応農畜産物競争力向上及び輸出市場

拡大
農村振興庁 104，655 － 104，655

○飼料費節減のための調査料生産技術開発 農村振興庁 5，985
－ 5，985

○ロイヤルティー節減のた めの新品種開発普及 農村振興庁 8，758 － 8，758

○化学肥料・農薬代替資源利用技術開発 農村振興庁 14，370 － 14，370

○資源循環型の親環境有機農業技術開発 農村振興庁 －

○親 しい環境エネルギー節減技術及びバイオ

替資エネルギー開発
農村振興庁 8，297

－ 8，297

○山林病虫害対応技術開発 山林庁 1，656
－

1，656

○人生の質の向上のための山林技術開発 山林庁 9，000 － 9，000

○新成長，新動力育成のための山林技術開発 山林庁 22，732 － 22，732

○食品など安全管理 食品医薬品安全庁 17，510
－

17，510

○医薬品など安全管理 食品医薬品安全庁 15，516 15，516

○医療機器安全管理 食品医薬品安全庁 3，810 3，810

○安全性管理基盤研究 食品医薬品安全庁 10，300 10，300

○有害物質安全管理科学化 食品医薬品安全庁 5，025 5，025 新規

合計 870，801 47，360 918，161
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Ⅱ-6グ ローバル課題関連研究開発推進 部署 予算 基金 小計 備考

○気候変化対応基礎源泉技術開発 教育科学技術部 17，000 － 17，000

〇二酸化炭素低減及び処理技術開発 教育科学技術部 9，200 － 9，200

○次世代超伝導応用技術開発技術 教育科学技術部 10，000 － 10，000

○高効率水素エネルギー製造・保存技術開発事業 教育科学技術部 9，500 － 9，500

○Eco-Enerプ ラ ン ト競争力確保 知識経済部 5，500 － 5，500

○新再生エネルギー設備普及基盤構築 知識経済部 － 3，700 3，700

○電力技術基盤構築 知識経済部 － 15，572 15，572

○電力産業厳選技術開発 知識経済部 － 113，621 113，621

○新再生エネルギー技術開発 知識経済部 40，603 199，448 240，051

○エネルギー資源技術開発事業 知識経済部 210，000 － 210，000

○資源循環及び産業エネルギー技術開発普及事業 知識経済部 34，930 － 34，930

○土壌汚染防止技術開発 環境部 12，149 － 12，149

○国家長期生態研究事業 環境部 1，870 － 1，870

○生物資源保存総合対策 環境部 5，999 － 5，999

○生物資源発掘・分類研究 環境部 7，000 7，000

○野生動物先端研究事業 環境部 500 － 500

○次世代核心環境技術開発事業 環境部 100，246 100，256

○未来有望緑環境技術産業化促進 環境部 4，000 － 4，000 新規

○生活環境調査研究 環境部 3，009 － 3，009

○地球環境調査研究 環境部 2，081
－ 2，081

○交通環境調査研究 環境部 742 － 742

○環境保存調査研究 環境部 6，277
－ 6，277

○環境懸案支援研究 環境部 2，000 － 2，000

○自然生態系管理研究 環境部 7，685
－ 7，685

○地下水環境影響調査研究 環境部 920 － 920

○国家環境試料銀行建立 環境部 1，378
－

1，378

○海洋エネルギー及び資源利用技術開発 国土海洋部 37，510 － 37，510

○海洋環境技術開発 国土海洋部 22，464 － 22，464

○防災技術開発 消防防災庁 4，949 － 4，949

○安全管理技術開発 消防防災庁 2，500 － 2，500

○自然災害低減技術開発 消防防災庁 5，100
－

5，100

○次世代核心消防安全技術開発 消防防災庁 5，200 － 5，200

○災難安全技術R&D基 盤構築事業 消防防災庁 2，810
－ 2，810
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○気候変化対応未来農業技術開発 農村振興庁 16，401 16，401

○気候変化対応研究開発 山林庁 3，419 －
3，419

○気象観測衛星開発事業 気象庁 － －

○気象衛星運営基盤構築 気象庁 13，405 － 13，405

○アシア・太平洋気候ネ ットワーク構築 気象庁 1，800
－

1，800

○観測技術支援及び活用研究 気象庁 2，484 － 2，484

○気象技術戦略開発研究 気象庁 400 － 400

○気候変化予測技術支援及び活用研究 気象庁 1，444
－ 1，444

○予報技術支援及び活用研究 気象庁 2，120 － 2，120

○地震監視技術支援及び活用研究 気象庁 639 － 639

○黄砂監視予測技術支援及び活用研究 気象庁 1，313 － 1，313

○先進気象技術開発研究 気象庁 2，698 － 2，698

○緑成長支援技術開発研究 気象庁 2，000 － 2，000

○気象技術開事業 気象庁 6，600
－ 6，600

○地震技術開発事業 気象庁 3，400 － 3，400

○気候変化監視 ・予測及び国家政策支援強化 気象庁 6，780 － 6，780

合計 638，035 332，341 970，376

Ⅱ-7基 礎 ・基盤 ・融合技術 開発活性化 部署 予算 基金 小計 備考

○未来有望融合技術パイオニア事業 教育科学技術部 16，000 － 16，000

○新技術融合型成長動力事業 教育科学技術部 53，500 － 53，500

○バイオ新薬長期事業 教育科学技術部 12，000 － 12，000

○新薬開発支援センター設立 教育科学技術部 304 － 304

○ナノ素材技術開発 教育科学技術部 8，800 － 8，800

○未来基盤技術開発事業 教育科学技術部 79，250 79，250

○ロボット産業源泉技術開発事業 知識経済部 58，728 58，728

○産業技術融合産業源泉技術開発事業 知識経済部 121，856 121，856

○IT融 合次世代農機械総合技術支援 知識経済部 3，000 3，000

○遺伝子実用化 保健福祉家族部 5，132 5，132

○環境融合新技術開発事業 環境部 10，000 10，000

合計 363，438 5，132 368，570

部門系 5，034，283 1，338，162 6，372，445

-178-



Ⅲ.世界的科学技術人材の養成 ・活用

(単位:百 万 ウォン)

Ⅲ-1科 学英才発掘・育成体系化 部署 予算 基金 小計 備考

○科学英才教育機関 教育科学技術部 － 30，842 30，842

30，842 30，842

Ⅲ-2高 等教育 と研 究開発の連携を

通 じた優秀人材育成
部署 予算 基金 小計 備考

○学連協力事業 教育科学技術部 3，000 － 3，000

○大学教育過程開発研究支援 教育科学技術部 2，200 － 2，200 R&D転 換

○大学教育力量強化 教育科学技術部 40，000 － 40，000

○医科学者育成強化 教育科学技術部 3，000 － 3，000

○人文社会研究力量強化 教育科学技術部 117，472 － 117，472

○大学段階プログラム/創 意的人材

育成
教育科学技術部 2，000 2，000

○蔚山科学技術大学設立支援 教育科学技術部 20，000 20，000 R&D転 換

○大学-出 演(研)交 流活性化のため
の制度整備

教育科学技術部 非予算

○臨床医科学者養成 保健福祉家族部 1，250 1，250 R&D転 換

○山林科学基礎研究支援 山林庁 3，000 3，000

合計 191，922 191，922

Ⅲ-3海 外優秀科学技術人力の誘致・

活用促進
部署 予算 基金 小計 備考

○国際研究人力交流事業 教育科学技術部 13，400 13，400

○大学研究人力国際交流支援 教育科学技術部 4，060 4，060

○国内外連携融合型創意人材育成 文化体育観光部 3，550 3，550

合計 21，010 21，010

Ⅲ-4科 学技術人力の需要志向性及び

進路多様化強化
部署 予算 基金 小計 備考

○理工系専門技術研究支援 教育科学技術部 8，000 － 8，000

○工学教育活性化事業 教育科学技術部 18，300 － 18，300

○緑成長分野専門大学院育成 教育科学技術部 1，500
－

1，500

○理工系人力仲介センター支援事業 教育科学技術部 － 400 400

○専門大学教育力量強化 教育科学技術部 63，750 － 63，750

○産業専門人力力量強化 知識経済部 74，380 74，380

○戦力 ・新再生人力要請 知識経済部 23，050 23，050

○電波放送技術人力養成 知識経済部 2，667 2，667

○超高速情報通信基盤人力養成 知識経済部 3，549 3，549

○情報通信技術人力養成 知識経済部 71，730 71，730

○エネルギー資源人力養成 知識経済部 10，878 10，878

○環境技術専門人力養成支援 環境部 4，300 4，300

○医薬品許可及び製薬産業支援 食品医薬品安定庁 324 324

合計 181，432 101，397 282，828
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Ⅲ-5女 性科学技術人育成 ・支援・活性

化
部署 予算 基金 小計 備考

○女性科学技術人 支援セ ンター設

置・運営事業
教育科学技術部 2，513 2，513

○女性科学技術人力採用目標制 教育科学技術部 非予算

○女性工学技術人力養成(WATCH21) 教育科学技術部 470 470

○WISEプ ロ グラム支援事 業 教育科学技術部 2，000 2，000

○女学生工学教育先頭大学支援事業

(WIE)
教育科学技術部 1，000 1，000

合計 3，470 2，513 5，983

Ⅲ-6科 学技術人力の士気振作 部署 予算 基金 小計 備考

○高経歴科学技術人活用支援事業 教育科学技術部 3，3，99 3，399

○退職科学技術者活用中小企業技術

力量拡充
教育科学技術部 2，466 2，466

合計 5，865 5，865

Ⅳ.基礎源泉研究振興

(単位:百 万 ウォン)

Ⅳ-1基 礎源泉研究投資の戦略的拡

大
部署 予算 基金 小計 備考

○政府の基礎源泉研究投資拡大 教育科学技術部 － － － 非予算

○個人、小規模、新人研究者支援拡

大
教育科学技術部 － － － 非予算

○一般研究者支援事業 教育科学技術部 355，000 － 355，000

○中堅研究者支援事業 教育科学技術部 245，000 － 245，000

○リーダー研究者支援事業 教育科学技術部 50，000 － 50，000

○グローバル プ ロテ ィア事業 教育科学技術部 15，000 － 15，000

合計 665，000 － 665，000

Ⅳ-2研 究者 中心基礎研究支援事業

体系化
部署 予算 基金 小計 備考

○基礎研究室支援 教育科学技術部 10，000 － 10，000

合計 10，000 － 10，000
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Ⅳ-3創 意的 ・挑戦的研究支援強化 部署 予算 基金 小計 備考

○創意的 ・挑戦的研 究支援のための

評価・管理制度構築
教育科学技術部 － － － 非予算

○先頭研究センター支援 教育科学技術部 105，200 － 105，200

合計 105，200 － 105，200

Ⅳ-4大 学の研究力量強化 部署 予算 基金 小計 備考

○基盤型融合緑研究 教育科学技術部 1，200 － 1，200 新規

○2段 階研究中心大学育成事業 教育科学技術部 118，500 － 118，500

○産学協力中心専門大学育成事業 教育科学技術部 12，000 － 12，000

○基礎研究力量強化事業 教育科学技術部 39，060 － 39，060

○世界水準の研 究中心大学(WCU)育

成
教育科学技術部 125，000 － 125，000

○大学研究間接費 教育科学技術部 － － － 非予算

合計 295，760 295，760

Ⅳ-5基 礎源泉研 究の社会的役割強

化
部署 予算 基金 小計 備考

○海洋バイオ基礎源泉技術開発 教育科学技術部 2，000 － 2，000 新規

○公共福祉安全研究事業 教育科学技術部 5，000
－ 5，000 新規

○ コネ ック トコ リア事業 教育科学技術部 3，000 － 3，000

○核融合基礎研究及び人力養成支援

事業
教育科学技術部 5，000 －

5，000

○R&D政 策インプラ事業 国土海洋部 11，000 － 11，000

○国防基礎研究 防衛事業庁 33，559 － 33，559

合計 59，559 － 59，559

部門系 1，135，559 1，135，559
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Ⅴ.中 小 ・ベ ンチ ャー企業技術革新 の支援

(単位:百 万 ウォン)

Ⅴ-1中 小 ・中堅企業 のR&D支 援 拡大 部署 予算 基金 小計 備考

○情報通信企業R&D力 量強化 知識経済部 －
7，619 7，619

○生産現場総合支援事業 知識経済部 6，000 － 6，000 新規

○企業協同型技術開発事業 中小企業庁 18，000 － 18，000

○製造現場緑化技術開発事業 中小企業庁 32，700 － 32，700

○先端研究装備活用事業 中小企業庁 32，600 － 32，600

○中小企業技術革新開発 中小企業庁 279，700 － 279，700

○中小企業商用化技術開発 中小企業庁 75，000 － 75，000

○産学研共同技術開発 中小企業庁 109，700 － 109，700

○公共機関の中小企業技術革新支援

制度運営

中小企業庁 － － － 非予算

○中小企業R&D企 画力量確信事業 中小企業庁 3，000
－ 3，000

合計 556，700 7，619 564，319

Ⅴ-2新 技術ベンチャー創業支援強

化
部署 予算 基金 小計 備考

○学校企業支援支援 教育科学技術部 12，000 － 12，000

○創業保育技術開発 中小企業庁 10，000 － 10，000

○技術集約型ベンチャー創業支援制

度拡大
中小企業庁 49，440 － 49，440

○大学・研究機関の新技術創業促進 中小企業庁 － － － 非予算

合計 71，440 － 71，440

Ⅴ-3技 術移転・事業化支援拡大 部署 予算 基金 小計 備考

○技術移転事業化促進 知識経済部 47，600 － 47，600

○国家技術資産活用 知識経済部 8，300 － 8，300 新規

○開発技術事業化資金 中小企業庁 － 158，000 158，000

○新薬開発R&D製 品化技術支援 食品医薬品安定庁 300 － 300 新規

合計 56，200 158，000 214，200

部門系 684，340 165，619 849，959
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Ⅵ.戦 略的科学技術の国際化

(単位:百 万ウォン)

Ⅵ-1グ ローバル共同研究の戦略的拡

大
部署 予算 基金 小計 備考

○国際共同研究，海外優秀研究機関

誘致，韓国パステル研究所運営，国際

ワクチン研究所，ア・太理論物理セン

ター

教育科学技術部

54，295 2，415 56，710

○グ ローバル研 究ネ ッ トワーク支援 教育科学技術部 7，800 － 7，800

○国際産業技術協力 知識経済部 47，112
－

47，112

○国際共同研究事業 国土海洋部 1，620
－ 1，620

合計 110，827 2，415 113，242

Ⅵ-2圏 域別科学技術協力特化推進 部署 予算 基金 小計 備考

○海外協力基盤助成 教育科学技術部 17，641
－

17，641

合計 17，641
－

17，641

Ⅵ-3国 際機構及び国際プログラム

参加促進
部署 予算 基金 小計 備考

○科学技術国際分担金 教育科学技術部 5，000 － 5，000

○原子力国際協力基盤助成事業 教育科学技術部 5，403 － 5，403

○科学及び宇宙分野国際協力強化 外交通商部 － － － 非予算

合計 10，403 － 10，403

Ⅵ-4南 北韓科学技術交流・協力拡大 部署 予算 基金 小計 備考

○南北科学技術及び学術協力事業 教育科学技術部 1，021
－

1，021

合計 1，021
－

1，021

Ⅵ-5科 学技術国際化投資拡充と効率

性向上
部署 予算 基金 小計 備考

○国際交流研究企画評価 教育科学技術部 1，800 －
1，800

合計 1，800 － 1，800

部門系 141，692 2，415 144，10
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Ⅶ.地 域 技術革新力量の強化

(単位:百 万ウォン)

Ⅶ-1地 域科学技術人力流入・活用促

進
部署 予算 基金 小計 備考

○地域革新人力養成事業 教育科学技術部 27，000 － 27，000

○広域経済圏善導産業人材養成 教育科学技術部 100，000 － 100，000

○産学協力活性化/産学協力中心大

学支援
知識経済部 18，000 － 18，000

合計 145，000 － 145，000

Ⅶ-2地 域研究主体の力量強化 部署 予算 基金 小計 備考

○地 方世 界水 準 の研 究 中心 大学

(WCU)育 成
教育科学技術部 35，100 － 35，100 R&D転 換

○地域拠点研究団育成事業 教育科学技術部 13，500 － 13，500

○学術団体支援 教育科学技術部 8，900 － 8，900

○学術政策館研究企画審査評価事業 教育科学技術部 6，985 － 6，985

○臨床研究インプラ助成 保健福祉家族部 39，265 － 39，265

○広域先頭事業産業育成 知識経済部 210，000 － 210，000

○地域戦略産業育成 知識経済部 157，488 － 157，488

○地域特化産業育成 知識経済部 109，200 － 109，200

○地域R&D力 量強化 国土海洋部 4，500 －
4，500

○地域技術革新事業 国土海洋部 7，000 － 7，000

○地方林業研究機基盤助成 山林庁 800 － 800

合計 592，738 － 592，738

Ⅶ-3地 域革新拠点とクラスタ構築

強化
部署 予算 基金 小計 備考

○地方化学研究団地育成 教育科学技術部 14，400 － 14，400

○産業集積地競争力強化 知識経済部 66，360
－ 66，360

○大徳R&D特 区事業化支援 知識経済部 37，416 － 37，416

○地域環境技術開発センター(緑環境支

援センター)運 営
環境庁 7，020 － 7，020

合計 125，196 － 125，196

部門系 862，934 862，934
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Ⅷ.科 学技術 下部構造 の高度化

(単位:百 万 ウォン)

Ⅷ-1研 究施設・装備の戦略的拡充及

び活用
部署 予算 基金 小計 備考

○国家研究施設装備先進化支援 教育科学技術部 1，500
－

1，500 新規

○重粒子加速機技術開発事業 教育科学技術部 3，000 － 3，000 新規

○高価研究装備構築事業 教育科学技術部 6，500 － 6，500

○放射光加速機共同利用研究支援事

業
教育科学技術部 64，317 － 64，317

○陽性子基盤工学技術開発事業 教育科学技術部 10，400 － 10，400

○原子力研究基盤拡充事業 教育科学技術部 － 22，800 22，800

○ナノポ ップ施設構築事業 教育科学技術部 6，500 － 6，500

○研究室安全環境構築 教育科学技術部 3，700 －
3，700

○共同研究基盤構築 知識経済部 11，500 － 11，500

○先端研究装備競争力向上事業 知識経済部 5，000 － 5，000

○モバイル融合技術センター構築 知識経済部 17，600 － 17，600 新規

○国際相互認定試験評価能力基盤構

築
知識経済部 7，522

－
7，522

○環境研究基盤施設拡充及び運営 環境部 500 － 500

○総合研究団地庁舎運営 環境部 4，885 － 4，885

○環境測定分析基盤構築 環境部 3，170 － 3，710

○地球環境総合研究棟新築 環境部 6，000 － 6，000

○水環境研究所施設拡充及び運営 環境部 1，613
－

1，613

合計 153，857 22，800 176，657

Ⅷ-2生 命資源確保及び管理の体系

化
部署 予算 基金 小計 備考

○研究素材支援事業 教育科学技術部 5，000 － 5，000

○生物支援地域拠点銀行運営 保健福祉家族部 3，300 － 3，300

○農業生物資源多様性確保及び高付

不価値農畜産物開発
農村振興庁 59，620 － 59，620

○山林生物資源確保及び保全基盤構

築/山林生物種研究
山林庁 8，515

－
8，515

○山林生物資源確保及び保全基盤構

築/山林科学研究 ・実験林造成管理
山林庁 7，894 － 7，894

○疾患モデル動物資源ハーブ 食品医薬品安全庁 170 － 170

合計 84，499 84，499
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Ⅷ-3科 学技術情報共有及び活用体制

高度化

部署 予算 基金 小計 備考

○国家科学技術知識情報サービス 教育科学技術部 8，167
－

8，167

○緑技術情報総合システム構築 教育科学技術部 1，000
－

1，000 新規

○専門研究情報活用事業 教育科学技術部 2，800
－ 2，800

○基礎研 究実験デ ータグローバ ルハーブ構

築

教育科学技術部 1，000
－

1，000 新規

○サイバー融合研究人力教育高度化 教育科学技術部 3，000
－

3，000 新規

○水産科学院情報化 農林水産食品部 3，510
－

3，510

○毒性情報DB構 築 食品医薬品安全庁 300 － 300

合計 19，777 －
19，777

Ⅷ-4知 識財産の創出・活用・保護体

制構築
部署 予算 基金 小計 備考

○地財圏中心の技術獲得戦略善導* 特許庁 2，730 － 2，730

○先端部品素材IP-R&D戦 略 支援* 特許庁 6，000
－ 6，000

○国家R&D特 許技術動向調査* 特許庁 11，288
－

11，288

○国家R&D特 許成果管理* 特許庁 3，625
－ 3，625

○大学・公共研知識財産創出・管理力

量強化*

特許庁 5，150 － 5，150

○特許技術取引システム構築運営* 特許庁 2，138
－

2，138

○地域知識財産競争力向上* 特許庁 15，336 －
15，336

○知識財産経 営知識財 産経営オーダーメ
ード型パ ッケージ支援*

特許庁 9，442 － 9，442

○特許審査支援事業* 特許庁 24，017
－ 24，017

○地財圏保護基盤助成* 特許庁 8，017
－

8，017

○知識財産専門人力養成体系構築
***

特許庁 4，972 － 4，972

合計 92，715 92，715

Ⅷ-5国 家標準体制先進化及び国際

化強化
部署 予算 基金 小計 備考

○情報通信標準開発支援 知識経済部 － 15，280 15，280

○国際標準化活動支援 知識経済部 1，918 － 1，918

○国家認証制度革新基盤構築 知識経済部 999 － 999

○貿易上技術障塀対応下部構造強化 知識経済部 869 － 869

○民間標準活動支援 知識経済部 1，970
－

1，970

○国家標準活性化 知識経済部 4，800 － 4，800

○国家基準技術力向上 知識経済部 20，500 － 20，500

○情報通信標準化活動支援 知識経済部 －
11，238 11，238

○標準特許の戦略的創出支援 特許庁 1，580
－

1，580

合計 32，636 26，518 59，154

部門系 383，484 49，318 432，802
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Ⅸ.科 学技術文化の拡散(生 活 化)

(単位:百 万ウォン)

Ⅸ-1創 意的な青少年成長環境造成 部署 予算 基金 小計 備考

○学校外科学探求活動支援 教育科学技術部 － 7，565 7，565

○創意的人材育成 教育科学技術部 8，500 － 8，500

合計 国土海洋部 8，500 7，565 16，065

Ⅸ-2国 民の科学技術生活科促進 部署 予算 基金 小計 備考

○科学 コ ミュニケー シ ョン活性化 教育科学技術部 － 2，935 2，935

○科学文化フェスティバル 教育科学技術部 －
1，500 1，500

○民間科学文化活動活性化 教育科学技術部 － － －

○緑科学技術文化拡散のためのグリー

ンキャンパス運動
教育科学技術部 － 400 400 新規

合計 4，835 4，835

Ⅸ-3そ の他分野専門家対象科学技

術文化拡散
部署 予算 基金 小計 備考

○科学技術 と文化芸術融合コンテン

ツ開発・普及
教育科学技術部 －

1，400 1，400

○科学技術と文化芸術融合を通じた

生涯教育
教育科学技術部 － 500 500

合計 －
1，900 1，900

Ⅸ-5全 国的科学館拡充及び科学放送

活性化
部署 予算 基金 小計 備考

○需要者中心の世界的科学館育成 教育科学技術部 47，300 13，500 60，800

○サイエンスTVチ ャンネル支援 教育科学技術部 － 5，450 5，450

合計 47，300 18，950 66，250

Ⅸ-6科 学技術文化活動の効率的推進 部署 予算 基金 小計 備考

○科学技術文化事業予算の安定的確

報
教育科学技術部 － － － 非予算

○科学技術文化人的支援養成 教育科学技術部 － － － 非予算

合計 － － －

部門系 55，800 33，250 89，050
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Ⅹ.科 学技術 文化の拡散(社 会的役割増大)

(単位:百 万 ウォン)

Ｘ-1共 同体問題解決のための科学技

術 と社会研究強化
部署 予算 基金 小計 備考

○科学文化調査研究 教育科学技術部 － 600 600

○韓国工学韓林院支援 教育科学技術部 － 800 800

○韓国科学技術団体総連合会支援 教育科学技術部 －
13，051 13，051

○韓国科学技術韓林院支援 教育科学技術部 －
1，928 1，928

○グローバル課題国民理解増進 教育科学技術部 － 700 700

○教育科学技術諮問研究調査費 教育科学技術部 731 － 731

○緑成長人材育成 教育科学技術部 1，500
－

1，500 新規

合計 2，231 17，079 19，310

Ｘ-3科 学技術人の社会的責任強化 部署 予算 基金 小計 備考

○金曜日に科学タッチ 教育科学技術部 400 － 400

○研究倫理情報提供及び活動支援 教育科学技術部 800 － 800

○学術資源共同管理体系構築 教育科学技術部 8，481
－

8，481

合計 9，721
－

9，721

部門系 11，952 17，079 29，031

区分 予算 基金など 小計 備考

全体合計 8，753，841 1，750，282 10，504，123
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付録3)施 行計画投資規模の分析

①

施行計画予算

(非R&D事 業含む)

②

政府R&D事 業

予算

③

施行計画上

非R&D事 業予算

④

政府R&D事 業中

基本計画除外事業

予算

①基本計画施行計画 の予算(非R&D事 業含む):10兆5，041億 ウォ ン

②政府R&D予 算(‘10):13兆6，403億 ウォ ン

③施行計画上非R&D事 業 予算:4，073億 ウォ ン

※需要者 中心 の世界的科 学館育成(608億)、 開発技術事 業化資金(1，580億)、

特許審査支援事業(224億)、 技術集約型ベ ンチ ャー創 業支援制度拡大(494億 ウォ ン)な

ど

④科学技術基本計画除外事業予算:3兆5，303億 ウォ ン

(単位:億 ウォ ン)

区分 金額 備考

秘密で分類された国防研究事業 2，630 専用技術

人文社会系研究事業 6，277 経済・人文社会研究会研究機関

など

国公立(研)・ 出演(研)基 本事 業(人 件費 ・

経常費)な ど

22，393 基礎技術研究会、産業技術研究

会、教科部直轄研究機関など

その他基本計画部門に含まれてない事

業

4，003 国立大学教職員人件費など

総計 35，303
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〈参考〉施行計画上非R&D事 業予算現況

(単位:百万ウォン)

部署名 事業名 2010予 算(案)

教育科学技術部 90，628

女性科学技術人支援センター設置・運営事業 2，513

高経歴科学技術人活用支援事業 3，399

退職科学技術者活用中小企業技術力量拡充事業 2，466

学校外の科学探求活動支援 7，565

科学 コ ミュニケー シ ョン活性化 2，935

科学文化 フェステ ィバル 1，500

緑文化技術文化拡散のためのグ リーンキャンパス運動 400

科学技術 と文化芸術融合コンテンツ開発・普及 1，400

科学技術 と文化芸術融合を通 じた生涯教育 500

需要者中心の世界的科学館育成 60，800

サイオ ンスTVチ ャンネル支援 5，450

科学文化調査研究 600

グローバル課題国民理解増進 700

金曜 日に科学タッチ 400

知識経済部 10，556

国際標準化活動支援 1，918

国家認証制度革新基盤構築 999

貿易上技術障壁対応下部構造強化 869

民間標準活動支援 1，970

国家標準活性化 4，800

保健福祉家族部 3，300

生物資源地域拠点銀行運営 3，300

中小企業庁 207，440

技術集約型ベンチャー創業支援制度拡大 49，440

開発技術事業化資金 158，000

特許庁 94，295

地財圏中心の技術獲得戦略先頭 2，730

先端部 品素材IP一R&D戦 略支援 6，000

国家R&D特 許技術動向調査 11，288

国家R&D特 許成果管理 3，625

大学 ・公共研知識財産創出・管理力量強化 5，150

特許技術取引システム構築運営 2，138

部署名 事業名 2010予 算(案)

地域知識財産競争力向上 15，336

知識財産経営オーダ型パ ッケージ支援 9，442

特許審査支援事業 24，017

地自圏保護基盤助成 8，017

知識財産専門人力養成体系構築 4，972

標準特許の戦略的創出支援 1，580

食品医薬品安全庁 1，094

医薬品許可及び製薬産業支援 324

新薬開発R&D製 品化技術支援 300

疾患モデル動物資源ハーブ 170

毒性情報DB構 築 300

総合計 407，313
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〈参考〉科学技術分野 出演研究機 関予算現況(‘09～ ‘10)

(単位:百 万ウォン)

機関名2009予 算2010予 算 増減

金 額 比率(%)

基 礎 技 術 研 究 会700，281826，633126，35218.0

1.基 礎 技 術研 究 会30，99840，8059，80731.6

2.韓 国 科 学 技 術 研 究 院111，914125，08613，17211.8

3.韓 国 基礎 科 学 支 援 研 究 院51，40354，3762，97358

4.国 家 核 融 合研 究 所35，87260，34124，46968.2

5.国 家 数 理 科 学 研 究 所4，5948，8584，26492.8

6.韓 国 漢 医 学 研 究 院22，92427，0494，12518.0

7.韓 国 生命 工 学 研 究 院50，23356，2756，04212.0

8.韓 国 天 文 研 究 院27，95039，39011，44040.9

9.韓 国 科 学 技 術 情 報 研 究 院74，37581，6327，2579.9

10.韓 国 標 準 科 学 研 究院67，11767，4183010.4

11.韓 国 海 洋 研 究 院39，43345，3895，95615.1

12.極 地 研 究 院30，09940，59610，49734，9

13.韓 国 航 空 宇 宙 研 究院62，96083，95420，99433.3

14.韓 国 原 子 力 研 究 院90，40995，4645，0555.6

産 業 技 術 研 究 会513，454581，21767，76313.2

1.産 業 技 術 研 究 会22，48229，3056，82330.3

2.韓 国 生 産 技 術 研 究 院56，99773，30016，30328.6

3.韓 国 電 子 通 信 研 究 院33，37140，0146，64319.9

4.国 家 保 安 技 術 研 究 所34，53235，9801，4484.2

5.韓 国 建 設 技 術 研 究 院30，06027，486-2，574-8.6

6.韓 国 鉄 道 技 術 研 究 院27，20329，2702，0677.6

7.韓 国 食 品 研 究 院22，08426，0884，00418.1

8.韓 国 地 質 資 源 研 究 院63，28566，6333，3485.3

9.韓 国 機 械 研 究 院45，84944，294-1，555-3.4

10.材 料 研 究 院21，40622，9491，5437.2

11.韓 国 エ ネ ル ギー 技 術 研 究 院49，59064，16314，57329.4

12.韓 国 電 気研 究 院34，44538，6334，18812.2

13.韓 国 化 学 研 究 院43，27847，0693，7918.8

14.安 全 性 評 価研 究 所28，87236，0337，16124.8

機 関名2009予 算2010予 算 増 減

金額 比率(%)

教 科 部 直轄 出 演研 究機 関286，599348，13661，53721.5

1.科 学 技 術 連 合 大 学 院 大 学8，2498，5342853.5

2.光 州 科 学 技術 院38，15552，99814，84338.9

3.大 邱 慶 北 科 学 技 術 研 究 院50，86150，9631020.2

4.韓 国 高等 科 学院15，07415，7086344.2

5.韓 国 科 学技 術 企 画評 価 院18，61323，3684，75525.5

6.韓 国 化 学技 術 院70，88872，0091，1211.6

7.韓 国 研 究財 団30，25340，28310，03033.2

8.韓 国 原 子 力安 全 技 術 院15，28617，3052，01913.2

9.韓 国 原 子 力 医 学 院32，68236，9404，25813.0

10.東 南 圏原 子 力 医 学 院22，40422，404

11.韓 国 原 子 力統 制 技術 院6，5381，0861，08621.5
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教育科学技術先進化で

世界－類国家跳躍
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Ⅰ.2010年 政 策 の 環 境

□危機以後未来備えに対する要求増加

○世界的経済危機の後遺症で国家潜在成長率低下危機

－潜在成長率を決める投資技術人力の中で政府の倦まず弛まない

財政拡大に負って企業の投資は最近回復推移

－長期的な成長能力回復と3万 ドル時代進入のためには創造的源泉技術開発と創意的な

人才養成が必須要件

〈技術貿易収支〉
〈1万 ドル死 の渓谷〉

○気候変化 、資源枯渇 な どに備 えて世界 各国は ‘環境 と経済成長 ’を連携 した緑成長 主導

権競争加 速

・(アメ リカ)‘Green Economic Recovery’ 、(日 本)‘ 低炭 素社 会実現

中心禮 山配分 ’、(ド イツ)環 境 と経済 が統合 され る ‘第3の 産 業革 な ど

－韓国 は先 に進んだ緑成長戦 略及 び ‘20年温室ガス排 出展望値備 え30%減 縮提示 な ど

で緑成長時代の国際主導権先行獲得 可能

□低 出産現象深化長続 きで成長潜在力 に悪影響

○世界最下位 水準の出産率 は短期的 には学齢人 口の減少 、中長期 的には生産 可能人 口の持

続 的減少で連 結

・‘04～ ‘08年合計出産率 は1 .22人(世 界平均2.54人)、 下位2位(‘09、UNFPA)

○お子 さん育児負担 、教 育費負 担 な どが低 出産の主要原因で作用

・一人お子 さん以下 を置 いた20～39歳 既婚女性対 象出産 中断理 由でお子 さん教育 費負

担 が1位(26.7%)、 お子 さん養育費負担が3位(16.7%)を 占め(‘09、 保健福祉 家族 部)
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□庶民の安定的生を支援する政策的配慮必要

○経済危機の余波で所得階層別教育費支出額差が拡がるによって、階層間教育格差緩和の

ための政策需要増加

○景気回復に対する肯定的見込みにも、青年層就業与件は相変 らず脆弱

・失業率:全 体(‘08)3 .0%→(‘09)3.8%、15～29歳 青年層(‘08)6.9%→(‘09)7.6%

－正規 教育以後学校 で労動 市場 での移行もなだ らかではない状況

・青年層(15～29歳)卒 業 中退者 の中で就業経験者 は就業まで平均11ヶ 月所要 、

初職場平均勤続期 間3年 以上 の場合 は17.1%に 不過(‘09.5、 統計庁)

○地方教育選挙 が直選制 で全 国で同時に実施 されるによってこれ をきっかけで地

域住民の生に密着 された教育政策数です増加予想

□国家位相 に相応 しいブラン ド価値 向上努力要求

○ ‘10年G20首 脳会談幼稚 、OECD開 発 援助委員会(DAC)加 入 な どによって国際社

会で我が国の位相強化

－最近 ‘韓国の教育熱’と ‘緻密な科学技術戦略’に対 しても世界が注 目

・Obama米 大統領(‘09 .11):“ 韓 国の人 々は子だ けは最 高の教育をさせよ うと

思 う”

・IMD国 家競争力(‘09):科 学3位 、技術14位 、韓 国のR&D規 模世 界7位

○経 済規模(‘08年GDP基 準、世界15位)に 比べて国家 ブ ラン ド価値 は非常 に脆

弱で，うちの国民及び製品に対する価値が相対的に低評価

・‘08年Anholt国 家ブ ラン ド指数(NBI)順 位:50ヶ 国の中で33位
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・IMD国 家競争力(‘09):科 学3位 、技術14位 、韓 国のR&D規 模世 界7位

○経 済規模(‘08年GDP基 準、世界15位)に 比べて国家 ブ ラン ド価値 は非常 に脆

弱で，うちの国民及び製品に対する価値が相対的に低評価

・‘08年Anholt国 家ブ ラン ド指数(NBI)順 位:50ヶ 国の中で33位
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Ⅱ.2010年 政策方 向及び課題

1  2009年 推進実績

[主要成果]

□自律化 ・多様化 を通 じる学校 教育競争力強化

○3段 階学校 自律化推進及 び多様 な類型の高校指定拡大

・寄宿型高校150校 、マイ スターで21校 、自律型私立高25校 及び 自律 型公 立高12校

指 定

○教員能力 開発評価 示範運営拡 大を通 じて全 面実施 に備 え

・教員能力開発評価示範運 営学校 数:1 ，570校 →3，164校(全 体学校 の約30%)

○放課後学校活性化 な ど需要者 オーダーメー ド型教 育福祉 事業施行

○2009教 育課 程改訂 、教 科教室制導入 な どを通 じて教育 内容先進化企 図

□大学研究機 関の教育研究力量 向上

○韓国装学財団設 立及び ‘就 業 の後学資金償還制度 ’導入(‘09.7)

○大学入学事情官制拡大 を通 じる学生選抜方式改善

・大学入学事情官制現況:(‘08)40校
、4，476人 →(‘09)47校 、19，363人

○核 心研 究人 力育成 と研 究の 国際競争力 を高め るための世界的水準 の研 究 中心 大学(WCU)

及び核 心研究セ ンター(WCI)育 成

・WCU:36大 学、154個 課題 支援/WCI:核 心研究セ ンター3個 支援

○ ‘韓 国研 究財 団’出帆(‘09.6)で 研 究支援 体系先進化

□科学技術 を通 じる懸案対応及 び国家位相 向上

○科学技術政策調整機能及び経済危機 以後備 え強化

・科学技術政策調整協議会運 営(‘09 .5～)、 新 しい成長動カ スマー トプ ロジェク ト推進

(‘09.4～)

○低炭所緑成長 実現 を裏付 ける科学技術戦略樹立 ・施行

・緑技術研究開発総合対策(‘09 .1)、 重点技術 開発及び商用化戦 略(‘09.5)

○ナ ロホ1次 発射(‘09.8)、 研 究用原 子炉 ヨル ダ ン輸 出可視 化(‘09.12)

[不足 した点]

□教育政策 に対す る現場体感度 不足

○教 育改革政策た ちの低い現場体感度で 自発的 な変化不十分
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○庶民たちが体感することができる教育費減少の敷果が微弱

□大学 ・研究機関の間の実質的連携努力が不足

○大学自律の構造調整成果体感が不十分

○大学-研 究機関の間の人的 ・物的交流が活性化になることができないという問題提起

○国内優秀の理工系人力流出防止、海外理工系優秀人力流入方案など国家次元の総合的な

理工系人力育成の戦略不足

□R&D投 資敷率性及び完成度不足

○研究財団設立をきっかけで専門家を活用した企画 ・評価など先進化されたR&Dサ ー ビス

支援を推進 中であるが、まだ本格施行されてない

○国家R&D知 識財産に対する総合的管理 ・活用努力が始まりの段階

保安する点

○制度改善土台上で学校現場の実質的変化拡散

○厳正な大学評価定着及び情報公開拡大

○世界的水準の高級人才養成のための大学研究機関の協力強化

○選択と集中を通じる先端科学技術早期確保
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2 2010年 政策方 向

教育科学技術の先進化で世界－類国家に跳躍

創意 と配慮の調和 未来成長動力の創出

○創意、人格教育の強化

○多様な良い学校拡散

○職業教育の先進化

○教育費負担軽減の可視化

○高級人材の養成

○大学、研究機関力量の強化

○R&D先 進化

○緑教育及び研究の活性化

国格向上:教 育科学技術世界広報強化及びGKS本 格実施

3 重点推進課題

課題1 創意 ・人格教育の強化

創意・人格教育の方向

小・中等教育 大学入試典型 大学生

教科別創意・人格関連

教育内容及び方法強化

創意的体験活動導入

評価方式の改善

入学査定管制の拡大

(評価時学生の創意

性 と人格を考慮)

大学の奉仕活動

力量の強化

自生的大学生

奉仕活動の支援
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□核心力量と創造性人性が調和した教育課程運営

○創意 ・人格教育の強化で学生たちに知識を “入れる教育”中心で脱皮、学生たちの創意

性と潜在力を “引き出す教育”を強調

○学期当、履修教科目の数を縮小し、学生の学習負担を緩和し、各教科目別の特性に相応

しい創意 ・人格教育の要素を含み

－特に、道徳教科の場合、教育内容及び評価に創意 ・人格教育を総合的に実現するよう

に体験活動要素を大幅に強化

教科活動に創意 ・人格教育内容及び方法反映(例示)

教科(目) 国語 ・外国語 数学 社会 科学 芸 ・体能

教育内容
意思疎通の能力

文化の多様性

問題解決力

分析力

市民意識

開放性

想像力

探求力

独創性

感受性

教育方法
演劇読書討論な

ど

教具利用

幾何授業など

地域参加

資源奉仕など

チー ム単位 の実

験 ・探 求活動 な ど

団体競 技、舞 踊、

グル ープ創 作な ど

□創意的体験活動プログラム開発運営

○ ‘09改訂教育課程で導入す る創意的体験活動(小 ・中:週 当り3時 間、高:週 当り4時

間)を創意性 と人格涵養の機会 と時間で積極活用

○学生の需要に当たるオーダーメー ド型体験が可能なプログラム開発運営

－創意 ・人格教育プログラム開発及び資料提供、DB構 築及び管理、常設コンサルテ ィン

グなどを通じて学校の体験活動を体系的に支援

・韓国科学創意財団をプログラム開発 ・普及の主管機関で指定して、国内外関連機関団

体たちとの連帯強化

○市・道別創意的体験活動示範地域教育庁指定及び創意体験資源指導(CRM)作 成 ・活用(‘10、

全体小 ・中 ・高の10%活 用)

○地域社会 と企業 ・政府部処などが保有した多様な教育資源を積極活用した創意的体験活

動運営及び教科活動との連携を強化
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教科活動と創意的体験活動との連携(例 示)

教科活動 体験活動

生命の誕生と進化、倫理授業 科 学館 特別展 、病院 、孤児 院、養 老 院な ど

音楽 ・美術授業 美術館 、オペ ラ、展覧会観覧 な ど

法と秩序の授業 法院傍聴、模擬裁判参観など

○観覧 を主 で教育体験 中心 に転換 、大衆 と一緒 にす る科 学文化プ ログラム(国 際SF映 画祭

な ど)強 化で国立科 学館 活用度向上

・科 学英材(Young Science Brain)プ ログラム、先端装備活用科学体験教 室 な ど

・科 学 フェステ ィバル 、老 人健康 科学 プ ログ ラム、地域児童セ ンター生活科 学教室新設

(240個)な ど科 学文化プ ログラム運 営

□創意人格教育に相応しい評価方式の改善

○教科特性によって書き込み、作り、討論発表、観察実験など創意 ・人性涵養のための

活動に対する遂行評価の内実化

・英語教科の場合、実用英語中心の教育のために実用英語中心の評価道具開発 ・普及及

び遂行評価を通じて内申に反映(‘10.3～)

－学校生活記録部教科学習評価方式改善検討併行

○教科活動を含めて多様な体験活動を詳しく記録、履歴管理を強化 して学校生活記録部

と連携 して入学事情館の活用資料で提供

・放課後活動、読書活動など非教科領域を累積管理することができる創意的体験活動総

合支援システムを開発 ・活用(‘10.3開 通)

□創意 ・人格教育 のための学校環境 造成

○芸術 ・体育 プ ログ ラム多様化及 び質 向上の ために文化芸術及 びス ポー ツ講 師 の支 援 を

拡大 して、運動場 な ど物的イ ンフラ構築

・(‘10)文 化 芸術講 師3 ，860人 及 びスポーツ講師1，300人 を配置、運動場 造成200個

校

○学校 スポー ツクラブ及び種 目別 リー グ大会活性化 で学生たちが元気 に

楽 しむ ことができる学校体育文 化造成

・スポーツ クラブ登録 率:(‘09)27 .3%→(‘12)35%

○小 ・中 ・高 のボ ランティア活性化 のために “1校1の 分 け合 いの運動”を実施 して 、ボ

ランテ ィア運 営競 い大会及 び運 営優秀 校選定な ど推進

○創意 ・人格教 育が強化 され た教育内容 と方法 を反映 して多様 で良い “未 来型 教科 書”

開発 普及
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－力量ある民間機関、教員などが教科書開発にたくさん参加するよう認定図書の段階的

拡大及び検定出願資格の緩和

・ ‘10年か ら国政図書101種(専 門系高)及び検定図書28種 を認定図書で転換

－自分の主導的学習力量強化のためのデジタル教科書(Digital Textbook)示 範運営

・‘11年から家庭で活用可能な電子教科書(e-book)発 行 ・普及推進

□大学入学事情官制の内実化及び定着推進

○点数為主の学生選抜で潜在力、素質、人性を総合的に評価する入学事情官制の定着で学

生の多様な学校活動参加柔道

・入学事情官制善導大学拡大:(‘09)15校 →(‘10)20校

〇十分な入学事情官の確保及び専門性強化、多段階選考及び多数による評価で入学事情官

制の公正性及び信頼性向上

○私教育需要を誘発しない制度的装置用意及び制度に対する積極的広報

○教育課程改訂に合わせて領域 ・科目調整など大学修学能力試験改善の推進

・修学能力試験の性格及び方向、実施回数拡大検討、出題方式改善などに対して中長期

的に大学修学能力試験の改善方向に対する研究推進

－修学能力外国語(英語)領 域は聞き取 りテス ト(間接言 うことなど)を現在34%か ら最大

50%ま で拡大 して実用英語中心に改善(‘13年 適用)

□大学生の社会奉仕参加活性化の支援

○医学 ・工学など専攻連携奉仕 ・参加科目開設勧誘、奨学金受恵者など優秀大学生たちの

疏外階層お子さん教科活動サポー トプログラム活性化

・ ‘メントリング履歴管理体系’ 構築方案を講じて大学生メントの交代、学生理事など

環境変化に構わずに連続的に教育を受けることができるように保障(ノーブル リース

オブル リゼ涵養)

○大学の教育 ・研究力量 といっしょに奉仕力量も大学評価認証時反映

○大学生など自生的奉仕団体間情報共有 ・広報 ・協力ネットワーキングなど支援

○教育奉仕参加大学生に対する多様なインセンティブ提供

－ ‘国家教育奉仕認証書’ 授与を通じて参加者の自負心を高揚

－毎年 ‘優秀活動教育奉仕団体’を選定 ・広報することでボランティアが尊敬受けること

ができる社会雰囲気構築

－優秀ボランティア参加者は大学生海外インターン支援事業、韓米研修就業(WEST)な ど

教科部大学生支援事業参加時優先選抜
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課題2多 様で良い学校の拡散

多様で良い学校の拡散の方案

農産 漁村の優秀学校

田園学校(小 ・中)110校

寮型高校150校

統合運営学校150校

自律 ・創意的な学校

自律型私立高50校

自律型公立高50校

学校自律化継続推進、教員専門性強化、学校責務性強化

□地域別 ・学校別条件にあてる多様な学校育成

○農産魚村の実情の適合した学校の模型を持続的に育成して “離れる学校”から “戻っ

て来る学校”に変貌する成功モデルの拡散

区分 学校種類
‘10年度支援 内容

小 ・中 田園学校 ・自然親和 的環境 とe-ラ ンニ ング先端施設 を土台で優 秀公教 育

プ ログラム運営

・田園学校110校 、570億 ウォ ン支援

・(‘11)成 果評価 以後追加指 定及び優 秀事例 拡散

高等学校 寮型高校 ・先端寮完備 、人格 教育な ど多様 なプ ログラム開発

・ ‘09年指定 され た68個 校 に寮新 ・増築費支援

・地方 自治体支援 条例制定 な どを通 じて在校 生の寮の費用 を家

庭 の事情に よって軽減支援

・(‘11)妥 当性 を検討後指定拡大

小 ・中 ・高 統合運営学校 ・自律 学 校 指 定 、 多様 な プ ロ グ ラム 運 営

・(‘09)100校 →(‘12)150校 拡 大
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○地域均衡のために地域都市(世 宗市、経済 自由区域、企業革新都市など)中 心に自律型

私立高設立幼稚を支援

－教育与件が不利な地域学校中心に自律型公立高指定を拡大し、財政支援(2億 ウォン)

して公立学校教育力向上

・自律型私立高:(‘09)25校 →(‘10)50校 →(‘11)75校 →(‘12)100校

・自律型公立高:(‘09)12校 →(‘10)50校 →(‘11)75校 →(‘12)100校

・低所得層など社会的配慮対象者20%選 抜

○新 しい類型の学校導入によって現行高校体制を一般系高、特性化高、特目高校，自律高

など4個 類型で改編 を推進

□多様で良い学校を作って行く学校自律化の持続推進

○学校教育課程の編成、教員人事自立権拡大施行によって学生が願 う創意的で特色ある学

校運営優秀事例の拡散

○優秀な人才の教職流入を拡大し、教職社会の競争力を高めるための教員人事の開放拡大

－すべての学校が校長公募制を実施するようにし、校長資格未所持者職務研修強化で学

校経営専門性伸張の支援

－教師養成特別過程を通じる外部専門家の教師資格取得経路拡大及び農漁村図書 ・僻地

などの学校 ・地域単位教員採用制導入の推進

○地域教育庁を学校経営コンサルティング、学父兄教育、学生相談 ・進路コンサルティン

グ及び教授-学 習を専門的に支援する学校現場支援機関で改編

・示範運営(4個)を 通 じて学生 ・学父兄支援事業発掘、地域教育庁規模 ・形態による標

準的な組職 ・機構案を導出して ‘11年他の地域教育庁で拡大

－市 ・都教育庁予算範囲内で教育行政需要に合わせて自律的に組職 ・定員を運用する総

額人件費制の導入推進

・(‘10)示範機関選定運営後拡大

○学校多様化など各種教育政策推進過程と成果に対する総括的な診断 ・評価 ・サポー ト体

制構築

－教育関連研究機関を積極的に活用して市・都教育庁の改革政策推進過程に対する診断

及びコンサルティング推進

・ER&Dネ ットワークなど関連機関間協力体制を通じて市 ・都教育庁支援

□教員専門性強化を通じる学校教育満足度向上

○教員能力開発評価をすべての学校が全面施行(‘10.3)し 、評価結果による教師個人別オ

ーダーメー ド型研修サポー ト強化

・同僚教員による評価、学生及び学父兄満足度の調査を通じて教師は授業指導及び生活

指導領域評価、校長 ・教頭は学校経営の領域評価
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－優秀教師には学習研究年など専門性深化の機会を付与し
、領域別 ・指標別で専門性伸

長必要の教師集中研修を支援

○教 ・師大など教員養成機関に対する厳正な評価と連携 した行政 ・財政的サポー ト制裁強

化で教員養成過程の質的水準保障

○教師新規任用の時授業能力中心の評価強化、構造化された教職アプティチュー ドテス ト

開発などを通じて教師としての専門性と資質検証の徹底

○教師授業専門性支援のための首席教師制の導入など教員資格体制改編推進及び複数専

攻資格制導入で弾力的教育課程の支援

□学業成就度評価に基盤 した学歴格差解消

○国家水準学業成就度評価を通じて学生たちが学んだ内容をいくらよく理解 し、教育目標

に到達したのか総合診断

－学生別補正教育強化及び評価負担緩和のための評価時期を調整(10月 →7月)
、評価科

目及び評価時間短縮など改善

－学業成就度評価結果に対する分析研究を定例化し
、学歴に影響を及ぼす多様な要因を

分析して単位学校の学歴向上努力支援

○ ‘学歴向上重点の学校’(‘09年 選定1，440校/3年 間支援)は 運営性 と点検及び ‘09年

度学業成就度評価結果の分析を通じて支援体系を補完

－優秀学校は財政支援及び学校長裁量権拡大
、不十分学校は学校経営コンサルティング

などを通じて学歴向上のための学校の自発的努力を誘導

－ ‘09年度学業成就度評価結果の基準で追加支援対象学校選定

・学校別学業成就度評価結果の公示(‘10 .末)及 び学歴向上度公示(‘11)

○すべての小 ・中 ・高の学習不振学生に対する責任指導の強化

－学習不振学生診断 ・水準別補正プログラム
、向上水準測定プログラム開発 ・普及及び

学生水準別オーダーメー ド指導強化

・水準別授業、放課後プログラム、メントリングなどを通 じるオーダーメー ド型指導

－単位学校内 ‘学習不振予防－診断－管理システム’構築支援

入学段階

学習出発点検査

学期初

学習阻害

要因診断

学期中

学習動機管理

プログラム

学期末

個人別 学習活動

情報分析 ・提供
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□情報公開評価を通じる責務性保障及び学父兄参加の強化

○学校の教育課程及び教育成果に対する情報を充実に提供 して学父兄の学

校教育参加拡大及び学校責務性を強化

－授業公開日程
，学校評価及び学業成就度評価結果などを公開し、公示情報の政策的活

用を拡大して学校の改善努力誘道

○教育の分権化 ・自律化拡大と同時に市 ・都教育庁の責務性が確保されるように市 ・都教

育庁評価の新しい役 目定立

－市・都教育庁の評価を全面改編して教育政策が一線学校現場で完成されるように牽引

し、創意的で特色ある政策優秀事例発掘 ・拡散

〈市 ・都教育庁評価改善前後の比較〉

改善以前

・評価指標の過多及び投入指標

為主の日常的 ・行政的業務評価

・一定期間以後の死後評価

・1回性評価で評価情報管理不十分

改善以後

・学生、教員、学父兄など成果指標

で単純化 して顧客中心評価

・常時評価で政策推進誘道

・評価情報を国民に提供

○小 ・中 ・高の学父兄会 を対象 で学父兄の専門性 をいか したボ ランテ ィア，学校教育モ ニタ

リングな ど学校参加活動支援

・‘10年 初 に公募 を通 じて2 ，000個 校 の学父 兄会 に校 当500万 ウォン内外ずつ総100億

ウォン支援
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課題3職 業教育の先進化

職業教育推進の段階

小 ・中等進路教育

体験中心の進路教育素質・

適正に合う進路選択

高等教育

職業教育

専門系高体系転換

専門系校就職機能

の強化

産業需要オーターメー

ド型教育課程

一般系高校生職業 教育

高等職業教育

専門大学特性化

グローバル水準の

高等教育機関の育成

成人生涯能力開発

生涯学習中心大学

育成

技術系学院専門化、

大型化、生涯学習

口座系運営

サイバー大学(院)

特性化

□小 ・中等 ・進路教育 の活性 化

○ ‘進 路情報 セ ンター ’(韓 国職 業能 力 開発 院)中 心に学校 で活用す ることができる進路

教育 プ ログラム開発 ・普及

・学生 ・学父兄 ・教師用な ど対象別オー ダー メー ド型プ ログラム、小 ・中 ・高の学 校級

別 ‘進路教育 中心 の学校運営 ’マニュアル の開発 ・普及

－地域教育庁 を ‘進 路教育 サー ビス提供 中心’で改編 して学生 ・学父兄に進 路相談 提供

及 び地 自体 ・経済団体 との協力体系の構 築

○学校級別で進路 ・アプテ ィチ ュー ドテス トを1回 以 上実施 して、地 自体 ・経 済団体 及び

関連部処な どと連携 した職業体験 プ ログラム提供

－職 業体験
、進 路情報及 び コンサルテ ィング提 供のた めの部処合 同博覧会 開催

○進路教育 の活性化 のための人材養 成体系の改善

－地域社会 の資源(経 歴断絶女性 な ど)を活用 した ‘進 路教育 コンパニオ ン(進 路 コー デ ィ

ネー ト)’養成 及び配置

・役 目:学 生及 び学父 兄に進 路関連情報及 び活 用方案 の提 供

－予備教員養 成課程(教 ・師大)に 進 路教 育関連科 目開設 の拡大
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□高等 学校職 業教 育の先進化推進

○専門系高の先 導モデル 育成 のた めのマイ ス ター 高の成 功的開校(21校 ， ‘10.3)支 援

－産 業体 と共 同で
、オーダーメー ド型教 育課程 開発 ・運 営、実用外 国語教 育で海外就業

力量 を強化、現場マイス ター を校長 ・教員 に招聘

－造船協会 と協約締結(’09 .12)，半導体協会-半 導体分野 協約締結(予 定)な ど全 国単位

の就業サポー トネ ッ トワー ク構 築

・21個 のマイ スター で新入生平均競争率:(‘09)1 .26:1→(‘10)3.55:1

○全体 専門系高 をマイ スター高 ・特別 目的高校 ・特性化高 ・一般系高(統 合型高 、芸体能

重点高 な ど)で 体制の転換 及び類型 の単純化

－ 自律転換イ ンセ ンテ ィブ方式 に よる専 門系高 の精鋭 化

・(‘11)非 平 準化地域総合 高か ら優先的 に転換 して職 業教 育与件 の集 中支援

－一般 専門系高は産業分野 の特化 され た人材養成 のための特性化高 で転換

－零細小規模 専門系高 に対 しては統 ・廃合推進

・(‘10)一 定期 間教員 の超過定員認定
、体制転換 の所 要経費 サポー トな どイ ンセ ンテ ィ

ブ用意

〈特 性 化 高 の類 型 〉

(1類 型)新 しい成 長 動 力 産 業 分 野 と連 携 した政 府 部 処 連 携 特 性 化 で拡 大

・(‘09)106校 →(‘15)150校
、 看 護 、保 育 、観 光 、物 流 な ど新 しい領 域 拡 大

(2類 型)職 業 教 育 の 高度 化 の た め の専 門大 統 合 過 程 型 特 性 化 高 の導 入

・‘10年 か ら示 範 運 営:(‘10)10個 →(‘12)30個 →(‘15)50個

(3類 型)就 業 重 点 運 営 の市 ・都 教 育 庁(地 方 自治 体)サ ポ ー ト特 性 化 で 内 実化

・学 科 水 準 特 性 化 高 → 学 校 水 準 特性 化 高 で 転 換(‘15
、150個)

○専門系高の就 業機 能強化

－就 業先導 学校 選定支援(‘10
、10校)及 び就業機 能強化の推進(‘10、200校)

－就 業希 望学生 に対す るDB構 築
、企業体 に就業斡旋(労 動部、 中小企 業庁協助)

・マイス ター高対象の優 先適用(‘10)後 全体専門系高 に拡大

－拠 点国立大学 を中心に専 門系高の出身在職者 特別 選考導入拡大施行

・‘10学年度3個 大学導入 、勤労経験単位認 定、学費負担軽減 な ど活性 化方案用意

○産業界需要オー ダー メー ド型教育課程開発 ・運営

－産業界 国家職務能力標準 を基盤 で教育課程
、教科書 開発 ・運営
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・(‘09)マ イスター高21校 、驪州自営農高(示 範)な どに適用

－大韓商工会議所などと共同で職業基礎能力評価の導入

〈職業基礎能力評価導入課程〉

(1段 階)大 韓商 工会議所 、全経連 な ど経済団体主導で評価島で開発

・開発着手(‘10 .3)→ 開発完 了(‘10.12)

(2段 階)示 範評価及び能 力認 証制運営(‘11~)

・学歴 向上重 点学校及 びマイス ター高に優先示範適用

(3段 階)企 業 の採用基 準で活 用(‘12~)

・行政安定部 の機能人 才推薦 制、市 ・道教育庁機能職公務員採用時優先適用推進

○就業を希望する一般係で学生に対する職業教育機会拡大

－労動部中小企業庁などの職業訓練プログラムを一般系高の学生に適用拡大(例:労 動部

優先の選定職種訓練など)

－就業重点の技術係学院活用方案用意(受 講料サポー ト拡大、運営モデル及び教育課程開

発など)

□専門大学特性化強化及びグローバル水準専門大学育成

○専門大学教育力量強化事業のフォーミュラ指標を精巧化して先導大学中心に支援し、大

学別特性化を促進する方向に補完

－フォーミュラ指標による選定、総額配分及び自律的執行の基調維持

財 政 規 模

‘10年2
，550億 ウ ォ ン

(‘09年 対 比240億 ウォ

ン増)

1段 階:選 定 ・支援

既 存 フォ ー ミュ ラ指 標 評 価

Block Grant支 援

1，800億 ウォ ン(70%)

2段 階:追 加 支援

特性化分 野追加支 援

750億 ウォン(30%)

－優秀 専門大学に対 す る選択 と集 中方式で支援

・(‘09)96校 、校 当24億 ウォ ン→(‘10)80校 、校 当32億 ウォ ン

○ グローバル水準 の職業教育 をす る国際化拠点専 門大学(Global Hub College)育 成

－外 国人留学生 を国内優秀専 門大学 に幼稚

－卒業後海 外所在韓国産業体 を中心 に中堅技術人力 で充員

□大人 の生涯能力 開発 の支援
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○生涯学習中心大学の育成事業を通 じて大学の大人親和的教育課程及び教育方法提供を

拡大

○大学附設生涯教育院別に特化された職業教育プログラムを開発・運営して優秀プログラ

ムは圏域別E-ラ ンニング支援センター と連携、共有 ・活用活性化

○熟練産業専門人材の養成を担当する技術系学院中で一定の規模以上の学院を生涯教育

法上 ‘職業技術学校形態の生涯教育施設’に転換

－分野別標準教育課程開発、同一または相互補完分野の優秀な学院間のフランチャイズ

化サポー トなど専門化 ・大型化のためのサポー ト強化

・職業技術学校形態の生涯教育施設根拠用意のための生涯教育法改正案の国会提出

(’09.7)

・職業技術分野技術系学院3 ，988個(’09.6)、 学院の設立 ・運営及び課外教習に関

する法律に根拠

○大人が取得 した生涯学習結果を累積管理 して学歴 ・資格認定と連携及び雇用情報などで

活用する生涯学習口座制施行

－生涯学習口座制履歴管理システムを公式開通して学習プログラム評価認定実施及び

生涯学習口座にプログラム履修DB蓄 積

・文海教育履修結果など学校外の学習経験を学歴 として認定

・生涯学習中心大学の育成事業を通 じて生涯学習口座の先行学習履修認定拡大

○低廉な登録料で日課学業を竝行することができるサイバー大学及びサイバー大学特殊

大学院は大人の職業教育中心に教育課程特性化

－コンテンツ開発 ・特性化事業(’10 ，4億ウォン)、職業 ・国際化分野開発優先支援
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課題4教 育費負担の軽減可視化

教育費負担軽減の推進戦略

私 教 育 費 軽 減

・制度的インフラ強化

・学校英語教育内実化

・私教育一体サー ビス拡大

・放課後学校競争力強化

・学院運営の透 明性向上

大学授業料負担緩和

校内奨学金拡充(大 学)

共益装学基金拡充(韓 国装

学財団)

勤労奨学金拡大

ICL本 格実施(政府)

目 標
経済的 に負担 の な く夢

を実現

・教育費負担のない学校

・授業料心配ない大学

[私教育費軽減:制 度的インフラ強化]

□2010年 を ‘私教育費節減元年’にして制度的インフラ強化

○公教育を内実化して個人負担の教育費軽減を実現

－多様で特色ある教育課程運営など学校自律化 ・多様化で学校教育の質を向上して学

校の間の競争誘道

－教員能力開発評価制の実施で教員専門性向上及び積極的な努力誘道

－個人個人の能力と適性に当たる水準別オーダーメー ド型の授業活性化

○年生別、科目別個人負担教育費の実態分析を通じて私教育原因を診断して、科学的分

析に基ついた個人負担教育費軽減対策の樹立 ・推進

・最近3年 間(‘07～ ‘09)統計蓄積で原因分析による対策樹立可能

○市 ・道別の個人負担教育費の実態を公表して、市・都教育庁間の善意の競争を誘導 し、

統計分析に基盤したオーダーメー ド型個人負担教育費対策樹立を支援

・4個圏域別(ソ ウル、広域市、中小都市、邑面地域)→16ヶ 市 ・道別の調査実施(’09~)

・‘10年の調査か ら地域別個人負担教育費の総額 ・増減率を市 ・都教育庁評価に反映

○政策立案段階から私教育誘発要因を点検する私教育影響評価制の制度化で教育政策の

自律規制を通じる予防機能の強化

□学校英語教育内実化を通じて英語私教育の軽減

○小学校の英語授業時間拡大と中 ・高等学校の会話中心の授業実施を通じて全国民が公

教育を通 じて基本生活英語が可能になるように支援

－小:‘10年3
，4年生か ら年次的に1時 間ずつ拡大適用
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－ 中等:週 当 り1時 間 以 上会 話 授 業 の実 施 及 び 水 準別 移 動授 業 の拡 大

・水 準 別 移 動 授 業 率:(‘08)76%→(‘09)78%→(‘10)85%→(‘11)90%

・学 校 英 語 教 育 の 変 化

以前:意 思疎通能力不足

・読み取 り(文法，読解)中 心

教育で言 うことなど意思疎通能力不足

・英語教育の格差発生

以後:基 本的な生活英語可能

・聞き取 り・スピーキング教育強化を

通じて英語意思疎通能力の伸張

・英語教育格差の解消

○すべての英語教師 が英語 で授業す るこ とがで きるよ うに教 師専門性身 の丈支援

－TEE(Teaching English in English)認 証制全 国拡大 実施(‘10
.3～)及 び英語教師 のオ

ー ダー メー ド型深化研修 の強 化(‘08
、1，200人 → ‘09～ ‘11、毎年1，500人)

－英 会話 専門講師 の選抜配置(‘10年 まで約7
，000人)

－ネーテ ィブス ピー カー英語補助教師研修 の義務制実施背 く管理強化

○すべ ての学校 でネーテ ィブス ピーカー英語補助 教師 を活用 した授業が可

能 にな るよ うに農 山漁村 ・島嶼僻地地域 の実用英語 教育サポー ト強化

－EBS英 語 専用 放送公共チ ャンネル化推進 で常時英語学習環境提供

－TaLK奨 学生(‘10
，600人)、 ネーテ ィブス ピーカー遠隔や け ど講義拡大

(‘09、618校 → ‘10、650校)及 び休 みの中で無料 英語 キャンプ支援

○国家英語能力評価試験 開発(‘09)、 示範実施(‘10～ ‘11)及び本格施行(‘12)

[個人負担教育費軽減:私 教育一体 サー ビス拡大]

□放課後学校競争力 向上 で私教育 の需要吸収

○正規教育課程 と連携 した水 準の高 くて多様 な深化補 充プ ログラム を運営 して、需要 が

あ るす べての小学校 に底所得層及び共稼 ぎの ための面倒 を見 てあげる教室運営

・小学生 の面倒 を見 る教 室:(‘09)4
，172室 →(‘10)6，172室 、約7，000個 女性 働 き場

創 出、低出産対策効果

水準高い教科プログラム

(正規教育課程補完)

・水準別教科補充・深化

・英語教育強化

・IPTVな ど先端媒体活用 教

育

家庭 の よ うに暖 か く面倒 を見

る(Edu-Care)

・安全 で楽 な空 間用意

・多様 な教育 プ ログ ラム運 営

・おやつ ・夕食提供

体験 中心得意 ・適性 教育

(文化 ・芸術 ・体育)

・文化芸術講座拡大

・中高生サー クル 活性 化

・スポー ツ活動の支援

○地 自体な ど関連機 関が学校 と共同運営す る放課後学校支援 セ ンター(‘09、10ヶ 所→ ‘10、

20ヶ 所)を 通 じて需 要者 中心の多様 なプ ログ ラム開発 支援
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○学父兄及 び地域社会の人的資源 活用 を通 じるプロ グラム内実化

・学父兄 コーデ ィネー ト:(‘09)4 ，000人 →(‘10)4，800人 、お母 さん胸 メ ン トリン グ:

(‘09)2，400人 →(‘10)2，880人

○ 優 秀 民 間機 関 の参 加 を活 性 化 す るた め の委 託 運 営 マ ニ ュ アル の 開発 ・普 及

<放課 後の学校 現況及び効果(‘09.上 半期)>

・放 課 後 学校 参加 規模:全 体 学 生(7 ，427，245人)の57.6%(4，276，476人)

－農 山 漁 村 地 域 の 学 生 参加 率 は74 .1%で 全 国平 均 を16.5%上 回 る

・プ ロ グ ラ ム数:‘08年 対 比24 .2%増 加(教 科55.7%、 得 意適 性43.0%)

・素 質啓 発 及 び 実 力 向 上 に助 け:学 生65 .1%、 学 父 兄61.8%

－個 人 負 担 の教 育 費減 少 肯 定:学 生59 .1%、 学 父 兄62.0%

・学父 兄 コー デ ィネ ー ト及 び お 母 さん胸 メ ン トリン グ拡 大 要 求:学 校 及 び保 護 者(95%以 上)

○ 自由受講券サ ポー トの拡 大で底 所得層 お子 さんが経済 的に難 しい と して も夢 をあ き ら

めない よ うに思 いや り(‘09、35万 名 、1，265億 ウォ ン→ ‘10、39万 名 、1，404億 ウォ ン)

□ 「私教育 ない学校」育成拡散

○優秀 な公教育 プ ログラム と質 の高 い放課後 学校 を提 供す る “私教育 ない 学校”の 拡散

を通 じて公教育正常化 と個人負担教育費軽減推進

・(‘09)457校 →(‘12)1 ，000校

〈私教 育の ない学校〉

公教育の内実化と私教育費の軽減

政府/市 ・都教育庁の支援

・予算支援

・優秀教員拡充支援

・教育課程運営の自立権拡大

学校の努力

・学校特性 に相応 しいプ ログラム開発

・水準別 オー ダー メー ド教 育提供

・名 品放課後学校運 営

学校長 と教師の熱情+保 護者 と学生 との信頼
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〈私教 育のない学校 の運営事例 〉

・KAIST学 生会 とのMOU締 結 を通 じる週末 単科組 を新設 し、週末私教育需要吸収(17個 班新設 、

120人 参加)

・教科 学習 サー クル 運営 して学習能力伸張、進 学生活指 導(36個 、372人 活動)

・私教 育参加率及 び個人負担教 育費軽減 とともに学業成就 能力 向上

□サ イバー家庭学習及びIPTV活 用度 向上

○新 た に開発 した コンテ ンツ及 び学習管理 システ ムを診 断処方 学習 システム及び画像相

談 システ ム と連携 してサイバー家庭 学習サポー ト強化

－改訂教育課程 の2011年 度適用教科水準別 コンテ ンツ開発提供

○活用度 が高 いこ とと予想 され る小学校 、農 山漁村 学校 を中心 にIPTVを 活用 した多様 な

正規教 育課程及 び放課後教 育サー ビス提 供

・全 国学校 に高画質 大容 量デ ジタル資料活用が可能 なイ ンターネ ッ ト網高度 化完了(‘09

年末)

○小 学校英語 の授業施数 の拡 大(1時 間→2時 間)に よる3、4年 生用IPTVコ ンテ ンツサー

ビス実施(‘10.3、EBSe)

□EBS修 学能 力講義 の質 を画期 的に向上

○イ ンセ ンテ ィブ強化でス ター講師 を迎入 して、優秀現職教 師 を選 抜 ・活用す るな ど最 高

講 師達を確保 して名 品教材 の開発

○私教育 の市場分析 及び大学入試 修学能 力の分析家 を招 いて私教育 を飛 び越 える ことが

でき る戦略 と修 学能 力講 義の企画機 能強化

○地域別拠 点セ ン ター運営 と ‘尋 ねるEBS現 場講義 ’示範 実施 を通 じて生動感 ある現場 中

心の講座提供

・放課 後の時間 に高1～3年 生の低 所得層/疏 外 階層 お子 さん優先対象 で該 当の地域最

優秀現職教師 を活用 した 国 ・英 ・数 の中心概念及び修 学能力講 義提供

○衛 星 ・ケーブル放送 のみ で提供 して来た大学入学試験 情報サー ビス(入 試説 明会 、TV入

学事情官制 な ど)を 至上派放送 で拡 大

○需 要 と使用者 の便宜性 中心にEBS修 学能力 サイ ト(EBSi)を 全 面改編 して検 索機 能 ・速

度 ・画 質向上及 び リアル タイ ム水準のQ&Aサ ー ビスな ど提供

○EBS、 韓 国教育課程評価院 な ど関連機 関の間協力体制構 築 を通 じてEBS修 学能力講義 と

修 学能力試験 の連携 強化
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[個人負担教育費軽減:学 院管理強化]

□学院運営の透明性向上

○学生の健康及び安全のために学院の教習時間を合理的に調整

・学院 ・教習所の教習時間を夜10時 に縮める市 ・道の条例改訂誘道

○市 ・都教育庁のホームページに学院授業料を公開して学生 ・保護者の学院選択権保障及

び学院運営の透明性強化

○学院不條理申告センター運営内実化、申告褒賞金制持続的に実施など不法高額課外及び

不法 ・便法運営学院に対する指導 ・取 り締まり強化

[大学生授業料負担の緩和]

□オーダーメー ド型奨学金の拡充及び就職後学資金償還制(ICL:Income Contingent Loan)

の施行

○大学生授業料負担を緩和のための校内奨学金及び共益基金の拡充

校内奨学金の拡充 ・ICLに増額 された大学財政一部(10%)を 奨学金に還元

・校内奨学金の30%以 上は底所得層に支援 されるよ うに誘道

民間 ・公益奨学金拡充 ・関連法律改訂などを通じて韓国装学財団で大学生学資金支援の

ための寄付金品を積極募集することができる制度的装置用意

・共益財団装学事業の中で低所得層大学生奨学金サポー ト拡大を

誘道

ICL実 施 ・大学の合理的授業料策定、厳格な学士管理など誘道

・大学別協約を締結してICL貸 し出し規模制限

○中 ・低所得層の大学生は授業料全額を政府から貸 し出し受けて勉強し、卒業後所得によ

って引き替えるICL実 施

・所得7分 委以下の大学生約80万 名に授業料全額 と生活費(年間200万 ウォン)を貸 し出

し

・大学と協約を通 じて合理的な授業料策定、厳格な学士管理、低所得層のための校内奨

学金の拡充

・1人当り教育費など授業料算定の根拠公示で合理的な授業料策定及び大学間競争促進

・厳格な学士管理を通じてC単 位以上の割合が75%以 内になるように誘道

○政府部処、民間奨学財団及び企業の奨学事業情報を統合DB化 して重複受恵の防止
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授業料負担の軽減3段 階支援網

中 ・低所得層

大学生

校内奨学金

拡充(大学)

民間 ・公益財団

奨学金

(奨学財団など)

ICL

(政 府)

大学授業料の引上率抑制及び重複受恵の防止

○学業に必要な学資金を学生がワン ・ス トップで支援受けることができる

民管合同学資金情報総合支援システム構築運営
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課題5 能動的教育福祉の実現

対象別教育福祉の方案

幼児

・教育機会拡大

・教育課程内実化

・教員専門性伸張

・保護者 の選択権強化

障害学生

・義務教育拡大

・職業教育強化

疎外系層の学生

・多文化家庭支援

・脱北青少年支援

・低所得層支援

危機学生

・Weeプ ロジェ ク ト

・対案 教 育

□乳児教育先進化

○乳児無償教育拡大と併設幼稚園増設で学父兄負担軽減

・(‘10)所得下位70%ま でのすべての二番 目以上お子さんに乳児学費支援

○午前基本過程(1日3～5時 間)を創意 ・人格教育中心に内実化 して、幼稚園教育課程運

営を正常化

・基礎生活習慣の形成 と創意性啓発のための遊び主の体験教育強化

<基本課程及び終日制教育活動の体系>

現 行

半 日制(3～5時 間)

9時 4～5時

終日制

(半 日制含 む8時 間以上)

改 善

9時 12～2時 以後

基本課程

(3～5時 間)

終 日制

(その他教育活動+保育)

○共稼ぎ ・低所得層家庭の乳児終 日班利用の機会を拡大して、多様な需要

を反映した特性化プログラム運営

・芸術分野(音 楽 ・美術 ・体育な ど)及び創意 ・科学 ・人格教育プログラムなど

－深夜まで運営する夜間保育専担の幼稚園拡充

○幼稚園の情報公示制、財務会計システム及び幼稚園運営委員会などを導入、透明性 ・責

務性を向上して保護者選択権の拡大

○教員能力開発評価及び公立幼稚院長の評価 ・公募制の導入などを通 じる教員専門性の伸

張で質の高い乳児教育サービスを提供
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○小 学校就 学年齢及び乳児教育体制 の改編 に対 して専門家 の意 見収斂 、政策研 究な ど十分

な公論化過程 を経 って総合 的 に検討

－学界
、乳児教育 ・保育係 、保護者 ・教員団体 な ど各界人士 と関係 省庁(記 載部 、福祉部)

が参加す る関連TF構 成運営(‘09.12～ ‘10.10)

・主要研 究検討 事項:発 達段 階 の検証 、教 育課程 の運営 、乳児教育 と保 育 との役 目分担

の方案 、実践可能 な代案 開発 な ど

□障害学生及び疏外階層に対す るオー ダー メー ド型教育支援

○障害学 生の義務教 育を満5歳 の乳 児 と高等学校過程 まで拡大 し、専門系高 を対象 で ‘統

合型職業教育 の拠点学校 ’公募 ・指 定

・特殊 ・一般学校 に特殊 クラス800個 増設 、統合型職 業教 育の拠点 学校10校 指 定

○北朝鮮脱 出青少年 に対す る教育機会拡大及 びサポー ト強化

－ハナ院
、ハ ンギ ョレ中 ・高等学校 を通 じる初期適応教 育の強化

－1:1メ ン トリング及び相談
、不振科 目の補 充教育、進路 ・職業教育 な ど一般学校で の

教育支援 を内実化 し、代案 学校 の設立 で教 育機会 の拡大

・「代 案学校 の設立 ・運営規定 」改訂(‘09 .10)に よる学歴認定 の代案学校 開校(‘10.3)

及び公 立代案学校 の設立(‘12.3)推 進、北朝鮮脱 出青少年教育支援セ ンター運営の活

性 化

○多文化家庭お子 さん に対す る現場オー ダー メー ド型教 育の支援強化

・多文化 家庭 の乳児 教育支援方案用 意
、メン トリングの拡大(‘09、2，500人 →3，000人)、

拠点学校の指定拡大(‘09、46校 →60校)、 教 ・師大 ‘多文化教育講座 ’開設 の拡大(‘09、

10校 →20校)

○農 山漁村 に対 して は学期 中、週 末、休 みな ど365日 学校 が学 生を責任負 う年 中保 育学校

の運営 を幼稚 園か ら高等学校 まで運営

・(‘10)298億 ウォン追加 支援 を通 じて教 育課程 の内実化 な ど支援

□低所得層学生 に対す るサポー ト強化

○低所 得層 お子 さん の学費及び給食費 支援 を拡大 し、脆 弱階層 お子 さんが学業 を中断 しな

い よ うに緊急学費 の支援体制構 築 ・運営

・低所得層 の学費支援:(‘09)3
，862億 ウォン→(‘10)4，838億 ウォン

・低所得層 の給食 費支援:(‘09)91% 、73万 名→(‘10)96%、77万 名

○教育福祉 の投 資優先地域(‘10、100個 地域 、538校 志願)に 対す る成 果評価 を通 じて市 ・

都教 育庁の 自活力向上

－事業評価 の結果が不十 分学校(下 位10%)は 研 修及び コンサルテ ィングを強化 し
、優秀
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学校(上 位10%)は 褒賞、加 算点 な どイ ンセ ンテ ィブを付 与

□学業 中断及 び危機 学生に対す る体 系的支援

○学業 中断及び危機 学生支援 のた めのWeeプ ロジェク トの拡 大実施

・(‘09)Weeク ラス1
，530個 、Weeセ ンター80個 、Weeス クール3個 →(‘10)2，530個 、

130個 、6個

－各界各層 の指導層人士 と危機 学生 との1:1メ ン トリン グを実施す る 「1万Weeメ ン ト」

構築及 び危機学生対象 の国内外 イン ターンシ ップ過程 の運営

・ ‘Wee、私 たちが希望 だ!’ 美 しい一対 一のメン ト宣布 式開催(‘09.12)

・忠南道 庁 の事例:専 門系高の海外 イ ンター ンシ ップ過程 の運営(47人 、オ ース トラ リ

ア ・カナダ ・オランダ)

－家庭暴 力
、学 生未婚母(約3，300人 推定:実 態調査政策 の研 究、‘09)など新社会的 危機

対応 のための家庭型Weeセ ン ター 「私た ち(Wee)家 」運営

－Weeプ ロジェク ト質 の管理強化 のために全 国圏域別 の融合Weeセ ンター示範運営
、新

規セ ンター構 築、相 談教師 ・教師力量 の強化な どを支援

○学業 中断事 由に対す る定期的 の調査拡大(年1回 →年4回)と 深層分析(類 型 、学業 中断

後 の進 路、復 帰な どの移動経 路)で オー ダー メー ド型 サポー ト対策用意

○学業 中断の学生を教育 してい る代案教育施設 に対す る機 資材、教具、教育プ ログラ ム運

営 な ど支援(‘09、94ヶ 施設 → ‘10、100ヶ 施設)
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課題6高 級人材の養成

[小 ・中 ・高:潜 在 力 ある学 生の用意性教育 強化]

□英 才教育対象 の拡大及び深化 された英才教育 の推進

○可能性が ある学 生な ら誰 も英材 教育 を受 ける機会 を提供

－英材 教育対象 を拡大(‘09
、1%→ ‘12，2%)し、選抜方式 も試験 中心か ら教師の学生観

察 ・推薦 に改善

○英 才教育課程 を基礎及び深化過程で分 けて 、基礎過程(1年 以 内、英才 クラス)履 修後、

優 秀学生 を選抜 して深化過程(英 才教育 院)教 育

○英 才学校数 の拡 大(‘09、2校 、 ソウル 、釜 山→ ‘10、3校 、京畿追加)

□一般高等学校 の用意性 の教育強化

○核心力量 を強化 した高校教科改編 とともに高校英語 、数学科 目中心に無 学年 制 ・単位制

の導入及び高等学校卒業要件 の設定推進

－ ‘10年 教育課程 の革新学校 、 自律型公 立高 、 自律型私 立高で示範運営 後一般学校 に

拡大

○英語 、数学、科学科 目の成績最上位 圏 の学生た ちのための大学水準の ‘高等学校大学過

程(High school College)’ 設置運営

○優秀高等学生 が休 みの中に大学水準 の教育課程 を履修 、大学入学後に単位 が認 め られ る

‘大学科 目先履修制度(U
niversity-Level Program)’ の拡大

○質 の高い教育のた めの教科教 室制 の拡 大(‘09、647校 → ‘10、707校)

○一般高等学校 で特定の教科深化過程 を運営す る ‘重 点学校 ’の拡大

・‘12年まで科 学100校 、英語100校 に拡 大、 ‘10年芸術 ・体育30校 推進後拡大検討

□特殊 目的高 は設立 主 旨に当た る充実な教育実現

○成績 よ りは素質 ・適性が ある学生に教 育機 会 の拡大

－科 学高は ‘11学年度か らすべて の学 生 を ‘入 学事情管選考 ’及び ‘科学創 意性 典型 ’

で選抜

－外国語高等学校
、国際高等学校 は新入 生全員 を対象 で ‘入 学事情管 に よる自分主導 の

学習典型 ’で転換 し、社会的配慮対象者 の典型拡大

・社 会的配慮対象者 の選抜拡大:(‘11)定 員 の10%→(‘12)15%→(‘13)20%

○科 学高等学校は近 隣大学 とMOUを 締結 して、優秀学 生が大学過程 をあらか じめ勉強 して

研究 も参加 出来 るよ うに支援

○外 国語高等学校 は教育 目的を “外 国語 に上手 な人材養成 ”に明確 に して専攻外 国語 の履
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修単位拡大など外国語深化教育の強化

[大学:優 秀研究人力 の養成 強化]

□潜在力 あ る学部 ・大学院生研究活動 サポー ト強化

○理 工系 学 生 自 らアイ デ ィア を導 出 して研 究 す る よ うに 支援 す るプ ロ グ ラム(URP:

Undergraduated Research Program)の 拡散

・(‘09)100個 の課題→(‘10)150個 の課題

○数学 ・物理 ・生物 な ど基礎科 学に潜在力 あ る修 士 ・博 士級人力 を選 抜 して最小3年 間特

別研 究支援 金(National Junior Project)の 支援(新 規)

・(‘10)20人 、1人 当 り4，000～6，000万 ウォン

□(仮 称)“ グ ローバル水準 の高級博 士養成 プ ロジェ ク ト”企画 の推進

○国内博士 に対す る教 育 ・研究 を強化 して高 附加価値 を新 たにつ くるグローバル水準 の博

士養成 の先循 環構造構 築

・目標:大 学教授、先端企業 リー ダー型研究員、先端 技術 の基盤創業水準 の博 士養 成

・日程:(’10)予 備 妥 当性の調査、(’11)事 業本格推進

<博士養成の膳循環構造で転換>

－創意 的知識創 出 と拡散 のための教 育 と研 究の統合企 図(Research-Based Education)

・大学 ・研 究所 を連携 した大単位優 秀教 育 ・研 究Hybrid組 職 創 出及び 育成

－ 自期主導 的研究能 力の培養 のために優秀 学生を選別支援(Graduate Fellowship)

－サ ポー ト単位 を大型 化 して包括 的に財政支援
、自律 目標 制な どを通 じた大学 自律性 拡大
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○既存BK21事 業 を通 じて2万 名 の修 士 ・博 士過程生 に研 究奨学金 の支援

□卓越 な博 士 の後 、研 究者 に ‘特別研 究支援金(National Research Fellowship)’ の授 与

○優秀Post-Docを 選 抜 して大学 ・出演(研)で 創意 的個 人研 究 を遂行す るよ うに研 究費支援

(‘10，20人)

○ 出演(研)が 機 関で必要 な核心人力 を選抜 、機 関固有の事業費 を活用 して長期 間(3年 以上)

活用 す るよ うに誘道(‘10，20人 内外)

□人 文社会 分野 の優秀人力養成及び成果創 出

○人文社会 学術振興 の長期 ビジ ョンに よって、研 究者 の生涯周 期 によった 中断 のない支援

体系 の構築 を通 じて創意 的な人文社会 の研 究人力育成

○疏外学 問の大学講義 支援(‘10、20億 ウォ ン、71個 講座)、漢 文古典翻訳 の専門家養成(‘10、

1大 学、2.5億 ウォ ン)な ど戦略的保護 ・育成 が必要 な分 野の核 心人文社会の人力養成

○世界 と疏通す る韓国学の発展 のために海外韓 国学者 を集 中育成

－ ‘海外韓 国学 の中核大学 ’を選 定 ・支援 し
、韓 国学教育-研 究 ・大衆化の統合モデル と

して ‘韓国学 ラ ップ(Lab)’ 新規推進(’10、15億)

－韓国学 の教育機 会拡大 のた めに海外大学 に韓国学教授派遣及 び外 国人修士 ・博 士過 程

生 に奨学金支援

○韓 国社会 を診 断 し、未 来の多様 な危機 と挑戦 に対応 す る解法 を捜すための社会科 学研 究

の着手(韓 国社会科学 の発展方案:‘10、100億 ウォ ン)

□知識サー ビス分 野の優秀 専門人材 の育成

○評価 体制構築 、実務教 育強化方案 の用意 な ど法学専門大学院体制 の定着 で広 い識 見 と実

務能力 を持 った法律 専門家 の養成

・(‘10)法 学専 門大学院の評価委員会構 成
、 自体評価 の実施 予定

○ 医学 ・歯医学 の専門大学 院体制定着及び臨床 と研 究 を兼備 した医科学者(M.D-Ph.D)養 成

支援(’10、102人)を 通 じる医療 専門人材 の養 成

○韓 国的企 業特性 を理 解 して国際的競争力 を取 り揃 えた経営(金 融・物流)専 門人力 の養成

のため の経営専 門大学院 の質管理体制 の構築

○学制 間の融合 研究 を活性化 して人文 ・自然 科学 の素養 をす べて等 しく取 り揃 えた通渉型

人 才養成

－新 しい成 長動力産業 ・技術 を中心に学制 間融合大学院体 制 を促進 して核心研 究専 門人

力 の養 成
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[研究集団:碩 学 ・スター科学者育成]

□優秀学者 ・科学者発展 トラ ック強化

○優秀成果 を新 たにつ くっ た人文学者 ま たは科学者 が既 存研 究を深 化 ・発展 させ なが ら研

究力 量 を継 続的 に強化 して最高研究者 に至 るよ うに支援

○人文社会 の優秀学者 た ちの研 究 ・著述 を安定 的に支援 して研 究業績 を集大成す るよ うに

誘導す ることで世界的碩学 に育成

○優秀科学者 をた くさん掘 り出 して、独創 性 ・波及効 果が大 きい研究 中心強 点分 野を深化

させ て世界 的スター科 学者 に育成

・支援規模:(‘09)45億 ウォン、3人 →(‘10)110億 ウォン、7～10人 に対 して課題 別特

性 に よって支援

・支援期 間:(‘09)3+3年 →(‘10)5+5年

○先端 ・融合分野 で碩 学級研 究者 が全権 を持 って運 営す る ‘責任 運営専攻過 程 ’設置 運営

方案 の樹 立

課題7 大学 ・研究機関の力量強化

大学 ・研究機関の力量強化

大学

自律力量の強化

教育力の向上

研究力量の強化

大学 ・研究機 関の

連携 ・協力

研究機関

運営の効率化

優秀研究成果の創出

教育 ・研究インプラの拡充

□大学自律力量向上のための効果性向上

○国立大学の法人化を推進 して大学運営の自律性 ・責任性を土台で国立大学の力量を画期

的に向上

・徹底的な事前準備で国立大改革の始発点であるソウル大法人化の成功的推進(‘11 .3)

・地方拠点国立大学を中心に同一圏域素材の国立大学と連合体制を構築して3～5年 間準

備期間を経った後、単一法人に転換
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○大学教育質の低下を防止するため、経営不実の私立大学に対する自律的 ・常時的構造調

整の支援体制の構築

－経営診断と実態調査(‘09 .5～11)を 根拠で経営不実判定(‘09.12)及 び経営 コンサルテ

ィングを通 じる統 ・廃合または解散など段階的構造調整の誘道

－大学の教育与件及び成果に対する主要指標を信号灯の体系で提供 して学生及び保護者

の学校選択権保障

自率的構造調整を通じた私立大学の競争力向上

1段 階

経営改善の勧告及び短期的

行 ・財政措置の施行

(教育力量強化事業、ICL貸

し出 し限度の制限な ど)

2段 階

経営 コンサルテ ィ ングを通

じた構造調整 の誘 道

(合併、統 ・廃合)

3段 階

高等教育法など関連法令に

よる制裁措置

(定員減縮、新入生の募集停

止、学校廃舎及び解散命令

など)

○私立大学の自律力量増大のための支援策の用意

－役員就任の承認、財産処分の許可、定款変更の認可など報告制転換の推進

○大学の中長期発展の方向を提示する高等教育のビジョン樹立

・融合親和型の学士構造導入、能力 ・実績中心の教授制、高等教育財政の拡充など

□厳正な大学評価及び情報公開の拡大

○大学の建学理念及び人才像に附合する学生選抜 ・教育課程 ・教育成果など大学自らが評

価して改善する大学自体評価制の定着

○教育と研究力量の均衡的評価のための大学評価認証システムの先進化

・大学評価の認証と大学財政支援の有機的連携方案の検討

○学生 ・保護者が願 う大学情報を持続的に発掘 ・公示

・授業料及び1人 当り教育費算定の根拠、大学入学試験典型料収入 ・支出現況など6個

項 目の追加公示

□大学の競争力強化を主導する先進型教員運営制の導入

○国立大学が教授定員を弾力的に運営することができる総額人件費制の導入推進

・(’10)上 半期の中で妥当性の検討後、関係部処協議推進

○年俸序列中心の教授給料体系を業績 と報酬が連携される成果年棒制での改編推進
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○現場需 要 を反映 した協 同研 究の活性 化のた めに教授 の学科/学 部所 属制 を単科大学/系 列

別所 属制 で改編柔道

□大学学部教育の質 と競争力 向上

○学 士組職 及び教員 人事 、教育課程 と教 育支援体 系な どを総体 的に先進 化す る ‘学部教育

の先導大学 ’モデル を育成 ・拡散(10校 、300億)

－基礎 素養 教育の強化
、教授業績 の評価 システ ム改 善、講義公 開な ど大学の 自律的学部

教育強化 の努力柔道

○教育及び実 習活動支援 、教育与件 の改善 な ど大学の 自律 的教 育力 量強化 を長続 き支援(90

校 内外、2，600億)

－厳正 な学士管理
、積 極的 に学生支援(授 業料 引き上げ 自制 、校 内奨 学金拡大)な どを評

価 指標 に追加 ・反映 して教育力 向上 の核心基盤 の強化

□大学のグ ローバル研 究力量の強化

○WCU事 業 で新 しく開設 された専攻 ・学科 な どに海 外学者た ちが講義研 究 に本格参加 す る

に よって、大学現場 の雰囲気刷 新

－中間評価 を通 じて選択 と集 中によ る事業構造 で改編推進

・新 しい成長動力及び融複合分野2個 の分野(‘09 、15個 → ‘10、17個)追 加選定

・ノベル フォー ラム開催、大学講義 の公 開(OCW:Open Course-Ware)を 拡大運営 してWCU

事業成果共有 ・拡散 に主力

○英文研究計画 で活性 化、国際仲間評価 の実施(Int‘l Peer Review)な ど 海外優秀学者

たち との共同研 究の促進及び 国内大学の認知 度 向上

・(‘10)グ ローバル研 究ネ ッ トワー ク78億 ウォ ン、 グローバル研 究室(GRL)157.7億 ウ

ォン

○大学教 授た ちの海外派遣研究 を支援 し、海外優秀研 究機 関 との共 同研 究セ ンターを 国内

大学に設 置 し、 グローバル研 究力量の 向上

・(‘10)大 学研 究人力 の国際交流 サポー ト40 .6億 ウォン、海 外優秀研 究機 関誘致160億

ウォン

□出演(研)の 力量強化

○内部競争 システム を強化 して成果優者 と不十分者 に対す るサ ポー トの差別 化 を通 じて研

究生産性 の極大化誘道

－成果優秀者 にイ ンセ ンテ ィブの差 等幅 を拡 大(50%→200%)と
、停 年以後勤務機会 を提供

す るが、充分で ない場合退 出 システ ムを強化

○優秀研究成果 の創 出を誘導す るための安 定的な研 究支援 の拡 大
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－政府 の直接支援人件費比重 の拡 大:(’09)54 .6%→(’10)60%

－契約職研究員 の中で成 果が優秀 な場合
、持続 的な研究機 会 を提供 し、正規職選抜 の時

優先権付 与

－科学技術人の生活安定及び福祉増進 のための科学技術人年金制 の拡散

・加入者:(‘09)3
，344人 →(‘10)7，090人 、納入金:(‘09)522億 ウォン→(‘10)1，239

億 ウォ ン

○ 出演(研)の 開放型運営体制構築 を通 じてグ ローバル競争力確保

－経営能力 と リー ダーシ ップ を取 り揃 えた世界 的碩学迎入 を推進 して機 関長 中心 の責任

の経営強化

－海 外優 秀人力 を誘 致 して世 界水 準 の学 ・研 の協 同研 究 を遂 行す るWCI(World Class

 Institute)本 格 に推進

○出演(研)間 の重複機能 調整及 び組職運営 の健 全性確保 のた めに凡部署次 元の出演(研)

の体制 改編

－機 能的な制度 改善 と構 造的 なゴボ ノンス改善方案 の併行推進

□教 育 ・研 究力量 を高 める学術 イ ンフラの構 築

○優秀論文が収録 されて、収 録 され た論文 の検索 ・引用 が容易 いe-ジ ャーナル形態 の世界

的学術誌(Top Journal)育 成

・(‘10)科 学技術分野に1～2個 学術誌 の育成(試 験事業) 、(‘ll)以 後事業拡大

○ ‘学術 団体 の支援事業 ’を構 造改編 して選択 と集 中に根拠 した優 秀学会支援 を大幅 に拡

大 し、学会 の競争力 向上及 び 自活力 の強化

・科 学技術 は韓 国科総
、人文社 会及 び複 合学問は韓 国研 究財 団で支援

○電子 ジャーナル、Web DBを 国家 ライセ ンス方式 で取得 して統合サ ー ビスす る ことで、大

学教育及び学術研究 の基礎資料 を大幅 に拡 充

○ ‘外国学術誌 支援セ ンター ’を拡大(‘09、1個 → ‘10、7個)、 核心 ジャーナル を最少1

部ずつ 国家資産で蓄積 ・保存及 び共 同活用

□大学研究機 関の学研 協力 の活性化

○産 業オーダーメー ド型 人力養成及 び就業促進に重点を置 いた拠 点大学育成

・広域経 済圏人材養成拠点 大学:(’10)19大 学、1，000億 ウォ ン、働 き場 の創 出500人

・産学協力 中心の大学:(‘10)32大 学
、300億 ウォ ン、働 き場 の創 出300人

・地域拠 点の研 究団:(‘10)6大 学 、135億 ウォン

○ 地域 の 中小企 業 と地方大学理 工系学科(修 士博 士参加)の 間 共同研 究 を通 じる地域産業革

新 と自体高級人材 需給支援

・地域革新 人材養成事業:(‘10)237億 ウォン、54個 新規課題 支援
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○地方科学研究団地(10ヶ 団地、144億 ウォン)造成及び地域研究開発支援団(5個)運 営を

通 じて地域大学中心の産学研協力の促進

・広域圏R&Dの 調査分析及び地域特化分野の研究開発事業の推進

○大学教員と研究機関研究員が羊所属機関の業務を同時に遂行することができる ‘学―年

間教授制導入’などを通じて大学出演(研)の 間人力交流活性化

・人力交流に関する明示上根拠を用意するために関連法令(産 学協力促進法、教育公 務原

法など)改訂を推進 して、機関別 自体規定に反映誘道

○工学教育認証制を短大まで拡散して認証制実効性向上のために認証評価

市産業係人士の参加を誘導するなど需要者中心の専攻力量強化

課題8 R&Dの 先進化

国家成長潜在力の拡充

2010R&D推 進 戦 略

国家委 R&D投 資拡大

R&D投 資効率性の向上

教科部 基礎研究支援の内実化

源泉技術確保

産 ・学 ・研の協力の活性化

目標

科学技術研究力量の向上

世界一流源泉技術の確保

[R&D投 資拡大]

□持続成長 のための政府R&D投 資拡大

○危機 以後成長 潜在力 拡充 のた めに政府R&D投 資 の戦 略 的拡大維持(‘12年 まで 国家

R&D総 投資(民 間+政 府)GDP5%水 準 で拡大)

〈政府R&D投 資計 画〉

‘09 ‘10 ‘12

予算 12.3兆 ウ ォ ン 13.6兆 ウ ォ ン 16.6兆 ウ ォ ン
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○拡 大 され た ‘10年R&D予 算 は科学 技術基本計画 に よって基礎 ・源泉研究 に集 中投資

〈政府R&D基 礎 ・源 泉研 究投 資(比 重)計 画〉

‘09 ‘10 ‘12

基礎 29.3% 31.3% 35%

源泉 9.6% 11.4% 15%

□国家競争力向上のための民間R&D活 性化誘導

○政府R&D投 資拡大といっしょに民間R&D投 資活性化のために企業R&D活 動状況ジレ

ンマ敷布団である調査及び解消

・租税関税，洗剤(サー ビスR&D支 援)，金融，人力，R&Dサ ポー トな ど

○企業親和的制度改善及び企業敷設(年 間)の 質的水準向上のために企業敷設(年 間)サ ポ

ー ト体系先進化推進

・企業敷設(年 間)登 録制導入及び申告簡素化，オンライン統合支援システム構築など

[R&D投 資効率性向上]

□研究成果拡散システム先進化推進方案用意(‘10.上)

○(企 画)企 画段階か ら商用化 を考慮 した技術開発戦略樹立及び研究成果管理体系構築推

進

－特許 ・論文及び商品(3P)分 析に基盤 した立体的な辞書企画実施、全週期知識財産経営

体制強化

○(組職)研 究成果以前活性化のための専担組職(TLO)シ ステム改善

－TLO専 担人力拡大及び専門教育強化を通じる成果向上

－成果管理以前のための研究開発主体の間連携方案樹立

○(事業)商 用化促進のための国家研究開発事業改善

－基礎源泉技術と応用技術が連携されることができるように共同企画，

別途の連携事業推進など連携以前活性化方案用意

－緑成長，新しい成長動力分野など大型国家プロジェクトの事業化連携技術開発(R&BD)

事業導入

－大学出演(年 間)の未成熟潜在特許技術 と産業界要求水準を連結させてくれることが

できる保有技術商用化方案樹立

○(制度)商 用化促進のための制度改善及びサポート制度用意

－ 「研究成果目標管理制」導入を通じて企画段階から研究開発前週期にわたって成果中

心に研究事業を管理

・事業の類型，規模など特性によって段階別目標管理詳細戦略用意
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－技術持ち株会社設立活性化及び技術評価信頼性向上方案樹立

□民間専門家中心の科学技術総合調整強化

○国家科学委員会の ‘R&D予算配分検討専門委元会’機能を技術分野別R&D政 策及び事業

の企画調整分野まで拡大

○凡部署科学技術政策課題の検討調整と政府R&D知 識財産の戦略企画及び総合調整強化の

ために2個 の専門委追加運営

・科学技術政策専門委員会、知識財産専門委員会:民 間中心に構成(‘10.上)

○運営委員会を分野別専門委元会 と直接連携して実質的専門的検討調整が可能になるよう

に運営方式改善

・運営委員会の民間委員を分野別専門委員会に倍速

○分野別専門委員会で関連専門家を活用して科学技術アジェンダを主導的に発掘企てるよ

うに支援

[R&D:基 礎研 究サポー ト内実化]

□研究者需 要中心の基礎研 究サポー ト拡大

○創 意的個人基礎研 究サポー ト拡 大(‘09、5，000億 ウォン→ ‘10、6，500億 ウォ ン)

・理工 系教授 の基礎研 究費受恵率 向上:(‘09)20 .7%→(‘10)27.2%

○不確実性 が高い未 開拓分野 の挑戦 的・先導的研 究 を誘導す るた め ‘誠実失敗 の容認制 度 ’

を取 り入れ た ‘冒険研 究事 業 ’着手(‘10、40億 ウォ ン)

□国家需 要中心 の戦略基礎研 究本格 推進

○国家的 ・社会的懸案(緑 技術 、新成 長動力な ど)に 先制 的に対応 す る基礎研 究 を段階 的に

拡 大(‘09、69億 ウォ ン→ ‘10、218億 ウォ ン)

・サポー ト分野:Science Map(上 位1%高 非 引用論 文の分析)を 活用 して発 展可能性 が大

き くて我が 国の成長 を主導す る ことができる有望基礎分野選 定

○学問の多様性 油脂及 び国家次 元の戦略的育成 が必 要な ‘特殊保護 学 問’ 分 野支援(‘10、

22億 ウォ ン)

□基礎科学振興のための研 究装備 施設 な ど基盤 拡充

○KSTAR性 能 向上 と運転技術 向上本 格化(‘09.6着 手)

・プラズマ性能:1次(‘08 .6、0.4秒)→1次(‘09.11、3.6秒)→3次(‘10、5秒 目標)

○新物質新素材研究 な どのための大型科学装備長続 き拡充

・放射光 アクセ レレー ター性能 向上(浦 項)
、陽性子 アクセ レレー ターセ ンター建設(‘12

年完工、競 走)及 び研 究用高温 プ ラズマ研究セ ンター建設(‘14年 完工 、全 北)
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[R&D:源 泉 技術確保]

□技術 の高附加価値 化のための源泉技術確保

○NT BT IT源 泉技術 開発投 資拡大

－(NT)ナ ノ融合素材 な ど35個 グ リー ンナ ノ技術(‘09
、1，240億 ウォン→ ‘10、1，300

億 ウォ ン)

－(BT)新 薬
、幹 細胞 、長期複製移植 技術 な ど先端生命工学分野(‘09、760億 ウォン→ ‘10、

903億 ウォン)

・全周 期的(候 補物 質、専任 上、臨床)部 処連携新薬 開発 を通 じてシナ ジー効果創 出

－(IT)ソ フ トウェア工学
，情報及 び知能 システ ム、システム ソフ トウェア な ど次世代 ソ

フ トウェア分野基盤 共通技術 開発重 点支援(‘10、20億 ウォン、新規)

○国家次元の源泉研究イ ンフラ拡充

－新薬基礎物質 と臨床製 品化の連携 強化 のための ‘新薬 開発支援セ ンター ’建 立加速 化

(‘09、26億 ウォ ン→ ‘10、304億 ウォン)

－部署別 で散在 した生命 研究資源 情報 を国家次元 で統合管理す るた め ‘国家生命研 究資

源情報 セ ンター ’指 定運営(‘10)

〈国家生命研究資源情報の管理体系〉

□新産業創出のための未来融合先端技術先行獲得

○融合技術を世界水準で育成するため 「NBIC融 合技術指導」 樹立(‘10.上)
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－国家的に優先 育成す る3台 分野(バ イオ ・医療
、エネル ギー ・環境、IT)の 重点課 題別

戦 略製 品/サ ー ビス及 び関連核 心融合技術 の開発

・高齢親 和医療機器 、スマー ト上水道、知能型 融合 自動車 な ど15個 の課 題

○高危 険 ―高収益型 融合源 泉技術開発の拡大(‘09、550億 ウォ ン→ ‘10、700億 ウォ ン)

・知能型バイオ ロボ ッ ト、バ イオ融合素材 、人工知能 、先端医療機器 な ど25個 の事 業団

○脳 疾患予防治療 な ど脳研 究を拡大支援 して ‘脳 研究員 ’設 立 を本格推進 して、今後 の脳

分野 国際競争力 の確保(‘10、130億 ウォン)

基礎研究 源泉研究 期待効果

脳構造及び

機能理解

脳疾患関連新技術

科学 ・人文社会 ・教育文化

融合脳機能(脳科学/脳認知)

次世代脳情報処理及び応用技術

・高齢化社会対比脳疾患克服

・人工感覚センサーなど障害克服

・脳機能強化及び調節技術の開発

・医療映像機器技術開発 など

□国家的 グ ローバル課題対応新規事 業推進

○世界一流 の基礎 ・源 泉技術の強国で跳躍す るた めの ‘グ ローバル フ ロンテ ィア ’事 業着

手(’21年 戦 略分 野世界4位 圏競争力 の確保)

－16個 ‘フ ロンテ ィア事 業団 ’が段階 的に終了 され るに よって世 界市場 を先行獲得 す る

ことができ る核 心技術 を開発す る大型後続事 業の推進(‘10、150億 ウォ ン)

〈グローバル フ ロンテ ィア事業推進 の戦略〉

戦略 主 要 内 容

1 ・国家 戦略技術 を選 定 して集 中投資(課 題別100～300億 ウォン)

2 ・研 究団型 の事業推進(責 任 と権 限強化、R&Dプ ロジェ ク トの全般 的管理)

・研 究団R&D企 画評価機 能の強化 、評価 の透 明性 強化な ど

3 ・研 究機 関、研 究領 域間のネ ッ トワー ク及び 融合研 究の強化

4 ・海外諮 問団に よる評 価+国 際 コンファ レンス
，海外研 究者 活用 向上

○国民生活質の向上の ために高齢親和 、障害克服 、社 会・災害安全分野 の核心技術 開発 の新

規推進(’10～ ’14、 総800億 ウォン)
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・(課題例示)免 疫 力弱化高齢層 の健康 回復及び増進技術
、環境のために及 びバイオケ ミ

ス トリーテ ロ物質 の早期探知及び検 出技術な ど部処 ・事業間の連携活性 化

○優秀 な基礎研 究の成果 を掘 り出 して源 泉研 究に基盤 で活用 して源泉研究成 果 を事業 化サ

ポー ト事業で連携

－ナ ノ融合2 .0な ど関係部 処が合 同 で参加 ・支援 す る 「共 同連携 プ ログ ラム(Bridge

 Program)」 の企画 ・推進

・教 科 部(Tech Seed発 掘
、Prototype開 発)、 知 経 部(Biz Item発 掘 、Production

 Feasibility検 証 、Commercialization事 業)

基礎研究

優秀成果

源泉研究

優秀成果

事業化(関連部処)

[産・学・研 の協力活性化]

□優秀研 究成 果の創 出 ・保護 ・活用及 び事業 化促進

○企 業附設(研)を 中心 に産学研研 究の協力ネ ッ トワーク を構 築 して核心 ジ レンマ技術 を中

長期 的 に一緒 に研 究す るよ うに支援

・産 学連協力の優秀研究室事業:(‘09)7 .7億 ウォ ン→(‘10)23億 ウォン

○ ‘国家研 究施設 の装備 振興セ ンター(NFEC)’ を本格稼動す ることで政府R&D事 業 に構築

された研 究施設 ・装備 の共 同活用の拡大(‘10、15億 ウォ ン)

○ ‘R&D革 新セ ンター ’ と技術移転 の専担組職 間の協力 を通 じて優秀研 究成果 と創 出 ・保

護及 び産業界への拡散 を体系的 に支援

・産業的潜在価値が大 きい技術発掘及 び成果 マ ップ分析
、海外権 利確保 のサポー トな ど

大学 ・研 究機 関

国家R&D遂 行及び

成果創出

R&D革 新 セ ンター

・産 ・学 ・研 の連携(Bridge)活 動支援

・技術源泉発掘及 び成果マ ップ分析

・大学 ・研 究機 関に対す る総合 コンサルテ ィング

・関連 情 報 提 供 及 び 専 門人 材 運 営 な ど

産業系

技術事業化

○基礎 源泉研究 の成果 が事業化商用化 まで行 くこ とがで きるよ うに ‘R&D-IP協 議 会 ’を通

じて教科部 と特許庁事業連携 協力拡大
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○技 術移 転 及 び 事 業 化成 功 率 を 向上 す るた め に技 術移 転 の専 担 組 職(TLO:Technology

 Licensing Office)内 の専門家 の割合拡大及び力量 強化

○大学出演(研)が 保有 した優秀 技術 を土台で創 業 を促進 す るよ うに産学研 協力技術持 ち株

会社設立サ ポー ト強化

・技術 出資義務 限度 の緩和及 び持 ち株会社 自体営利行為 の許容範 囲の拡大 な ど(産 学協力

促進 法改訂)/技 術持 ち株会社設立(‘09)8個 →(‘10)14個 で拡大

【国際科学ビジネスベル ト造成】

・拠 点地区:基 礎科 学研 究員 と中イ オ ンアクセ レレー ターが設置 され る地域 シ リコンバ レー

の成 功要因で ある大学・研 究所 企業・ファン ドを造成

・機 能地 区:拠 点地 区の隣近に研 究
、産業 な どの機能 が集積 された地域 を指定 して拠点地 区

と連携発 展

□研究インフラの構築

○政府出演(研)、企業(研)、海外(研)誘致計画の樹立

○アンカー研究所で基礎科学研究院の設立推進

－基礎科学研究員マスタープラン及び設計
、中イオンアクセレレーターの概念設計

実施

□知識産業インフラの構築

○未来成長性が高い有望知識基盤産業君の選定

○アンカー企業及び国内外企業幼稚戦略の樹立及び誘致活動

－誘致業種の立地需要調査
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課題9 緑教育 ・研究活性化

緑教育 ・研究の 目標

‘08

低 炭 素 緑 成 長

ビジ ョン宣布

(8.15慶 祝辞)

‘09

・緑 成長 教 育 の活性 化

方案の樹 立(‘09.8)

・緑 技術R&D総 合 対策

樹 立(‘09.1)・ 施 行

‘10

・学校 内外 の緑 生 活教

育の強化

・緑 技術 研 究 開発 の加

速

‘20

国家温室ガス

減縮 目標の達

成

[学 校 内外の緑生活教育の強化]

□緑 教育 を強化 した小 ・中等教育課 程の運営

○小 ・中等教育課 程の改訂 の時(’10)各 教科(目)別 に緑成長 関連 内容 を反映 して、高等学

校 選択科 目で ‘環境 と緑成長 ’教科書 の開発

〈小 ・中等教育過程の改訂〉

学年 単元 現行教育課程の内容
‘10年教育課程部分の改訂 の時反映

社会

10学 年

(5)地 域 開発

と環 境保全

④持続可能な発展の意味を理解

し、生態観光のような国内外

の多様な実践方案を探索する

④緑成長の意味を理解し、緑産業育成

のような国内外の多様な実践方案

を探索する

○ ‘緑成長研 究学校 ’を通 じて学校 自ら差別化 された緑教育過 程方 法資料 な どを研 究 して

適 用 して、地域 内他の学校 で拡散

・‘09.3～ ‘11.2間 、47個 運営(市 ・道別 、小 ・中 ・高 、各1個 ずつ 、大 田は2個)

○一般 ・予備(教 ・師大)教 員た ちの緑成長 関連教 育及 び研 修強化 を通 じて教科別 ・段 階別

(小 ・中 ・高)オ ーダー メー ド型緑生活教 育の推進

・校長(教 頭)・1級 正教 師の資格研修 の標 準教育課程 に緑成 長理解 科 目の運 営

○教育環境で ある学校 も緑生活教育 に相応 しい よ うに老後 され た小 ・中 ・
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高か ら親環境型 ・体感型で改善す る ‘グ リー ンスクール ’持続 に推進

〈グ リー ンス クール類型(例 示)〉

学校類型 主要事業内容

生態学校、自然親和型学校 ・樹木造成、学校屋上の庭園化、生態池造成、親環境包装材

の改善、自転車駐車場及び自転車道の造成など

エネルギー節減型学校 ・地熱及び太陽熱利用冷暖房及び給湯設備，雨水利用施設，

高効率照明器具設置，エネルギー節約型戸障子交替な ど

親環境素材型学校 ・親 環境外 装材 ・塗布 、天然型壁紙 ・底材料 ・内装材 な ど

□学校内外で多様な緑生活体験の機会拡大

○ ‘Eco生活科学教室’拡大運営で放課後に体験探求実験を通じて学生住民たちの緑生活

意識の向上

〈生活科学教室事業の内容〉

区分 邑 ・面 ・洞の生活科学 教室 学校にいく生活科学教室

場所 住 民 自治セ ンター 小 ・中学校

対象 地域住 民(小 ・中学生、主婦、老人 な ど) 小 ・中学生

細

部

事

業

既

存

・緑成長示範地域 を選 定 して ‘Ecσ生活科 学教室

指 定 ・運営

・住 民対象 月1回 ミニ緑体験館 の運営

・生活科 学教室 プ ログ ラムの 中で

緑成長 関連 内容10%以 上反 映

・市 ・都 当 ‘Eco生 活 科学教室 ’1

個校指 定 ・運 営

変

更

・生活科学教室プ ログラムの中で緑成長 関連 内容20%以 上反映

・ ‘Eco生 活科学教室 ’を市 ・道 当2個 校 で拡大(‘09 、16個 → ‘10、32個)

○国立科学館(果 川 ・大 田 ・ソウル)を 活用 して家族が一緒にする緑生活 ・緑成長教育 ・体

験の場の拡大

・家族科学祝典、大韓民国科学祝典など総合的科学文化の行事に緑成長 の特別展

示館、環境科学キャンプ、気候変化エネルギーの総合広報館など設置運営

○隣近住民と学生が共存す る大学の低炭所生活化 を誘導す る ‘グ リーンキャンパ ス’

認証制導入方案の用意
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【教育科学技術部の省エネルギー節約実践の計画】

□教科部内、エネルギー節約の推進

○生活の中、エネルギー節約運動の展開

－中食時間及び退勤以後消燈
、コンピューター節電モー ドの活用など事務室節電

の生活化

－カラー文書出力の自制
、両面印刷生活化及び紙背積極活用、紙コップ使用 しな

い(個人 コ ップ使用)な ど物 品節約

－事務用 品な ど各種物品購買の時
、親環境 ・高効率の製品購買

○毎週水曜 日を “緑生活実践の 日”と指定 して緑生活実践

・教科部内の国 ・管 ・段別1人(総22人)を 緑生活 実践担 当者 と指 定

○実践課題別の実績評価及び管理を通 じるエネルギー節約雰囲気の拡散

－親環境 ・高効率の製品購買実績の評価(分 期別)

－優秀実践部署 に褒賞 実施 な ど

□公共機関のエネルギー利用の合理化推進

○国立大学及び大学病院、所属機 関、支援機関など有関公共機関がエネルギー節約な

どに率先垂範するよ うに誘道

○機関別 ‘エネルギー守 り’指定を通 じて高効率エネルギー機資材の使用義務化、適

正室内温度の遵守などを推進

・当該年度エネルギー消費総量を最近2年 間、平均 エネルギー消費総 量以下で維

持するためのエネルギー消費総量制長続き実施

○太陽光、地熱など新再生エネルギー利用施設設置を拡散 して、‘12年 まで照 明器機

の中で30%以 上 をLED製 品で入れ替 え

[緑 技 術研 究 開発 加 速]

□温 室 ガ ス減 縮 を 主 導す る緑 技 術 ・人 力確保 の戦 略 総 括

○ 国家 温 室 ガ ス減 縮 の 中期 目標 値 確で定(‘09.11)に よ って 既 樹 立(‘09.5)し た ’重

点緑 技 術 の 開発 と商 用 化 の戦 略 ’修 正 及 び 補 完

・中期 目標 値:‘05年 対 比4%減 縮 、 ‘20年BAU備 え30%減 縮

○緑 技 術 研 究 開発 の総 合 計 画(‘09.1)に よっ て投 資 拡 大 及 び ‘10年 度 凡部

処 緑 技 術 の研 究 開 発 施 行 計 画 の樹 立(‘10.2)

・緑 技 術R&D投 資:(‘08)1 .4兆 ウォ ン→(‘12)2.8兆 ウォ ン(‘09.1基 準)
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○産－学校－研究所間の間連携を基盤で緑成長を導いて行 く ‘(仮称)緑 人 力養成 のた

めの実践計画’用意(‘10.上)・ 実行

・緑働 き場の創 出及び人材 養成の方案(‘09 .11、 緑委)関 連後続措置

□緑基礎 ・源泉研 究 に対する投資拡大

○教科部の緑技術R&D及 び緑基礎研 究投資の持続的に拡大

・教科部緑技術R&D投 資:(‘09)5 ，174億 ウォン→(‘10)5，568億 ウォ ン

・ 教科部 の個人基礎研 究の中で緑基礎の比重:(‘08)2 .9%→(‘12)7%

○凡部処CCS(二 酸化炭 素胞集 ・保 存)技 術 開発及び商用化 のための国家次元のCCS

マ スタープ ラン樹立(’10.上)

・(教科部)CCS基 礎 ・源泉 技術 開発及 び小規模 の実証→(関 係省庁)CCS技 術 の商

用化 のた めの大規模 実証

・(海外動 向)ア メ リカ国立炭 素胞集 セ ンター、日本CCS株 式会社 、EUのZEP(Zero

 Emission Platform)な ど先進国 たち もCCS技 術 開発 の体 系化

○気候変化対応 の基礎 ・源泉技術開発事業の拡大(‘10、170億 ウォ ン)

・太 陽光活用 、水 素 ・燃料 電池 などエネルギー ・環境分野技術開発及び統合気候

予測システム開発など

□融合緑技術開発のための核心専門研究人力の養成

○緑成長分野のオーダーメー ド型核心研究人力の養成のために学問間の融合 、理

論 ・実務調和型教育の実施支援

・(‘10)15億 ウォン、緑成長 の専 門大 学院サポー ト事業

○研究－教育連携多学制の共同研究団の構成を通 じて多様 な緑技術に共通で寄与

する基盤技術の創出 と専門人材養成の着手

・(‘10)12億 ウォ ン、基盤型 融合 緑研 究事業

□緑技術の協力を通 じるグローバル リーダーシップの強化

○周辺国と共助、対発展途上国支援 を通 じる ‘グリーン科学技術外交’の推進

・地球温暖化、気候変化、エネルギーなどグローバル課題に対する共同研究 ・人

力交流の協力方案樹立(‘09.5合 意)の た めの’韓 ・中 ・日の共 同協 力体’ 本

格に運営

・政府招請の奨学生事業(GKS)を 活用 して発 展途上国 の緑成 長 の未来人才の養成

及び科学技術分野の大学教授要員育成支援(‘10、 各30人)

○海外優秀研 究主体 と緑技術課題 に対す る深化段階共同研究の推進
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・緑グローバル研究室の事業:(‘09)2個 新規課題 、10億 ウォン→(‘10)3個 新

規課題 、15億 ウォン

□緑技術先進化 のための研 究 ・協力インフラの構築

○緑技術情報分析及び政策企画総括支援のために緑技術情報 の総合 システム構築

着手(‘10、10億 ウォ ン)

・国家科 学 技術 の知識 情 報 サ ー ビス(NTIS) 、技 術取 り引 きシステ ム(Tech一Biz

 Network)な どとの連携

○緑技術 開発 ・投 資誘道のために ‘国家緑技術の対象’褒賞(2億 ウォ ン)・教科部(総

括)・ 知経部 ・環境部 ・国土部 の連合推進

○国内外の融合研究、ハイクオ リティー遠隔教育などが可能なリアルタイムの双方

向協業 システム構築の着手(‘10、30億 ウォン、サイバー融合研究 ・教育高度化

の事業)

○気候変化 対応 の研究 開発事 業凡部処合同ワークショップの開催(‘10.上)

-238-



課題10 宇宙技術開発及び原子力の輸出

国家戦略技術推進方向

先端宇宙技術の自立化推進

・宇宙核心技術開発及び産業化

・ナロホ2次 打ち上げ及び韓国型発射

体開発

・国家需要基盤衛星の開発

・宇宙強国と協力多角化

原子力輸出の本格化

・(研究用原子炉)輸出加速化

・(中小型原子炉)輸出型モデル開発

・(大型原典)汎部処的輸出サポー ト強化

・(次世代原子力)未来原子力システム開発

‘10年発射体独 自開発元年 の 日 ‘10年世界3大 研究用原子炉輸出国跳躍

[先端宇宙技術の自立化推進]

□選択 と集 中で宇宙核心技術開発及び産業化支援

○宇宙技術にIT、NTな ど私たちの強点技術を組み合わせて高附加価値の宇宙核心技術を開

発し、これを他の産業に拡散

－宇宙基礎技術基盤の拡大及び宇宙核心技術開発の本格推進を通じて ‘20年まで60個

の宇宙核心技術の確保

(‘09)開 発 着手

・優先推進 技術6個

選 定、開発着 手

(開発 期間:3年)

(‘10)本 格推進

・6個 技術*開 発本格化

・核 心技術 追加選 定、開発着 手(例:

衛 星推進剤推進 力機 、磁 場セ ンサ

ーな ど)

(‘12)～

産 業化 実 現

*宇 宙用赤外線セ ンサー、宇宙用電気 電子部品 の保証技術 、次世 代高速資料処理 、耐熱 シ リ

コー ンカーバ イ ド材料 、衛星用S代 役 のデジタル送受信機 、衛 星/TETRA兼 用 サー ビス テス

トベ ッ ド

○多 目的実用衛星3A号 の本体主観 企業(‘09.12選 定)を 選定 して衛星 開発技術 の民間移転

を本格 に推進
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□ナ ロ号2次 打 ち上げ及び韓 国型発射体 の独 自開発着手

○ナ ロ号(KSLV-Ⅰ)1次 打ち上げの時(‘09.8)衛 星未進入 の原 因分析及び徹底 的な事後措置

を通 じてナ ロ号2次 打ち上げの成功 的に推進

・ナ ロ号打 ち上 げ調査委員会及 び韓 ・ロシアFailure Review Board運 営 中(’09 .8～)

○実用衛 星 を自力発射す ることがで きる韓国型宇宙発射体(KSLV-Ⅱ)の 独 自開発着 手

－小型衛 星発射体 であるナ ロ号の開発経 験及び技術 を基盤 で実用級衛 星発射体 開発及 び

核 心技術 の確保

発射体 発射目標 搭載人工衛星 重点開発技術

ナ ロ号
‘10年2次 発 射

100kg級(科 学技術衛 星2号) システム技 術

韓国型発射体
‘18年*

1.5ton級(実 用 衛 星) 液体エンジン技術

*現 在 日程 を検討 中で、 ‘10年初に国家宇宙委員会 で確定 の予定

□国家需要 に対応 した人工衛 星打 ち上 げ及 び効 率的運営

○多様 な国家需要 を反映 した人工衛 星開発及び打 ち上 げ推進

・通信海 洋気象衛星(‘10 .上):気 象観測 時間の短縮(30分 →8分)、7番 目の独 自気象衛

星の保 有

・多 目的実用衛星5号(‘10 .末):悪 天候 ・夜 間の時に も全天候1m級 映像情報 の提供

・科学技術衛星2号(ナ ロ号2次 打 ち上げ):大 気放射エネル ギー の測定 を通 じて地球温

暖化の研 究

○打ち上げ され た衛 星の効率的管理 と衛星情報 の活 用及 び産業化 を促進 す るための ‘衛 星

情報 の活用促進推進戦略 ’の用意

□主要宇宙強 国 と協 力の多角化

○教科部-NASAの 間の “韓 ・米宇宙協力 に関す る共 同報告書”(‘09.10署 名)に よる韓 ・米

宇宙協力の本格化

・宇宙探査、宇宙科学、地球科 学、宇宙通信、航空 な ど5大 分野 中心

○独 自的月探査 に必要 な核心技術確 保 のための ‘国際月ネ ッ トワー ク構築事 業(ILN)’ 参加

の検討

[原 子 力輸 出の本格 化]

□研 究用原子炉 輸出の加速化

○我 が国は ‘59年研 究用原子炉 の導入及び ‘95年 ‘ハナ ロ’自力設計 ・建設 経験 を土台で

研究用原子炉 の輸 出推進
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・研 究用原 子炉 では放 射性 アイ ソ トー プ(同 位元 素)の 生産及 び原子力基礎研究の 目的

・‘25年まで約50機(10～25兆 ウォン規模)の 需要発 生の見込み

○ ヨル ダ ン研 究用原 子炉 の建設事業 に最優先の交渉対象者 で選 定(‘09.12)

－韓 国原子力歴史50年 ぶ りに史上初原子カ プラン ト輸出 として
、 ‘10年上 半期 の中で契

約締結後、4年 以内に建設 完 了の予定

○ “研 究用原 子炉 輸 出の推進 団”(‘10.3)を 発足 してタイ、ベ トナ ム、南ア共和国、サ ウ

ジな どで発注す る入 札 を徹底 的 に準備

○多様 な世界需要 に先制的 に対応 す るための輸出オー ダー メー ド型研 究用原 子炉モデル の

開発及 び建設 推進

□輸出向け中小型原 子炉 開発 の本格化

○中小型原子炉市場 を先行獲得す るために世界 で一 番先 に私 たち 固有 の中小型原子炉 で あ

るSMARTを ‘11年まで開発 後、輸出推進

(‘97)開 発着手

・概念設計完 了

(‘09～ ‘10)開発 加 速 化

・標 準 設 計 の完 了

(‘11)開 発完 了

・標 準設計認 可

・ＳMART:人 口10万 都市 に電気 と水 の供給 可能

・‘50年まで約700機(350兆 ウォ ン規模)の 建設 見込み(大 型原典 の約1/10大 きさ)

・国際原子力機 関(IAEA)はSMART開 発が一番先 に進 んだ ことで評 価

○輸 出競争力 向上 のためにSMART1機 の国内建設 を関係部処 と協議

○カザ フスタ ン、チ リ、マ レー シアな ど中小型原子 炉 関心 国たち と事前 に輸 出協議 の併行

(共同で建設 妥 当性 の調査 な ど推進)

□汎部処的原子力輸 出サ ポー トの強化

○政府 は現在UAE、 ヨル ダ ンな どを対象で私た ちが 開発 した研 究用原 子炉及 び大型原典 の

輸 出を推進 中

・‘30年まで大型原典 約300機(約700兆 ウォン規模)の 建設見 込み

・安全規制 イ ンフラ:安 全 規制制度、審査 ・検事 技術基準、安全規制人力 な ど

○UAEな ど原典導入 国 に我が 国の原典 輸出を狙 って原子力安全規 制のイ ンフラをパ ッケー

ジで提供

・安全規制イ ンフラ:安 全規制 制度
、審査 ・検査 技術 基準、安全規制人力 な ど
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○原子力輸出の許可制度を品目別個別の許可プロジェク ト別一括許可で大幅に改善

(‘10.3)

・原典プラン ト輸出時6ヶ 月以上のかかる許可期間を大幅に短縮

○国内原典追加建設、原子力輸出及び次世代原子炉開発などを推進するための原子力専門

人材の養成

－特に、高度の専門性を要する海外事業推進のための原子炉設計 ・建設及び国際金融 ・

国際契約分野の国際専門家の養成

・原子力(研)原 子力教育センター及び原子力安全技術院国際原子力安全学校機能強化

□未来原子力システム開発及び ‘韓 ・米原子力協力協定’改訂の本格化

○高準位放射性廃棄物である使用の後核燃料をリサイクルして子孫に猛毒性廃棄物を減ら

す譲るためのパイロ技術及び次世代原子炉の開発

・高準位廃棄物処理場の規模を1/100で 、毒性 を1/1000で 大幅に縮小可能

○水素経済時代 を備えて二酸化炭素を排出しないのに水素を経済的に大量生産することが

できる原子力利用水素生産システム開発

○ ‘14年に満了する ‘韓・米原子力協力協定’を今後の ‘40～ ‘50年を眺めて未来志向的で

原子力研究力量を裏付けることができるように改訂推進

・安定的パイロ技術開発及び円滑な原子力輸出のための規定用意など
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Ⅲ.国 格 向上及び仕事創出の課題

1

国格向上の課題

-韓 国教育科学技術の世界広報及びGKSの 本格実施

課題1 教育科学技術の世界広報の強化

□韓 国教 育科 学技術 に対す る戦略的広報

○韓 国は援助受 恵国で供与 国 に切 り替 えた唯 一 の国 と して，韓 国教 育科 学技術 が成 し出 し

た眩 しい成就 は開発途 上国だけで はな く先進 国たちの注 目対象

・我が国 は ‘45年か ら ‘99年まで128億 ドルの対外援助受恵

・我が国の1人 当 りGNI:(‘62)110ド ル→(‘08)21 ，530ド ル(World Bank)

・韓 国の学生 たちは 自らの競争力 を取 り揃 え る準備 を してい る....ア メ リカ も21C経 済 に

対処す る競争 力 を持つ よ うに教育 システム を改善 して行 くで しょ う.(’09.12.4オ バマ

美 大統領 、Allentownタ ウンホール ミーテ ィング中)

・6.25戦 争 を経験 して極 度の貧乏 を経験 した韓 国が わず か1.5世 代 でDAC加 入決定 を控 え

るよ うにな った とい うのはす ごいス トー リーです.韓 国の発 展教訓 とス トー リー を 全世

界 に伝 えなけれ ばな りませ ん.(’09.11.23ヘ レンクラー クUNDP総 裁)

○韓 国社 会の発展 を導 いた教 育 と科 学技術 の成就 に対 す る戦略的広報 を通 じて教 育科 学技

術強 国韓 国のイメー ジを向上

・韓 国文盲率:(‘45)78%→(‘08)1 .7%、(‘53)義 務教育完 成6ヶ 年計画樹 立

・中学校進学率:(‘65)54 .3%→(‘80)95.8%→(‘08)99.9%、(‘68)中 学校 無試 験進 学

・(‘07)TIMSS:数 学2位 、科学4位/(‘09)IMD国 家競争力:科 学3位 、技術14位

・(‘08)国 際機能 オ リン ピック16回 優 勝 、科学論文 引用 索引(SCI)登 載論 文数世界12位

○戦略 的対外政 策広 報、 国際交流拡 大、国際機 関連携活動 強化 な ど多様 な手 段 を通 じて韓

国教育科学技術 のブ ラン ド価値 向上
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〈韓国教育科学技術の世界広報方案(例示)〉

・‘10年G20首 脳 会議 と連携 して ‘グ ローバル人才 フォー ラム2010’ を開催
、韓 国教育 ・人

才分野の グ ローバル イニシアチブ主導

・在 外公館 と韓 国教 育院、韓国文化院 な どを活用 、韓 国の教育科学技術発展事例 とノーハ ウ

に対す るOn/Off-Line戦 略 的対外広報 の強化

・第1回ICON(International Contest of Outstanding New Ages)大 会の韓 国誘 致(’10 .9)

を通 じて世界最高水準 の韓 国E-ラ ンニン グ広報

・‘10年 緑技術 関連最 大行 事で ある’国際核 融合エネル ギーカ ンファ レンス’を国内開催
、

温 室ガス減 縮のた めの先進 国 と発展途上国の 間の中間役 目の強化

□広報及び対外援助(ODA)の ための コンテ ンツ確保

○韓 国 の発展経験 を国際社会 と共有す るための前 提 として発展 の原 因及び経 験に対 して体

系的に分析 ・整理

-グ ローバル韓 国学な ど関連分野育成 を通 じて我 が国の教育科学技術発展 の経験 を発 展

途 上国の開発段階 に当たるオー ダー メー ド型 コンテ ンツで開発

・韓 国学紹介書発刊
、企画研 究プ ログラム提供 、 グロー バル韓国学資料発刊

○先進 国 と差別 化 され る私 たちの戦略的サポー ト分野為主 のODA推 進

-発 展途上国の人材養 成 を支援 のためのGlobal Korea Scholarship実 施及び発展 途上

国科学技術 支援団(Techno Peace Corps)の 派遣事業拡 大

・e-ラ ンニ ング学習体制構 築支援
、国家科学技術知識 の情報サー ビス高度化、原子力規

制 システ ム伝 授 な ど、私 たちの長点 と発 展途上 国の要求 に応 じる分野 に対す る選択 と

集 中にODA効 果性 向上

□教育科学技術 功績 開発援助(ODA)の 強化

○発展途上 国の未 来人才養 成能力培養のための高等教育の支援

-発 展途上 国の高等教育機 関設立運営に対す るコンサルテ ィング支援機能強化

・我 が国の教 育次官でカ ンボ ジア国立技術大(‘05)
、 ラオススパ ヌボ ング大(‘08)設 立

・ベ トナ ムハ ノイ薬科 大改編、 ラオス国立大理 科大学改編支援推進 中

-大 学生海外 奉仕団
、イ ンターネ ッ ト奉仕 団 を発展途上 国に派遣 して医療、教育 、e-ラ

ンニ ングな ど支援
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・(‘10)大 学 生奉仕 団2 ，300人 、国際イ ンターネ ッ ト奉仕 団35人 派遣

○私 たちの長点分 野 を活 用 した発 展途上国の科学技術研 究の力量開発 支援

-科 学技術支 援単元(Techno Peace Corps)を 発 展途 上国大学研究所 に教授 研究員 で派遣

して教育及 び研 究、技術指導

・科学技術支援 単元派遣:(‘08)30人 →(‘09)55人 →(‘10)60人

-科 学 技術政策
，国家R&D政 策及 び革新，R&D管 理 予測 評価原子 力 ノー ハ ウを発 展途 上

国 と共有

・エチオ ピア、チ ュニ ジア、ベ トナ ム、モ ンゴル な ど多数 国家科学技術

分野 サポー ト要請

課題2 Global Korea Scholarship(GKS)本 格 実 施

□Global Korea Scholarship(GKS)事 業の拡大

○ ‘10年GKS本 格 実施及び持続的 なプ ログラム改善 を通 じて韓国 を代表す る装学プ ロ グラ

ムで育成

・類似 プ ログラム:ア メ リカFulbrightプ ログラム
、 日本文部科 学省 留学生事業 な ど

-対 外 的 には人 才循 環 を通 じる国際社会 寄与 向上及 び国家間相 互理解 と世界平和 に寄

与 して対 内的 には友好 的 グローバ ル人 才ネ ッ トワー ク構 築及び 国家イ メージ向 上企

図

○既存 の政府 の招請奨学生 事業な ど、内 ・外 国人対 象の装学 プ ログラムを総体的 に連携 ・

管理す るこ とでGKS統 合ブ ラン ド化

・(‘09)302億 ウォ ン
、730人 →(‘10)521億 ウォ ン、2，120人

〈GKS細 部 プ ロ グ ラ ム〉

外 国人 対 象

(Inbound)

・長 期学位 プ ログラム(政 府招請奨 学生:700人)

・短期 留学プ ログラム

-単 位 取得な どのために交流 中の外 国人優秀交換学生支援(500人
、新 規)

-自 費留学 生の質的向上 のための優 秀 自費留学生支援(400人
、新規)

-ASEAN
、BRICs、ABCな ど主要国家大学生招請研修(120人)

・現職 リーダー研修 プ ログラム(30人
、新規)

内 国 人対 象

(Outbound)

・長期学位 プログラム(国 費留学生派遣:70人)

その他 ・韓 日理工系学部留学生の派遣(100人)
、韓 日大学生の交流(200人 、新 規)
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○新 ア ジア外交構 想 な ど、国政哲学及び 国家戦略 を裏付 けるこ とができ るプ ログラム企 画

及び運営

-外 国人対 象の事業はアセ アン10ヶ 国、アフ リカ、中東 な ど戦略国の人才 中心 に招請 対

象 国に集 中化 、我 が国の学生対象事業 は優 秀な庶 民層為 主 として支援

○ “Global Korea Scholarship” ブ ラン ド価値 向上及び韓 国 に対 して友好 的な人 才ネ ッ ト

ワー ク構築 のために招請対象 管理の強化

〈GKS管 理 システ ム〉

・(入国前後)在外公館及び大学など募集経路の多様化、GKSホ ームページ構築

・(在学中)在校生に対す る周期的評価及び管理、大学間 “政府の招請奨学生担当者の協議

会”の構成でプログラム管理強化

・(事後管理)招請対象DB構 築及び活用、各国別同門会の結成及び再招請セミナーの開催

□ グローバル教育 のイ ンフラ構築

○外 国人留学 生制度 の改善及び グローバル素養 向上 を通 じる差別 の改 善

・大学、出入 国管理所な ど関連者 に対す るグローバル素養教 育の強化及びBest Practice

共有拡散

・ “韓 国留 学案 内 システム” にOnline相 談掲示板 の新設 及び コールセ ンター電話相 談

要員 の配置

・政策広報及 び現場 ジ レンマ相談 などのた めの関係 省庁 の合 同圏域別説 明会 開催

・「(仮称)外 国人留 学生の 日」 を指定 して 大学 、地 方 自治体共 同で各種 文化行事及び広

報 を通 じて一般人 の肯定的認識 の向上

○外 国人留学 生の安 定的な定住与件の用意及び定着 基盤 の強化

・大学の共 同寮(私 学振興財団BTO方 式)建 立、賃貸住 宅及び長期借 り家住宅供給方案地

方 自治体 と協議推進

・入 学支援 、入 学許可、VISA発 給 管理 、生活情報 の提供 、出国まで の全過程 をOne-Stop

サー ビスす る ‘韓 国留学総合支援 システ ム’構築 推進

・古宮 ―博物館 ―交通パ ッケー ジの割 引な ど韓 国文化理解 と体験 の拡大 のために関係 省

庁 と共 同で留 学生専用文化体験プ ログラム開発 の拡散

○外 国人留学 生の就 業支援 を通 じる就業与件 の改善

・外 国人 留学生の就 業博覧会 関係省庁 と共 同開催 、企業別現場 面接 、オー ダーメー ド型

就業 コンサル テ ィングな ど支援
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2 仕事創出の課題

□ ‘10年教育科学技術分野の働 き場創 出:73，481人

□□大学及び研究所青年イ ンター ン採用:1 ，541人

○教科部行政 インター ンシ ップ事業:160人

-定 員 の1%水 準で上 ・下半期各 々採用

○市 ・都教育庁 の行政イ ンター ンシ ップ事業:639人

-‘09年 対比50%水 準で推進

○出演研究機 関イ ンター ン研 究員採用:742人

-‘09年 採 用イ ンター ンは採用期 間 を最長20ヶ 月まで勤務 可能に なる よ うに勧告

□□教育サ ー ビス分野 の仕事場事業:53 ，329人

○英会 話の専 門講師採用:2，000人

○学 習補 助イ ンター ン教師採用:7，000人

-‘ 学歴 向上の重点学校 ’
、 ‘私 教育 のない学校 の運営 ’な どで特化推進

○小 ・中 ・高の学習補助人 力の支 援事業:20，121人

○放課後 学校 関連17，717人

・保護者 コーデ ィネー ト(4
，800人)、 お母 さんの胸 メン トリン グゼ(2，880人)、 放 課後

学校 自由受講券 の事業(17人)、 特殊 学校放課 後の学校 講師事業(20人)

○終 日制幼稚 園の補助人力事業:5，500人

○特殊教育補助員事業:5，001人

○国立特殊学校 の終 日班運営支援 の事業:20人

○ きれい な学校作 りの事業:5，970人

□□教育科学 技術 分野の就業連携型 事業:18 ，611人

○大学財政支援事業 の中で就業連携型事業:約1，900人

・広域経 済圏の先導事業の人才養 成事業(500人)
、産学協力 中心大学 の育成 事業(300人)、

地域革 新の人材養 成事業(100人)、 大学教 育の力 量強化事業(約1，000人)

○未就 業大卒生のサポー ト事業:10，400人

・イ ンター ン助 教な ど学校 内採用 支援事業1
，400人 、大学 内教育訓練 の事 業9，000人

○理 工系専門技術 の研修事業:1，820人

○発展途上 国の科 学技術支援事 業:50人

○大学生 の海外 ボラ ンティア支援事業:2，300人

○学問 の後続世代養成事業:701人
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○韓 ・米研修就業(WEST)事 業:340人

○短大学生及び大学生海外イ ンター ンシ ップ:1，100人

□大学 生及 び大卒未就業者就業サ ポー ト強化

□□青年 オー ダー メー ド型求職及 び訓練情報提供DB構 築

○青年DBを 労動部に構 築 して部処合 同で情報 を入力 してオー ダー メー ド型求職及 び訓練

情報提供

青年求職/訓練

需要入力(80万 名)

教科 部、労働 部、国防部

・大学就職支援セ ンター
、

雇用 支援セ ンター、政府

財政 支援事業活用

①即時就職希望者

②教育訓練希望者
③政府財政支援事業参加者
で分類

青年DB(労 働部)

・入力 され た情 報 を基礎 に

求職及 び訓練 需要プ ロフ

ァイ リング

メイ リンサ ー ビス

就職(訓 練)支援 サー ビス

青年DB(労 働部)

雇 用支援セ ンター(労働部)

・1次:e-mailで 情 報 提 供

・2次:オ ー ダ ー メ ー ド訓練 及

び 就 職 支 援 提 供

○(教 科部 、労動部)卒 業予 定者及 び卒業者 に対す る求職及 び教育訓練希望者 を青年DBに 入

力(10万 件)

○(国 防省)軍 除隊6ヶ 月 の前 求職及 び訓練希望者 を入力

○(労 動部)雇 用支援セ ンター を活用 して求職 情報の拡充(40万 件)及 び専用 ホー ムペー ジ

構築(30万 件)

□□産 学連携 型職業 ・技術教 育の推進

○(在 校生)企 業 オーダー メー ド型 の人材養成及 び技術開発 を支援す る産 業協力 中心大学の

育成事業推 進(5.5万 名)

・‘11年まで32個(4年 制17個 、短大15個)を42個(4年 制22個 、短 大20個)で 拡大

して企 業連携 の教育モ デル 運営及び地域産業体 の就 業連携 を強化

○(大 卒生)理 工系列 の卒 業生 にオー ダーメー ド型研修 を提 供す る理 工系専 門技術研修 事業

の実施

□□大 学就業支援部処機能の強 化

○ ‘大学教育力量強化 の事 業 ’で財政支援金額 の一 定部 門を在校生及び卒 業生の就 業促進

プ ログ ラムに活用

・(’10)教 育力量強化事業 の規模(中):総5
，450億(4年 制2，900億 、短 大2，550億)
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○地方総合雇用支援センター(47個)に 民官合同で ‘青年 ・中小企業チーム

を構成 して大学就業時期に管内大学を巡回して就業支援

□□大卒者が中小企業で働く社会雰囲気造成

○教科部、労動部、中小企業庁が共同で国民キャンペーン実施

○(教科部、中小企業庁)小 ・中 ・高の教科書に中小企業の国民経済的の役目を浮上させる

内容反映推進

○職場体験プログラム参加を単位と認める大学拡大(76個 校→100個 校)

・(労動部)大 学就業支援機能の拡充事業、職場体験プログラム委託事業の連携

・(教科部)大教協、大学総長懇談会などを通じて積極的に広報
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付

録 2009年 業務報告課題の推進実績

□(現 況)2009年 度業務報告課題 は総66件 で ‘経 済難 局克服 ’分野16件 、‘09年重 点推進 ’

分野 に50件

□(実 績)66件 課題 の 中で完 了59件 、一部 引き延 ば し7件

□(遅 延 内容)一 部遅延7件 は国会法律 改訂遅延(3件)、 ‘10年に継続推進 で調整(2件)、 ‘10

年で事業延期(2件)に のみ

1経 済難局克服の課題

□新貧困層及び低所得層教育の支援

実践課題
履行

状況
措置内容及び日時

①新貧困層及び低所得層子女教育費

支援拡大及びOne-Stoサ ービス構築
完了

・お休み 中の給食支援が必要 な児童 全数調査

(福祉部合 同)及 び給食 支援(‘09.8～12)
・低 所得層 学生の教 育費支援 現況モ ニ タ リン

グ(‘09.6～12)

・低所 得層 学生教育 費 「One-Stopサ ー ビス支

援 計画」の樹 立(‘09.2)

②教育費支援対象急増対比地方教育

財政迅速投入体制の講究
完了

・高等学校授業料 の毎分期未納 現況モ ニタ リ

ン グ(‘09.6～12)

③経済危機状況に対応して大学生の

学資金支援拡大
完了

・奨学財団債権発行(1兆2
，500億 ウォン)を 通

じた学 資金貸 出利子率 引下(1.5%p)

・次上偽計層無償奨学金施行計画樹 立(‘09 .8)

及び1次 申請接受(‘09.8.25～9.18)

④経済状況の悪化に対応 した大学学

資金の緊急支援対策の用意
完了

・未 就 職 大 卒 者 元 利 金 償 還 猶 予 申 請 の 接 受

(‘09.9.11～)

・緊 急 学 資 金 貸 出 利 子1次 追 加 支 援

-641
，000件 、61億 ウォ ン(‘09.8.20)
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□学校及び研究現場仕事場5万 個創出

実践課題
履行

状況
措置内容及び日時

①教育サー ビス分 野の仕事場創 出及

び拡大:34，500人
完了

・市 .都教 育庁 教育 行政 イ ン ター ンシッ プは

1，350人 採 用

・特殊教 育補助員 は5 ，000人 採 用完了
・学校 で学習補助 イ ンター ン教 師

16，250人 の配置

・学 習補助 な どは20 ，121人 採用
・終 日制幼稚 園の補助人力 は4 ，479人 採 用
・放課後 学校 の講 師 は18 ，169人 新規 採 用

② 緑 学校(Green School)作 りを 通 じ

た ‘緑仕 事 場 ’創 出:8，300人
完了

・奇麗 な学校 作 り事業は4 ，460人 採用
・グ リー ンス クール造成 事業4 ，136人 採 用

③大学及 び研 究所青年 イ ンター ンの

拡充:7，600人
完了

・出演機 関イ ンター ン研 究院2 ，112人 採 用
・基礎研 究事業 の青年人力3 ，883人 採用
・大学財政支援事 業就職 連 携3 ，867人 採用

□大学生及び大卒者の就職活動支援

実践課題
履行

状況
措置内容及び日時

①休学生、大卒未就職者及び失職者に

対する大学の就職支援機能の強化
完了

・理工 系専門技術研修 事業追経 事業主管機 関 選

定(‘09.7)及 び研修生募集及 び研修実施(‘09.8)
・生涯学習 中心 大学育成 事業追経事業支援 大学選

定(‘09.7～)

②学部教育の就職と連携強化 完了

・産学協力 中心大学育成 事業 コンサルテ ィ ング(’

09.8)

・就職 統計調査結果発表及 び就職率 情報 公示(’

09.9)

・広域圏先道事業 の人材養成 事業 の基本計画樹立

(’09.3)、 支援大学選 定(’09.6)， コンサルテ

ィング(’09.7～8)及 び現場 点検 実施(’09.11)
・就職 統計調査結果発表 及び就職率情報公 示(’

09.9)

③海外インターン 派遣拡大及び内実

化
完了

・4年制 、専門大学生の海外 イ ンター ン選抜及び

派遣(’09.3/9)
・グローバル リーダー海 外イ ンター ン事業 の活性

化方案 の報 告(’09.10)
・韓米 大学生の研修就 職プ ログ ラム(WEST)正 規事

業低所得層選抜者 の財 政支援及 び派遣(’09.9)
・WEST事 業教科部 に業務遺 憾(’09 .10)
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□景気活性化のための事業予算早期執行

実践課題
履行

状況
措置内容及び日時

①(国 費)事 業費の65%上 半期

執行
完了

・6月 末基準事業費総39 .2兆 ウォン中25.2兆 ウォ ン

執行計画対 比105.8%達 成
・上半期 早期 執行事績 に よる褒賞及 びイ ンセ ンテ ィブ

付 与(‘09.9～10)

②(地 方費)事 業費(5.5兆 ウォ

ン)の63%(3.4兆 ウォ ン)上 半期

執行

完了

・6月 末基準事業費5 .6兆 ウォ ン中4.2兆 ウォン 執

行:計 画対比116.8%達 成
・エデ ュパ イ ンを通 じて毎週市、都教 育庁地方教育財

政 の主要事 業費及 び施設 費推進実 績分析(‘09.7～

9、14回)

・毎月市、都 教育庁地方教 育財政早期

執行推進(‘09.7～9、3回)

□教育、科学技術分野の構造調整推進

実践課題
履行

状況
措置内容及び日時

①小 ・中 ・高 構 造調整 の推進 完了

・103校 統 ・配 合 に よ るイ ンセ ンテ ィブ631億 ウォ ン支

援(‘09.2)

・‘10～ ‘12適 正 規 模 学 校 の 育 成 基 本 計 画 の 樹 立

(‘09.8)、 適 正 規模 育 成 先 道 君9個 選 定 、549億 ウ

ォ ン支 援(‘09.11)

・私 立学 校 法 改訂 法律 案 立法 予 告(‘09 .7～8)、 法 制 審

査 中(‘09.12)

②市 ・都教育庁構造調整及び機

能改編
完了

・市 ・都教育庁 の地方公務員の定員5%減 縮(3 ，222人)
・本庁機 能改編及び地域教育庁示範 運営(4個)

③大学構造調整の推進 完了

・私 立大 学経 営 不実 の診 断及び 実 態 調 査 の基 本計 画

(案)樹 立:‘09.7

・大学設立運営 の規程(案)の 用意:‘09 .9

④出演(研)経 営の効率化強化 完了
・KⅠST経 営 目標 の 用 意(‘09 .11、 基礎 研 究 会 理 事 会)

・‘09年 国 家 的 ア ゼ ン ダ課題(NAP)2個 選 定
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2重 点推進課題

1公 教育信頼の確保 □教育競争力の強化

実践課題
履行

事項
措置内容及び日時

①高校多様化プロジェクト現場

の拡散
完了

・寮 型 高校 モ デ ル 学 校8校 運 営(‘09 .4～11)

・‘09年 寮 型 高校68校 選 定(‘09 .10)

・特 色 あ る学校 作 り

－ ‘09年 先 道 学 校(‘10 .3～ ‘11.2)公 募 、指 定 確 定

・マ イ ス タ 高選 定 ・育 成-21個 校 指 定(‘09 .2)

②高校職業教育体系の改編 完了

・就 職機能 強化 のた めの専 門系高の特性化事 業 中央

点検(‘09.7、16校)
－専 門家 協 議 会(‘09 .7～8、2回)

－優 秀 学 校 ワー ク シ ョ ップ(‘09 .8、9校)

－学 校 全 体 ワー ク シ ョップ(‘09 .8、226校)

・一 般 系 高 の職 業 課 程(委 託)予 算 支 援(特 校10億)

③多様な専門人力の教職進出機

会の拡大

一部

遅延

・自律学校校長公募制関連小中等教育法施行令の改

訂(‘09.6～10)
・校長公募制の導入及び公募校長に特別研修を通 じ

て校長資格の付与のための教育公務員法及び小中等

教育法改訂案法制審査依頼(‘09.12)
・専門人力の教職進出の拡大のための小中等教育法

改定案法制審査の依頼(‘09.12)

④学校情報公示提議安定的定着

及び信頼度の向上
完了

・公示指針 書 の補 完
、検 証 プ ログラム開発、現 場点

検 な ど遂行(年 中)
・公 示項 目の追加 発掘 のた めの市 ・都教 育庁

、 学校

の需 要調査 実施(‘09.7)

□私教育費の節減

実践課題
履行

状祝
措置内容及び日時

①放課後学校の活性化で私教育
の需要の吸収

完了

・「放課後学校支援センター」選定及び予算支援完了

・民間参与の活性化のための市 ・都奨学師会議 の開

催及び示範学校長の研修の実施

②英語教育の質向上及び脆弱系

層英語教育機会の拡大
完了

・国家英語能力評価試験1級 の開発 コン ソーシ ア ム

構成(‘09.11)及 び2.3級 予備 検査の実施(‘09、3

回)
・英語教 師の深化 研修 の実施(‘09

、2，184人)及 び

TEE認 証制の全 国拡大

・教大実用英 語強化 の支援事 業(12個 校)

・農 山魚村
、島嶼僻 地学校 の言語 民の

遠隔画像講義 の実施(‘09、618個 校 、33，855人)
・政 府 招 請 の 英 語 奉 仕 奨 学 生(TaLK)選 抜 配 置
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(‘09.9、543人)

③学院費安定化のための制度及

びシステム改善
完了

・学 院 法 改 訂 案 の 国会 提 出(‘09 .6.22)

・‘学 院 不 条 理 申告 セ ン ター ’ 設 置 ・運 営(7 .7～)

④EBS修 能講義の活用率拡大及

びサイバー家庭学習の内室化
完了

・EBSi一 日平 均VOD接 続 数(件)‘08年11万8千 件

→ ‘09年14万1千 件 、 一 日平均 タ ウ ン ロー ド ‘08

年13万 件 → ‘09年17万2千 件

*占 有 率 ‘09.1月31.5%、4月30.9%(‘09.11現 在 月

平 均27.2%)

・IPTVを 通 じてEBSプ ラス1修 能 専 門教 育 チ ャネ ル

実 時 間転 送(KT‘08.2月 ～ 、LGデ イ コ ム ‘09.1～ 、

SKブ ロー ドバ ン ド ‘09.6～)

・改 訂 教 育 課 程 に よ る コン テ ンツ 開 発 及 び 次 世 代 学

習 管 理 シ ス テ ム構 築 の 完 了(‘09.12)

□教育福祉の拡大

実践課題
履行

状況
措置内容及び日時

①学歴格差を解消するために基

礎学歴向上支援の事業拡大
完了

・市都 別学歴 向上重 点学校 のインター ン教師 の募集
、

採用(‘09.7～8月)
・学歴 向上 重点 学校 の運営支援 プ ログ ラム の開発 推

進(市 都合 同、 ‘09.10～ ‘10.6)

②農山魚村の教育支援の強化 完了

・年 中面倒 見 る学校378校 の選定及 び ‘09事業費298

億 ウォン交付(‘08.12)、 面倒見 る学校 の運営 コンサ

ルテ ィン グ及び研修(’09年 中)

・田園教 室110校 選定及び’09事 業費790億 ウォン交

付(‘09.7)*K-2学 校 は田園学校のプ ログラムの一

つ で、与件 に よって 自律的に運 営

③都市低所得層の支援事業の拡

大
完了

・教育福祉 投資優先 地域100個 地域 拡大及び事業費

の交付(‘09.7.10)

・新規事業 地域の コンサルテ ィング(‘09 .3～6月)

④多文化家庭のためのオーダー

メー ド型教育支援
完了

・教 大 の ‘多 文 化 教 育講 座 ’開 設 ・運 営(10個 教 大 、
‘09
.3～)

・多 文 化 家 庭 の 学 生 メ ン トリン グ 実(2 ，500人 参 加 、
‘09
.4～)

・小 ・中 等 教 師 の 多 文 化 教 育 の 優 秀 事 例 発 表 大 会

(‘09.11.25)

⑤北韓離脱青少年の特性を考慮

した教育支援の体系化
完了

・韓 国開発 院の脱 北青少年教 育支援セ ン ター指 定及

び運営(‘09.8)

・脱 北青少年 の 民間教育施設 の財 政支援 拡大 を通 じ

た教育 与件 の改善(‘09.10～)

⑥幼稚園終 日制の拡大及び障害

児の特殊教育の支援強化
完了

・幼稚 園終 日制 の補 助人力 の支援 を通 じた拡 大

・全 国187個 特殊教育支援セ ンターに専担人力877

人配置(‘09.8)
・幼稚 園及び小学校1 、2学 年障害学生7，458人 に治
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療支援サー ビス提供(‘09.3～12月)

□教育内容の先進化

実践課題
履行

状況
措置内容及び日時

①学校教育の革新のための教育

課程自律性の大幅拡大
完了

・国 家 教 育課 程 の 改 訂 のた め の政 策 研 究 推 進(1次:

‘09
.8～9、2次:‘09，9)

・2009改 訂 教 育課 程 の 告 示(‘09 .12)

・‘Core Schools’ 指 定 学校 の ワー ク シ ョ ップ 実 施

②質の高い均等ある教科書の開

発

一部

遅延

・教 科 用 図書 に 関 す る規 定 の 改 訂(8 .18)

・歴 史 教 科 書 の 執 筆 基 準公 表(’09 .8)

・‘09年 デ ジ タル 教 科 書 の 開発

－小3～6学 年(英 語:‘09 .12開 発 完 了)

－小4(社 会
、 科 学)、 中1(英 語 、 科 学):‘10.3.完

了 予 定

・‘09年 デ ジ タル 教 科 書 の示 範 研 究 学 校 の運 営

－研 究 学校 の 運 営:20個 校(‘08)→112個 校(‘09)

－小5(国 語
、 数 学 、社 会 、科 学 、 英 語 、音 楽)

－ 小6(国 語
、 数 学 、 社 会 、 科 学)
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2大 学 ・研究機関教育、研究力量の強化

□大学の教育力量強化

実践課題
履行

状況
措置内容及び日時

①大学の教育力量強化事業の拡
大

完了

・支援 大 学 の 選 定 及 び 支 援 金 交 付(‘09 .4～5)

・常 時 コ ンサ テ ィ ン グ実 施(‘09 .9.28～9.29、13個

大 学)

・教 育 力 量 強 化 事 業 関 連 ア ン ケ ー ト調 査 実 施

(‘09.8.26～9.20)

②オーダーメー ド型産業人力の

養成
完了

・広 域 圏 先 導 事 業 の人 材 養 成 事 業

1次 コ ンサ ル テ ィ ン グ(‘09.7.6～7)、2.次 コ ンサ ル

テ ィ ン グ(‘09.7.28)
・広 域 経 済 圏 先 導 事 業 の 人 材 養 成 事 業 現 場 の 点 検

(‘09.11)

③知識サービスを創出する高級

人力の要請
完了

・医療人力養成 体制 の総合評価 の実施(‘09 .10~12)
・緑成長 、新成 長動力分 野の専 門大学院 の設置認 可

(‘09.9):5個 大学院

④ 教 科 部 国 際 奨 学 プ ロ グ ラ ム

(MES Scholarship Program)の 推

進

完了
・留 学 博 覧 会 の 開催(‘09 .9)

・韓 国駐 在 外 国公 館 の担 当者 の1次 説 明会(‘09 .7)

⑤外部資金の誘致を通じた教育
与件の改善

完了

・外 部 資 金 の誘 致 及 び 大 学 内 民 間企 業 の 入 居 が 可 能

出 き る大 学 の設 立 、運 営 規 程 の改 訂(‘09.4)
・私 学 振 興 基 金 の融 資 額 の拡 大(‘08 、1，350億 ウォ

ン→ ‘09、1，771億 ウォ ン)

・高 等 教 育 財 政 の増 額(‘08 、4兆8，246億 ウォ ン→
‘09
、5兆8，246億 ウォ ン)

□大学の自律と責務強化

実践課題
履行

状況
措置内容及び日時

①大学の学生選抜典型先進化の

ための入学事情官制の拡大
完了

・入学事情官制支援事業 の推進(236億 ウォン9.4～)
－先導15校(平 均9億) 、継続23校(平 均3億)、 新

規9校(平 均1.46億)

②大学入試の完全自律化(‘12

年以後)の ための大学教育協

議会の権限強化

一部

遅延

・教育協力委員会 の構成運営(‘09 .8.26～)
・大学教育協 会法 の改訂 案 の国会発 議 ・審議 中 －金

セ ン ド ン 議 員 の 案 を 教 科 委 員 会 の 上 程

(‘08.12.11)、 教 科 委 員 会 法 案 審 査 所 委 上 程

(‘09.2.20)

③大学が逓減出来るような自律

化の持続推進
完了

・催 ジ ェ ソン議 員 の代 表発 議 で仁川 大 の法 人化 法

(案)の 国会提 出(8.19)
・ソウル大 の法人化法案 の国会提 出(12 .11)

④大学の情報公開及び評価 ・認

証制の定着
完了

・‘09年 学 生 及 び教 員 の現 況 な ど13個 公 示 項 目の公

示 履 行(‘09.1～ ‘09.12)

・4年 制 大 学 の 自体 評 価 実 施 完 了(～ ‘09.12)

・認 定 機 関 の指 定基 準 の樹 立 、

告 示(‘09.6)及 び指 定審 査(‘09.12)
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□大学 ・出演(研)の 研 究力量の向上

実践課題
履行

状況
措置内容及び日時

①世界水準の研究中心大学(WCU)

の育成
完了
・WCU事 業 協 議 会(7 .30、9.30)

・1次 年 度 年 次 評 価 の実 施(10～11月)

②大学の優秀研究成果の創出支

援
完了
・学 問後 続 世 代 、新 人 教 授 、基礎 研 究 共 同 支 援(‘09.7)

・人 文 週 間 行 事(‘09 .9)

③修士・博士級の高級人力の専門

人力養成の支援拡大
完了

・BK213次 年 度 年 次 評 価行 ・財 政 点検 、Spot Check

完 了

・BK21下 半期 事 業 費 の 交 付(‘09 .9)

④出演(研)再 跳躍のための構造

及び運営システムの改編
完了

・KIST新 任 院長 サ ー チ コ ミテ ィー構 成(‘09 .1)

・KIST院 長 選 任(7 .24)及 び 就任(8.27)

・出演(研)運 営 の 効 率 化 方案 の 用 意(7 .28)

⑤WCI(World Class Institute)

を 通 じて 出 演(研)の 研 究 集 団

育 成

完了

・WCI事 業 基 本 計 画 の 検 討 ・確 定(3～6月)

・WCI事 業評 価 計 画 案 の 樹 立 ・評 価(10～11月)

・WCI3個 セ ンタ ー確 定(11 .30)

□教育 ・科学技術の融合シナージ創出

実践課題
履行

状況
措置内容及び日時

①国家科学技術委員会及び教育

科学技術諮問会の内実化
完了

・国家科学技術委員会 の本会議(3回 、14個 案 件)

及び運営委員会(7回 ，50個 案件)の 開催
・R&D専 門委員会 の改編(’09 .10)、 科 学技術 政策

専 門委 員 会(‘09.6)及 び 知 識 財 産 専 門委 員 会

(‘09.11)の 新設 のた めの根拠の用 意
・全 体会議(9回)及 び分野会議(13回)の 開催で 未来

型教 育課程 な ど10件 の主要議題諮 問

②韓国研究財団及び韓国奨学財

団の設立
完了

・‘韓 国研究財 団 ’の設 立及 びPM制 度 の先進化 方案

の用意(‘09.6.26)

・奨 学 ・金 融 ・人力養 成の専 門性 を持 って いる韓 国

奨学財 団の設立

③創意的科学英才の育成 完了

・‘10学年度英才学校新入生の選抜(8月 、391人)
・科学 高校 の発展 方案 の樹 立(8月)

・科学高校 の入試 改善(‘11学 年度入試 か ら入 学 事

情官制 、科 学創意性典型 の導入)(7月 ～)
・科学高校 の教 育課程 の改編研 究(9月 ～)

④科学館を活用、学校以外の科学

教育と科学基礎素養の強化
完了

・国立果川科 学館 の科学教 室の運営(‘09 .7～)
・生活科学教 室の基本計画樹 立(‘09 .7)

・国立大邱、光州科学館実施設計(‘09.7)
・国立大邱

、光州科学館建設着 工(‘09.10)

⑤大学・出演(研)共 同人材養成及

び研究拠点の用意
完了

・忠南大学-基 礎(研)10個 学連共 同研 究Project遂

行

・10年 度 学 連 協 力事 業予 算30億 ウォ ンの 確 保

(‘09.9)
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3科 学技術競争力の向上

□緑成長の核心技術の開発

実践課題
履行

状況
措置内容及び日時

①汎緑技術戦略の樹立及び世界

先導の開発
完了

・‘緑技術研 究開発 の総合対策 ’の樹 立(‘09 .1)

・“2009年 度緑技術研 究開発施行計 画”及 び “重点

緑技術 開発 と常用化 戦略の樹 立”(‘09.5)
・新技術 の融合型 の成 長動力課題 の着手(‘09 .6)

②緑技術開発のためのインプラ

構築
完了

・緑 グ ロ－バ ル 研 究 室 の新 規課 題 の 選 定(‘09 .6)

・‘09年 度 緑優 秀研 究 セ ン ター の選 定(‘09 .7)

・“緑 人 力 養 成 方 案 の樹 立”(‘09 .11)

③気候変化の対応研究開発の

強化
完了

・「気候 変化対応 の基礎源泉技術 開発事業」の推進計

画 の樹 立(‘09.7)及 び課題 の選 定(‘09.9)
・韓 国人工光合成研 究セ ンター開所(‘09 .11)

・‘GCCSI(国 際二酸化炭素胞集貯蔵研 究所)’ 法廷会

員加 入(‘09.11)な ど二酸化炭 素胞集 ・貯蔵技術

関連 国際協力 の強化

□創意的基礎 ・源泉研究投資の強化

実践課題
履行

状況
措置内容及び日時

①基礎研究の支援拡大 完了
・下半期新規課題 の選 定－一般 ・中堅研 究者事業430

個課題(379億 ウォ ン)

②未来基礎科学の核心 リーダー

養成

一部

遅延

・‘10年予算確保(政 府案10億 ウォ ン)

・事 業計画(案)樹 立のた めの大学院生 、研究者対象

の意 見収斂

③未来有望科学者の一生支援

体系の構築

一部

遅延

・サイエ ンスマ ップ作 成プ ログラムの開発 完了

・被 引用上位1%論 文 を対象 に したサイエ ンスマ ップ

の草案 の導出

④容易性 ・自律性を重視する

研究管理制度の確立
完了

・‘教育科学技術諮問会議 ’で 「創 意的研究振興のた

めのR&D課 題評価 制度 の改善方案」の報告(‘09.8)
・「教育科 学技術 部 の研 究事 業先進 化方 案」の用 意

(‘09.10)

⑤ グローバル基礎科学 の協力

ネ ッ トワー クの構築
完了

・基礎 ・源 泉分野の協力研 究のた めのグローバル研

究室(GRL)事 業 の新規課題(5個)の 選定(‘09.6)
・漢 陽大学－(日)理 科学研 究所 の 間の共 同研 究セ ン

ター運 営の支援(‘09.7)
・韓 国 － ス ウ ェ ー デ ン科 学 技 術 協 力 協 定 締 結

(‘09.9.11、 ス トックホルム)

⑥未来有望の源泉技術及び脳

研究の促進
完了

・グローバル フロンテ ィア事業 ‘10年度予算の確保

(150億 ウォン、政府 案)(‘09.6～9)
・未 来有望パ イオニ ア事 業 ‘10年 度技術需 要調 査

(‘09.7～8)及 び先行課題 の選 定公 告(9.18)
・韓国脳研 究院設 立の推 進計画 の確 定(9 .29， 脳研

究促進 審議会)
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□選択 と集中による巨大研究分野の成果創出

実践課題
履行

状況
措置内容及び日時

① 衛 星発 射体(KSLV-Ⅰ)の 徹底

した安全点検の遂行
完了

・発 射準備現況 と安全 対策
、発射前 後の各種 シナ リ

オ及 び対応 方案 な どに対す る政府 の総合点 検 の

遂行(‘09.4～8)
・発射 体の上段点検 の完 了(7 .17)

・ナ ロ号(KSLV-Ⅰ)の 発射(8 .25)

② 宙核心技術の確保及び民間参

加の拡大

一部

遅延

・‘09年度宇宙基礎及 び核 心技術開発 の新規課題協

約 の締結(8.28)
－基礎(11個 課題)

、核 心技術 開発(6個 課題)
・多 目的3A号 本 体 開発 の 優 先 協 商 業 態 の 選 定

(12.14)及 び製 作技術 民間移 転 の準備
・教科部 －NASA韓 ・米宇 宙協力書名(‘09 .10)

・通信海洋気象衛 星 の発射(‘09 .下 → ‘10.上)

③ 原子炉の海外輸出及び未来原

子力核心技術の開発
完了

・パ イ ロイ ル 館 公 正 施 設(PRIDE)の 設 計 着 手(‘09 .5)

・POSCO(主 管)と 予 備 出 資契 約 の 締 結(‘09 .9)

・SMART民 間企 業 の投 資 意 向書 接 受(‘09 .7)

・ヨル ダ ン研 究 炉 の 最優 先 協 商 者 の 選 定(‘09 .12)

④ 融合 ・極地探査の技術開発の

推進
完

・ITER事 業 産 業 体 招 請 の説 明 会 開 催(7 .31、12.11

な ど2回)

・韓 国 産 業 体 のITER機 構 の 用 役 受 注 －総 受注 額:

280万 ユ ー ロ

・KSTAR目 標 性 能 の超 過 達 成(プ ラズ マ 電 流320kA 、

維 持 時3.6秒)

□国際科学ビジネスベル ト推進

実践課題
履行

状況
措置内容及び日時

①法的 ・制度的基盤の構築
一部

遅延

・特 別法 の国会提 出(‘09 .2)、 教科 委員 会の法案

所為 繋留中

②国際科学 ビジネスベル ト造成

の準備
完了

・科 学 ベ ル トの 国 家 地 域発 展 関 連 セ ミナ ー(‘09 .7)

・立 地 計 量 的 評 価 の完 了(‘09 .9)
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出 典 一 覧

教育関連機関の教育情報公示制運営法案に関する研究

李明博政府の科学技術基本計画(577戦 略)「2010年 度施行計画」

http://www.mest.go.kr/ms _kor/inform/info_data/sciti/1238507_8478.jsp

・教育科学技術先進化世界一流国家跳躍

http://mest.korea.kr/gonews/branch.do?act=detailView&datald=155415421§ionld=.
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